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(57)【要約】
【課題】　送信側装置から２アンテナで送信された第１
送信信号と第２送信信号を中継装置を介して受信するテ
レビ受信機を提供する。
【解決手段】　第１周波数および第２周波数に所望の信
号が存在する合成信号の入力を受け付け、合成信号と同
一の第１分岐信号および第２分岐信号を出力し、第１分
岐信号の第１周波数の信号と、第２分岐信号の第２周波
数の信号とが、同じ周波数に存在するように、第１分岐
信号と第２分岐信号とのうち、少なくとも一方に対して
周波数変換を施し、少なくとも一方に周波数変換が施さ
れた第１分岐信号と第２分岐信号とを用いてＭＩＭＯ検
波を実行する。
【選択図】図１１６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信信号から生成された中継信号を出力する中継装置であって、
　前記受信信号は、第１周波数帯域において第１送信信号と第２送信信号とが重畳された
信号を含み、
　前記第１送信信号と前記第２送信信号は、送信側装置によって同一周波数ならびに同一
時刻で複数のアンテナを用いて送信されるものであり、前記第１送信信号はＸビットのデ
ータをマッピングした第１変調信号を含み、前記第２送信信号はＹビットのデータをマッ
ピングした第２変調信号を含み、
　前記中継装置は、
　前記受信信号を用いて中継信号を生成し、前記中継信号はＸ＋Ｙビットのデータをマッ
ピングした第３変調信号を含む、生成部と、
　前記中継信号を出力する出力部と
　を備えることを特徴とする中継装置。
【請求項２】
　前記生成部は、前記Ｘビットのデータ及び前記Ｙビットのデータに対応する誤り訂正符
号化前の硬判定データを前記受信信号から生成し、
　前記第３変調信号は、前記硬判定データを用いたマッピング処理により生成される
　請求項１記載の中継装置。
【請求項３】
　前記生成部は、前記Ｘビットのデータ及び前記Ｙビットのデータに対応する誤り訂正符
号化前の軟判定データを前記受信信号から生成し、
　前記第３変調信号は、前記軟判定データを用いたマッピング処理により生成される
　請求項１記載の中継装置。
【請求項４】
　受信信号から生成された中継信号を出力する中継装置が実施する中継方法であって、
　前記受信信号は、第１周波数帯域において第１送信信号と第２送信信号とが重畳された
信号を含み、
　前記第１送信信号と前記第２送信信号は、送信側装置によって同一周波数ならびに同一
時刻で複数のアンテナを用いて送信されるものであり、前記第１送信信号はＸビットのデ
ータをマッピングした第１変調信号を含み、前記第２送信信号はＹビットのデータをマッ
ピングした第２変調信号を含み、
　前記中継方法は、
　前記受信信号から中継信号を生成し、前記中継信号はＸ＋Ｙビットのデータをマッピン
グした第３変調信号を含む、
　前記中継信号を出力する、
　中継方法。
【請求項５】
　前記中継方法は、前記Ｘビットのデータ及び前記Ｙビットのデータに対応する誤り訂正
符号化前の硬判定データを前記受信信号から生成し、
　前記第３変調信号は、前記硬判定データを用いたマッピング処理により生成される
　請求項４記載の中継方法。
【請求項６】
　前記中継方法は、前記Ｘビットのデータ及び前記Ｙビットのデータに対応する誤り訂正
符号化前の軟判定データを前記受信信号から生成し、
　前記第３変調信号は、前記軟判定データを用いたマッピング処理により生成される
　請求項４記載の中継方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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（関連出願に関する言及）２０１１年４月１９日に出願された日本国特許出願２０１１－
０９３５４２号、２０１１年４月２８日に出願された日本国特許出願２０１１－１０２１
０２号、２０１１年５月２６日に出願された日本国特許出願２０１１－１１８４５４号、
２０１１年６月２４日に出願された日本国特許出願２０１１－１４０７４８号、及び２０
１１年９月２日に出願された日本国特許出願２０１１－１９２１２２号に含まれる、特許
請求の範囲、明細書、図面及び要約書の開示内容はすべて本願に援用される。
【０００２】
　本発明は、特にマルチアンテナを用いた通信を行う信号生成方法及び信号生成装置に関
する。
【背景技術】
【０００３】
　従来、マルチアンテナを用いた通信方法として例えばＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ－Ｉ
ｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ－Ｏｕｔｐｕｔ）と呼ばれる通信方法がある。ＭＩＭＯに代
表されるマルチアンテナ通信では、複数系列の送信データをそれぞれ変調し、各変調信号
を異なるアンテナから同時に送信することで、データの通信速度を高めるようになってい
る。
【０００４】
　図２３は、送信アンテナ数２、受信アンテナ数２、送信変調信号（送信ストリーム）数
２のときの送受信装置の構成の一例を示している。送信装置では、符号化されたデータを
インタリーブし、インタリーブ後のデータを変調し、周波数変換等を行い送信信号が生成
され、送信信号はアンテナから送信される。このとき、送信アンテナからそれぞれ異なる
変調信号が同一時刻に同一周波数に送信する方式が空間多重ＭＩＭＯ方式である。
【０００５】
　このとき、特許文献１では送信アンテナごとに異なるインタリーブパターンを具備する
送信装置が提案されている。つまり、図２３の送信装置において２つのインタリーブ（π
ａ、πｂ）が互いに異なるインタリーブパターンを有していることになる。そして、受信
装置において、非特許文献１、非特許文献２に示されているように、ソフト値を用いた検
波方法（図２３におけるＭＩＭＯ　ｄｅｔｅｃｔｏｒ）を、反復して行うことによって、
受信品質が向上することになる。
【０００６】
　ところで、無線通信における実伝搬環境のモデルとして、レイリーフェージング環境で
代表されるＮＬＯＳ（ｎｏｎ－ｌｉｎｅ　ｏｆ　ｓｉｇｈｔ）環境、ライスフェージング
環境で代表されるＬＯＳ（ｌｉｎｅ　ｏｆ　ｓｉｇｈｔ）環境が存在する。送信装置にお
いてシングルの変調信号を送信し、受信装置において複数のアンテナで受信した信号に対
して最大比合成を行い、最大比合成後の信号に対して復調、及び復号を行う場合、ＬＯＳ
環境、特に、散乱波の受信電力に対する直接波の受信電力の大きさを示すライスファクタ
が大きい環境では、良好な受信品質を得ることができる。しかし、伝送方式（例えば、空
間多重ＭＩＭＯ伝送方式）によっては、ライスファクタが大きくなると受信品質が劣化す
るという問題が発生する。（非特許文献３参照）
　図２４の（Ａ）（Ｂ）は、レイリ－フェージング環境、及びライスファクタＫ＝３、１
０、１６ｄＢのライスフェージング環境において、ＬＤＰＣ（ｌｏｗ－ｄｅｎｓｉｔｙ　
ｐａｒｉｔｙ－ｃｈｅｃｋ）符号化されたデータを２×２（２アンテナ送信、２アンテナ
受信）空間多重ＭＩＭＯ伝送した場合のＢＥＲ（Ｂｉｔ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｅ）特性（
縦軸：ＢＥＲ、横軸：ＳＮＲ（ｓｉｇｎａｌ－ｔｏ－ｎｏｉｓｅ　ｐｏｗｅｒ　ｒａｔｉ
ｏ））のシミュレーション結果の一例を示している。図２４の（Ａ）は、反復検波を行わ
ないＭａｘ－ｌｏｇ－ＡＰＰ（非特許文献１、非特許文献２参照）（ＡＰＰ：ａ　ｐｏｓ
ｔｅｒｉｏｒ　ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ）のＢＥＲ特性、図２４の（Ｂ）は、反復検波を
行ったＭａｘ－ｌｏｇ－ＡＰＰ（非特許文献１、非特許文献２参照）（反復回数５回）の
ＢＥＲ特性を示している。図２４（Ａ）（Ｂ）からわかるように、反復検波を行う、また
は行わないに関係なく、空間多重ＭＩＭＯシステムでは、ライスファクタが大きくなると
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受信品質が劣化することが確認できる。このことから、「空間多重ＭＩＭＯシステムでは
、伝搬環境が安定的になると受信品質が劣化する」という従来のシングルの変調信号を送
信するシステムにはない、空間多重ＭＩＭＯシステム固有の課題をもつことがわかる。
【０００７】
　放送やマルチキャスト通信は、いろいろな伝播環境に対応しなければならないサービス
であり、ユーザが所持する受信機と放送局との間の電波伝搬環境はＬＯＳ環境であること
は当然ありうる。前述の課題をもつ空間多重ＭＩＭＯシステムを、放送やマルチキャスト
通信に用いた場合、受信機において、電波の受信電界強度は高いが、受信品質の劣化によ
りサービスを受けることができない、という現象が発生する可能性がある。つまり、空間
多重ＭＩＭＯシステムを放送やマルチキャスト通信で用いるには、ＮＬＯＳ環境、及びＬ
ＯＳ環境のいずれの場合においても、ある程度の受信品質が得られるＭＩＭＯ伝送方式の
開発が望まれる。
【０００８】
　非特許文献８では、通信相手からのフィードバック情報からプリコーディングに用いる
コードブック（プリコーディング行列（プリコーディングウェイト行列ともいう））を選
択する方法について述べられているが、上記のように、放送やマルチキャスト通信のよう
に、通信相手からのフィードバック情報が得られない状況において、プリコーディングを
行う方法については全く記載されていない。
【０００９】
　一方、非特許文献４では、フィードバック情報が無い場合にも適用することができる、
時間とともに、プリコーディング行列を切り替える方法について述べられている。この文
献では、プリコーディングに用いる行列として、ユニタリ行列を用いること、また、ユニ
タリ行列をランダムに切り替えることについて述べられているが、上記で示したＬＯＳ環
境での受信品質の劣化に対する適用方法については全く記載されていなく、単にランダム
に切り替えることのみが記載されている。当然であるが、ＬＯＳ環境の受信品質の劣化を
改善するためのプリコーディング方法、および、プリコーディング行列の構成方法に関す
る記述は一切されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】国際公開第２００５／０５０８８５号
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】“Ａｃｈｉｅｖｉｎｇ　ｎｅａｒ－ｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｎ　ａ　ｍｕ
ｌｔｉｐｌｅ－ａｎｔｅｎｎａ　ｃｈａｎｎｅｌ”　ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ
　ｏｎ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，　ｖｏｌ．５１，　ｎｏ．３，　ｐｐ．３８９
－３９９，　Ｍａｒｃｈ　２００３．
【非特許文献２】“Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　ａｎａｌｙｓｉｓ　ａｎｄ　ｄｅｓｉｇｎ
　ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　ＬＤＰＣ－ｃｏｄｅｄ　ＭＩＭＯ　ＯＦＤＭ　ｓｙ
ｓｔｅｍｓ”　ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ．，　ｖ
ｏｌ．５２，　ｎｏ．２，　ｐｐ．３４８－３６１，　Ｆｅｂ．　２００４．
【非特許文献３】“ＢＥＲ　ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ　ｉｎ　２
ｘ２　ＭＩＭＯ　ｓｐａｔｉａｌ　ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　ｓｙｓｔｅｍｓ　ｕｎｄ
ｅｒ　Ｒｉｃｉａｎ　ｆａｄｉｎｇ　ｃｈａｎｎｅｌｓ，”　ＩＥＩＣＥ　Ｔｒａｎｓ．
　Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌｓ，　ｖｏｌ．Ｅ９１－Ａ，　ｎｏ．１０，　ｐｐ．２７９８
－２８０７，　Ｏｃｔ．　２００８．
【非特許文献４】“Ｔｕｒｂｏ　ｓｐａｃｅ－ｔｉｍｅ　ｃｏｄｅｓ　ｗｉｔｈ　ｔｉｍ
ｅ　ｖａｒｙｉｎｇ　ｌｉｎｅａｒ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎｓ，　”ＩＥＥＥ　
Ｔｒａｎｓ．　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，　ｖｏｌ．６，　ｎ
ｏ．２，　ｐｐ．４８６－４９３，　Ｆｅｂ．　２００７．
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【非特許文献５】“Ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　ＱＲ－ＭＬＤ　
ｓｕｉｔａｂｌｅ　ｆｏｒ　ｓｏｆｔ－ｄｅｃｉｓｉｏｎ　ｔｕｒｂｏ　ｄｅｃｏｄｉｎ
ｇ　ａｎｄ　ｉｔｓ　ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ，”　ＩＥＩＣＥ　Ｔｒａｎｓ．　Ｃｏｍ
ｍｕｎ．，　ｖｏｌ．Ｅ８８－Ｂ，　ｎｏ．１，　ｐｐ．４７－５７，　Ｊａｎ．　２０
０４．
【非特許文献６】「Ｓｈａｎｎｏｎ限界への道標：“Ｐａｒａｌｌｅｌ　ｃｏｎｃａｔｅ
ｎａｔｅｄ　（Ｔｕｒｂｏ）　ｃｏｄｉｎｇ”，　“Ｔｕｒｂｏ　（ｉｔｅｒａｔｉｖｅ
）　ｄｅｃｏｄｉｎｇ”とその周辺」電子情報通信学会、信学技法ＩＴ９８－５１
【非特許文献７】“Ａｄｖａｎｃｅｄ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ｆｏｒ　
ＰＬＣｓ：　Ｗａｖｅｌｅｔ－ＯＦＤＭ，”　Ｐｒｏｃ．　ｏｆ　ＩＥＥＥ　Ｉｎｔｅｒ
ｎａｔｉｏｎａｌ　ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　ｏｎ　ＩＳＰＬＣ　２００８，　ｐｐ．１８７
－１９２，　２００８．
【非特許文献８】Ｄ．　Ｊ．　Ｌｏｖｅ，　ａｎｄ　Ｒ．　Ｗ．　ｈｅａｔｈ，　Ｊｒ．
，　“Ｌｉｍｉｔｅｄ　ｆｅｅｄｂａｃｋ　ｕｎｉｔａｒｙ　ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　ｆｏ
ｒ　ｓｐａｔｉａｌ　ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　ｓｙｓｔｅｍｓ，”　ＩＥＥＥ　Ｔｒ
ａｎｓ．　Ｉｎｆ．　Ｔｈｅｏｒｙ，　ｖｏｌ．５１，　ｎｏ．８，　ｐｐ．２９６７－
２９７６，　Ａｕｇ．　２００５．
【非特許文献９】ＤＶＢ　Ｄｏｃｕｍｅｎｔ　Ａ１２２，　Ｆｒａｍｉｎｇ　ｓｔｒｕｃ
ｔｕｒｅ，　ｃｈａｎｎｅｌ　ｃｏｄｉｎｇ　ａｎｄ　ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　
ａ　ｓｅｃｏｎｄ　ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　
ｔｅｌｅｖｉｓｉｏｎ　ｂｒｏａｄｃａｓｔｉｎｇ　ｓｙｓｔｅ，ｍ　（ＤＶＢ－Ｔ２）
，　Ｊｕｎｅ　２００８．
【非特許文献１０】Ｌ．　Ｖａｎｇｅｌｉｓｔａ，　Ｎ．　Ｂｅｎｖｅｎｕｔｏ，　ａｎ
ｄ　Ｓ．　Ｔｏｍａｓｉｎ，　“Ｋｅｙ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ　ｆｏｒ　ｎｅｘｔ
－ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｔｅｌｅｖｉｓｉ
ｏｎ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ＤＶＢ－Ｔ２，”　ＩＥＥＥ　Ｃｏｍｍｕｎ．　Ｍａｇａｚｉ
ｎｅ，　ｖｏ．４７，　ｎｏ．１０，　ｐｐ．１４６－１５３，　Ｏｃｔ．　２００９．
【非特許文献１１】Ｔ．　Ｏｈｇａｎｅ，　Ｔ．　Ｎｉｓｈｉｍｕｒａ，　ａｎｄ　Ｙ．
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ｖｏｌ.１７，　ｎｏ．３，　no.３，　ｐｐ．４５１―４６０，　Ｍａｒｃｈ １９９９
．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、ＬＯＳ環境における受信品質を改善することが可能なＭＩＭＯシステムを提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る信号生成方法は、複数のベースバンド信号から同一の周波数帯域かつ同一
の時刻に送信される複数の信号を生成する信号生成方法であって、第１の複数ビットから
第１のベースバンド信号ｓ１を生成し、第２の複数ビットから第２のベースバンド信号ｓ
２を生成し、第１の信号生成処理と第２の信号生成処理のいずれを実施するかを選択し、
第１の信号生成処理が選択された場合は、前記第１のベースバンド信号ｓ１と、前記第２
のベースバンド信号ｓ２とに対して、所定の行列Ｆに応じた重み付け合成を行い、第１の
重み付け合成信号ｚ１と第２の重み付け合成信号ｚ２を、前記同一の周波数帯域かつ同一
の時刻に送信される複数の信号として生成し、第２の信号生成処理が選択された場合は、
前記第１のベースバンド信号ｓ１と前記第２のベースバンド信号ｓ１との両方に対して位
相変更を行い、位相変更後の第１のベースバンド信号ｓ１’と位相変更後の第２のベース
バンド信号ｓ２’とを生成し、前記位相変更後の第１のベースバンド信号ｓ１’と、前記
位相変更後の第２のベースバンド信号ｓ２’とに対して、所定の行列Ｆ’に応じた重み付
け合成を行い、第１の重み付け合成信号ｚ１’と第２の重み付け合成信号ｚ２’を、前記
同一の周波数帯域かつ同一の時刻に送信される複数の信号として生成し、前記第１の重み
付け合成信号ｚ１及び前記第２の重み付け合成信号ｚ２は、（ｚ１、ｚ２）T＝Ｆ（ｓ１
、ｓ２）Tを満たし、前記第１の重み付け合成信号ｚ１及び前記第２の重み付け合成信号
ｚ２は、（ｚ１’、ｚ２’）T＝Ｆ’（ｓ１’、ｓ２’）Tを満たすことを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明に係る信号生成装置は、複数のベースバンド信号から同一の周波数帯域か
つ同一の時刻に送信される複数の信号を生成する信号生成装置であって、第１の複数ビッ
トから第１のベースバンド信号ｓ１を生成し、第２の複数ビットから第２のベースバンド
信号ｓ２を生成するマッピング部と、第１の信号生成処理と第２の信号生成処理のいずれ
かを実施するかを選択する制御部と、第２の信号生成処理が選択された場合に、前記第１
のベースバンド信号ｓ１と前記第２のベースバンド信号ｓ１との両方に対して位相変更を
行い、位相変更後の第１のベースバンド信号ｓ１’と位相変更後の第２のベースバンド信
号ｓ２’とを生成する位相変更部と、第１の信号生成処理が選択された場合は、前記第１
のベースバンド信号ｓ１と、前記第２のベースバンド信号ｓ２とに対して、所定の行列Ｆ
に応じた重み付け合成を行い、第１の重み付け合成信号ｚ１と第２の重み付け合成信号ｚ
２を、前記同一の周波数帯域かつ同一の時刻に送信される複数の信号として生成し、第２
の信号生成処理が選択された場合は、前記位相変更後の第１のベースバンド信号ｓ１’と
、前記位相変更後の第２のベースバンド信号ｓ２’とに対して、所定の行列Ｆ’に応じた
重み付け合成を行い、第１の重み付け合成信号ｚ１’と第２の重み付け合成信号ｚ２’を
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、前記同一の周波数帯域かつ同一の時刻に送信される複数の信号として生成する重み付け
合成部と、前記第１の重み付け合成信号ｚ１及び前記第２の重み付け合成信号ｚ２は、（
ｚ１、ｚ２）T＝Ｆ（ｓ１、ｓ２）Tを満たし、前記第１の重み付け合成信号ｚ１及び前記
第２の重み付け合成信号ｚ２は、（ｚ１’、ｚ２’）T＝Ｆ’（ｓ１’、ｓ２’）Tを満た
すことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　このように本発明によれば、ＬＯＳ環境における受信品質の劣化を改善する信号生成方
法、信号生成装置を提供することができるため、放送やマルチキャスト通信において見通
し内のユーザに対して、品質の高いサービスを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】空間多重ＭＩＭＯ伝送システムにおける送受信装置の構成の例
【図２】フレーム構成の一例
【図３】位相変更方法適用時の送信装置の構成の例
【図４】位相変更方法適用時の送信装置の構成の例
【図５】フレーム構成の例
【図６】位相変更方法の例
【図７】受信装置の構成例
【図８】受信装置の信号処理部の構成例
【図９】受信装置の信号処理部の構成例
【図１０】復号処理方法
【図１１】受信状態の例
【図１２】位相変更方法適用時の送信装置の構成の例
【図１３】位相変更方法適用時の送信装置の構成の例
【図１４】フレーム構成の例
【図１５】フレーム構成の例
【図１６】フレーム構成の例
【図１７】フレーム構成の例
【図１８】フレーム構成の例
【図１９】マッピング方法の一例
【図２０】マッピング方法の一例
【図２１】重み付け合成部の構成の例
【図２２】シンボルの並び換え方法の一例
【図２３】空間多重ＭＩＭＯ伝送システムにおける送受信装置の構成の例
【図２４】ＢＥＲ特性例
【図２５】位相変更方法の例
【図２６】位相変更方法の例
【図２７】位相変更方法の例
【図２８】位相変更方法の例
【図２９】位相変更方法の例
【図３０】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図３１】高い受信品質が得られる変調信号のフレーム構成例
【図３２】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図３３】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図３４】ブロック符号を用いた場合の１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数、
スロット数の変化例
【図３５】ブロック符号を用いた場合の２つの符号化後のブロックに必要なシンボル数、
スロット数の変化例
【図３６】デジタル放送用システムの全体構成図



(8) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【図３７】受信機の構成例を示すブロック図
【図３８】多重化データの構成を示す図
【図３９】各ストリームが多重化データにおいてどのように多重化されているかを模式的
に示す図
【図４０】ＰＥＳパケット列に、ビデオストリームがどのように格納されているかを示す
詳細図
【図４１】多重化データにおけるＴＳパケットとソースパケットの構造を示す図
【図４２】ＰＭＴのデータ構成を示す図
【図４３】多重化データ情報の内部構成を示す図
【図４４】ストリーム属性情報の内部構成を示す図
【図４５】映像表示、音声出力装置の構成図
【図４６】通信システムの構成の一例
【図４７】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図４８】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図４９】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図５０】高い受信品質が得られる変調信号のシンボル配置例
【図５１】送信装置の構成の例
【図５２】送信装置の構成の例
【図５３】送信装置の構成の例
【図５４】送信装置の構成の例
【図５５】ベースバンド信号入れ替え部を示す図
【図５６】送信装置の構成の例
【図５７】分配部の動作の一例
【図５８】分配部の動作の別例
【図５９】基地局及び端末の関係を示す通信システムの一例
【図６０】送信信号の周波数割り当ての一例
【図６１】送信信号の周波数割り当ての一例
【図６２】基地局と、中継器と、端末の関係を示す通信システムの一例
【図６３】基地局からの送信信号の周波数割り当ての一例
【図６４】中継器からの送信信号の周波数割り当ての一例
【図６５】中継器の受信部と送信部の構成の一例
【図６６】基地局が送信する信号のデータフォーマットの一例
【図６７】送信装置の構成の例
【図６８】ベースバンド信号入れ替え部を示す図
【図６９】重み付け、ベースバンド信号の入れ替え、位相変更方法の一例
【図７０】ＯＦＤＭ方式を用いた送信装置の構成の例
【図７１】フレーム構成の例
【図７２】変調方式に応じたスロット数と位相変更値の例
【図７３】変調方式に応じたスロット数と位相変更値の例
【図７４】ＤＶＢ－Ｔ２規格における、放送局が送信する信号のフレーム構成の概要
【図７５】同一時刻に２種類以上の信号が存在する例
【図７６】送信装置の構成の例
【図７７】フレーム構成の例
【図７８】フレーム構成の例
【図７９】フレーム構成の例
【図８０】Ｉ－Ｑ平面における１６ＱＡＭの場合の信号点配置の例
【図８１】Ｉ－Ｑ平面におけるＱＰＳＫの場合の信号点配置の例
【図８２】受信装置が得た対数尤度比の絶対値を模式的に示す例
【図８３】受信装置が得る対数尤度比の絶対値の好適な例
【図８４】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
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【図８５】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図８６】Ｉ－Ｑ平面における６４ＱＡＭの場合の信号点配置の例
【図８７】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図８８】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図８９】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図９０】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図９１】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図９２】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図９３】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図９４】Ｉ－Ｑ平面における１６ＱＡＭ及びＱＰＳＫの信号点配置の例
【図９５】Ｉ－Ｑ平面における１６ＱＡＭ及びＱＰＳＫの信号点配置の例
【図９６】Ｉ―Ｑ平面における８ＱＡＭの信号点配置の例
【図９７】Ｉ―Ｑ平面における信号点配置の例
【図９８】Ｉ―Ｑ平面における８ＱＡＭの信号点配置の例
【図９９】Ｉ―Ｑ平面における信号点配置の例
【図１００】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図１０１】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図１０２】時間毎の変調方式、パワー変更値、位相変更値の設定例
【図１０３】変調信号毎のフレーム構成の例
【図１０４】変調信号毎の送信電力の変更例
【図１０５】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図１０６】重み付け合成部に関連する信号処理部の構成の例
【図１０７】Ｉ－Ｑ平面における１６ＱＡＭの場合の信号点配置の例
【図１０８】サイクリックQディレイを適用する場合の信号生成部の構成の例
【図１０９】サイクリックQディレイを用いたときの、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方
法の第１の例
【図１１０】サイクリックQディレイを適用する場合の信号生成部の構成の例
【図１１１】サイクリックQディレイを適用する場合の信号生成部の構成の例
【図１１２】サイクリックQディレイを用いたときの、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方
法の第２の例
【図１１３】サイクリックQディレイを適用する場合の信号生成部の構成の例
【図１１４】サイクリックQディレイを適用する場合の信号生成部の構成の例
【図１１５】受信システムの外観
【図１１６】受信システムの構成
【図１１７】受信システムの構成
【図１１８】受信システムの構成
【図１１９】テレビの構成
【図１２０】受信システムの構成
【図１２１】（ａ）は地上デジタル放送の放送波の概念図。（ｂ）はＢＳ放送の放送波の
概念図。
【図１２２】（ａ）はフィルタリング前の受信信号の概念図。（ｂ）は放送局が複数の変
調信号を複数アンテナを用いて送信した周波数帯域の受信信号を除去したときの図
【図１２３】（ａ）は周波数変更前の受信信号の概念図。（ｂ）は放送局が複数の変調信
号を複数アンテナを用いて送信した周波数帯域の受信信号を周波数変換したときの図。
【図１２４】（ａ）は周波数変更前の受信信号の概念図。（ｂ）は放送局が複数の変調信
号を複数アンテナを用いて送信した周波数帯域の受信信号を周波数変換したときの図。
【図１２５】図１２３のようにした場合の、家庭内への引き込みを１本で行う際の、周波
数配置。
【図１２６】図１２４のようにした場合の、家庭内への引き込みを１本で行う際の、周波
数配置。
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【図１２７】（ａ）は集合住宅での共同受信に用いる中継装置の配置例。（ｂ）は個人住
宅に用いる中継装置の配置例。（ｃ）はＣＡＴＶ事業者で用いる中継装置の配置例。
【図１２８】受信したテレビ放送のデータ構成の概念図。
【図１２９】ケーブルテレビ事業者における中継装置の構成例
【図１３０】信号処理部の構成例
【図１３１】配信用データ生成部の構成例
【図１３２】結合前の信号の例
【図１３３】結合後の信号の例
【図１３４】テレビ受信機の構成例
【図１３５】ケーブルテレビ事業者における中継装置の構成例
【図１３６】（ａ）はマルチキャスト通信の例。（ｂ）はフィードバックのあるユニキャ
スト通信の例。（ｃ）はフィードバックのないユニキャスト通信の例
【図１３７】送信機の構成例
【図１３８】フィードバック機能を有する受信機の構成例
【図１３９】ＣＳＩのフレーム構成例
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
（実施の形態１）
　本実施の形態の送信方法、送信装置、受信方法、受信装置について詳しく説明する。
【００１８】
　本説明を行う前に、従来システムである空間多重ＭＩＭＯ伝送システムにおける、送信
方法、復号方法の概要について説明する。
【００１９】
　ＮｔｘＮｒ空間多重ＭＩＭＯシステムの構成を図１に示す。情報ベクトルｚは、符号化
およびインタリーブが施される。そして、インタリーブの出力として、符号化後ビットの
ベクトルｕ＝（ｕ１，…，ｕＮｔ）が得られる。ただし、ｕｉ＝（ｕｉ１，…，ｕｉＭ）
とする（Ｍ：シンボル当たりの送信ビット数）。送信ベクトルｓ＝（ｓ１，…，ｓＮｔ）
Ｔとすると送信アンテナ＃ｉから送信信号ｓｉ＝ｍａｐ（ｕｉ）とあらわし、送信エネル
ギーを正規化するとＥ｛｜ｓｉ｜２｝＝Ｅｓ／Ｎｔとあらわされる（Ｅｓ：チャネル当た
りの総エネルギー）。そして、受信ベクトルをｙ＝（ｙ１，…，ｙＮｒ）Ｔとすると、式
（１）のようにあらわされる。
【００２０】
【数１】

【００２１】
　このとき、ＨＮｔＮｒはチャネル行列、ｎ＝（ｎ１，…，ｎＮｒ）Ｔはノイズベクトル
であり、ｎｉは平均値０、分散σ２のｉ．ｉ．ｄ．複素ガウス雑音である。受信機で導入
する送信シンボルと受信シンボルの関係から、受信ベクトルに関する確率は、式（２）の
ように多次元ガウス分布で与えることができる。
【００２２】
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【数２】

【００２３】
　ここで、ｏｕｔｅｒ　ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダとＭＩＭＯ検波から
なる図１のような反復復号を行う受信機を考える。図１における対数尤度比のベクトル（
Ｌ－ｖａｌｕｅ）は式（３）－（５）のようにあらわされる。
【００２４】
【数３】

【００２５】

【数４】

【００２６】
【数５】

【００２７】
＜反復検波方法＞
　ここでは、ＮｔｘＮｒ空間多重ＭＩＭＯシステムにおけるＭＩＭＯ信号の反復検波につ
いて述べる。
ｕｍｎの対数尤度比を式（６）のように定義する。
【００２８】
【数６】
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ベイズの定理より、式（６）は、式（７）のようにあらわすことができる。
【００３０】
【数７】

【００３１】
　ただし、Ｕｍｎ，±1＝｛ｕ｜ｕｍｎ＝±１｝とする。そして、ｌｎΣａｊ～ｍａｘ　
ｌｎ　ａｊで近似すると式（７）は式（８）のように近似することができる。なお、上の
「～」の記号は近似を意味する。
【００３２】

【数８】

【００３３】
　式（８）におけるＰ（ｕ｜ｕｍｎ）とｌｎ　Ｐ（ｕ｜ｕｍｎ）は以下のようにあらわさ
れる。
【００３４】
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【数９】

【００３５】
【数１０】

【００３６】
【数１１】

【００３７】
　ところで、式（２）で定義した式の対数確率は式（１２）のようにあらわされる。
【００３８】
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【数１２】

【００３９】
　したがって、式（７），（１３）から、ＭＡＰ、または、ＡＰＰ（ａ　ｐｏｓｔｅｒｉ
ｏｒｉ　ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ）では、事後のＬ－ｖａｌｕｅは、以下のようにあらわ
される。
【００４０】
【数１３】

【００４１】
　以降では、反復ＡＰＰ復号と呼ぶ。また、式（８），（１２）から、Ｍａｘ－Ｌｏｇ近
似に基づく対数尤度比（Ｍａｘ－Ｌｏｇ　ＡＰＰ）では、事後のＬ－ｖａｌｕｅは、以下
のようにあらわされる。
【００４２】

【数１４】

【００４３】
【数１５】

【００４４】
　以降では、反復Ｍａｘ－ｌｏｇ　ＡＰＰ復号と呼ぶ。そして、反復復号のシステムで必
要とする外部情報は、式（１３）または（１４）から事前入力を減算することで、求める
ことができる。
＜システムモデル＞
　図２３に、以降の説明につながるシステムの基本構成を示す。ここでは、２×２空間多
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重ＭＩＭＯシステムとし、ストリームＡ，Ｂではそれぞれにｏｕｔｅｒエンコーダがあり
、２つのｏｕｔｅｒエンコーダは同一のＬＤＰＣ符号のエンコーダとする（ここではｏｕ
ｔｅｒエンコーダとしてＬＤＰＣ符号のエンコーダを用いる構成を例に挙げて説明するが
、ｏｕｔｅｒエンコーダが用いる誤り訂正符号はＬＤＰＣ符号に限ったものではなく、タ
ーボ符号、畳み込み符号、ＬＤＰＣ畳み込み符号等の他の誤り訂正符号を用いても同様に
実施することができる。また、ｏｕｔｅｒエンコーダは、送信アンテナごとに有する構成
としているがこれに限ったものではなく、送信アンテナが複数であっても、ｏｕｔｅｒエ
ンコーダは一つであってもよく、また、送信アンテナ数より多くのｏｕｔｅｒエンコーダ
を有していてもよい。）。そして、ストリームＡ，Ｂではそれぞれにインタリーバ（πａ

，πｂ）がある。ここでは、変調方式を２ｈ－ＱＡＭとする（１シンボルでｈビットを送
信することになる。）。
【００４５】
　受信機では、上述のＭＩＭＯ信号の反復検波（反復ＡＰＰ（またはＭａｘ－ｌｏｇ　Ａ
ＰＰ）復号）を行うものとする。そして、ＬＤＰＣ符号の復号としては、例えば、ｓｕｍ
－ｐｒｏｄｕｃｔ復号を行うものとする。
【００４６】
　図２はフレーム構成を示しており、インタリーブ後のシンボルの順番を記載している。
このとき、以下の式のように（ｉａ，ｊａ），（ｉｂ，ｊｂ）をあらわすものとする。
【００４７】
【数１６】

【００４８】
【数１７】

【００４９】
　このとき、ｉａ，ｉｂ：インタリーブ後のシンボルの順番、ｊａ，ｊｂ：変調方式にお
けるビット位置（ｊａ，ｊｂ＝１，・・・，ｈ）、πａ，πｂ：ストリームＡ，Ｂのイン
タリーバ、Ωａ

ｉａ，ｊａ，Ωｂ
ｉｂ，ｊｂ：ストリームＡ，Ｂのインタリーブ前のデー

タの順番、を示している。ただし、図２では、ｉａ＝ｉｂのときのフレーム構成を示して
いる。
＜反復復号＞
　ここでは、受信機におけるＬＤＰＣ符号の復号で用いるｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号お
よびＭＩＭＯ信号の反復検波のアルゴリズムについて詳しく述べる。
【００５０】
　ｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号
　２元ＭｘＮ行列Ｈ＝｛Ｈｍｎ｝を復号対象とするＬＤＰＣ符号の検査行列とする。集合
［１，Ｎ］＝｛１，２，・・・，Ｎ｝の部分集合Ａ（ｍ），Ｂ（ｎ）を次式のように定義
する。
【００５１】
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【数１８】

【００５２】

【数１９】

【００５３】
　このとき、Ａ（ｍ）は検査行列Ｈのｍ行目において、１である列インデックスの集合を
意味し、Ｂ（ｎ）は検査行列Ｈのｎ行目において１である行インデックスの集合である。
ｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号のアルゴリズムは以下のとおりである。
Ｓｔｅｐ　Ａ・１（初期化）：Ｈｍｎ＝１を満たす全ての組（ｍ，ｎ）に対して事前値対
数比βｍｎ＝０とする。ループ変数（反復回数）ｌｓｕｍ＝１とし、ループ最大回数をｌ

ｓｕｍ，ｍａｘと設定する。
Ｓｔｅｐ　Ａ・２（行処理）：ｍ＝１，２，・・・，Ｍの順にＨｍｎ＝１を満たす全ての
組（ｍ，ｎ）に対して、以下の更新式を用いて外部値対数比αｍｎを更新する。
【００５４】

【数２０】

【００５５】
【数２１】

【００５６】
【数２２】

【００５７】
　このとき、ｆはＧａｌｌａｇｅｒの関数である。そして、λｎの求め方については以降
で詳しく説明する。
Ｓｔｅｐ　Ａ・３（列処理）：ｎ＝１，２，・・・，Ｎの順にＨｍｎ＝１を満たす全ての
組（ｍ，ｎ）に対して、以下の更新式を用いて外部値対数比βｍｎを更新する。
【００５８】
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【数２３】

【００５９】
Ｓｔｅｐ　Ａ・４（対数尤度比の計算）：ｎ∈［１，Ｎ］について対数尤度比Ｌｎを以下
のように求める。
【００６０】
【数２４】

【００６１】
Ｓｔｅｐ　Ａ・５（反復回数のカウント）：もしｌｓｕｍ＜ｌｓｕｍ，ｍａｘならばｌｓ

ｕｍをインクリメントして、ｓｔｅｐ　Ａ・２に戻る。ｌｓｕｍ＝ｌｓｕｍ，ｍａｘの場
合、この回のｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号は終了する。
【００６２】
　以上が、１回のｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号の動作である。その後、ＭＩＭＯ信号の反
復検波が行われる。上述のｓｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号の動作の説明で用いた変数ｍ，ｎ
，αｍｎ，βｍｎ，λｎ，Ｌｎにおいて、ストリームＡにおける変数をｍａ，ｎａ，αａ

ｍａｎａ，βａ
ｍａｎａ，λｎａ，Ｌｎａ、ストリームＢにおける変数をｍｂ，ｎｂ，α

ｂ
ｍｂｎｂ，βｂ

ｍｂｎｂ，λｎｂ，Ｌｎｂであらわすものとする。
＜ＭＩＭＯ信号の反復検波＞
　ここでは、ＭＩＭＯ信号の反復検波におけるλｎの求め方について詳しく説明する。
【００６３】
　　式（１）から、次式が成立する。
【００６４】
【数２５】

【００６５】
図２のフレーム構成から、式（１６）（１７）から、以下の関係式が成立する。
【００６６】

【数２６】
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【００６７】
【数２７】

【００６８】
このとき、ｎａ，ｎｂ∈［１，Ｎ］となる。以降では、ＭＩＭＯ信号の反復検波の反復回
数ｋのときのλｎａ，Ｌｎａ，λｎｂ，Ｌｎｂをそれぞれλｋ，ｎａ，Ｌｋ，ｎａ，λｋ

，ｎｂ，Ｌｋ，ｎｂとあらわすものとする。
【００６９】
　Ｓｔｅｐ　Ｂ・１（初期検波；ｋ＝０）：初期検波のとき、λ0，ｎａ，λ0，ｎｂを以
下のように求める。
反復ＡＰＰ復号のとき：
【００７０】
【数２８】

【００７１】
反復Ｍａｘ－ｌｏｇ　ＡＰＰ復号のとき：
【００７２】

【数２９】

【００７３】
【数３０】

【００７４】
ただし、Ｘ＝ａ，ｂとする。そして、ＭＩＭＯ信号の反復検波の反復回数をｌｍｉｍｏ＝
０とし、反復回数の最大回数をｌｍｉｍｏ，ｍａｘと設定する。
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【００７５】
　Ｓｔｅｐ　Ｂ・２（反復検波；反復回数ｋ）：反復回数ｋのときのλｋ，ｎａ，λｋ，

ｎｂは、式（１１）（１３）－（１５）（１６）（１７）から式（３１）－（３４）のよ
うにあらわされる。ただし、（Ｘ，Ｙ）＝（ａ，ｂ）（ｂ，ａ）となる。
反復ＡＰＰ復号のとき：
【００７６】
【数３１】

【００７７】
【数３２】

【００７８】
反復Ｍａｘ－ｌｏｇ　ＡＰＰ復号のとき：
【００７９】
【数３３】

【００８０】
【数３４】

【００８１】
Ｓｔｅｐ　Ｂ・３（反復回数のカウント、符号語推定）：もしｌｍｉｍｏ＜ｌｍｉｍｏ，

ｍａｘならばｌｍｉｍｏをインクリメントして、ｓｔｅｐ　Ｂ・２に戻る。ｌｍｉｍｏ＝
ｌｍｉｍｏ，ｍａｘの場合、推定符号語を以下のようにもとめる。
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【００８２】
【数３５】

【００８３】
　ただし、Ｘ＝ａ，ｂとする。
【００８４】
　図３は、本実施の形態における送信装置３００の構成の一例である。符号化部３０２Ａ
は、情報（データ）３０１Ａ、フレーム構成信号３１３を入力とし、フレーム構成信号３
１３（符号化部３０２Ａがデータの誤り訂正符号化に使用する誤り訂正方式、符号化率、
ブロック長等の情報が含まれており、フレーム構成信号３１３が指定した方式を用いるこ
とになる。また、誤り訂正方式は、切り替えても良い。）にしたがい、例えば、畳み込み
符号、ＬＤＰＣ符号、ターボ符号等の誤り訂正符号化を行い、符号化後のデータ３０３Ａ
を出力する。
【００８５】
　インタリーバ３０４Ａは、符号化後のデータ３０３Ａ、フレーム構成信号３１３を入力
とし、インタリーブ、つまり、順番の並び替えを行い、インタリーブ後のデータ３０５Ａ
を出力する。（フレーム構成信号３１３に基づき、インタリーブの方法は、切り替えても
良い。）
　マッピング部３０６Ａは、インタリーブ後のデータ３０５Ａ、フレーム構成信号３１３
を入力とし、ＱＰＳＫ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ
）、１６ＱＡＭ（１６　Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉ
ｏｎ）、６４ＱＡＭ（６４　Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａ
ｔｉｏｎ）等の変調を施し、ベースバンド信号３０７Ａを出力する。（フレーム構成信号
３１３に基づき、変調方式は、切り替えても良い。）
　図１９は、ＱＰＳＫ変調におけるベースバンド信号を構成する同相成分Ｉと直交成分Ｑ
のＩＱ平面におけるマッピング方法の一例としている。例えば、図１９（Ａ）のように、
入力データが「００」の場合、Ｉ＝１．０、Ｑ＝１．０が出力され、以下同様に、入力デ
ータが「０１」の場合、Ｉ＝―１．０、Ｑ＝１．０が出力され、・・・、が出力される。
図１９（Ｂ）は、図１９（Ａ）とは異なるＱＰＳＫ変調のＩＱ平面におけるマッピング方
法の例であり、図１９（Ｂ）が図１９（Ａ）と異なる点は、図１９（Ａ）における信号点
が、原点を中心に回転させることで図１９（Ｂ）の信号点を得ることができる。このよう
なコンスタレーションの回転方法については、非特許文献９、非特許文献１０に示されて
おり、また、非特許文献９、非特許文献１０に示されているCyclic Q Delayを適用しても
よい。図１９とは別の例として、図２０に１６ＱＡＭのときのＩＱ平面における信号点配
置を示しており、図１９（Ａ）に相当する例が図２０（Ａ）であり、図１９（Ｂ）に相当
する例が図２０（Ｂ）となる。
【００８６】
　符号化部３０２Ｂは、情報（データ）３０１Ｂ、フレーム構成信号３１３を入力とし、
フレーム構成信号３１３（使用する誤り訂正方式、符号化率、ブロック長等の情報が含ま
れており、フレーム構成信号３１３が指定した方式を用いることになる。また、誤り訂正
方式は、切り替えても良い。）にしたがい、例えば、畳み込み符号、ＬＤＰＣ符号、ター
ボ符号等の誤り訂正符号化を行い、符号化後のデータ３０３Ｂを出力する。
【００８７】
　インタリーバ３０４Ｂは、符号化後のデータ３０３Ｂ、フレーム構成信号３１３を入力
とし、インタリーブ、つまり、順番の並び替えを行い、インタリーブ後のデータ３０５Ｂ
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を出力する。（フレーム構成信号３１３に基づき、インタリーブの方法は、切り替えても
良い。）
　マッピング部３０６Ｂは、インタリーブ後のデータ３０５Ｂ、フレーム構成信号３１３
を入力とし、ＱＰＳＫ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ
）、１６ＱＡＭ（１６　Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉ
ｏｎ）、６４ＱＡＭ（６４　Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａ
ｔｉｏｎ）等の変調を施し、ベースバンド信号３０７Ｂを出力する。（フレーム構成信号
３１３に基づき、変調方式は、切り替えても良い。）
　信号処理方法情報生成部３１４は、フレーム構成信号３１３を入力とし、フレーム構成
信号３１３に基づいた信号処理方法に関する情報３１５を出力する。なお、信号処理方法
に関する情報３１５は、どのプリコーディング行列を固定的に用いるのかを指定する情報
と、位相を変更する位相変更パターンの情報を含む。
【００８８】
　重み付け合成部３０８Ａは、ベースバンド信号３０７Ａ、ベースバンド信号３０７Ｂ、
信号処理方法に関する情報３１５を入力とし、信号処理方法に関する情報３１５に基づい
て、ベースバンド信号３０７Ａおよびベースバンド信号３０７Ｂを重み付け合成し、重み
付け合成後の信号３０９Ａを出力する。なお、重み付け合成の方法の詳細については、後
で詳しく説明する。
【００８９】
　無線部３１０Ａは、重み付け合成後の信号３０９Ａを入力とし、直交変調、帯域制限、
周波数変換、増幅等の処理を施し、送信信号３１１Ａを出力し、送信信号３１１Ａは、ア
ンテナ３１２Ａから電波として出力される。
【００９０】
　重み付け合成部３０８Ｂは、ベースバンド信号３０７Ａ、ベースバンド信号３０７Ｂ、
信号処理方法に関する情報３１５を入力とし、信号処理方法に関する情報３１５に基づい
て、ベースバンド信号３０７Ａおよびベースバンド信号３０７Ｂを重み付け合成し、重み
付け合成後の信号３１６Ｂを出力する。
【００９１】
　図２１に重み付け合成部（３０８Ａ、３０８Ｂ）の構成を示す。図２１において点線で
囲まれる領域が重み付け合成部となる。ベースバンド信号３０７Ａは、ｗ１１と乗算し、
ｗ１１・ｓ１（ｔ）を生成し、ｗ２１と乗算し、ｗ２１・ｓ１（ｔ）を生成する。同様に
、ベースバンド信号３０７Ｂは、ｗ１２と乗算し、ｗ１２・ｓ２（ｔ）を生成し、ｗ２２
と乗算し、ｗ２２・ｓ２（ｔ）を生成する。次に、ｚ１（ｔ）＝ｗ１１・ｓ１（ｔ）＋ｗ
１２・ｓ２（ｔ）、ｚ２（ｔ）＝ｗ２１・ｓ１（ｔ）＋ｗ２２・ｓ２（ｔ）を得る。この
とき、ｓ１（ｔ）およびｓ２（ｔ）は、上記の説明からわかるように、ＢＰＳＫ（Binary
 Phase Shift Keying）、ＱＰＳＫ、８ＰＳＫ（8 Phase Shift Keying）、１６ＱＡＭ、
３２ＱＡＭ（32 Quadrature Amplitude Modulation）、６４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ、１６
ＡＰＳＫ（16 Amplitude Phase Shift Keying）等の変調方式のベースバンド信号となる
。
【００９２】
　ここで、両重み付け合成部は、固定のプリコーディング行列を用いて重み付けを実行す
るものとし、プリコーディング行列としては、一例として、下記式（３７）又は式（３８
）の条件のもと、式（３６）を用いる方法がある。但し、これは一例であり、αの値は、
式（３７）、式（３８）に限ったものではなく、別の値、例えば、αを１、としてもよい
。
【００９３】
　なお、プリコーディング行列は、
【００９４】
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【数３６】

【００９５】
　但し、上記式（３６）において、αは、
【００９６】
【数３７】

【００９７】
　である。
【００９８】
　あるいは、上記式（３６）において、αは、
【００９９】

【数３８】

【０１００】
　である。
【０１０１】
　なお、プリコーディング行列は、式（３６）に限ったものではなく、式（３９）に示す
ものを用いてもよい。
【０１０２】
【数３９】

【０１０３】
　この式（３９）において、ａ＝Ａｅｊδ１１、ｂ＝Ｂｅｊδ１２、ｃ＝Ｃｅｊδ２１、
ｄ＝Ｄｅｊδ２２であらわされればよい。また、ａ、ｂ、ｃ、ｄのいずれか一つが「ゼロ
」であってもよい。例えば、（１）ａがゼロであり、ｂ、ｃ、ｄはゼロでない、（２）ｂ
がゼロであり、ａ、ｃ、ｄはゼロでない、（３）ｃがゼロであり、ａ、ｂ、ｄはゼロでな
い、（４）ｄがゼロであり、ａ、ｂ、ｃはゼロでない、という構成であってもよい。
【０１０４】
　なお、変調方式、誤り訂正符号、その符号化率のいずれかを変更した時は、使用するプ
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リコーディング行列を設定、変更し、そのプリコーディング行列を固定的に使用してもよ
い。
【０１０５】
　位相変更部３１７Ｂは、重み付け合成後の信号３１６Ｂ及び信号処理方法に関する情報
３１５を入力とし、当該信号３１６Ｂの位相を規則的に変更して出力する。規則的に変更
するとは、予め定められた周期（例えば、ｎ個のシンボル毎（ｎは１以上の整数）あるい
は予め定められた時間毎）で、予め定められた位相変更パターンに従って位相を変更する
。位相変更パターンの詳細については、下記実施の形態４において説明する。
【０１０６】
　無線部３１０Ｂは、位相変更後の信号３０９Ｂを入力とし、直交変調、帯域制限、周波
数変換、増幅等の処理を施し、送信信号３１１Ｂを出力し、送信信号３１１Ｂは、アンテ
ナ３１２Ｂから電波として出力される。
【０１０７】
　図４は、図３とは異なる送信装置４００の構成例を示している。図４において、図３と
異なる部分について説明する。
【０１０８】
　符号化部４０２は、情報（データ）４０１、フレーム構成信号３１３を入力とし、フレ
ーム構成信号３１３に基づき、誤り訂正符号化を行い、符号化後のデータ４０２を出力す
る。
【０１０９】
　分配部４０４は符号化後のデータ４０３を入力とし、分配し、データ４０５Ａおよびデ
ータ４０５Ｂを出力する。なお、図４では、符号化部が一つの場合を記載したが、これに
限ったものではなく、符号化部をｍ（ｍは１以上の整数）とし、各符号化部で作成された
符号化データを分配部が、２系統のデータにわけて出力する場合についても、本発明は同
様に実施することができる。
【０１１０】
　図５は、本実施の形態における送信装置の時間軸におけるフレーム構成の一例を示して
いる。シンボル５００＿１は、受信装置に、送信方法を通知するためのシンボルであり、
例えば、データシンボルを伝送するために用いる誤り訂正方式、その符号化率の情報、デ
ータシンボルを伝送するために用いる変調方式の情報等を伝送する。
【０１１１】
　シンボル５０１＿１は、送信装置が送信する変調信号ｚ１（ｔ）｛ただし、ｔは時間｝
のチャネル変動を推定するためのシンボルである。シンボル５０２＿１は変調信号ｚ１（
ｔ）が（時間軸における）シンボル番号ｕに送信するデータシンボル、シンボル５０３＿
１は変調信号ｚ１（ｔ）がシンボル番号ｕ＋１に送信するデータシンボルである。
【０１１２】
　シンボル５０１＿２は、送信装置が送信する変調信号ｚ２（ｔ）｛ただし、ｔは時間｝
のチャネル変動を推定するためのシンボルである。シンボル５０２＿２は変調信号ｚ２（
ｔ）がシンボル番号ｕに送信するデータシンボル、シンボル５０３＿２は変調信号ｚ２（
ｔ）がシンボル番号ｕ＋１に送信するデータシンボルである。
【０１１３】
　このとき、ｚ１（ｔ）におけるシンボルとｚ２（ｔ）におけるシンボルにおいて、同一
時刻（同一時間）のシンボルは、同一（共通）の周波数を用いて、送信アンテナから送信
されることになる。
【０１１４】
　送信装置が送信する変調信号ｚ１（ｔ）と変調信号ｚ２（ｔ）、及び、受信装置におけ
る受信信号ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）の関係について説明する。
【０１１５】
　図５において、５０４＃１、５０４＃２は送信装置における送信アンテナ、５０５＃１
、５０５＃２は受信装置における受信アンテナを示しており、送信装置は、変調信号ｚ１
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（ｔ）を送信アンテナ５０４＃１、変調信号ｚ２（ｔ）を送信アンテナ５０４＃２から送
信する。このとき、変調信号ｚ１（ｔ）および変調信号ｚ２（ｔ）は、同一（共通の）周
波数（帯域）を占有しているものとする。送信装置の各送信アンテナと受信装置の各アン
テナのチャネル変動をそれぞれｈ１１（ｔ）、ｈ１２（ｔ）、ｈ２１（ｔ）、ｈ２２（ｔ
）とし、受信装置の受信アンテナ５０５＃１が受信した受信信号をｒ１（ｔ）、受信装置
の受信アンテナ５０５＃２が受信した受信信号をｒ２（ｔ）とすると、以下の関係式が成
立する。
【０１１６】
【数４０】

【０１１７】
　図６は、本実施の形態における重み付け方法（プリコーディング（Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ
）方法）及び位相変更方法に関連する図であり、重み付け合成部６００は、図３の重み付
け合成部３０８Ａと３０８Ｂの両者を統合した重み付け合成部である。図６に示すように
、ストリームｓ１（ｔ）およびストリームｓ２（ｔ）は、図３のベースバンド信号３０７
Ａおよび３０７Ｂに相当する、つまり、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭなどの変調方
式のマッピングにしたがったベースバンド信号の同相Ｉ成分、直交Ｑ成分となる。そして
、図６のフレーム構成のようにストリームｓ１（ｔ）は、シンボル番号ｕの信号をｓ１（
ｕ）、シンボル番号ｕ＋１の信号をｓ１（ｕ＋１）、・・・とあらわす。同様に、ストリ
ームｓ２（ｔ）は、シンボル番号ｕの信号をｓ２（ｕ）、シンボル番号ｕ＋１の信号をｓ
２（ｕ＋１）、・・・とあらわす。そして、重み付け合成部６００は、図３におけるベー
スバンド信号３０７Ａ（ｓ１（ｔ））および３０７Ｂ（ｓ２（ｔ））、信号処理方法に関
する情報３１５を入力とし、信号処理方法に関する情報３１５にしたがった重み付けを施
し、図３の重み付け合成後の信号３０９Ａ（ｚ１（ｔ））、３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））を
出力する。位相変更部３１７Ｂは、重み付けされた信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））の位相
を変更し、位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【０１１８】
　このとき、ｚ１（ｔ）は、固定のプリコーディング行列Ｆにおける第１行のベクトルを
Ｗ１＝（ｗ１１，ｗ１２）とすると、以下の式（４１）であらわすことができる。
【０１１９】

【数４１】

【０１２０】
　一方、ｚ２（ｔ）は、固定のプリコーディング行列Ｆにおける第２行のベクトルをＷ２
＝（ｗ２１，ｗ２２）とし、位相変更部による位相変更式をｙ（ｔ）とすると、以下の式
（４２）であらわすことができる。
【０１２１】
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【数４２】

【０１２２】
　ここで、ｙ（ｔ）は、予め定められた方式に従って、位相を変更するための式であり、
例えば、周期を４とすると、時刻ｕの位相変更式は、例えば、式（４３）であらわすこと
ができる。
【０１２３】

【数４３】

【０１２４】
　同様に時刻ｕ＋１の位相変更式は、例えば、式（４４）であらわすことができる。
【０１２５】
【数４４】

【０１２６】
　即ち、時刻ｕ＋ｋの位相変更式は、式（４５）であらわすことができる。
【０１２７】

【数４５】

【０１２８】
　なお、式（４３）～（４５）に示した規則的な位相変更例は一例に過ぎない。
【０１２９】
　規則的な位相変更の周期は４に限ったものではない。この周期の数が多くなればその分
だけ、受信装置の受信性能（より正確には誤り訂正性能）の向上を促すことができる可能
性がある（周期が大きければよいというわけではないが、２のような小さい値は避ける方
がよい可能性が高い。）。
【０１３０】
　また、上記式（４３）～（４５）で示した位相変更例では逐次所定の位相（上記式では
、π／２ずつ）だけ回転させていく構成を示したが、同じ位相量だけ回転させるのではな
くランダムに位相を変更することとしてもよい。例えば、ｙ（ｔ）は予め定められた周期
に従って、式（４６）や式（４７）に示すような順に乗じる位相が変更されてもよい。位
相の規則的な変更において重要となるのは、変調信号の位相が規則的に変更されることで
あり、変更される位相の度合いについては、なるべく均等になる、例えば、－πラジアン
からπラジアンに対し、一様分布となるのが望ましいもののランダムであってもよい。
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【０１３１】
【数４６】

【０１３２】
【数４７】

【０１３３】
　このように、図６の重み付け合成部６００は、予め定められた固定のプリコーディング
ウェイトを用いてプリコーディングを実行し、位相変更部３１７Ｂは、入力された信号の
位相を、その変更度合いを規則的に変えながら、変更する。
【０１３４】
　ＬＯＳ環境では、特殊なプリコーディング行列を用いると、受信品質が大きく改善する
可能性があるが、直接波の状況により、その特殊なプリコーディング行列は受信した際の
直接波の位相、振幅成分により異なる。しかし、ＬＯＳ環境には、ある規則があり、この
規則に従い送信信号の位相を規則的に変更すれば、データの受信品質が大きく改善する。
本発明は、ＬＯＳ環境を改善する信号処理方法を提案している。
【０１３５】
　図７は、本実施の形態における受信装置７００の構成の一例を示している。無線部７０
３＿Ｘは、アンテナ７０１＿Ｘで受信された受信信号７０２＿Ｘを入力とし、周波数変換
、直交復調等の処理を施し、ベースバンド信号７０４＿Ｘを出力する。
【０１３６】
　送信装置で送信された変調信号ｚ１におけるチャネル変動推定部７０５＿１は、ベース
バンド信号７０４＿Ｘを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿１を抽出し、式（４０）のｈ１１に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
６＿１を出力する。
【０１３７】
　送信装置で送信された変調信号ｚ２におけるチャネル変動推定部７０５＿２は、ベース
バンド信号７０４＿Ｘを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿２を抽出し、式（４０）のｈ１２に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
６＿２を出力する。
【０１３８】
　無線部７０３＿Ｙは、アンテナ７０１＿Ｙで受信された受信信号７０２＿Ｙを入力とし
、周波数変換、直交復調等の処理を施し、ベースバンド信号７０４＿Ｙを出力する。
【０１３９】
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　送信装置で送信された変調信号ｚ１におけるチャネル変動推定部７０７＿１は、ベース
バンド信号７０４＿Ｙを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿１を抽出し、式（４０）のｈ２１に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
８＿１を出力する。
【０１４０】
　送信装置で送信された変調信号ｚ２におけるチャネル変動推定部７０７＿２は、ベース
バンド信号７０４＿Ｙを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿２を抽出し、式（４０）のｈ２２に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
８＿２を出力する。
【０１４１】
　制御情報復号部７０９は、ベースバンド信号７０４＿Ｘおよび７０４＿Ｙを入力とし、
図５の送信方法を通知するためのシンボル５００＿１を検出し、送信装置が通知した送信
方法の情報に関する信号７１０を出力する。
【０１４２】
　信号処理部７１１は、ベースバンド信号７０４＿Ｘ、７０４＿Ｙ、チャネル推定信号７
０６＿１、７０６＿２、７０８＿１、７０８＿２、及び、送信装置が通知した送信方法の
情報に関する信号７１０を入力とし、検波、復号を行い、受信データ７１２＿１および７
１２＿２を出力する。
【０１４３】
　次に、図７の信号処理部７１１の動作について詳しく説明する。図８は、本実施の形態
における信号処理部７１１の構成の一例を示している。図８は、主にＩＮＮＥＲ　ＭＩＭ
Ｏ検波部とｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ、係数生成部から構成されている
。この構成における反復復号の方法については、非特許文献２、非特許文献３で詳細が述
べられているが、非特許文献２、非特許文献３に記載されているＭＩＭＯ伝送方式は空間
多重ＭＩＭＯ伝送方式であるが、本実施の形態における伝送方式は、時間とともに信号の
位相を規則的に変更し、かつ、プリコーディング行列が使用されているＭＩＭＯ伝送方式
である点が、非特許文献２、非特許文献３と異なる点である。式（３６）における（チャ
ネル）行列をＨ（ｔ）、図６におけるプリコーディングウェイト行列をＦ（ここでプリコ
ーディング行列は１の受信信号中においては変更されない固定のものである）、図６の位
相変更部による位相変更式の行列をＹ（ｔ）（ここでＹ（ｔ）はｔによって変化する）、
受信ベクトルをＲ（ｔ）＝（ｒ１（ｔ），ｒ２（ｔ））Ｔ、ストリームベクトルＳ（ｔ）
＝（ｓ１（ｔ），ｓ２（ｔ））Ｔとすると以下の関係式が成立する。
【０１４４】
【数４８】

【０１４５】
　このとき、受信装置は、Ｈ（ｔ）×Ｙ（ｔ）×Ｆを得ることで、受信ベクトルＲ（ｔ）
に対して非特許文献２、非特許文献３の復号方法を適用することができる。
【０１４６】
　したがって、図８の係数生成部８１９は、送信装置が通知した送信方法の情報（用いた
固定のプリコーディング行列及び位相を変更していた場合の位相変更パターンを特定する
ための情報）に関する信号８１８（図７の７１０に相当）を入力とし、信号処理方法の情
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報に関する信号８２０を出力する。
【０１４７】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、信号処理方法の情報に関する信号８２０を入力
とし、この信号を利用して、式（４８）の関係を利用することで、反復検波・復号を行う
ことになるがその動作について説明する。
【０１４８】
　図８に示す構成の信号処理部では、反復復号（反復検波）を行うため図１０に示すよう
な処理方法を行う必要がある。初めに、変調信号（ストリーム）ｓ１の１符号語（または
、１フレーム）、および、変調信号（ストリーム）ｓ２の１符号語（または、１フレーム
）の復号を行う。その結果、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダから、変調信号
（ストリーム）ｓ１の１符号語（または、１フレーム）、および、変調信号（ストリーム
）ｓ２の１符号語（または、１フレーム）の各ビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ－Ｌ
ｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）が得られる。そして、そのＬＬＲを用いて再度、検波
・復号が行われる。この操作が複数回行われる（この操作を反復復号（反復検波）と呼ぶ
。）。以降では、１フレームにおける特定の時間のシンボルの対数尤度比（ＬＬＲ）の作
成方法を中心に説明する。
【０１４９】
　図８において、記憶部８１５は、ベースバンド信号８０１Ｘ（図７のベースバンド信号
７０４＿Ｘに相当する。）、チャネル推定信号群８０２Ｘ（図７のチャネル推定信号７０
６＿１、７０６＿２に相当する。）、ベースバンド信号８０１Ｙ（図７のベースバンド信
号７０４＿Ｙに相当する。）、チャネル推定信号群８０２Ｙ（図７のチャネル推定信号７
０８＿１、７０８＿２に相当する。）を入力とし、反復復号（反復検波）を実現するため
に、式（４８）におけるＨ（ｔ）×Ｙ（ｔ）×Ｆを実行（算出）し、算出した行列を変形
チャネル信号群として記憶する。そして、記憶部８１５は、必要なときに上記信号を、ベ
ースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル推定信号群８１７Ｘ、ベースバンド信号８１６Ｙ
、変形チャネル推定信号群８１７Ｙとして出力する。
【０１５０】
　その後の動作については、初期検波の場合と反復復号（反復検波）の場合を分けて説明
する。
【０１５１】
　＜初期検波の場合＞
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、ベースバンド信号８０１Ｘ、チャネル推定信号
群８０２Ｘ、ベースバンド信号８０１Ｙ、チャネル推定信号群８０２Ｙを入力とする。こ
こでは、変調信号（ストリーム）ｓ１、変調信号（ストリーム）ｓ２の変調方式が１６Ｑ
ＡＭとして説明する。
【０１５２】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、まず、チャネル推定信号群８０２Ｘ、チャネル
推定信号群８０２ＹからＨ（ｔ）×Ｙ（ｔ）×Ｆを実行し、ベースバンド信号８０１Ｘに
対応する候補信号点を求める。そのときの様子を図１１に示す。図１１において、●（黒
丸）は、ＩＱ平面における候補信号点であり、変調方式が１６ＱＡＭのため、候補信号点
は２５６個存在する。（ただし、図１１では、イメージ図を示しているため、２５６個の
候補信号点全ては示していない。）ここで、変調信号ｓ１で伝送する４ビットをｂ０、ｂ
１、ｂ２、ｂ３、変調信号ｓ２で伝送する４ビットをｂ４、ｂ５、ｂ６、ｂ７とすると、
図１１において（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）に対応する候補信
号点が存在することになる。そして、受信信号点１１０１（ベースバンド信号８０１Ｘに
相当する。）と候補信号点それぞれとの２乗ユークリッド距離を求める。そして、それぞ
れの２乗ユークリッド距離をノイズの分散σ２で除算する。したがって、（ｂ０，ｂ１，
ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）に対応する候補信号点と受信信号点２乗ユークリ
ッド距離をノイズの分散で除算した値をＥＸ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ
６，ｂ７）が求まることになる。なお、各ベースバンド信号、変調信号ｓ１、ｓ２は、複
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素信号である。
【０１５３】
　同様に、チャネル推定信号群８０２Ｘ、チャネル推定信号群８０２ＹからＨ（ｔ）×Ｙ
（ｔ）×Ｆを実行し、ベースバンド信号８０１Ｙに対応する候補信号点をもとめ、受信信
号点（ベースバンド信号８０１Ｙに相当する。）との２乗ユークリッド距離を求め、この
２乗ユークリッド距離をノイズの分散σ２で除算する。したがって、（ｂ０，ｂ１，ｂ２
，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）に対応する候補信号点と受信信号点２乗ユークリッド
距離をノイズの分散で除算した値をＥＹ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，
ｂ７）が求まることになる。
【０１５４】
　そして、ＥＸ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）＋ＥＹ（ｂ０，ｂ
１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）＝Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５
，ｂ６，ｂ７）を求める。
【０１５５】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ
６，ｂ７）を信号８０４として出力する。
【０１５６】
　対数尤度算出部８０５Ａは、信号８０４を入力とし、ビットｂ０およびｂ１およびｂ２
およびｂ３の対数尤度（ｌｏｇ　ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）を算出し、対数尤度信号８０６
Ａを出力する。ただし、対数尤度の算出では、“１”のときの対数尤度および“０”のと
きの対数尤度が算出される。その算出方法は、式（２８）、式（２９）、式（３０）に示
した通りであり、詳細については、非特許文献２、非特許文献３に示されている。
【０１５７】
　同様に、対数尤度算出部８０５Ｂは、信号８０４を入力とし、ビットｂ４およびｂ５お
よびｂ６およびｂ７の対数尤度を算出し、対数尤度信号８０６Ｂを出力する。
【０１５８】
　デインタリーバ（８０７Ａ）は、対数尤度信号８０６Ａを入力とし、インタリーバ（図
３のインタリーバ（３０４Ａ））に対応するデインタリーブを行い、デインタリーブ後の
対数尤度信号８０８Ａを出力する。
【０１５９】
　同様に、デインタリーバ（８０７Ｂ）は、対数尤度信号８０６Ｂを入力とし、インタリ
ーバ（図３のインタリーバ（３０４Ｂ））に対応するデインタリーブを行い、デインタリ
ーブ後の対数尤度信号８０８Ｂを出力する。
【０１６０】
　対数尤度比算出部８０９Ａは、デインタリーブ後の対数尤度信号８０８Ａを入力とし、
図３の符号化器３０２Ａで符号化されたビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ－Ｌｉｋｅ
ｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）を算出し、対数尤度比信号８１０Ａを出力する。
【０１６１】
　同様に、対数尤度比算出部８０９Ｂは、デインタリーブ後の対数尤度信号８０８Ｂを入
力とし、図３の符号化器３０２Ｂで符号化されたビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ－
Ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）を算出し、対数尤度比信号８１０Ｂを出力する。
【０１６２】
　Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ８１１Ａは、対数尤度比信号８１０Ａを入
力とし、復号を行い、復号後の対数尤度比８１２Ａを出力する。
【０１６３】
　同様に、Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ８１１Ｂは、対数尤度比信号８１
０Ｂを入力とし、復号を行い、復号後の対数尤度比８１２Ｂを出力する。
【０１６４】
　＜反復復号（反復検波）の場合、反復回数ｋ＞
　インタリーバ（８１３Ａ）は、ｋ－１回目のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコー
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ドで得られた復号後の対数尤度比８１２Ａを入力とし、インタリーブを行い、インタリー
ブ後の対数尤度比８１４Ａを出力する。このとき、インタリーブ（８１３Ａ）のインタリ
ーブのパターンは、図３のインタリーバ（３０４Ａ）のインタリーブパターンと同様であ
る。
【０１６５】
　インタリーバ（８１３Ｂ）は、ｋ－１回目のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコー
ドで得られた復号後の対数尤度比８１２Ｂを入力とし、インタリーブを行い、インタリー
ブ後の対数尤度比８１４Ｂを出力する。このとき、インタリーブ（８１３Ｂ）のインタリ
ーブのパターンは、図３のインタリーバ（３０４Ｂ）のインタリーブパターンと同様であ
る。
【０１６６】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、ベースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル推定
信号群８１７Ｘ、ベースバンド信号８１６Ｙ、変形チャネル推定信号群８１７Ｙ、インタ
リーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ｂを入力とする。こ
こで、ベースバンド信号８０１Ｘ、チャネル推定信号群８０２Ｘ、ベースバンド信号８０
１Ｙ、チャネル推定信号群８０２Ｙではなく、ベースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル
推定信号群８１７Ｘ、ベースバンド信号８１６Ｙ、変形チャネル推定信号群８１７Ｙを用
いているのは、反復復号のため、遅延時間が発生しているためである。
【０１６７】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３の反復復号時の動作と、初期検波時の動作の異なる
点は、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ｂを信
号処理の際に用いていることである。ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、まず、初期
検波のときと同様に、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）を求める
。加えて、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ｂ
から、式（１１）、式（３２）に相当する係数を求める。そして、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２
，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）の値をこの求めた係数を用いて補正し、その値をＥ’
（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）とし、信号８０４として出力する
。
【０１６８】
　対数尤度算出部８０５Ａは、信号８０４を入力とし、ビットｂ０およびｂ１およびｂ２
およびｂ３の対数尤度（ｌｏｇ　ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）を算出し、対数尤度信号８０６
Ａを出力する。ただし、対数尤度の算出では、“１”のときの対数尤度および“０”のと
きの対数尤度が算出される。その算出方法は、式（３１）、式（３２）、式（３３）、式
（３４）、式（３５）に示した通りであり、非特許文献２、非特許文献３に示されている
。
【０１６９】
　同様に、対数尤度算出部８０５Ｂは、信号８０４を入力とし、ビットｂ４およびｂ５お
よびｂ６およびｂ７の対数尤度を算出し、対数尤度信号８０６Ｂを出力する。デインタリ
ーバ以降の動作は、初期検波と同様である。
【０１７０】
　なお、図８では、反復検波を行う場合の、信号処理部の構成について示したが、反復検
波は必ずしも良好な受信品質を得る上で必須の構成ではなく、反復検波のみに必要とする
構成部分、インタリーバ８１３Ａ、８１３Ｂを有していない構成でもよい。このとき、Ｉ
ＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、反復的な検波を行わないことになる。
【０１７１】
　そして、本実施の形態で重要な部分は、Ｈ（ｔ）×Ｙ（ｔ）×Ｆの演算を行うことであ
る。なお、非特許文献５等に示されているように、ＱＲ分解を用いて初期検波、反復検波
を行ってもよい。
【０１７２】
　また、非特許文献１１に示されているように、Ｈ（ｔ）×Ｙ（ｔ）×Ｆに基づき、MMSE
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（Minimum Mean Square Error）、ZF（Zero Forcing）の線形演算を行い、初期検波を行
ってもよい。
【０１７３】
　図９は、図８と異なる信号処理部の構成であり、図４の送信装置が送信した変調信号の
ための信号処理部である。図８と異なる点は、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコー
ダの数であり、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ９０１は、対数尤度比信号８
１０Ａ、８１０Ｂを入力とし、復号を行い、復号後の対数尤度比９０２を出力する。分配
部９０３は、復号後の対数尤度比９０２を入力とし、分配を行う。それ以外の部分につい
ては、図８と同様の動作となる。
【０１７４】
　以上のように、本実施の形態のように、ＭＩＭＯ伝送システムの送信装置が複数アンテ
ナから複数の変調信号を送信する際、プリコーディング行列を乗算するとともに、時間と
ともに位相を変更し、この位相の変更を規則的に行うことで、直接波が支配的なＬＯＳ環
境において、従来の空間多重ＭＩＭＯ伝送を用いるときと比べ、受信装置におけるデータ
の受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０１７５】
　本実施の形態において、特に、受信装置の構成については、アンテナ数を限定して、動
作を説明したが、アンテナ数が増えても、同様に実施することができる。つまり、受信装
置におけるアンテナ数は、本実施の形態の動作、効果に影響を与えるものではない。
【０１７６】
　また、本実施の形態では、特にＬＤＰＣ符号を例に説明したがこれに限ったものではな
く、また、復号方法についても、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダとして、ｓ
ｕｍ－ｐｒｏｄｕｃｔ復号を例に限ったものではなく、他のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－
ｏｕｔの復号方法、例えば、ＢＣＪＲアルゴリズム、ＳＯＶＡアルゴリズム、Ｍａｘ－ｌ
ｏｇ－ＭＡＰアルゴリズムなどがある。詳細については、非特許文献６に示されている。
【０１７７】
　また、本実施の形態では、シングルキャリア方式を例に説明したが、これに限ったもの
ではなく、マルチキャリア伝送を行った場合でも同様に実施することができる。したがっ
て、例えば、スペクトル拡散通信方式、ＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅ
ｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）方式、ＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎ
ｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　
Ａｃｃｅｓｓ）、ＳＣ－ＯＦＤＭ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｏｒｔｈｏｇｏｎａ
ｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）方式、非特許
文献７等で示されているウェーブレットＯＦＤＭ方式等を用いた場合についても同様に実
施することができる。また、本実施の形態では、データシンボル以外のシンボル、例えば
、パイロットシンボル（プリアンブル、ユニークワード等）、制御情報の伝送用のシンボ
ルなどが、フレームにどのように配置されていてもよい。
【０１７８】
　以下では、マルチキャリア方式の一例として、ＯＦＤＭ方式を用いたときの例を説明す
る。
【０１７９】
　図１２は、ＯＦＤＭ方式を用いたときの送信装置の構成を示している。図１２において
、図３と同様に動作するものについては、同一符号を付した。
【０１８０】
　ＯＦＤＭ方式関連処理部１２０１Ａは、重み付け後の信号３０９Ａを入力とし、ＯＦＤ
Ｍ方式関連の処理を施し、送信信号１２０２Ａを出力する。同様に、ＯＦＤＭ方式関連処
理部１２０１Ｂは、位相変更後の信号３０９Ｂを入力とし、送信信号１２０２Ｂを出力す
る。
【０１８１】
　図１３は、図１２のＯＦＤＭ方式関連処理部１２０１Ａ、１２０１Ｂ以降の構成の一例
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を示しており、図１２の１２０１Ａから３１２Ａに関連する部分が、１３０１Ａから１３
１０Ａであり、１２０１Ｂから３１２Ｂに関連する部分が１３０１Ｂから１３１０Ｂであ
る。
【０１８２】
　シリアルパラレル変換部１３０２Ａは、重み付け後の信号１３０１Ａ（図１２の重み付
け後の信号３０９Ａに相当する）シリアルパラレル変換を行い、パラレル信号１３０３Ａ
を出力する。
【０１８３】
　並び換え部１３０４Ａは、パラレル信号１３０３Ａを入力とし、並び換えを行い、並び
換え後の信号１３０５Ａを出力する。なお、並び換えについては、後で詳しく述べる。
【０１８４】
　逆高速フーリエ変換部１３０６Ａは、並び換え後の信号１３０５Ａを入力とし、逆高速
フーリエ変換を施し、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ａを出力する。
【０１８５】
　無線部１３０８Ａは、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ａを入力とし、周波数変換、増
幅等の処理を行い、変調信号１３０９Ａを出力し、変調信号１３０９Ａはアンテナ１３１
０Ａから電波として出力される。
【０１８６】
　シリアルパラレル変換部１３０２Ｂは、重み付けされ位相が変更された後の信号１３０
１Ｂ（図１２の位相変更後の信号３０９Ｂに相当する）に対し、シリアルパラレル変換を
行い、パラレル信号１３０３Ｂを出力する。
【０１８７】
　並び換え部１３０４Ｂは、パラレル信号１３０３Ｂを入力とし、並び換えを行い、並び
換え後の信号１３０５Ｂを出力する。なお、並び換えについては、後で詳しく述べる。
【０１８８】
　逆高速フーリエ変換部１３０６Ｂは、並び換え後の信号１３０５Ｂを入力とし、逆高速
フーリエ変換を施し、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ｂを出力する。
【０１８９】
　無線部１３０８Ｂは、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ｂを入力とし、周波数変換、増
幅等の処理を行い、変調信号１３０９Ｂを出力し、変調信号１３０９Ｂはアンテナ１３１
０Ｂから電波として出力される。
【０１９０】
　図３の送信装置では、マルチキャリアを用いた伝送方式でないため、図６のように、４
周期となるように位相を変更し、位相変更後のシンボルを時間軸方向に配置している。図
１２に示すようなＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、当然
、図３のようにプリコーディングし、位相を変更した後のシンボルを時間軸方向に配置し
、それを各（サブ）キャリアごとに行う方式が考えられるが、マルチキャリア伝送方式の
場合、周波数軸方向、または、周波数軸・時間軸両者を用いて配置する方法が考えられる
。以降では、この点について説明する。
【０１９１】
　図１４は、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１３０１Ａ、１３０１
Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、周波数軸は、（サブ）キャリア
０から（サブ）キャリア９で構成されており、変調信号ｚ１とｚ２は、同一時刻（時間）
に同一の周波数帯域を使用しており、図１４（Ａ）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え
方法、図１４（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの並び替え方法を示している。シリアルパ
ラレル変換部１３０２Ａが入力とする重み付けされた後の信号１３０１Ａのシンボルに対
し、順番に、＃０、＃１、＃２、＃３、・・・と番号をふる。ここでは、周期４の場合を
考えているので、＃０、＃１、＃２、＃３が一周期分となる。同様に考えると、＃４ｎ、
＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃４ｎ＋３（ｎは０以上の整数）が一周期分となる。
【０１９２】
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　このとき、図１４（ａ）のように、シンボル＃０、＃１、＃２、＃３、・・・をキャリ
ア０から順番に配置し、シンボル＃０から＃９を時刻＄１に配置し、その後、シンボル＃
１０から＃１９を時刻＄２に配置するというように規則的に配置するものとする。なお、
変調信号ｚ１とｚ２は、複素信号である。
【０１９３】
　同様に、シリアルパラレル変換部１３０２Ｂが入力とする重み付けされ位相が変更され
た後の信号１３０１Ｂのシンボルに対し、順番に、＃０、＃１、＃２、＃３、・・・と番
号をふる。ここでは、周期４の場合を考えているので、＃０、＃１、＃２、＃３はそれぞ
れ異なる位相変更を行っていることになり、＃０、＃１、＃２、＃３が一周期分となる。
同様に考えると、＃４ｎ、＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃４ｎ＋３（ｎは０以上の整数）は
それぞれ異なる位相変更を行っていることになり、＃４ｎ、＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃
４ｎ＋３が一周期分となる。
【０１９４】
　このとき、図１４（ｂ）のように、シンボル＃０、＃１、＃２、＃３、・・・をキャリ
ア０から順番に配置し、シンボル＃０から＃９を時刻＄１に配置し、その後、シンボル＃
１０から＃１９を時刻＄２に配置するというように規則的に配置するものとする。
【０１９５】
　そして、図１４（Ｂ）に示すシンボル群１４０２は、図６に示す位相変更方法を用いた
ときの１周期分のシンボルであり、シンボル＃０は図６の時刻ｕの位相を用いたときのシ
ンボルであり、シンボル＃１は図６の時刻ｕ＋１の位相を用いたときのシンボルであり、
シンボル＃２は図６の時刻ｕ＋２の位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃３は
図６の時刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルである。したがって、シンボル＃ｘにお
いて、ｘ　ｍｏｄ　４が０（ｘを４で割ったときの余り、したがって、ｍｏｄ：modulo）
のとき、シンボル＃ｘは図６の時刻ｕの位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ
　４が１のとき、シンボル＃ｘは図６の時刻ｕ＋１の位相を用いたときのシンボルであり
、ｘ　ｍｏｄ　４が２のとき、シンボル＃ｘは図６の時刻ｕ＋２の位相を用いたときのシ
ンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　４が３のとき、シンボル＃ｘは図６の時刻ｕ＋３の位相を用
いたときのシンボルである。
【０１９６】
　なお、本実施の形態においては、図１４（Ａ）に示す変調信号ｚ１は位相を変更されて
いない。
【０１９７】
　このように、ＯＦＤＭ方式などのマルチキャリア伝送方式を用いた場合、シングルキャ
リア伝送のときとは異なり、シンボルを周波数軸方向に並べることができるという特徴を
持つことになる。そして、シンボルの並べ方については、図１４のような並べ方に限った
ものではない。他の例について、図１５、図１６を用いて説明する。
【０１９８】
　図１５は、図１４とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１
３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１５（Ａ
）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１５（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの
並び替え方法を示している。図１５（Ａ）（Ｂ）が図１４と異なる点は、変調信号ｚ１の
シンボルの並び替え方法と変調信号ｚ２のシンボルの並び替え方法が異なる点であり、図
１５（Ｂ）では、シンボル＃０から＃５をキャリア４からキャリア９に配置し、シンボル
＃６から＃９をキャリア０から３に配置し、その後、同様の規則で、シンボル＃１０から
＃１９を各キャリアに配置する。このとき、図１４（Ｂ）と同様に、図１５（Ｂ）に示す
シンボル群１５０２は、図６に示す位相変更方法を用いたときの１周期分のシンボルであ
る。
【０１９９】
　図１６は、図１４と異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１３
０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１６（Ａ）
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は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１６（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの並
び替え方法を示している。図１６（Ａ）（Ｂ）が図１４と異なる点は、図１４では、シン
ボルをキャリアに順々に配置しているのに対し、図１６では、シンボルをキャリアに順々
に配置していない点である。当然であるが、図１６において、図１５と同様に、変調信号
ｚ１のシンボルの並び替え方法と変調信号ｚ２の並び替え方法を異なるようにしてもよい
。
【０２００】
　図１７は、図１４～１６とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替
え部１３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１
７（Ａ）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１７（Ｂ）は変調信号ｚ２のシン
ボルの並び替え方法を示している。図１４～１６では、シンボルを周波数軸方向に並べて
いるが、図１７ではシンボルを周波数、時間軸の両者を利用して配置している。
【０２０１】
　図６では、位相の変更を４スロットで切り替える場合の例を説明したが、ここでは、８
スロットで切り替える場合を例に説明する。図１７に示すシンボル群１７０２は、位相変
更方法を用いたときの１周期分のシンボル（したがって、８シンボル）であり、シンボル
＃０は時刻ｕの位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃１は時刻ｕ＋１の位相を
用いたときのシンボルであり、シンボル＃２は時刻ｕ＋２の位相を用いたときのシンボル
であり、シンボル＃３は時刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃４
は時刻ｕ＋４の位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃５は時刻ｕ＋５の位相を
用いたときのシンボルであり、シンボル＃６は時刻ｕ＋６の位相を用いたときのシンボル
であり、シンボル＃７は時刻ｕ＋７の位相を用いたときのシンボルである。したがって、
シンボル＃ｘにおいて、ｘ　ｍｏｄ　８が０のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕの位相を用い
たときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が１のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋１の位相
を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が２のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋２
の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が３のとき、シンボル＃ｘは時刻
ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が４のとき、シンボル＃ｘ
は時刻ｕ＋４の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が５のとき、シンボ
ル＃ｘは時刻ｕ＋５の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が６のとき、
シンボル＃ｘは時刻ｕ＋６の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が７の
とき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋７の位相を用いたときのシンボルである。図１７のシンボ
ルの並べ方では、時間軸方向に４スロット、周波数軸方向で２スロットの計４×２＝８ス
ロットを用いて、１周期分のシンボルを配置しているが、このとき、１周期分のシンボル
の数をｍ×ｎシンボル（つまり、乗じる位相はｍ×ｎ種類存在する。）１周期分のシンボ
ルを配置するのに使用する周波数軸方向のスロット（キャリア数）をｎ、時間軸方向に使
用するスロットをｍとすると、ｍ＞ｎとするとよい。これは、直接波の位相は、時間軸方
向の変動は、周波数軸方向の変動と比較し、緩やかである。したがって、定常的な直接波
の影響を小さくするために本実施の形態の規則的な位相の変更を行うので、位相の変更を
行う周期では直接波の変動を小さくしたい。したがって、ｍ＞ｎとするとよい。また、以
上の点を考慮すると、周波数軸方向のみ、または、時間軸方向のみにシンボルを並び替え
るより、図１７のように周波数軸と時間軸の両者を用いて並び換えを行うほうが、直接波
は定常的になる可能性が高く、本発明の効果を得やすいという効果が得られる。ただし、
周波数軸方向に並べると、周波数軸の変動が急峻であるため、ダイバーシチゲインを得る
ことが出来る可能性があるので、必ずしも周波数軸と時間軸の両者を用いて並び換えを行
う方法が最適な方法であるとは限らない。
【０２０２】
　図１８は、図１７とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１
３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１８（Ａ
）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１８（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの
並び替え方法を示している。図１８は、図１７と同様、シンボルを周波数、時間軸の両者
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を利用して配置しているが、図１７と異なる点は、図１７では、周波数方向を優先し、そ
の後、時間軸方向にシンボルを配置しているのに対し、図１８では、時間軸方向を優先し
、その後、時間軸方向にシンボルを配置している点である。図１８において、シンボル群
１８０２は、位相変更方法を用いたときの１周期分のシンボルである。
【０２０３】
　なお、図１７、図１８では、図１５と同様に、変調信号ｚ１のシンボルの配置方法と変
調信号ｚ２のシンボル配置方法が異なるように配置しても同様に実施することができ、ま
た、高い受信品質を得ることができるという効果を得ることができる。また、図１７、図
１８において、図１６のようにシンボルを順々に配置していなくても、同様に実施するこ
とができ、また、高い受信品質を得ることができるという効果を得ることができる。
【０２０４】
　図２２は、上記とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における図１３の並び替え部１３０
１Ａ、１３０Ｂにおけるシンボルの並び換え方法の一例を示している。図６の時刻ｕ～ｕ
＋３のような４スロットを用いて規則的に位相を変更する場合を考える。図２２において
特徴的な点は、周波数軸方向にシンボルを順に並べているが、時間軸方向に進めた場合、
サイクリックにｎ（図２２の例ではｎ＝１）シンボルサイクリックシフトさせている点で
ある。図２２における周波数軸方向のシンボル群２２１０に示した４シンボルにおいて、
図６の時刻ｕ～ｕ＋３の位相の変更を行うものとする。
【０２０５】
　このとき、＃０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位相変更、＃１では時刻ｕ＋１の
位相を用いた位相変更、＃２では時刻ｕ＋２の位相を用いた位相変更、時刻ｕ＋３の位相
を用いた位相変更を行うものとする。
【０２０６】
　周波数軸方向のシンボル群２２２０についても同様に、＃４のシンボルでは時刻ｕの位
相を用いた位相変更、＃５では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃６では時刻ｕ＋２
の位相を用いた位相変更、＃７では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする
。
【０２０７】
　時間＄１のシンボルにおいて、上記のような位相の変更を行ったが、時間軸方向におい
て、サイクリックシフトしているため、シンボル群２２０１、２２０２、２２０３、２２
０４については以下のように位相の変更を行うことになる。
【０２０８】
　時間軸方向のシンボル群２２０１では、＃０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位相
変更、＃９では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃１８では時刻ｕ＋２の位相を用い
た位相変更、＃２７では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０２０９】
　時間軸方向のシンボル群２２０２では、＃２８のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃１では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃１０では時刻ｕ＋２の位相を用
いた位相変更、＃１９では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０２１０】
　時間軸方向のシンボル群２２０３では、＃２０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃２９では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃２では時刻ｕ＋２の位相を用
いた位相変更、＃１１では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０２１１】
　時間軸方向のシンボル群２２０４では、＃１２のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃２１では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃３０では時刻ｕ＋２の位相を
用いた位相変更、＃３では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０２１２】
　図２２においての特徴は、例えば＃１１のシンボルに着目した場合、同一時刻の周波数
軸方向の両隣のシンボル（＃１０と＃１２）は、ともに＃１１とは異なる位相を用いて位
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相の変更を行っているとともに、＃１１のシンボルの同一キャリアの時間軸方向の両隣の
シンボル（＃２と＃２０）は、ともに＃１１とは異なる位相を用いて位相の変更を行って
いることである。そして、これは＃１１のシンボルに限ったものではなく、周波数軸方向
および時間軸方向ともに両隣にシンボルが存在するシンボルすべてにおいて＃１１のシン
ボルと同様の特徴をもつことになる。これにより、効果的に位相を変更していることにな
り、直接波の定常的な状況に対する影響を受けづらくなるため、データの受信品質が改善
される可能性が高くなる。
【０２１３】
　図２２では、ｎ＝１として説明したが、これに限ったものではなく、ｎ＝３としても同
様に実施することができる。また、図２２では、周波数軸にシンボルを並べ、時間が軸方
向にすすむ場合、シンボルの配置の順番をサイクリックシフトするという特徴を持たせる
ことで、上記の特徴を実現したが、シンボルをランダム（規則的であってもよい）に配置
することで上記特徴を実現するような方法もある。
【０２１４】
 
（実施の形態２）
　上記実施の形態１においては、重み付け合成された（固定のプリコーディング行列でプ
リコーディングされた）信号ｚ（ｔ）の位相を変更することとした。ここでは、上記実施
の形態１と同等の効果を得られる位相変更方法の各種の実施形態について開示する。
【０２１５】
　上記実施の形態において、図３及び図６に示すように、位相変更部３１７Ｂは、重み付
け合成部６００からの一方の出力に対してのみ位相の変更を実行する構成となっている。
【０２１６】
　しかしながら、位相の変更を実行するタイミングとしては、重み付け合成部６００によ
るプリコーディングの前に実行することとしてもよく、送信装置は、図６に示した構成に
代えて、図２５に示すように、位相変更部３１７Ｂを重み付け合成部６００の前段に設け
る構成としてもよい。
【０２１７】
　この場合、位相変更部３１７Ｂは、選択した変調方式のマッピングにしたがったベース
バンド信号ｓ２（ｔ）に対して規則的な位相の変更を実行して、ｓ２’（ｔ）＝ｓ２（ｔ
）ｙ（ｔ）（但し、ｙ（ｔ）はｔにより変更される）を出力し、重み付け合成部６００は
、ｓ２’（ｔ）に対してプリコーディングを実行して、ｚ２（ｔ）（＝Ｗ２ｓ２’（ｔ）
）（式（４２）参照）を出力し、これを送信する構成としてもよい。
【０２１８】
　また、位相の変更は、両変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の双方に対して実行してもよ
く、送信装置は、図６に示した構成に代えて、図２６に示すように、重み付け合成部６０
０の両方の出力に対して位相変更部を設ける構成をとってもよい。
【０２１９】
　位相変更部３１７Ａは、位相変更部３１７Ｂと同様に入力された信号の位相を規則的に
変更するものであり、重み付け合成部からのプリコーディングされた信号ｚ１’（ｔ）の
位相を変更し、位相を変更した信号ｚ１（ｔ）を送信部に出力する。
【０２２０】
　ただし、位相変更部３１７Ａ及び位相変更部３１７Ｂは互いに位相を変更する位相の度
合いは、同じタイミングにおいては、図２６に示すような位相の変更を行う。（ただし、
以下は一つの例であり、位相の変更方法はこれに限ったものではない。）時刻ｕにおいて
、図２６の位相変更部３１７Aは、ｚ１（ｔ）＝ｙ１（ｔ）ｚ１’（ｔ）となるように、
また、位相変更部３１７Ｂは、ｚ２（ｔ）＝ｙ２（ｔ）ｚ２’（ｔ）となるように、位相
の変更を行う。例えば、図２６に示すように、時刻ｕにおいて、ｙ１（ｕ）＝ｅｊ０、ｙ

２（ｕ）＝ｅ－ｊπ／２、時刻ｕ＋１において、ｙ１（ｕ＋１）＝ｅｊπ／４、ｙ２（ｕ
＋１）＝ｅ－ｊ３π／４、・・・、時刻ｕ＋ｋにおいて、ｙ１（ｕ＋ｋ）＝ｅｊｋπ／４
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、ｙ２（ｕ＋ｋ）＝ｅｊ（－ｋπ／４－π／２）、として位相の変更を行う。なお、位相
を規則的に変更する周期は、位相変更部３１７Ａと位相変更部３１７Ｂとで同じであって
もよいし、異なるものであってもよい。
【０２２１】
　また、上述したとおり、位相を変更するタイミングは、重み付け合成部によるプリコー
ディングの実行前であってもよく、送信装置は、図２６に示す構成に代えて、図２７に示
す構成としてもよい。
【０２２２】
　両変調信号の位相を規則的に変更する場合には、それぞれの送信信号には、例えば制御
情報として、それぞれの位相変更パターンの情報が含まれることとし、受信装置は、この
制御情報を得ることで、送信装置が規則的に切り替えた位相変更方法、つまり、位相変更
パターンを知ることができ、これにより、正しい復調（検波）を実行することが可能とな
る。
【０２２３】
　次に、図６、図２５の構成の変形例について図２８、図２９を用いて説明する。図２８
が図６と異なる点は、位相変更ON/OFFに関する情報２８００が存在する点、および、位相
変更をｚ１’（ｔ）、ｚ２’（ｔ）のいずれかに位相変更を行う（同一時刻、または、同
一周波数で、位相変更をｚ１’（ｔ）、ｚ２’（ｔ）のいずれかに対し施す。）点である
。したがって、位相変更をｚ１’（ｔ）、ｚ２’（ｔ）のいずれかに位相変更を行うこと
になるため、図２８の位相変更部３１７A、位相変更部３１７Ｂは、位相変更を行う（ON
）場合と位相変更を行わない（OFF）場合がある。このON/OFFに関する制御情報が、位相
変更ON/OFFに関する情報２８００となる。この位相変更ON/OFFに関する情報２８００は、
図３に示す信号処理方法情報生成部３１４から出力される。
【０２２４】
　図２８の位相変更部３１７Aは、ｚ１（ｔ）＝ｙ１（ｔ）ｚ１’（ｔ）となるように、
また、位相変更部３１７Ｂは、ｚ２（ｔ）＝ｙ２（ｔ）ｚ２’（ｔ）となるように、位相
の変更を行うことになる。
【０２２５】
　このとき、例えば、ｚ１’（ｔ）は、周期４で位相変更を行うものとする。（このとき
、ｚ２’（ｔ）は位相変更を行わない。）したがって、時刻ｕにおいて、ｙ１（ｕ）＝ｅ
ｊ０、ｙ２（ｕ）＝１、時刻ｕ＋１において、ｙ１（ｕ＋１）＝ｅｊπ／２、ｙ２（ｕ＋
１）＝１、時刻ｕ＋２において、ｙ１（ｕ＋２）＝ｅｊπ、ｙ２（ｕ＋２）＝１、時刻ｕ
＋３において、ｙ１（ｕ＋３）＝ｅｊ３π／２、ｙ２（ｕ＋３）＝１とするものとする。
【０２２６】
　次に、例えば、ｚ２’（ｔ）は、周期４で位相変更を行うものとする。（このとき、ｚ
１’（ｔ）は位相変更を行わない。）したがって、時刻ｕ＋４において、ｙ１（ｕ＋４）
＝１、ｙ２（ｕ＋４）＝ｅｊ０、時刻ｕ＋５において、ｙ１（ｕ＋５）＝１、ｙ２（ｕ＋
５）＝ｅｊπ／２、時刻ｕ＋６において、ｙ１（ｕ＋６）＝１、ｙ２（ｕ＋６）＝ｅｊπ

、時刻ｕ＋７において、ｙ１（ｕ＋７）＝１、ｙ２（ｕ＋７）＝ｅｊ３π／２とするもの
とする。
【０２２７】
　したがって、上記の例では、
　時刻８ｋのとき、ｙ１（８ｋ）＝ｅｊ０、ｙ２（８ｋ）＝１、
　時刻８ｋ＋１のとき、ｙ１（８ｋ＋１）＝ｅｊπ／２、ｙ２（８ｋ＋１）＝１、
　時刻８ｋ＋２のとき、ｙ１（８ｋ＋２）＝ｅｊπ、ｙ２（８ｋ＋２）＝１、
　時刻８ｋ＋３のとき、ｙ１（８ｋ＋３）＝ｅｊ３π／２、ｙ２（８ｋ＋３）＝１、
　時刻８ｋ＋４のとき、ｙ１（８ｋ＋４）＝１、ｙ２（８ｋ＋４）＝ｅｊ０、
　時刻８ｋ＋５のとき、ｙ１（８ｋ＋５）＝１、ｙ２（８ｋ＋５）＝ｅｊπ／２、
　時刻８ｋ＋６のとき、ｙ１（８ｋ＋６）＝１、ｙ２（８ｋ＋６）＝ｅｊπ、
　時刻８ｋ＋７のとき、ｙ１（８ｋ＋７）＝１、ｙ２（８ｋ＋７）＝ｅｊ３π／２
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となる。
【０２２８】
　上述のように、ｚ１’（ｔ）のみ位相変更する時間とｚ２’（ｔ）のみ位相を変更する
時間とが存在するようにする。また、ｚ１’（ｔ）のみ位相変更する時間とｚ２’（ｔ）
のみ位相を変更する時間とで、位相変更の周期を構成する。なお、上述では、ｚ１’（ｔ
）のみ位相変更を行う場合の周期とｚ２’（ｔ）のみ位相変更を行う場合の周期を同一に
しているが、これに限ったものではなく、ｚ１’（ｔ）のみ位相変更を行う場合の周期と
ｚ２’（ｔ）のみ位相変更を行う場合の周期が異なっていてもよい。また、上述の例では
、ｚ１’（ｔ）を４周期で位相変更を行った後にｚ２’（ｔ）を４周期で位相変更を行う
ように説明しているが、これに限ったものではなく、ｚ１’（ｔ）の位相変更とｚ２’（
ｔ）の位相変更の順番をどのようにしてもよい（例えば、ｚ１’（ｔ）の位相変更とｚ２
’（ｔ）の位相変更を交互に行っても良いし、ある規則にしたがった順番でもよいし、順
番はランダムであってもよい。）
　図２９の位相変更部３１７Aは、ｓ１’（ｔ）＝ｙ１（ｔ）ｓ１（ｔ）となるように、
また、位相変更部３１７Ｂは、ｓ２’（ｔ）＝ｙ２（ｔ）ｓ２（ｔ）となるように、位相
の変更を行うことになる。
【０２２９】
　このとき、例えば、ｓ１（ｔ）は、周期４で位相変更を行うものとする。（このとき、
ｓ２（ｔ）は位相変更を行わない。）したがって、時刻ｕにおいて、ｙ１（ｕ）＝ｅｊ０

、ｙ２（ｕ）＝１、時刻ｕ＋１において、ｙ１（ｕ＋１）＝ｅｊπ／２、ｙ２（ｕ＋１）
＝１、時刻ｕ＋２において、ｙ１（ｕ＋２）＝ｅｊπ、ｙ２（ｕ＋２）＝１、時刻ｕ＋３
において、ｙ１（ｕ＋３）＝ｅｊ３π／２、ｙ２（ｕ＋３）＝１とするものとする。
【０２３０】
　次に、例えば、ｓ２（ｔ）は、周期４で位相変更を行うものとする。（このとき、ｓ１
（ｔ）は位相変更を行わない。）したがって、時刻ｕ＋４において、ｙ１（ｕ＋４）＝１
、ｙ２（ｕ＋４）＝ｅｊ０、時刻ｕ＋５において、ｙ１（ｕ＋５）＝１、ｙ２（ｕ＋５）
＝ｅｊπ／２、時刻ｕ＋６において、ｙ１（ｕ＋６）＝１、ｙ２（ｕ＋６）＝ｅｊπ、時
刻ｕ＋７において、ｙ１（ｕ＋７）＝１、ｙ２（ｕ＋７）＝ｅｊ３π／２とするものとす
る。
【０２３１】
　したがって、上記の例では、
　時刻８ｋのとき、ｙ１（８ｋ）＝ｅｊ０、ｙ２（８ｋ）＝１、
　時刻８ｋ＋１のとき、ｙ１（８ｋ＋１）＝ｅｊπ／２、ｙ２（８ｋ＋１）＝１、
　時刻８ｋ＋２のとき、ｙ１（８ｋ＋２）＝ｅｊπ、ｙ２（８ｋ＋２）＝１、
　時刻８ｋ＋３のとき、ｙ１（８ｋ＋３）＝ｅｊ３π／２、ｙ２（８ｋ＋３）＝１、
　時刻８ｋ＋４のとき、ｙ１（８ｋ＋４）＝１、ｙ２（８ｋ＋４）＝ｅｊ０、
　時刻８ｋ＋５のとき、ｙ１（８ｋ＋５）＝１、ｙ２（８ｋ＋５）＝ｅｊπ／２、
　時刻８ｋ＋６のとき、ｙ１（８ｋ＋６）＝１、ｙ２（８ｋ＋６）＝ｅｊπ、
　時刻８ｋ＋７のとき、ｙ１（８ｋ＋７）＝１、ｙ２（８ｋ＋７）＝ｅｊ３π／２

となる。
【０２３２】
　上述のように、ｓ１（ｔ）のみ位相変更する時間とｓ２（ｔ）のみ位相を変更する時間
とが存在するようにする。また、ｓ１（ｔ）のみ位相変更する時間とｓ２（ｔ）のみ位相
を変更する時間とで、位相変更の周期を構成する。なお、上述では、ｓ１（ｔ）のみ位相
変更を行う場合の周期とｓ２（ｔ）のみ位相変更を行う場合の周期を同一にしているが、
これに限ったものではなく、ｓ１（ｔ）のみ位相変更を行う場合の周期とｓ２（ｔ）のみ
位相変更を行う場合の周期が異なっていてもよい。また、上述の例では、ｓ１（ｔ）を４
周期で位相変更を行った後にｓ２（ｔ）を４周期で位相変更を行うように説明しているが
、これに限ったものではなく、ｓ１（ｔ）の位相変更とｓ２（ｔ）の位相変更の順番をど
のようにしてもよい（例えば、ｓ１（ｔ）の位相変更とｓ２（ｔ）の位相変更を交互に行
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っても良いし、ある規則にしたがった順番でもよいし、順番はランダムであってもよい。
）
　これによって、受信装置側における送信信号ｚ１（ｔ）及びｚ２（ｔ）を受信したとき
のそれぞれの受信状態を均等にすることができるとともに、受信した信号ｚ１（ｔ）及び
ｚ２（ｔ）それぞれのシンボルにおいて位相が周期的に切り替えられることにより、誤り
訂正復号後の誤り訂正能力を向上させることができるので、ＬＯＳ環境における受信品質
を向上させることができる。
【０２３３】
　以上、実施の形態２に示した構成でも、上記実施の形態１と同様の効果を得ることがで
きる。
【０２３４】
　本実施の形態では、シングルキャリア方式を例、つまり、位相変更を時間軸に対して行
う場合について説明したが、これに限ったものではなく、マルチキャリア伝送を行った場
合でも同様に実施することができる。したがって、例えば、スペクトル拡散通信方式、Ｏ
ＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐ
ｌｅｘｉｎｇ）方式、ＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎ
ｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＳＣ－ＯＦＤＭ（Ｓｉｎ
ｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏ
ｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）方式、非特許文献７等で示されているウェーブレットＯ
ＦＤＭ方式等を用いた場合についても同様に実施することができる。前述したように、本
実施の形態では、位相変更を行う説明として、時間ｔ軸方向で位相変更を行う場合で説明
したが、実施の形態１と同様に、周波数軸方向に位相変更を行う、つまり、本実施の形態
において、ｔ方向での位相変更の説明において、ｔをｆ（ｆ：周波数（（サブ）キャリア
））に置き換えて、考えることで、本実施の形態で説明した位相変更方法を、周波数方向
に位相変更ことに適用することができることになる。また、本実施の形態の位相変更方法
は、実施の形態１の説明と同様に、時間－周波数方向に対する位相変更に対して、適用す
ることも可能である。
【０２３５】
　したがって、図６、図２５、図２６、図２７では時間軸方向で位相変更を行う場合を示
しているが、図６、図２５、図２６、図２７において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて
考えることで、周波数方向での位相変更を行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ
、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて考えることで、時間周波数のブロックで位相変
更を行うことに相当する。
【０２３６】
　そして、本実施の形態では、データシンボル以外のシンボル、例えば、パイロットシン
ボル（プリアンブル、ユニークワード等）、制御情報の伝送用のシンボルなどが、フレー
ムにどのように配置されていてもよい。
【０２３７】
 
（実施の形態３）
　上記実施の形態１及び２においては、位相を規則的に変更することとした。本実施の形
態３においては、送信装置から見て、各所に点在することになる受信装置において、受信
装置がどこに配置されていても、各受信装置が良好なデータの受信品質を得るための手法
について開示する。
【０２３８】
　本実施の形態３においては、位相を変更して得られる信号のシンボル配置を説明する。
【０２３９】
　図３１は、規則的に位相を変更する送信方式において、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキ
ャリア方式を用いたときの、時間－周波数軸における信号の一部のシンボルのフレーム構
成の一例を示している。
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【０２４０】
　はじめに、実施の形態１で説明した、２つのプリコーディング後のベースバンド信号の
うち、一方のベースバンド信号（図６参照）に位相変更を行った場合の例で説明する。
【０２４１】
　（なお、図６では時間軸方向で位相変更を行う場合を示しているが、図６において、時
間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向での位相変更を行うことに相当
し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて考えることで、
時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）
　図３１は、図１２に示した位相変更部３１７Ｂの入力である変調信号ｚ２’のフレーム
構成を示しており、１つの四角がシンボル（ただし、プリコーディングを行っているため
、ｓ１とｓ２の両者の信号を含んでいるのが通常であるが、プリコーディング行列の構成
次第では、ｓ１とｓ２の一方の信号のみであることもある。）を示している。
【０２４２】
　ここで、図３１のキャリア２、時刻＄２のシンボル３１００について着目する。なお、
ここではキャリアと記載しているが、サブキャリアと呼称することもある。
【０２４３】
　キャリア２において、時刻＄２に時間的に最も隣接するシンボル、つまりキャリア２の
時刻＄１のシンボル３１０３と時刻＄３のシンボル３１０１のそれぞれのチャネル状態は
、キャリア２、時刻＄２のシンボル３１００のチャネル状態と、非常に相関が高い。
【０２４４】
　同様に時刻＄２において、周波数軸方向でキャリア２に最も隣接している周波数のシン
ボル、即ち、キャリア１、時刻＄２のシンボル３１０４と時刻＄２、キャリア３のシンボ
ル３１０４とのチャネル状態は、ともに、キャリア２、時刻＄２のシンボル３１００のチ
ャネル状態と、非常に相関が高い。
【０２４５】
　上述したように、シンボル３１０１、３１０２、３１０３、３１０４のそれぞれのチャ
ネル状態は、シンボル３１００のチャネル状態との相関が非常に高い。
【０２４６】
　本明細書において、規則的に位相を変更する送信方法において、乗じる位相として、Ｎ
種類の位相（但し、Ｎは２以上の整数）を用意しているものとする。図３１に示したシン
ボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、これは、このシンボルにおけ
る図６における信号ｚ２’に対し、「ｅｊ０」が乗じられて位相が変更されたことを意味
する。つまり、図３１の各シンボルに記載している値は、式（４２）におけるｙ（ｔ）、
および、実施の形態２で説明したｚ２（ｔ）＝ｙ２（ｔ）ｚ２’（ｔ）におけるｙ２（ｔ
）の値となる。
【０２４７】
　本実施の形態においては、この周波数軸方向で隣接しあうシンボル及び／又は時間軸方
向で隣接しあうシンボルのチャネル状態の相関性が高いことを利用して受信装置側におい
て、高いデータの受信品質が得られる位相が変更されたシンボルのシンボル配置を開示す
る。
【０２４８】
　この受信側で高いデータの受信品質が得られる条件として、＜条件＃１＞、＜条件＃２
＞が考えられる。
【０２４９】
 
＜条件＃１＞
　図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、規則的に位相を
変更する送信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合
、時間Ｘ・キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）で
あり、時間軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１
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・キャリアＹがいずれもデータシンボルであり、これら３つのデータシンボルに対応する
プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’、つまり、時間Ｘ・キャリアＹ、時間Ｘ－
１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１・キャリアＹにおけるそれぞれのプリコーディング後の
ベースバンド信号ｚ２’では、いずれも異なる位相変更が行われる。
【０２５０】
 
＜条件＃２＞
図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、規則的に位相を変
更する送信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、
時間Ｘ・キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）であ
り、周波数軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キ
ャリアＹ＋１がいずれもデータシンボルである場合、これら３つのデータシンボルに対応
するプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’、つまり、時間Ｘ・キャリアＹ、時間
Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ＋１におけるそれぞれのプリコーディング
後のベースバンド信号ｚ２’では、いずれも異なる位相変更が行われる。
【０２５１】
 
　そして、＜条件＃１＞を満たすデータシンボルが存在するとよい。同様に、＜条件２＞
を満たすデータシンボルが存在するとよい。
【０２５２】
　この＜条件＃１＞＜条件＃２＞が導出される理由は以下の通りである。
【０２５３】
　送信信号においてあるシンボル（以降、シンボルＡと呼称する）があり、当該シンボル
Ａに時間的に隣接したシンボルそれぞれのチャネル状態は、上述したとおり、シンボルＡ
のチャネル状態との相関が高い。
【０２５４】
　したがって、時間的に隣接した３シンボルで、異なる位相を用いていると、ＬＯＳ環境
において、シンボルＡが劣悪な受信品質（ＳＮＲとしては高い受信品質を得ているものの
、直接波の位相関係が劣悪な状況であるため受信品質が悪い状態）であっても、残りのシ
ンボルＡに隣接する２シンボルでは、良好な受信品質を得ることができる可能性が非常に
高く、その結果、誤り訂正復号後は良好な受信品質を得ることができる。
【０２５５】
　同様に、送信信号においてあるシンボル（以降、シンボルＡと呼称する）があり、この
シンボルＡに周波数的に隣接したシンボルそれぞれのチャネル状態は、上述したとおり、
シンボルＡのチャネル状態との相関が高い。
【０２５６】
　したがって、周波数的に隣接した３シンボルで、異なる位相を用いていると、ＬＯＳ環
境において、シンボルＡが劣悪な受信品質（ＳＮＲとしては高い受信品質を得ているもの
の、直接波の位相関係が劣悪な状況であるため受信品質が悪い状態）であっても、残りの
シンボルＡに隣接する２シンボルでは、良好な受信品質を得ることができる可能性が非常
に高く、その結果、誤り訂正復号後は良好な受信品質を得ることができる。
【０２５７】
　また、＜条件＃１＞と＜条件＃２＞を組み合わせると、受信装置において、より、デー
タの受信品質を向上させることができる可能性がある。したがって、以下の＜条件＃３＞
を導くことができる。
【０２５８】
 
＜条件＃３＞
　図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、規則的に位相を
変更する送信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合
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、時間Ｘ・キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）で
あり、時間軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１
・キャリアＹがいずれもデータシンボルであり、かつ、周波数軸方向で隣接するシンボル
、即ち、時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ＋１がいずれもデータシンボ
ルである場合、これら５つのデータシンボルに対応するプリコーディング後のベースバン
ド信号ｚ２’、つまり、時間Ｘ・キャリアＹおよび時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ
＋１・キャリアＹおよび時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ＋１における
それぞれのプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’では、いずれも異なる位相変更
が行われる。
【０２５９】
 
　ここで、「異なる位相変更」について、補足を行う。位相変更は、０ラジアンから２π
ラジアンで定義されることになる。例えば、時間Ｘ・キャリアＹにおいて、図６のプリコ
ーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対して施す位相変更をｅｊθX,Y、時間Ｘ－１
・キャリアＹにおいて、図６のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対して施
す位相変更をｅｊθX－１,Y、時間Ｘ＋１・キャリアＹにおいて、図６のプリコーディン
グ後のベースバンド信号ｚ２’に対して施す位相変更をｅｊθX＋１,Yとすると、０ラジ
アン≦θX,Y＜２π、０ラジアン≦θX－１,Y＜２π、０ラジアン≦θX＋１,Y＜２πとな
る。したがって、＜条件＃１＞では、θX,Y≠θX－１,YかつθX,Y≠θX＋１,YかつθX＋

１,Y≠θX－１,Yが成立することになる。同様に考えると、＜条件＃２＞では、θX,Y≠θ

X,Y－１かつθX,Y≠θX,Y＋１かつθX,Y－１≠θX－１,Y＋１が成立することになり、＜
条件＃３＞では、θX,Y≠θX－１,YかつθX,Y≠θX＋１,YかつθX,Y≠θX,Y－１かつθX,

Y≠θX,Y＋１かつθX－１,Y≠θX＋１,YかつθX－１,Y≠θX,Y－１かつθX－１,Y≠θX,Y

＋１かつθX＋１,Y≠θX,Y－１かつθX＋１,Y≠θX,Y＋１かつθX,Y－１≠θX,Y＋１が成
立することになる。
【０２６０】
　そして、＜条件＃３＞を満たすデータシンボルが存在するとよい。
【０２６１】
　図３１は＜条件＃３＞の例であり、シンボルＡに該当するシンボル３１００に相当する
図６のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に乗じられている位相と、そのシン
ボル３１００に時間的に隣接するシンボル３１０１に相当する図６のプリコーディング後
のベースバンド信号ｚ２’、３１０３に相当する図６のプリコーディング後のベースバン
ド信号ｚ２’に乗じられている位相と、周波数的に隣接するシンボル３１０２に相当する
図６のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’、３１０４に相当する図６のプリコ
ーディング後のベースバンド信号ｚ２’に乗じられている位相が互いに異なるように配さ
れており、これによって、受信側においてシンボル３１００の受信品質が劣悪であろうと
も、その隣接するシンボルの受信品質は非常に高くなるため、誤り訂正復号後の高い受信
品質を確保できる。
【０２６２】
　この条件のもとで、位相を変更して得られるシンボルの配置例を図３２に示す。
【０２６３】
　図３２を見ればわかるように、いずれのデータシンボルにおいても、その位相が周波数
軸方向及び時間軸方向の双方において隣接しあうシンボルに対して変更された位相の度合
いは互いに異なる位相変更量となっている。このようにすることで、受信装置における誤
り訂正能力を更に向上させることができる。
【０２６４】
　つまり、図３２では、時間軸方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた
場合、＜条件＃１＞がすべてのX、すべてのYで成立している。
【０２６５】
　同様に、図３２では、周波数方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた
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場合、＜条件＃２＞がすべてのX、すべてのYで成立している。
【０２６６】
　同様に、図３２では、周波数方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在し、かつ
、時間軸方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた場合、＜条件＃３＞が
すべてのX、すべてのYで成立している。
【０２６７】
　次に、実施の形態２で説明した、２つのプリコーディング後のベースバンド信号に位相
変更を行った場合（図２６参照）の例で説明する。
【０２６８】
　図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’、および、プリコーデ
ィング後のベースバンド信号ｚ２’の両者に位相変更を与える場合、位相変更方法につい
て、いくつかの方法がある。その点について、詳しく説明する。
【０２６９】
　方法１として、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は、前述のよ
うに、図３２のように位相変更を行うものとする。図３２において、プリコーディング後
のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は周期１０としている。しかし、前述で述べたよう
に、＜条件＃１＞＜条件＃２＞＜条件＃３＞を満たすようにするために、（サブ）キャリ
ア１で、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に施す位相変更を時間とともに変
更している。（図３２では、このような変更をほどこしているが、周期１０をとし、別の
位相変更方法であってもよい）そして、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の
位相変更は、図３３のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更
は周期１０の１周期分の位相変更する値は一定とする。図３３では、（プリコーディング
後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更の）１周期分を含む時刻＄１において、プリコー
ディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更の値は、ｅｊ０としており、次の（プリ
コーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更の）１周期分を含む時刻＄２におい
て、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更の値は、ｅｊπ／９として
おり、・・・、としている。
【０２７０】
　なお、図３３に示したシンボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、
これは、このシンボルにおける図２６における信号ｚ１’に対し、「ｅｊ０」が乗じられ
て位相が変更されたことを意味する。つまり、図３３の各シンボルに記載している値は、
実施の形態２で説明したｚ１（ｔ）＝ｙ１（ｔ）ｚ１’（ｔ）におけるｙ１（ｔ）の値と
なる。
【０２７１】
　プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更は、図３３ように、プリコー
ディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は周期１０の１周期分の位相変更する値
は一定とし、位相変更する値は、１周期分の番号とともに変更するようにする。（上述の
ように、図３３では、第１の１周期分では、ｅｊ０とし、第２の１周期分ではｅｊπ／９

、・・・としている。）
　以上のようにすることで、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は
周期１０であるが、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更とプリコー
ディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更の両者を考慮したときの周期は１０より
大きくすることができるという効果を得ることができる。これにより、受信装置のデータ
の受信品質が向上する可能性がある。
【０２７２】
　方法２として、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は、前述のよ
うに、図３２のように位相変更を行うものとする。図３２において、プリコーディング後
のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は周期１０としている。しかし、前述で述べたよう
に、＜条件＃１＞＜条件＃２＞＜条件＃３＞を満たすようにするために、（サブ）キャリ
ア１で、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に施す位相変更を時間とともに変
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更している。（図３２では、このような変更をほどこしているが、周期１０をとし、別の
位相変更方法であってもよい）そして、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の
位相変更は、図３０に示すように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相
変更は周期１０とは異なる周期３での位相変更を行う。
【０２７３】
　なお、図３０に示したシンボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、
これは、このシンボルにおける図２６における信号ｚ１’に対し、「ｅｊ０」が乗じられ
て位相が変更されたことを意味する。つまり、図３０の各シンボルに記載している値は、
実施の形態２で説明したｚ１（ｔ）＝ｙ１（ｔ）ｚ１’（ｔ）におけるｙ１（ｔ）の値と
なる。
【０２７４】
　以上のようにすることで、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更は
周期１０であるが、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更とプリコー
ディング後のベースバンド信号ｚ２’の位相変更の両者を考慮したときの周期は３０とな
りプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更とプリコーディング後のベー
スバンド信号ｚ２’の位相変更の両者を考慮したときの周期を１０より大きくすることが
できるという効果を得ることができる。これにより、受信装置のデータの受信品質が向上
する可能性がある。方法２の一つの有効な方法としては、プリコーディング後のベースバ
ンド信号ｚ１’の位相変更の周期をNとし、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２
’の位相変更の周期をMとしたとき、特に、NとMが互いに素の関係であると、プリコーデ
ィング後のベースバンド信号ｚ１’の位相変更とプリコーディング後のベースバンド信号
ｚ２’の位相変更の両者を考慮したときの周期はN×Mと容易に大きな周期に設定すること
ができるという利点があるが、NとMが互いに素の関係でも、周期を大きくすることは可能
である。
【０２７５】
　なお、本実施の形態３の位相変更方法は一例であり、これに限ったものではなく、実施
の形態１、実施の形態２で説明したように、周波数軸方向で位相変更を行ったり、時間軸
方向で位相変更を行ったり、時間－周波数のブロックで位相変更を行っても同様に、受信
装置におけるデータの受信品質を向上させることができるという効果を持つことになる。
【０２７６】
　上記で説明したフレーム構成以外にも、データシンボル間にパイロットシンボル（ＳＰ
（Scattered Pilot））や制御情報を伝送するシンボルなどが挿入されることも考えられ
る。この場合の位相変更について詳しく説明する。
【０２７７】
　図４７は、変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ１またはｚ１’およ
び変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸における
フレーム構成を示しており、図４７(a)は、変調信号（プリコーディング後のベースバン
ド信号）ｚ１またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４７(b)は、変調
信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレー
ム構成である。図４７において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシン
ボルを示しており、データシンボル４７０２は、プリコーディングまたはプリコーディン
グと位相変更を施したシンボルとなる。
【０２７８】
　図４７は、図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、位相
変更を行う場合のシンボル配置を示している（プリコーディング後のベースバンド信号ｚ
１には位相変更を行わない）。（なお、図６では時間軸方向で位相変更を行う場合を示し
ているが、図６において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向で
の位相変更を行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）
に置き換えて考えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）
したがって、図４７のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のシンボルに記載さ
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れている数値は、位相の変更値を示している。なお、図４７のプリコーディング後のベー
スバンド信号ｚ１’（ｚ１）のシンボルは、位相変更を行わないので、数値を記載してい
ない。
【０２７９】
　図４７において重要な点は、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対する位
相変更は、データシンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施して
いる点である。（ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載しているシンボルには
、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２のシンボルの両者を含ん
でいることになる。）したがって、ｚ２’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、
位相変更を施さないことになる。
【０２８０】
　図４８は、変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ１またはｚ１’およ
び変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸における
フレーム構成を示しており、図４８(a)は、変調信号（プリコーディング後のベースバン
ド信号）ｚ１またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４８(b)は、変調
信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレー
ム構成である。図４８において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシン
ボルを示しており、データシンボル４７０２は、プリコーディングと位相変更を施したシ
ンボルとなる。
【０２８１】
　図４８は、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびプリ
コーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、位相変更を行う場合のシンボル配置を
示している。（なお、図２６では時間軸方向で位相変更を行う場合を示しているが、図２
６において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向での位相変更を
行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて
考えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）したがって、
図４８のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびプリコーディング後のベー
スバンド信号ｚ２’のシンボルに記載されている数値は、位相の変更値を示している。
【０２８２】
　図４８において重要な点は、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’に対する位
相変更は、データシンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施して
いる、また、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対する位相変更は、データ
シンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施している点である。（
ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載しているシンボルには、プリコーディン
グが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２のシンボルの両者を含んでいることになる
。）したがって、ｚ１’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、位相変更を施さず
、また、ｚ２’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、位相変更を施さないことに
なる。
【０２８３】
　図４９は、変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ１またはｚ１’およ
び変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸における
フレーム構成を示しており、図４９(a)は、変調信号（プリコーディング後のベースバン
ド信号）ｚ１またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４９(b)は、変調
信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレー
ム構成である。図４９において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシン
ボル、４９０１はヌルシンボルであり、ベースバンド信号の同相成分I=0であり、直交成
分Q=０となる。このとき、データシンボル４７０２は、プリコーディングまたはプリコー
ディングと位相変更を施したシンボルとなる。図４９と図４７の違いは、データシンボル
以外のシンボルの構成方法であり、変調信号ｚ１’でパイロットシンボルが挿入されてい
る時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ２’はヌルシンボルとなっており、逆に、変調信
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号ｚ２’でパイロットシンボルが挿入されている時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ１
’はヌルシンボルとなっている点である。
【０２８４】
　図４９は、図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、位相
変更を行う場合のシンボル配置を示している（プリコーディング後のベースバンド信号ｚ
１には位相変更を行わない）。（なお、図６では時間軸方向で位相変更を行う場合を示し
ているが、図６において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向で
の位相変更を行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）
に置き換えて考えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）
したがって、図４９のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のシンボルに記載さ
れている数値は、位相の変更値を示している。なお、図４９のプリコーディング後のベー
スバンド信号ｚ１’（ｚ１）のシンボルは、位相変更を行わないので、数値を記載してい
ない。
【０２８５】
　図４９において重要な点は、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対する位
相変更は、データシンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施して
いる点である。（ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載しているシンボルには
、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２のシンボルの両者を含ん
でいることになる。）したがって、ｚ２’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、
位相変更を施さないことになる。
【０２８６】
　図５０は、変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ１またはｚ１’およ
び変調信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸における
フレーム構成を示しており、図５０(a)は、変調信号（プリコーディング後のベースバン
ド信号）ｚ１またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図５０(b)は、変調
信号（プリコーディング後のベースバンド信号）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレー
ム構成である。図５０において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシン
ボル、４９０１はヌルシンボルであり、ベースバンド信号の同相成分I=0であり、直交成
分Q=０となる。このとき、データシンボル４７０２は、プリコーディングまたはプリコー
ディングと位相変更を施したシンボルとなる。図５０と図４８の違いは、データシンボル
以外のシンボルの構成方法であり、変調信号ｚ１’でパイロットシンボルが挿入されてい
る時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ２’はヌルシンボルとなっており、逆に、変調信
号ｚ２’でパイロットシンボルが挿入されている時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ１
’はヌルシンボルとなっている点である。
【０２８７】
　図５０は、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびプリ
コーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対し、位相変更を行う場合のシンボル配置を
示している。（なお、図２６では時間軸方向で位相変更を行う場合を示しているが、図２
６において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向での位相変更を
行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて
考えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）したがって、
図５０のプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびプリコーディング後のベー
スバンド信号ｚ２’のシンボルに記載されている数値は、位相の変更値を示している。
【０２８８】
　図５０において重要な点は、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’に対する位
相変更は、データシンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施して
いる、また、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に対する位相変更は、データ
シンボル、つまり、プリコーディングを施したシンボルに対して施している点である。（
ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載しているシンボルには、プリコーディン
グが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２のシンボルの両者を含んでいることになる
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。）したがって、ｚ１’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、位相変更を施さず
、また、ｚ２’に挿入されたパイロットシンボルに対しては、位相変更を施さないことに
なる。
【０２８９】
　図５１は、図４７、図４９のフレーム構成の変調信号を生成し、送信する送信装置の構
成の一例を示しており、図４と同様に動作するものについては、同一符号を付している。
【０２９０】
　図５１において、重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂ、および、位相変更部３１７Ｂは
、フレーム構成信号３１３がデータシンボルであるタイミングを示しているときのみ動作
することになる。
【０２９１】
　図５１のパイロットシンボル（ヌルシンボル生成を兼ねるものとする）生成部５１０１
は、フレーム構成信号３１３がパイロットシンボル（かつヌルシンボル）であることをし
めしていた場合、パイロットシンボルのベースバンド信号５１０２Ａ、および５１０２Ｂ
を出力する。
【０２９２】
　図４７から図５０のフレーム構成では示していなかったが、プリコーディング（および
、位相回転を施さない）を施さない、例えば、１アンテナから変調信号を送信する方式、
（この場合、もう一方のアンテナからは信号を伝送しないことになる）、または、時空間
符号（特に時空間ブロック符号）を用いた伝送方式を用いて制御情報シンボルを送信する
場合、制御情報シンボル５１０４は、制御情報５１０３、フレーム構成信号３１３を入力
とし、フレーム構成信号３１３が制御情報シンボルであることを示している場合、制御情
報シンボルのベースバンド信号５１０２Ａ、５１０２Ｂを出力する。
【０２９３】
　図５１の無線部３１０Ａ、３１０Ｂは、入力となる複数のベースバンド信号のうち、フ
レーム構成信号３１３に基づき、複数のベースバンド信号から、所望のベースバンド信号
を選択する。そして、OFDM関連の信号処理を施し、フレーム構成にしたがった変調信号３
１１Ａ、３１１Ｂをそれぞれ出力する。
【０２９４】
　図５２は、図４８、図５０のフレーム構成の変調信号を生成し、送信する送信装置の構
成の一例を示しており、図４、図５１と同様に動作するものについては、同一符号を付し
ている。図５１に対して追加した位相変更部３１７Aは、フレーム構成信号３１３がデー
タシンボルであるタイミングを示しているときのみ動作することになる。その他について
は、図５１と同様の動作となる。
【０２９５】
　図５３は、図５１とは異なる送信装置の構成方法である。以降では異なる点について説
明する。位相変更部３１７Ｂは、図５３のように、複数のベースバンド信号を入力とする
。そして、フレーム構成信号３１３が、データシンボルであることを示していた場合、位
相変更部３１７Ｂは、プリコーディング後のベースバンド信号３１６Ｂに対し、位相変更
を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、パイロットシンボル（またはヌルシンボル
）、または、制御情報シンボルであることを示していた場合、位相変更部３１７Ｂは、位
相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバンド信号をそのまま出力する。（解釈とし
ては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的に行っていると考えればよい。）
　選択部５３０１は、複数のベースバンド信号を入力とし、フレーム構成信号３１３が示
したシンボルのベースバンド信号を選択し、出力する。
【０２９６】
　図５４は、図５２とは異なる送信装置の構成方法である。以降では異なる点について説
明する。位相変更部３１７Ｂは、図５４のように、複数のベースバンド信号を入力とする
。そして、フレーム構成信号３１３が、データシンボルであることを示していた場合、位
相変更部３１７Ｂは、プリコーディング後のベースバンド信号３１６Bに対し、位相変更
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を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、パイロットシンボル（またはヌルシンボル
）、または、制御情報シンボルであることを示していた場合、位相変更部３１７Ｂは、位
相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバンド信号をそのまま出力する。（解釈とし
ては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的に行っていると考えればよい。）
　同様に、位相変更部５２０１は、図５４のように、複数のベースバンド信号を入力とす
る。そして、フレーム構成信号３１３が、データシンボルであることを示していた場合、
位相変更部５２０１は、プリコーディング後のベースバンド信号３０９Ａに対し、位相変
更を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、パイロットシンボル（またはヌルシンボ
ル）、または、制御情報シンボルであることを示していた場合、位相変更部５２０１は、
位相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバンド信号をそのまま出力する。（解釈と
しては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的に行っていると考えればよい。）
　上述の説明では、パイロットシンボルと制御シンボルとデータシンボルを例に説明した
が、これに限ったものではなく、プリコーディングとは異なる伝送方法、例えば、１アン
テナ送信、時空間ブロック符号を用いた伝送方式、等を用いて伝送するシンボルであれば
、同様に、位相変更を与えない、ということが重要となり、これとは逆に、プリコーディ
ングを行ったシンボルに対しては、位相変更を行うことが本発明では重要なこととなる。
【０２９７】
　したがって、時間－周波数軸におけるフレーム構成におけるすべてのシンボルで位相変
更が行われるわけではなく、プリコーディングを行った信号のみに位相変更を与える点が
、本発明の特徴となる。
【０２９８】
 
（実施の形態４）
　上記実施の形態１及び２においては、位相を規則的に変更すること、実施の形態３にお
いては、隣り合うシンボルの位相の変更の度合いを異ならせることを開示した。
【０２９９】
　本実施の形態４では、位相変更方法が、送信装置が使用する変調方式、誤り訂正符号の
符号化率により、異なっていてもよいことを示す。
【０３００】
　以下の表１には、送信装置が設定した各種設定パラメータに応じて設定する位相変更方
法の一例を示している。
【０３０１】



(49) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【表１】

【０３０２】
　表１における＃１は上記実施の形態１の変調信号ｓ１（送信装置が設定した変調方式の
ベースバンド信号ｓ１）、＃２は変調信号ｓ２（送信装置が設定した変調方式のベースバ
ンド信号ｓ２）を意味する。表１における符号化率の列は、#1, #2の変調方式に対し、誤
り訂正符号の設定した符号化率を示している。表１における位相変更パターンの列は、実
施の形態１から実施の形態３で説明したように、プリコーディング後のベースバンド信号
ｚ１（ｚ１’）、ｚ２（ｚ２’）に対して施す位相変更方法を示しており、位相変更パタ
ーンをＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、・・・というように定めているが、これは、実際には、位相
を変更する度合いの変化を示す情報であり、例えば、上記式（４６）や式（４７）に示す
ような変更パターンを示すものとする。なお、表１における位相変更パターンの例におい
て「‐」と記載しているが、これは、位相変更を行わないことを意味している。
【０３０３】
　なお、表１に示した変調方式や符号化率の組み合わせは、一例であり、表１に示す変調
方式以外の変調方式（例えば、１２８ＱＡＭや２５６ＱＡＭ等）や、符号化率（例えば、
７／８等）が含まれてもよい。また、実施の形態１で示したように、誤り訂正符号は、ｓ
１、ｓ２別々に設定してもよい（なお、表１の場合は、図４のように、一つの誤り訂正符
号の符号化を施している場合としている。）。また、同じ変調方式及び符号化率に、互い
に異なる複数の位相変更パターンを対応付けることとしてもよい。送信装置は、各位相変
更パターンを示す情報を受信装置に対して送信し、受信装置は当該情報と表１を参照する
ことによって位相変更パターンを特定し、復調、および、復号を実行することとなる。な
お、変調方式、および、誤り訂正方式に対し、位相変更パターンが一意に決定する場合、
送信装置は、変調方式と誤り訂正方式の情報を受信装置に送信すれば、受信装置は、その
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情報を得ることで、位相変更パターンを知ることができるので、この場合は、位相変更パ
ターンの情報は必ずしも必要としない。
【０３０４】
　実施の形態１から実施の形態３では、プリコーディング後のベースバンド信号に対し、
位相変更を行う場合について説明したが、位相のみでなく、振幅を位相変更と同様に周期
をもって規則的に変更することも可能である。したがって、当該表１に、規則的に変調信
号の振幅を変更する振幅変更パターンも対応させてもよい。この場合、送信装置には、図
３や図４の重み付け合成部３０８Ａの後に振幅を変更する振幅変更部、また、重み付け合
成部３０８Ｂの後に、振幅を変更する振幅変更部を備えればよい。なお、プリコーディン
グ後のベースバンド信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）の一方に対し、振幅変更を施しても良い
し（この場合、重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂのいずれかの後に振幅変更部を備えれ
ばよい。）、両方に対し、振幅変更を施してもよい。
【０３０５】
　更に、上記表１においては示していないが、位相を規則的に変更するのではなく、マッ
ピング部により規則的にマッピング方法を変更する構成としてもよい。
【０３０６】
　即ち、変調信号ｓ１（ｔ）のマッピング方式を１６ＱＡＭ、変調信号ｓ２（ｔ）のマッ
ピング方式を１６ＱＡＭであったものを、例えば、変調信号ｓ２（ｔ）に適用するマッピ
ング方式を規則的に、１６ＱＡＭ→１６ＡＰＳＫ（16 Amplitude Phase Shift Keying）
→I-Q平面において１６ＱＡＭ、１６ＡＰＳＫとは異なる信号点配置となる第１のマッピ
ング方法→I-Q平面において１６ＱＡＭ、１６ＡＰＳＫとは異なる信号点配置となる第２
のマッピング方法→・・・というように変更することで、上述してきたように位相を規則
的に変更する場合と同様に、受信装置において、データの受信品質を向上する効果を得る
ことができる。
【０３０７】
　また、本発明は、位相を規則的に変更する方法、マッピング方法を規則的に変更する方
法、振幅を変更する方法のいずれかの組み合わせであってもよく、また、その全てを考慮
にいれて送信信号を送信する構成としてもよい。
【０３０８】
　本実施の形態では、シングルキャリア方式、マルチキャリア伝送いずれの場合でも実施
することができる。したがって、例えば、スペクトル拡散通信方式、ＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈ
ｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）方
式、ＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓ
ｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＳＣ－ＯＦＤＭ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒ
ｉｅｒ　Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐ
ｌｅｘｉｎｇ）方式、非特許文献７等で示されているウェーブレットＯＦＤＭ方式等を用
いた場合についても実施することができる。前述したように、本実施の形態では、位相変
更、振幅変更、マッピング変更を行う説明として、時間ｔ軸方向で位相変更、振幅変更、
マッピング変更を行う場合で説明したが、実施の形態１と同様に、周波数軸方向に位相変
更を行うときと同様に、つまり、本実施の形態において、ｔ方向での位相変更、振幅変更
、マッピング変更の説明において、ｔをｆ（ｆ：周波数（（サブ）キャリア））に置き換
えて、考えることで、本実施の形態で説明した位相変更、振幅変更、マッピング変更を、
周波数方向に位相変更、振幅変更、マッピング変更ことに適用することができることにな
る。また、本実施の形態の位相変更、振幅変更、マッピング変更方法は、実施の形態１の
説明と同様に、時間－周波数方向に対する位相変更、振幅変更、マッピング変更に対して
、適用することも可能である。
【０３０９】
　そして、本実施の形態では、データシンボル以外のシンボル、例えば、パイロットシン
ボル（プリアンブル、ユニークワード等）、制御情報の伝送用のシンボルなどが、フレー
ムにどのように配置されていてもよい。
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【０３１０】
 
（実施の形態Ａ１）
　本実施の形態では、非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Qu
asi Cyclic）　ＬＤＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ＱＣ－ＬＤＰＣ符号でない
、ＬＤＰＣ符号であってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose-Chaudhuri-Hocquen
ghem code）の連接符号、テイルバイティングを用いたターボ符号またはDuo-Binary Turb
o Code等のブロック符号を用いたときの規則的に位相を変更する方法について詳しく説明
する。ここでは、一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信する場合を例に説明
する。ただし、ブロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等が必要でないとき、
符号化後のブロックを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数（ただし、
この中に、以下で記載するような制御情報等が含まれていてもよい。）と一致する。ブロ
ック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等（例えば、ＣＲＣ（cyclic redundancy 
check）、伝送パラメータ等）が必要であるとき、符号化後のブロックを構成するビット
数は、ブロック符号を構成するビット数と制御情報等のビット数の和であることもある。
【０３１１】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、図４の送信装置に示したよう
に、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、１つの符号化器を有し
ている場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル
数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式としては、シングルキ
ャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０３１２】
　そして、図４の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０３１３】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０３１４】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと乗じる位相と
の関係について説明する。
【０３１５】
　ここでは、規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または、位相変
更セット）の数を５とする。つまり、図４の送信装置の位相変更部のために、５つの位相
変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする（実施の形態１から実施の形態
４における「周期」となる）（図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ
２’のみに位相変更を行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更値を
用意すればよい。また、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’
およびｚ２’の両者に対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つの位相変更値
が必要となる。この２つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって、この場合、
周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい）。この５つ
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の位相変更値（または、位相変更セット）をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],PHASE[3], P
HASE[4]とあらわすものとする。
【０３１６】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００ビ
ットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相PHASE[0]を使用する
スロットが３００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００スロット、位相PH
ASE[2]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００
スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００スロットである必要がある。これは
、使用する位相にかたよりがあると、多くの数を使用した位相の影響が大きく、受信装置
において、この影響に依存したデータの受信品質となるからである。
【０３１７】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた７５０スロットにおいて、位相PHASE[0]を
使用するスロットが１５０スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが１５０スロット
、位相PHASE[2]を使用するスロットが１５０スロット、位相PHASE[3]を使用するスロット
が１５０スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが１５０スロットである必要がある
。
【０３１８】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた５００スロットにおいて、位相PHASE[0]を
使用するスロットが１００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが１００スロット
、位相PHASE[2]を使用するスロットが１００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロット
が１００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが１００スロットである必要がある
。
【０３１９】
　以上のように、規則的に位相を変更する方法において、用意する位相変更値（または、
位相変更セット）をＮ個（Ｎ個の異なる位相をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],・・・, P
HASE[N-2] , PHASE[N-1]とあらわすものとする）としたとき、１つの符号化後のブロック
を構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[0]を使用するスロット数をＫ０, 位
相PHASE[1]を使用するスロット数をＫ１、位相PHASE[i]を使用するスロット数をＫi（i=0
,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[N-1] を使用するスロット数
をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ａ０１＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であるとよい。
【０３２０】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ａ０１＞
が成立するとよいことになる。
【０３２１】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ａ０１＞を満たすことができない変調方式が
存在することもある。この場合、＜条件＃Ａ０１＞にかわり、以下の条件を満たすとよい
。
【０３２２】
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＜条件＃Ａ０２＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-
1以下の整数)、a≠b）
 
　図３５は、ブロック符号を用いたとき、２つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３５は、図３の送信装置および図１２の送信装
置に示したように、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、２つの
符号化器を有している場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに
必要なシンボル数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式として
は、シングルキャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよ
い。）
　図３５に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０３２３】
　そして、図３の送信装置および図１２の送信装置では、２つのストリームを同時に送信
することになり、また、２つの符号化器が存在するため、２つのストリームでは、異なる
符号ブロックを伝送することになる。したがって、変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１、ｓ
２により、２つの符号化ブロックが同一区間内で送信されることから、例えば、ｓ１によ
り第１の符号化後のブロックが送信され、ｓ２により、第２の符号化ブロックが送信され
ることになるので、第１、第２の符号化後のブロックを送信するために３０００スロット
が必要となる。
【０３２４】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために１５００スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭ
のとき、２つの符号化後のブロックを構成するすべてのビットを送信するために１０００
スロットが必要となる。
【０３２５】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと乗じる位相と
の関係について説明する。
【０３２６】
　ここでは、規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または、位相変
更セット）の数を５とする。つまり、図３および図１２の送信装置の位相変更部のために
、５つの位相変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする（実施の形態１か
ら実施の形態４における「周期」となる）（図６のように、プリコーディング後のベース
バンド信号ｚ２’のみに位相変更を行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの
位相変更値を用意すればよい。また、図２６のように、プリコーディング後のベースバン
ド信号ｚ１’およびｚ２’の両者に対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つ
の位相変更値が必要となる。この２つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって
、この場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい
）。この５つの位相変更値（または、位相変更セット）をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2]
,PHASE[3], PHASE[4]とあらわすものとする。
【０３２７】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００×
２ビットを送信するための上記で述べた３０００スロットにおいて、位相PHASE[0]を使用
するスロットが６００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００スロット、位
相PHASE[2]を使用するスロットが６００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロットが６
００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが６００スロットである必要がある。こ
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れは、使用する位相にかたよりがあると、多くの数を使用した位相の影響が大きく、受信
装置において、この影響に依存したデータの受信品質となるからである。
【０３２８】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが６
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が６００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが６００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが６００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが６００回であるとよい。
【０３２９】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相PHAS
E[0]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００ス
ロット、位相PHASE[2]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[3]を使用するス
ロットが３００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００スロットである必要
がある。
【０３３０】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが３
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が３００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが３００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００回であるとよい。
【０３３１】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１０００スロットにおいて、位相PHAS
E[0]を使用するスロットが２００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００ス
ロット、位相PHASE[2]を使用するスロットが２００スロット、位相PHASE[3]を使用するス
ロットが２００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが２００スロットである必要
がある。
【０３３２】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが２
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が２００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが２００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが２００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが２００回であるとよい。
【０３３３】
　以上のように、規則的に位相を変更する方法において、用意する位相変更値（または、
位相変更セット）をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],・・・, PHASE[N-2] , PHASE[N-1]と
あらわすものとする）としたとき、２つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて
送信する際に、位相PHASE[0]を使用するスロット数をＫ０, 位相PHASE[1]を使用するスロ
ット数をＫ１、位相PHASE[i]を使用するスロット数をＫi（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以
上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[N-1] を使用するスロット数をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ａ０３＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
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、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であり、第１の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[
0]を使用する回数をＫ０，１, 位相PHASE[1]を使用する回数をＫ１，１、位相PHASE[i]を
使用する回数をＫi，１（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[
N-1] を使用する回数をＫN-1，１としたとき、
 
＜条件＃Ａ０４＞
Ｋ０，１＝Ｋ１，１＝・・・＝Ｋi，１＝・・・＝ＫN-1，１、つまり、Ｋa，１＝Ｋb，１

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上
N-1以下の整数)、a≠b）
 
であり、第２の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[
0]を使用する回数をＫ０，２, 位相PHASE[1]を使用する回数をＫ１，２、位相PHASE[i]を
使用する回数をＫi，２（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[
N-1] を使用する回数をＫN-1，２としたとき、
 
＜条件＃Ａ０５＞
Ｋ０，２＝Ｋ１，２＝・・・＝Ｋi，２＝・・・＝ＫN-1，２、つまり、Ｋa，２＝Ｋb，２

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上
N-1以下の整数)、a≠b）
 
であるとよい。
【０３３４】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ａ０３＞
＜条件＃Ａ０４＞＜条件＃Ａ０５＞が成立するとよいことになる。
【０３３５】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ａ０３＞＜条件＃Ａ０４＞＜条件＃Ａ０５＞
を満たすことができない変調方式が存在することもある。この場合、＜条件＃Ａ０３＞＜
条件＃Ａ０４＞＜条件＃Ａ０５＞にかわり、以下の条件を満たすとよい。
【０３３６】
 
＜条件＃Ａ０６＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-
1以下の整数)、a≠b）
 
＜条件＃Ａ０７＞
Ｋa，１とＫb，１の差は０または１、つまり、｜Ｋa，１―Ｋb，１｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-
1以下の整数)、a≠b）
 
＜条件＃Ａ０８＞
Ｋa，２とＫb，２の差は０または１、つまり、｜Ｋa，２―Ｋb，２｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-
1以下の整数)、a≠b）
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　以上のように、符号化後のブロックと乗じる位相の関係付けを行うことで、符号化ブロ
ックを伝送するために使用する位相にかたよりがなくなるため、受信装置において、デー
タの受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０３３７】
　本実施の形態では、規則的に位相を変更する方法において、周期Nの位相変更方法のた
めには、N個の位相変更値（または、位相変更セット）が必要となる。このとき、N個の位
相変更値（または、位相変更セット）として、PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・・・、
PHASE[N-2]、PHASE[N-1]を用意することになるが、周波数軸方向にPHASE[0]、PHASE[1]、
PHASE[2]、・・・、PHASE[N-2]、PHASE[N-1]の順に並べる方法もあるが、必ずしもこれに
限ったものではなく、N個の位相変更値（または、位相変更セット）PHASE[0]、PHASE[1]
、PHASE[2]、・・・、PHASE[N-2]、PHASE[N-1]を実施の形態１と同様に、時間軸、周波数
―時間軸のブロックに対し、シンボルを配置することで、位相を変更することもできる。
なお、周期Nの位相変更方法として説明しているが、N個の位相変更値（または、位相変更
セット）をランダムに用いるようにしても同様の効果を得ることができる、つまり、必ず
しも、規則的な周期を持つようにN個の位相変更値（または、位相変更セット）を用いる
必要はないが、上記で説明した条件を満たすことは、受信装置において、高いデータの受
信品質を得る上では、重要となる。
【０３３８】
　また、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式、
時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する方法（実施
の形態１から実施の形態４で説明した送信方法）のモードが存在し、送信装置（放送局、
基地局）は、これらのモードから、いずれかの送信方法を選択することができるようにし
てもよい。
【０３３９】
　なお、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式とは、非特許文献３に示されているように、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１、ｓ２をそれぞれ異なるアンテナから送信する方法で
あり、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式とは、実施の形態１から実施の形
態４において、プリコーディングのみを行う（位相変更を行わない）方式である。また、
時空間ブロック符号化方式とは、非特許文献９、１６、１７に示されている伝送方式であ
る。１ストリームのみ送信とは、選択した変調方式でマッピングした信号ｓ１の信号を所
定の処理を行いアンテナから送信する方法である。
【０３４０】
　また、ＯＦＤＭのようなマルチキャリアの伝送方式を用いており、複数のキャリアで構
成された第１キャリア群、複数のキャリアで構成された第１キャリア群とは異なる第２キ
ャリア群、・・・というように複数のキャリア群でマルチキャリア伝送を実現しており、
キャリア群ごとに、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ
伝送方式、時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する
方法のいずれかに設定してもよく、
特に、規則的に位相を変更する方法を選択した（サブ）キャリア群では、本実施の形態を
実施するとよい。
【０３４１】
　なお、一方のプリコーディング後のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例
えば、PHASE[i]の位相変更値を「Xラジアン」とした場合、図３、図４、図６、図１２、
図２５、図２９、図５１、図５３における位相変更部において、ｅｊXをプリコーディン
グ後のベースバンド信号ｚ２’に乗算することになる。そして、両者のプリコーディング
後のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例えば、PHASE[i]の位相変更セット
を「Xラジアン」および「Yラジアン」とした場合、図２６、図２７、図２８、図５２、図
５４における位相変更部において、ｅｊXをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２
’に乗算することになり、ｅｊYをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’に乗算
することになる。
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【０３４２】
 
（実施の形態Ｂ１）
　以下では、上記各実施の形態で示した送信方法及び受信方法の応用例とそれを用いたシ
ステムの構成例を説明する。
【０３４３】
　図３６は、上記実施の形態で示した送信方法及び受信方法を実行する装置を含むシステ
ムの構成例を示す図である。上記各実施の形態で示した送信方法及び受信方法は、図３６
に示すような放送局と、テレビ（テレビジョン）３６１１、ＤＶＤレコーダ３６１２、Ｓ
ＴＢ（Set Top Box）３６１３、コンピュータ３６２０、車載のテレビ３６４１及び携帯
電話３６３０等の様々な種類の受信機を含むデジタル放送用システム３６００において実
施される。具体的には、放送局３６０１が、映像データや音声データ等が多重化された多
重化データを上記各実施の形態で示した送信方法を用いて所定の伝送帯域に送信する。
【０３４４】
　放送局３６０１から送信された信号は、各受信機に内蔵された、または外部に設置され
当該受信機と接続されたアンテナ（例えば、アンテナ３６６０、３６４０）で受信される
。各受信機は、アンテナにおいて受信された信号を上記各実施の形態で示した受信方法を
用いて復調し、多重化データを取得する。これにより、デジタル放送用システム３６００
は、上記各実施の形態で説明した本願発明の効果を得ることができる。
【０３４５】
　ここで、多重化データに含まれる映像データは、例えばＭＰＥＧ（Ｍｏｖｉｎｇ　Ｐｉ
ｃｔｕｒｅ　Ｅｘｐｅｒｔｓ　Ｇｒｏｕｐ）２、ＭＰＥＧ４－ＡＶＣ（Ａｄｖａｎｃｅｄ
　Ｖｉｄｅｏ　Ｃｏｄｉｎｇ）、ＶＣ－１などの規格に準拠した動画符号化方法を用いて
符号化されている。また、多重化データに含まれる音声データは例えばドルビーＡＣ（Ａ
ｕｄｉｏ　Ｃｏｄｉｎｇ）－３、Ｄｏｌｂｙ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｌｕｓ、ＭＬＰ（Ｍｅ
ｒｉｄｉａｎ　Ｌｏｓｓｌｅｓｓ　Ｐａｃｋｉｎｇ）、ＤＴＳ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｔｈｅ
ａｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ）、ＤＴＳ－ＨＤ、リニアＰＣＭ（Ｐｕｌｓｅ　Ｃｏｄｉｎｇ
　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）等の音声符号化方法で符号化されている。
【０３４６】
　図３７は、上記各実施の形態で説明した受信方法を実施する受信機７９００の構成の一
例を示す図である。図３７に示す受信機３７００は、図３６に示したテレビ（テレビジョ
ン）３６１１、ＤＶＤレコーダ３６１２、ＳＴＢ（Set Top Box）３６１３、コンピュー
タ３６２０、車載のテレビ３６４１及び携帯電話３６３０等が備える構成に相当する。受
信機３７００は、アンテナ３７６０で受信された高周波信号をベースバンド信号に変換す
るチューナ３７０１と、周波数変換されたベースバンド信号を復調して多重化データを取
得する復調部３７０２とを備える。上記各実施の形態で示した受信方法は復調部３７０２
において実施され、これにより上記各実施の形態で説明した本願発明の効果を得ることが
できる。
【０３４７】
　また、受信機３７００は、復調部３７０２で得られた多重化データから映像データと音
声データとを分離するストリーム入出力部３７２０と、分離された映像データに対応する
動画像復号方法を用いて映像データを映像信号に復号し、分離された音声データに対応す
る音声復号方法を用いて音声データを音声信号に復号する信号処理部３７０４と、復号さ
れた音声信号を出力するスピーカ等の音声出力部３７０６と、復号された映像信号を表示
するディスプレイ等の映像表示部３７０７とを有する。
【０３４８】
　例えば、ユーザは、リモコン（リモートコントローラ）３７５０を用いて、選局したチ
ャネル（選局した（テレビ）番組、選局した音声放送）の情報を操作入力部３７１０に送
信する。すると、受信機３７００は、アンテナ３７６０で受信した受信信号において、選
局したチャネルに相当する信号を復調、誤り訂正復号等の処理を行い、受信データを得る
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ことになる。このとき、受信機３７００は、選局したチャネルに相当する信号に含まれる
伝送方法（上記の実施の形態で述べた伝送方式、変調方式、誤り訂正方式等）（これにつ
いては、図５、図４１に記載のとおりである。）の情報を含む制御シンボルの情報を得る
ことで、受信動作、復調方法、誤り訂正復号等の方法を正しく設定することで、放送局（
基地局）で送信したデータシンボルに含まれるデータを得ることが可能となる。上述では
、ユーザは、リモコン３７５０によって、チャネルを選局する例を説明したが、受信機３
７００が搭載している選局キーを用いて、チャネルを選局しても、上記と同様の動作とな
る。
【０３４９】
　上記の構成により、ユーザは、受信機３７００が上記各実施の形態で示した受信方法に
より受信した番組を視聴することができる。
【０３５０】
　また、本実施の形態の受信機３７００は、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を
行うことで得られた多重化データ（場合によっては、復調部３７０２で復調されて得られ
る信号に対して誤り訂正復号を行わないこともある。また、受信機３７００は、誤り訂正
復号後に他の信号処理が施されることもある。以降について、同様の表現を行っている部
分についても、この点は同様である。）に含まれるデータ、または、そのデータに相当す
るデータ（例えば、データを圧縮することによって得られたデータ）や、動画、音声を加
工して得られたデータを、磁気ディスク、光ディスク、不揮発性の半導体メモリ等の記録
メディアに記録する記録部（ドライブ）３７０８を備える。ここで光ディスクとは、例え
ばＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）やＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　
Ｄｉｓｃ）等の、レーザ光を用いて情報の記憶と読み出しがなされる記録メディアである
。磁気ディスクとは、例えばＦＤ（Ｆｌｏｐｐｙ　Ｄｉｓｋ）（登録商標）やハードディ
スク（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ）等の、磁束を用いて磁性体を磁化することにより情報を記憶
する記録メディアである。不揮発性の半導体メモリとは、例えばフラッシュメモリや強誘
電体メモリ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ
）等の、半導体素子により構成された記録メディアであり、フラッシュメモリを用いたＳ
ＤカードやＦｌａｓｈ　ＳＳＤ（Ｓｏｌｉｄ　Ｓｔａｔｅ　Ｄｒｉｖｅ）などが挙げられ
る。なお、ここで挙げた記録メディアの種類はあくまでその一例であり、上記の記録メデ
ィア以外の記録メディアを用いて記録を行っても良いことは言うまでもない。
【０３５１】
　上記の構成により、ユーザは、受信機３７００が上記各実施の形態で示した受信方法に
より受信した番組を記録して保存し、番組の放送されている時間以降の任意の時間に記録
されたデータを読み出して視聴することが可能になる。
【０３５２】
　なお、上記の説明では、受信機３７００は、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号
を行うことで得られた多重化データを記録部３７０８で記録するとしたが、多重化データ
に含まれるデータのうち一部のデータを抽出して記録しても良い。例えば、復調部３７０
２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに映像データや音声デー
タ以外のデータ放送サービスのコンテンツ等が含まれる場合、記録部３７０８は、復調部
３７０２で復調された多重化データから映像データや音声データを抽出して多重した新し
い多重化データを記録しても良い。また、記録部３７０８は、復調部３７０２で復調し、
誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに含まれる映像データ及び音声データ
のうち、どちらか一方のみを多重した新しい多重化データを記録しても良い。そして、上
記で述べた多重化データに含まれるデータ放送サービスのコンテンツを記録部３７０８は
、記録してもよい。
【０３５３】
　さらには、テレビ、記録装置（例えば、ＤＶＤレコーダ、Ｂｌｕ－ｒａｙレコーダ、Ｈ
ＤＤレコーダ、ＳＤカード等）、携帯電話に、本発明で説明した受信機３７００が搭載さ
れている場合、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化デ
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ータに、テレビや記録装置を動作させるのに使用するソフトウェアの欠陥（バグ）を修正
するためのデータや個人情報や記録したデータの流出を防ぐためのソフトウェアの欠陥（
バグ）を修正するためのデータが含まれている場合、これらのデータをインストールする
ことで、テレビや記録装置のソフトウェアの欠陥を修正してもよい。そして、データに、
受信機３７００のソフトウェアの欠陥（バグ）を修正するためのデータが含まれていた場
合、このデータにより、受信機３７００の欠陥を修正することもできる。これにより、受
信機３７００が搭載されているテレビ、記録装置、携帯電話が、より安定的の動作させる
ことが可能となる。
【０３５４】
　ここで、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データ
に含まれる複数のデータから一部のデータを抽出して多重する処理は、例えばストリーム
入出力部３７０３で行われる。具体的には、ストリーム入出力部３７０３が、図示してい
ないＣＰＵ等の制御部からの指示により、復調部３７０２で復調された多重化データを映
像データ、音声データ、データ放送サービスのコンテンツ等の複数のデータに分離し、分
離後のデータから指定されたデータのみを抽出して多重し、新しい多重化データを生成す
る。なお、分離後のデータからどのデータを抽出するかについては、例えばユーザが決定
してもよいし、記録メディアの種類毎に予め決められていてもよい。
【０３５５】
　上記の構成により、受信機３７００は記録された番組を視聴する際に必要なデータのみ
を抽出して記録することができるので、記録するデータのデータサイズを削減することが
できる。
【０３５６】
　また、上記の説明では、記録部３７０８は、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号
を行うことで得られた多重化データを記録するとしたが、復調部３７０２で復調し、誤り
訂正の復号を行うことで得られた多重化データに含まれる映像データを、当該映像データ
よりもデータサイズまたはビットレートが低くなるよう、当該映像データに施された動画
像符号化方法とは異なる動画像符号化方法で符号化された映像データに変換し、変換後の
映像データを多重した新しい多重化データを記録してもよい。このとき、元の映像データ
に施された動画像符号化方法と変換後の映像データに施された動画像符号化方法とは、互
いに異なる規格に準拠していてもよいし、同じ規格に準拠して符号化時に使用するパラメ
ータのみが異なっていてもよい。同様に、記録部３７０８は、復調部３７０２で復調し、
誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに含まれる音声データを、当該音声デ
ータよりもデータサイズまたはビットレートが低くなるよう、当該音声データに施された
音声符号化方法とは異なる音声符号化方法で符号化された音声データに変換し、変換後の
音声データを多重した新しい多重化データを記録してもよい。
【０３５７】
　ここで、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データ
に含まれる映像データや音声データをデータサイズまたはビットレートが異なる映像デー
タや音声データに変換する処理は、例えばストリーム入出力部３７０３及び信号処理部３
７０４で行われる。具体的には、ストリーム入出力部３７０３が、ＣＰＵ等の制御部から
の指示により、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化デ
ータを映像データ、音声データ、データ放送サービスのコンテンツ等の複数のデータに分
離する。信号処理部３７０４は、制御部からの指示により、分離後の映像データを当該映
像データに施された動画像符号化方法とは異なる動画像符号化方法で符号化された映像デ
ータに変換する処理、及び分離後の音声データを当該音声データに施された音声符号化方
法とは異なる音声符号化方法で符号化された音声データに変換する処理を行う。ストリー
ム入出力部３７０３は、制御部からの指示により、変換後の映像データと変換後の音声デ
ータとを多重し、新しい多重化データを生成する。なお、信号処理部３７０４は制御部か
らの指示に応じて、映像データと音声データのうちいずれか一方に対してのみ変換の処理
を行っても良いし、両方に対して変換の処理を行っても良い。また、変換後の映像データ
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及び音声データのデータサイズまたはビットレートは、ユーザが決定してもよいし、記録
メディアの種類毎に予め決められていてもよい。
【０３５８】
　上記の構成により、受信機３７００は、記録メディアに記録可能なデータサイズや記録
部３７０８がデータの記録または読み出しを行う速度に合わせて映像データや音声データ
のデータサイズまたはビットレートを変更して記録することができる。これにより、記録
メディアに記録可能なデータサイズが復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うこ
とで得られた多重化データのデータサイズよりも小さい場合や、記録部がデータの記録ま
たは読み出しを行う速度が復調部３７０２で復調された多重化データのビットレートより
も低い場合でも記録部が番組を記録することが可能となるので、ユーザは番組の放送され
ている時間以降の任意の時間に記録されたデータを読み出して視聴することが可能になる
。
【０３５９】
　また、受信機３７００は、復調部３７０２で復調された多重化データを外部機器に対し
て通信媒体３７３０を介して送信するストリーム出力ＩＦ（Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：インタ
ーフェース）３７０９を備える。ストリーム出力ＩＦ３７０９の一例としては、Ｗｉ－Ｆ
ｉ（登録商標）（ＩＥＥＥ８０２．１１ａ、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ、ＩＥＥＥ８０２．
１１ｇ、ＩＥＥＥ８０２．１１ｎ等）、ＷｉＧｉＧ、ＷｉｒｅｌｅｓｓＨＤ、Ｂｌｕｅｔ
ｏｏｔｈ（登録商標）、Ｚｉｇｂｅｅ（登録商標）等の無線通信規格に準拠した無線通信
方法を用いて変調した多重化データを、無線媒体（通信媒体３７３０に相当）を介して外
部機器に送信する無線通信装置が挙げられる。また、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、イ
ーサネット（登録商標）やＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓ）、ＰＬ
Ｃ（Ｐｏｗｅｒ　Ｌｉｎｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）、ＨＤＭＩ（Ｈｉｇｈ－Ｄｅ
ｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）等の有線通信規格に準
拠した通信方法を用いて変調された多重化データを当該ストリーム出力ＩＦ３７０９に接
続された有線伝送路（通信媒体３７３０に相当）を介して外部機器に送信する有線通信装
置であってもよい。
【０３６０】
　上記の構成により、ユーザは、受信機３７００が上記各実施の形態で示した受信方法に
より受信した多重化データを外部機器で利用することができる。ここでいう多重化データ
の利用とは、ユーザが外部機器を用いて多重化データをリアルタイムで視聴することや、
外部機器に備えられた記録部で多重化データを記録すること、外部機器からさらに別の外
部機器に対して多重化データを送信すること等を含む。
【０３６１】
　なお、上記の説明では、受信機３７００は、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号
を行うことで得られた多重化データをストリーム出力ＩＦ３７０９が出力するとしたが、
多重化データに含まれるデータのうち一部のデータを抽出して出力しても良い。例えば、
復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに映像デー
タや音声データ以外のデータ放送サービスのコンテンツ等が含まれる場合、ストリーム出
力ＩＦ３７０９は、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重
化データから映像データや音声データを抽出して多重した新しい多重化データを出力して
も良い。また、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、復調部３７０２で復調された多重化デー
タに含まれる映像データ及び音声データのうち、どちらか一方のみを多重した新しい多重
化データを出力しても良い。
【０３６２】
　ここで、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データ
に含まれる複数のデータから一部のデータを抽出して多重する処理は、例えばストリーム
入出力部３７０３で行われる。具体的には、ストリーム入出力部３７０３が、図示してい
ないＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の制御部からの指示
により、復調部３７０２で復調された多重化データを映像データ、音声データ、データ放
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送サービスのコンテンツ等の複数のデータに分離し、分離後のデータから指定されたデー
タのみを抽出して多重し、新しい多重化データを生成する。なお、分離後のデータからど
のデータを抽出するかについては、例えばユーザが決定してもよいし、ストリーム出力Ｉ
Ｆ３７０９の種類毎に予め決められていてもよい。
【０３６３】
　上記の構成により、受信機３７００は外部機器が必要なデータのみを抽出して出力する
ことができるので、多重化データの出力により消費される通信帯域を削減することができ
る。
【０３６４】
　また、上記の説明では、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、復調部３７０２で復調し、誤
り訂正の復号を行うことで得られた多重化データを出力するとしたが、復調部３７０２で
復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに含まれる映像データを、当
該映像データよりもデータサイズまたはビットレートが低くなるよう、当該映像データに
施された動画像符号化方法とは異なる動画像符号化方法で符号化された映像データに変換
し、変換後の映像データを多重した新しい多重化データを出力してもよい。このとき、元
の映像データに施された動画像符号化方法と変換後の映像データに施された動画像符号化
方法とは、互いに異なる規格に準拠していてもよいし、同じ規格に準拠して符号化時に使
用するパラメータのみが異なっていてもよい。同様に、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、
復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データに含まれる
音声データを、当該音声データよりもデータサイズまたはビットレートが低くなるよう、
当該音声データに施された音声符号化方法とは異なる音声符号化方法で符号化された音声
データに変換し、変換後の音声データを多重した新しい多重化データを出力してもよい。
【０３６５】
　ここで、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データ
に含まれる映像データや音声データをデータサイズまたはビットレートが異なる映像デー
タや音声データに変換する処理は、例えばストリーム入出力部３７０３及び信号処理部３
７０４で行われる。具体的には、ストリーム入出力部３７０３が、制御部からの指示によ
り、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データを映像
データ、音声データ、データ放送サービスのコンテンツ等の複数のデータに分離する。信
号処理部３７０４は、制御部からの指示により、分離後の映像データを当該映像データに
施された動画像符号化方法とは異なる動画像符号化方法で符号化された映像データに変換
する処理、及び分離後の音声データを当該音声データに施された音声符号化方法とは異な
る音声符号化方法で符号化された音声データに変換する処理を行う。ストリーム入出力部
３７０３は、制御部からの指示により、変換後の映像データと変換後の音声データとを多
重し、新しい多重化データを生成する。なお、信号処理部３７０４は制御部からの指示に
応じて、映像データと音声データのうちいずれか一方に対してのみ変換の処理を行っても
良いし、両方に対して変換の処理を行っても良い。また、変換後の映像データ及び音声デ
ータのデータサイズまたはビットレートは、ユーザが決定してもよいし、ストリーム出力
ＩＦ３７０９の種類毎に予め決められていてもよい。
【０３６６】
　上記の構成により、受信機３７００は、外部機器との間の通信速度に合わせて映像デー
タや音声データのビットレートを変更して出力することができる。これにより、外部機器
との間の通信速度が、復調部３７０２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多
重化データのビットレートよりも低い場合でもストリーム出力ＩＦから外部機器新しい多
重化データを出力することが可能となるので、ユーザは他の通信装置において新しい多重
化データを利用することが可能になる。
【０３６７】
　また、受信機３７００は、外部機器に対して信号処理部３７０４で復号された映像信号
及び音声信号を外部の通信媒体に対して出力するＡＶ（Ａｕｄｉｏ　ａｎｄ　Ｖｉｓｕａ
ｌ）出力ＩＦ（Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）３７１１を備える。ＡＶ出力ＩＦ３７１１の一例と
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しては、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）（ＩＥＥＥ８０２．１１ａ、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ、
ＩＥＥＥ８０２．１１ｇ、ＩＥＥＥ８０２．１１ｎ等）、ＷｉＧｉＧ、Ｗｉｒｅｌｅｓｓ
ＨＤ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、Ｚｉｇｂｅｅ等の無線通信規格に準拠した無線通信方法を用
いて変調した映像信号及び音声信号を、無線媒体を介して外部機器に送信する無線通信装
置が挙げられる。また、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、イーサネット（登録商標）やＵ
ＳＢ、ＰＬＣ、ＨＤＭＩ等の有線通信規格に準拠した通信方法を用いて変調された映像信
号及び音声信号を当該ストリーム出力ＩＦ３７０９に接続された有線伝送路を介して外部
機器に送信する有線通信装置であってもよい。また、ストリーム出力ＩＦ３７０９は、映
像信号及び音声信号をアナログ信号のまま出力するケーブルを接続する端子であってもよ
い。
【０３６８】
　上記の構成により、ユーザは、信号処理部３７０４で復号された映像信号及び音声信号
を外部機器で利用することができる。
【０３６９】
　さらに、受信機３７００は、ユーザ操作の入力を受け付ける操作入力部３７１０を備え
る。受信機３７００は、ユーザの操作に応じて操作入力部３７１０に入力される制御信号
に基づいて、電源のＯＮ／ＯＦＦの切り替えや、受信するチャネルの切り替え、字幕表示
の有無や表示する言語の切り替え、音声出力部３７０６から出力される音量の変更等の様
々な動作の切り替えや、受信可能なチャネルの設定等の設定の変更を行う。
【０３７０】
　また、受信機３７００は、当該受信機３７００で受信中の信号の受信品質を示すアンテ
ナレベルを表示する機能を備えていてもよい。ここで、アンテナレベルとは、例えば受信
機３７００が受信した信号のＲＳＳＩ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇ
ｔｈ　Ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ、Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｉ
ｎｄｉｃａｔｏｒ、受信信号強度）、受信電界強度、Ｃ／Ｎ（Ｃａｒｒｉｅｒ－ｔｏ－ｎ
ｏｉｓｅ　ｐｏｗｅｒ　ｒａｔｉｏ）、ＢＥＲ（Ｂｉｔ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｅ：ビット
エラー率）、パケットエラー率、フレームエラー率、チャネル状態情報（Ｃｈａｎｎｅｌ
　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）等に基づいて算出される受信品質を示す指標で
あり、信号レベル、信号の優劣を示す信号である。この場合、復調部３７０２は受信した
信号のＲＳＳＩ、受信電界強度、Ｃ／Ｎ、ＢＥＲ、パケットエラー率、フレームエラー率
、チャネル状態情報等を測定する受信品質測定部を備え、受信機３７００はユーザの操作
に応じてアンテナレベル（信号レベル、信号の優劣を示す信号）をユーザが識別可能な形
式で映像表示部３７０７に表示する。アンテナレベル（信号レベル、信号の優劣を示す信
号）の表示形式は、ＲＳＳＩ、受信電界強度、Ｃ／Ｎ、ＢＥＲ、パケットエラー率、フレ
ームエラー率、チャネル状態情報等に応じた数値を表示するものであっても良いし、ＲＳ
ＳＩ、受信電界強度、Ｃ／Ｎ、ＢＥＲ、パケットエラー率、フレームエラー率、チャネル
状態情報等に応じて異なる画像を表示するようなものであっても良い。また、受信機３７
００は、上記各実施の形態で示した受信方法を用いて受信して分離された複数のストリー
ムｓ１、ｓ２、・・・毎に求めた複数のアンテナレベル（信号レベル、信号の優劣を示す
信号）を表示しても良いし、複数のストリームｓ１、ｓ２、・・・から求めた１つのアン
テナレベル（信号レベル、信号の優劣を示す信号）を表示しても良い。また、番組を構成
する映像データや音声データが階層伝送方式を用いて送信されている場合は、階層毎に信
号のレベル（信号の優劣を示す信号）を示しても可能である。
【０３７１】
　上記の構成により、ユーザは上記各実施の形態で示した受信方法を用いて受信する場合
のアンテナレベル（信号レベル、信号の優劣を示す信号）を数値的に、または、視覚的に
把握することができる。
【０３７２】
　なお、上記の説明では受信機３７００が、音声出力部３７０６、映像表示部３７０７、
記録部３７０８、ストリーム出力ＩＦ３７０９、及びＡＶ出力ＩＦ３７１１を備えている
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場合を例に挙げて説明したが、これらの構成の全てを備えている必要はない。受信機３７
００が上記の構成のうち少なくともいずれか一つを備えていれば、ユーザは復調部３７０
２で復調し、誤り訂正の復号を行うことで得られた多重化データを利用することができる
ため、各受信機はその用途に合わせて上記の構成を任意に組み合わせて備えていれば良い
。
（多重化データ）
　次に、多重化データの構造の一例について詳細に説明する。放送に用いられるデータ構
造としてはＭＰＥＧ２－トランスポートストリーム（ＴＳ）が一般的であり、ここではＭ
ＰＥＧ２－ＴＳを例に挙げて説明する。しかし、上記各実施の形態で示した送信方法及び
受信方法で伝送される多重化データのデータ構造はＭＰＥＧ２－ＴＳに限られず、他のい
かなるデータ構造であっても上記の各実施の形態で説明した効果を得られることは言うま
でもない。
【０３７３】
　図３８は、多重化データの構成の一例を示す図である。図３８に示すように多重化デー
タは、各サービスで現在提供されている番組（ｐｒｏｇｒａｍまたはその一部であるｅｖ
ｅｎｔ）を構成する要素である、例えばビデオストリーム、オーディオストリーム、プレ
ゼンテーショングラフィックスストリーム（ＰＧ）、インタラクティブグラファイックス
ストリーム（ＩＧ）などのエレメンタリーストリームのうち、１つ以上を多重化すること
で得られる。多重化データで提供されている番組が映画の場合、ビデオストリームは映画
の主映像および副映像を、オーディオストリームは映画の主音声部分と当該主音声とミキ
シングする副音声を、プレゼンテーショングラフィックスストリームとは映画の字幕をそ
れぞれ示している。ここで主映像とは画面に表示される通常の映像を示し、副映像とは主
映像の中に小さな画面で表示する映像（例えば、映画のあらすじを示したテキストデータ
の映像など）のことである。また、インタラクティブグラフィックスストリームは、画面
上にＧＵＩ部品を配置することにより作成される対話画面を示している。
【０３７４】
　多重化データに含まれる各ストリームは、各ストリームに割り当てられた識別子である
ＰＩＤによって識別される。例えば、映画の映像に利用するビデオストリームには０ｘ１
０１１が、オーディオストリームには０ｘ１１００から０ｘ１１１Ｆまでが、プレゼンテ
ーショングラフィックスには０ｘ１２００から０ｘ１２１Ｆまでが、インタラクティブグ
ラフィックスストリームには０ｘ１４００から０ｘ１４１Ｆまでが、映画の副映像に利用
するビデオストリームには０ｘ１Ｂ００から０ｘ１Ｂ１Ｆまで、主音声とミキシングする
副音声に利用するオーディオストリームには０ｘ１Ａ００から０ｘ１Ａ１Ｆが、それぞれ
割り当てられている。
【０３７５】
　図３９は、多重化データがどのように多重化されているかの一例を模式的に示す図であ
る。まず、複数のビデオフレームからなるビデオストリーム３９０１、複数のオーディオ
フレームからなるオーディオストリーム３９０４を、それぞれＰＥＳパケット列３９０２
および３９０５に変換し、ＴＳパケット３９０３および３９０６に変換する。同じくプレ
ゼンテーショングラフィックスストリーム３９１１およびインタラクティブグラフィック
ス３９１４のデータをそれぞれＰＥＳパケット列３９１２および３９１５に変換し、さら
にＴＳパケット３９１３および３９１６に変換する。多重化データ３９１７はこれらのＴ
Ｓパケット（３９０３、３９０６、３９１３、３９１６）を１本のストリームに多重化す
ることで構成される。
【０３７６】
　図４０は、ＰＥＳパケット列に、ビデオストリームがどのように格納されるかをさらに
詳しく示している。図４０における第１段目はビデオストリームのビデオフレーム列を示
す。第２段目は、ＰＥＳパケット列を示す。図４０の矢印ｙｙ１，ｙｙ２，ｙｙ３，ｙｙ
４に示すように、ビデオストリームにおける複数のＶｉｄｅｏ　Ｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏ
ｎ　ＵｎｉｔであるＩピクチャ、Ｂピクチャ、Ｐピクチャは、ピクチャ毎に分割され、Ｐ
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ＥＳパケットのペイロードに格納される。各ＰＥＳパケットはＰＥＳヘッダを持ち、ＰＥ
Ｓヘッダには、ピクチャの表示時刻であるＰＴＳ（Ｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｔｉｍｅ
－Ｓｔａｍｐ）やピクチャの復号時刻であるＤＴＳ（Ｄｅｃｏｄｉｎｇ　Ｔｉｍｅ－Ｓｔ
ａｍｐ）が格納される。
【０３７７】
　図４１は、多重化データに最終的に書き込まれるＴＳパケットの形式を示している。Ｔ
Ｓパケットは、ストリームを識別するＰＩＤなどの情報を持つ４ＢｙｔｅのＴＳヘッダと
データを格納する１８４ＢｙｔｅのＴＳペイロードから構成される１８８Ｂｙｔｅ固定長
のパケットであり、上記ＰＥＳパケットは分割されＴＳペイロードに格納される。ＢＤ－
ＲＯＭの場合、ＴＳパケットには、４ＢｙｔｅのＴＰ＿Ｅｘｔｒａ＿Ｈｅａｄｅｒが付与
され、１９２Ｂｙｔｅのソースパケットを構成し、多重化データに書き込まれる。ＴＰ＿
Ｅｘｔｒａ＿ＨｅａｄｅｒにはＡＴＳ（Ａｒｒｉｖａｌ＿Ｔｉｍｅ＿Ｓｔａｍｐ）などの
情報が記載される。ＡＴＳは当該ＴＳパケットのデコーダのＰＩＤフィルタへの転送開始
時刻を示す。多重化データには図４１下段に示すようにソースパケットが並ぶこととなり
、多重化データの先頭からインクリメントする番号はＳＰＮ（ソースパケットナンバー）
と呼ばれる。
【０３７８】
　また、多重化データに含まれるＴＳパケットには、ビデオストリーム、オーディオスト
リーム、プレゼンテーショングラフィックスストリームなどの各ストリーム以外にもＰＡ
Ｔ（Ｐｒｏｇｒａｍ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｔａｂｌｅ）、ＰＭＴ（Ｐｒｏｇｒａｍ
　Ｍａｐ　Ｔａｂｌｅ）、ＰＣＲ（Ｐｒｏｇｒａｍ　Ｃｌｏｃｋ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ）
などがある。ＰＡＴは多重化データ中に利用されるＰＭＴのＰＩＤが何であるかを示し、
ＰＡＴ自体のＰＩＤは０で登録される。ＰＭＴは、多重化データ中に含まれる映像・音声
・字幕などの各ストリームのＰＩＤと各ＰＩＤに対応するストリームの属性情報（フレー
ムレート、アスペクト比など）を持ち、また多重化データに関する各種ディスクリプタを
持つ。ディスクリプタには多重化データのコピーを許可・不許可を指示するコピーコント
ロール情報などがある。ＰＣＲは、ＡＴＳの時間軸であるＡＴＣ（Ａｒｒｉｖａｌ　Ｔｉ
ｍｅ　Ｃｌｏｃｋ）とＰＴＳ・ＤＴＳの時間軸であるＳＴＣ（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｔｉｍｅ　
Ｃｌｏｃｋ）の同期を取るために、そのＰＣＲパケットがデコーダに転送されるＡＴＳに
対応するＳＴＣ時間の情報を持つ。
【０３７９】
　図４２は、ＰＭＴのデータ構造を詳しく説明する図である。ＰＭＴの先頭には、そのＰ
ＭＴに含まれるデータの長さなどを記したＰＭＴヘッダが配置される。その後ろには、多
重化データに関するディスクリプタが複数配置される。上記コピーコントロール情報など
が、ディスクリプタとして記載される。ディスクリプタの後には、多重化データに含まれ
る各ストリームに関するストリーム情報が複数配置される。ストリーム情報は、ストリー
ムの圧縮コーデックなどを識別するためのストリームタイプ、ストリームのＰＩＤ、スト
リームの属性情報（フレームレート、アスペクト比など）が記載されたストリームディス
クリプタから構成される。ストリームディスクリプタは多重化データに存在するストリー
ムの数だけ存在する。
【０３８０】
　記録媒体などに記録する場合には、上記多重化データは、多重化データ情報ファイルと
共に記録される。
【０３８１】
　図４３は、その多重化データ情報ファイルの構成を示す図である。多重化データ情報フ
ァイルは、図４３に示すように多重化データの管理情報であり、多重化データと１対１に
対応し、多重化データ情報、ストリーム属性情報とエントリマップから構成される。
【０３８２】
　多重化データ情報は図４３に示すようにシステムレート、再生開始時刻、再生終了時刻
から構成されている。システムレートは多重化データの、後述するシステムターゲットデ
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コーダのＰＩＤフィルタへの最大転送レートを示す。多重化データ中に含まれるＡＴＳの
間隔はシステムレート以下になるように設定されている。再生開始時刻は多重化データの
先頭のビデオフレームのＰＴＳであり、再生終了時刻は多重化データの終端のビデオフレ
ームのＰＴＳに１フレーム分の再生間隔を足したものが設定される。
【０３８３】
　図４４は、多重化データ情報ファイルに含まれるストリーム属性情報の構成を示す図で
ある。ストリーム属性情報は図４４に示すように、多重化データに含まれる各ストリーム
についての属性情報が、ＰＩＤ毎に登録される。属性情報はビデオストリーム、オーディ
オストリーム、プレゼンテーショングラフィックスストリーム、インタラクティブグラフ
ィックスストリーム毎に異なる情報を持つ。ビデオストリーム属性情報は、そのビデオス
トリームがどのような圧縮コーデックで圧縮されたか、ビデオストリームを構成する個々
のピクチャデータの解像度がどれだけであるか、アスペクト比はどれだけであるか、フレ
ームレートはどれだけであるかなどの情報を持つ。オーディオストリーム属性情報は、そ
のオーディオストリームがどのような圧縮コーデックで圧縮されたか、そのオーディオス
トリームに含まれるチャンネル数は何であるか、何の言語に対応するか、サンプリング周
波数がどれだけであるかなどの情報を持つ。これらの情報は、プレーヤが再生する前のデ
コーダの初期化などに利用される。
【０３８４】
　本実施の形態においては、上記多重化データのうち、ＰＭＴに含まれるストリームタイ
プを利用する。また、記録媒体に多重化データが記録されている場合には、多重化データ
情報に含まれる、ビデオストリーム属性情報を利用する。具体的には、上記各実施の形態
で示した動画像符号化方法または装置において、ＰＭＴに含まれるストリームタイプ、ま
たは、ビデオストリーム属性情報に対し、上記各実施の形態で示した動画像符号化方法ま
たは装置によって生成された映像データであることを示す固有の情報を設定するステップ
または手段を設ける。この構成により、上記各実施の形態で示した動画像符号化方法また
は装置によって生成した映像データと、他の規格に準拠する映像データとを識別すること
が可能になる。
【０３８５】
　図４５は、放送局（基地局）から送信された、映像および音声のデータ、または、デー
タ放送のためのデータを含む変調信号を受信する受信装置４５０４を含む映像音声出力装
置４５００の構成の一例を示している。なお、受信装置４５０４の構成は、図３７の受信
装置３７００に相当する。映像音声出力装置４５００には、例えば、ＯＳ（Operating Sy
stem：オペレーティングシステム）が搭載されており、また、インターネットに接続する
ための通信装置４５０６（例えば、無線ＬＡＮ（Local Area Network）やイーザーネット
のための通信装置）が搭載されている。これにより、映像を表示する部分４５０１では、
映像および音声のデータ、または、データ放送のためのデータにおける映像４５０２、お
よび、インターネット上で提供されるハイパーテキスト（World Wide Web（ワールド ワ
イド　ウェブ：WWW））４５０３を同時に表示することが可能となる。そして、リモコン
（携帯電話やキーボードであってもよい）４５０７を操作することにより、データ放送の
ためのデータにおける映像４５０２、インターネット上で提供されるハイパーテキスト４
５０３のいずれかを選択し、動作を変更することになる。例えば、インターネット上で提
供されるハイパーテキスト４５０３が選択された場合、表示しているWWWのサイトを、リ
モコンを操作することにより、変更することになる。また、映像および音声のデータ、ま
たは、データ放送のためのデータにおける映像４５０２が選択されている場合、リモコン
４５０７により、選局したチャネル（選局した（テレビ）番組、選局した音声放送）の情
報を送信する。すると、ＩＦ４５０５は、リモコンで送信された情報を取得し、受信装置
４５０４は、選局したチャネルに相当する信号を復調、誤り訂正復号等の処理を行い、受
信データを得ることになる。このとき、受信装置４５０４は、選局したチャネルに相当す
る信号に含まれる伝送方法（これについては、図５に記載のとおりである。）の情報を含
む制御シンボルの情報を得ることで、受信動作、復調方法、誤り訂正復号等の方法を正し
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く設定することで、放送局（基地局）で送信したデータシンボルに含まれるデータを得る
ことが可能となる。上述では、ユーザは、リモコン４５０７によって、チャネルを選局す
る例を説明したが、映像音声出力装置４５００が搭載している選局キーを用いて、チャネ
ルを選局しても、上記と同様の動作となる。
【０３８６】
　また、インターネットを用い、映像音声出力装置４５００を操作してもよい。例えば、
他のインターネット接続している端末から、映像音声出力装置４５００に対し、録画（記
憶）の予約を行う。（したがって、映像音声出力装置４５００は、図３７のように、記録
部３７０８を有していることになる。）そして、録画を開始する前に、チャネルを選局す
ることになり、受信装置４５０４は、選局したチャネルに相当する信号を復調、誤り訂正
復号等の処理を行い、受信データを得ることになる。このとき、受信装置４５０４は、選
局したチャネルに相当する信号に含まれる伝送方法（上記の実施の形態で述べた伝送方式
、変調方式、誤り訂正方式等）（これについては、図５に記載のとおりである。）の情報
を含む制御シンボルの情報を得ることで、受信動作、復調方法、誤り訂正復号等の方法を
正しく設定することで、放送局（基地局）で送信したデータシンボルに含まれるデータを
得ることが可能となる。
【０３８７】
 
（その他補足）
　本明細書において、送信装置を具備しているのは、例えば、放送局、基地局、アクセス
ポイント、端末、携帯電話（ｍｏｂｉｌｅ　ｐｈｏｎｅ）等の通信・放送機器であること
が考えられ、このとき、受信装置を具備しているのは、テレビ、ラジオ、端末、パーソナ
ルコンピュータ、携帯電話、アクセスポイント、基地局等の通信機器であることが考えら
れる。また、本発明における送信装置、受信装置は、通信機能を有している機器であって
、その機器が、テレビ、ラジオ、パーソナルコンピュータ、携帯電話等のアプリケーショ
ンを実行するための装置に何らかのインターフェース（例えば、ＵＳＢ）を介して接続で
きるような形態であることも考えられる。
【０３８８】
　また、本実施の形態では、データシンボル以外のシンボル、例えば、パイロットシンボ
ル（パイロットシンボルをプリアンブル、ユニークワード、ポストアンブル、リファレン
スシンボル、スキャッタードパイロット等と呼んでもよい。）、制御情報用のシンボルな
どが、フレームにどのように配置されていてもよい。そして、ここでは、パイロットシン
ボル、制御情報用のシンボルと名付けているが、どのような名付け方を行ってもよく、機
能自身が重要となっている。
【０３８９】
　パイロットシンボルは、例えば、送受信機において、ＰＳＫ変調を用いて変調した既知
のシンボル（または、受信機が同期をとることによって、受信機は、送信機が送信したシ
ンボルを知ることができてもよい。）であればよく、受信機は、このシンボルを用いて、
周波数同期、時間同期、（各変調信号の）チャネル推定（ＣＳＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔ
ａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）の推定）、信号の検出等を行うことになる。
【０３９０】
　また、制御情報用のシンボルは、（アプリケーション等の）データ以外の通信を実現す
るための、通信相手に伝送する必要がある情報（例えば、通信に用いている変調方式・誤
り訂正符号化方式・誤り訂正符号化方式の符号化率、上位レイヤーでの設定情報等）を伝
送するためのシンボルである。
【０３９１】
　なお、本発明はすべての実施の形態に限定されず、種々変更して実施することが可能で
ある。例えば、上記実施の形態では、通信装置として行う場合について説明しているが、
これに限られるものではなく、この通信方法をソフトウェアとして行うことも可能である
。
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【０３９２】
　また、上記では、２つの変調信号を２つのアンテナから送信する方法における位相変更
方法について説明したが、これに限ったものではなく、４つのマッピング後の信号に対し
、プリコーディングを行うとともに位相を変更して、４つの変調信号を生成し、４つのア
ンテナから送信する方法、つまり、Ｎ個のマッピング後の信号に対し、プリコーディング
を行い、Ｎ個の変調信号を生成し、Ｎ個のアンテナから送信する方法においても同様に位
相を規則的に変更する、位相変更方法としても同様に実施することができる。
【０３９３】
　また、上記実施の形態に示したシステム例では、２つの変調信号を２つのアンテナから
送信し、それぞれを２つのアンテナで受信するＭＩＭＯ方式の通信システムを開示したが
、本発明は、当然にＭＩＳＯ（Multiple Input Single Output）方式の通信システムにも
適用できる。ＭＩＳＯ方式の場合、受信装置は、図７に示す構成のうち、アンテナ７０１
＿Ｙ、無線部７０３＿Ｙ、変調信号ｚ１のチャネル変動推定部７０７＿１、変調信号ｚ２
のチャネル変動推定部７０７＿２がない構成となるが、この場合であっても、上記実施の
形態１に示した処理を実行することで、ｒ１、ｒ２それぞれを推定することができる。な
お、同一周波数帯、同一時間において、送信された複数の信号を１つのアンテナで受信し
て復号できることは周知のことであり、本明細書においては、信号処理部における送信側
で変更された位相を戻すための処理が従来技術に追加される処理となる。
【０３９４】
　また、本発明の説明で示したシステム例では、２つの変調信号を２つのアンテナから送
信し、それぞれを２つのアンテナで受信するＭＩＭＯ方式の通信システムを開示したが、
本発明は、当然にＭＩＳＯ（Multiple Input Single Output）方式の通信システムにも適
用できる。ＭＩＳＯ方式の場合、送信装置において、プリコーディングと位相変更を適用
している点は、これまでの説明のとおりである。一方で、受信装置は、図７に示す構成の
うち、アンテナ７０１＿Ｙ、無線部７０３＿Ｙ、変調信号ｚ１のチャネル変動推定部７０
７＿１、変調信号ｚ２のチャネル変動推定部７０７＿２がない構成となるが、この場合で
あっても、本明細書の中で示した処理を実行することで、送信装置が送信したデータを推
定することができる。なお、同一周波数帯、同一時間において、送信された複数の信号を
１つのアンテナで受信して復号できることは周知のこと（１アンテナ受信において、ML演
算等（Max-log APP等）の処理を施せばよい。）であり、本発明では、図７の信号処理部
７１１において、送信側で用いたプリコーディングと位相変更を考慮した復調（検波）を
行えばよいことになる。
【０３９５】
　本明細書では、「プリコーディング」「プリコーディングウェイト」「プリコーディン
グ行列」等の用語を用いているが、呼び方自身は、どのようなものでもよく（例えば、コ
ードブック（codebook）と呼んでもよい。）、本発明では、その信号処理自身が重要とな
る。
【０３９６】
　また、本明細書では、送信方法としてＯＦＤＭ方式を用いた場合を中心に説明したが、
これに限ったものではなく、ＯＦＤＭ方式以外のマルチキャリア方式、シングルキャリア
方式を用いた場合にも同様に実施することは可能である。このとき、スペクトル拡散通信
方式を用いていてもよい。なお、シングルキャリア方式を用いている場合、位相変更は時
間軸方向で位相変更が行われることになる。
【０３９７】
　また、本明細書において、受信装置で、ML演算、APP、Max-log APP、ZF、MMSE等を用い
て説明しているが、この結果、送信装置が送信したデータの各ビットの軟判定結果（対数
尤度、対数尤度比）や硬判定結果（「０」または「１」）を得ることになるが、これらを
総称して、検波、復調、検出、推定、分離と呼んでもよい。
【０３９８】
　ストリームｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）（ｓ１（ｉ）、ｓ２（ｉ））により、異なるデータ
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を伝送してもよいし、同一のデータを伝送してもよい。
【０３９９】
　また、２ストリームのベースバンド信号ｓ１（ｉ）、ｓ２（ｉ）（ただし、ｉは、（時
間、または、周波数（キャリア）の）順番をあらわす）に対し、規則的な位相変更および
プリコーディングを行い（順番はどちらが先であってもよい）生成された、両者の信号処
理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ）、ｚ２（ｉ）において、両者の信号処理後のベースバ
ンド信号ｚ１（ｉ）の同相Ｉ成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ１（ｉ）とし、両者の信号
処理後のベースバンド信号ｚ２（ｉ）の同相Ｉ成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ２（ｉ）
とする。このとき、ベースバンド成分の入れ替えを行い、
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
とし、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ１、
入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ２から、同
一時刻に同一周波数を用いて送信する、というように、入れ替え後のベースバンド信号ｒ
１（ｉ）に相当する変調信号と入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）を異なるアンテ
ナから、同一時刻に同一周波数を用いて送信するとしてもよい。また、
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）



(69) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
としてもよい。また、上述では、２ストリームの信号に対し両者の信号処理を行い、両者
の信号処理後の信号の同相成分と直交成分の入れ替えについて説明したが、これに限った
ものではなく、２ストリームより多い信号に対し両者の信号処理後を行い、両者の信号処
理後の信号の同相成分と直交成分の入れ替えを行うことも可能である。
【０４００】
　また、上記の例では、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））のベースバンド信
号の入れ替えを説明しているが、同一時刻のベースバンド信号の入れ替えでなくてもよい
。例として、以下のように記述することができる
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
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・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
　図５５は、上記の記載を説明するためのベースバンド信号入れ替え部５５０２を示す図
である。図５５に示すように、両者の信号処理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ）５５０１
＿１、ｚ２（ｉ）５５０１＿２において、両者の信号処理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ
）５５０１＿１の同相Ｉ成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ１（ｉ）とし、両者の信号処理
後のベースバンド信号ｚ２（ｉ）５５０１＿２の同相Ｉ成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）とする。そして、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）５５０３＿１の同相
成分をＩｒ１（ｉ）、直交成分をＱｒ１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ
）５５０３＿２の同相成分をＩｒ２（ｉ）、直交成分をＱｒ２（ｉ）とすると、入れ替え
後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）５５０３＿１の同相成分Ｉｒ１（ｉ）、直交成分Ｑｒ１

（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）５５０３＿２の同相成分Ｉｒ２（ｉ）
、直交成分をＱｒ２（ｉ）は上述で説明したいずれかであらわされるものとする。なお、
この例では、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））の両者の信号処理後のベース
バンド信号の入れ替えについて説明したが、上述のように、異なる時刻（異なる周波数（
（サブ）キャリア））の両者の信号処理後のベースバンド信号の入れ替えであってもよい
。
【０４０１】
　送信装置の送信アンテナ、受信装置の受信アンテナ、共に、図面で記載されている１つ
のアンテナは、複数のアンテナにより構成されていても良い。
【０４０２】
　本明細書において、「∀」は全称記号（universal quantifier）をあらわしており、「
∃」は存在記号（existential quantifier）をあらわしている。
【０４０３】
　また、本明細書において、複素平面における、例えば、偏角のような、位相の単位は、
「ラジアン（radian）」としている。
【０４０４】
　複素平面を利用すると、複素数の極座標による表示として極形式で表示できる。複素数
 z = a + ｊb （ａ、ｂはともに実数であり、ｊは虚数単位である）に、複素平面上の点 
(ａ, ｂ) を対応させたとき、この点が極座標で[r, θ] とあらわされるなら、
ａ＝ｒ×ｃｏｓθ、
ｂ＝ｒ×ｓｉｎθ
【０４０５】
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【数４９】

【０４０６】
が成り立ち、r は z の絶対値 (r = |z|) であり、θ が偏角 (argument)となる。そして
、z = a + ｊbは、ｒｅｊθとあらわされる。
【０４０７】
　本発明の説明において、ベースバンド信号、ｓ１、ｓ２、ｚ１、ｚ２は複素信号となる
が、複素信号とは、同相信号をＩ、直交信号をQとしたとき、複素信号はＩ + ｊQ（ｊは
虚数単位）とあらわされることになる。このとき、Ｉがゼロとなってもよいし、Ｑがゼロ
となってもよい。
【０４０８】
　本明細書で説明した位相変更方法を用いた放送システムの一例を図４６に示す。図４６
において、映像符号化部４６０１は、映像を入力とし、映像符号化を行い、映像符号化後
のデータ４６０２を出力する。音声符号化部４６０３は、音声を入力とし、音声符号化を
行い、音声符号化後のデータ４６０４を出力する。データ符号化部４６０５は、データを
入力とし、データの符号化（例えば、データ圧縮）を行い、データ符号化後のデータ４６
０６を出力する。これらをまとめて、情報源符号化部４６００とする。
【０４０９】
　送信部４６０７は、映像符号化後のデータ４６０２、音声符号化後のデータ４６０４、
データ符号化後のデータ４６０６を入力とし、これらのデータのいずれか、または、これ
らのデータ全てを送信データとし、誤り訂正符号化、変調、プリコーディング、位相変更
等の処理（例えば、図３の送信装置における信号処理）を施し、送信信号４６０８＿１か
ら４６０８＿Ｎを出力する。そして、送信信号４６０８＿１から４６０８＿Ｎはそれぞれ
アンテナ４６０９＿１から４６０９＿Ｎにより、電波として送信される。
【０４１０】
　受信部４６１２は、アンテナ４６１０＿１から４６１０＿Ｍで受信した受信信号４６１
１＿１から４６１１＿Ｍを入力とし、周波数変換、位相変更、プリコーディングのデコー
ド、対数尤度比算出、誤り訂正復号等の処理（例えば、図７の受信装置における処理）を
施し、受信データ４６１３、４６１５、４６１７を出力する。情報源復号部４６１９は、
受信データ４６１３、４６１５、４６１７を入力とし、映像復号化部４６１４は、受信デ
ータ４６１３を入力とし、映像用の復号を行い、映像信号を出力し、映像は、テレビ、デ
ィスプレーに表示される。また、音声復号化部４６１６は、受信データ４６１５を入力と
し。音声用の復号を行い、音声信号を出力し、音声は、スピーカーから流れる。また、デ
ータ復号化部４６１８は、受信データ４６１７を入力とし、データ用の復号を行い、デー
タの情報を出力する。
【０４１１】
　また、本発明の説明を行っている実施の形態において、以前にも説明したようにＯＦＤ
Ｍ方式のようなマルチキャリア伝送方式において、送信装置が保有している符号化器の数
は、いくつであってもよい。したがって、例えば、図４のように、送信装置が、符号化器
を１つ具備し、出力を分配する方法を、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式に
も適用することも当然可能である。このとき、図４の無線部３１０Ａ、３１０Ｂを図１２
のＯＦＤＭ方式関連処理部１３０１Ａ、１３０１Ｂに置き換えればよいことになる。この
とき、ＯＦＤＭ方式関連処理部の説明は、実施の形態１のとおりである。
【０４１２】
　また、実施の形態１において、プリコーディング行列の例として、式（３６）を与えた
が、これとは別にプリコーディング行列として以下の式を用いる方法が考えられる。
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【０４１３】
【数５０】

【０４１４】
　なお、プリコーディング式（３６）、式(５０)において、αの値として、式（３７）、
式（３８）を設定することを記載したが、これに限ったものではなく、α＝１と設定する
と、簡単なプリコーディング行列となるので、この値も有効な値の一つである。
【０４１５】
　また、実施の形態Ａ１において、図３、図４、図６、図１２、図２５、図２９、図５１
、図５３における位相変更部において、周期Ｎのための位相変更値(図３、図４、図６、
図１２、図２５、図２９、図５１、図５３では、一方のベースバンド信号にのみ、位相変
更を与えることになるので、位相変更値となる。)として、PHASE[i]（i=0,1,2,・・・,N-
2,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）と表現した。そして、本明細書において、一方のプリ
コーディング後のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合（つまり、図３、図４、
図６、図１２、図２５、図２９、図５１、図５３）、図３、図４、図６、図１２、図２５
、図２９、図５１、図５３において、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみ
に位相変更を与えている。このとき、PHASE[k]を以下のように与える。
【０４１６】
【数５１】

【０４１７】
　このとき、k=0,1,2,・・・,N-2,N-1(kは０以上N-1以下の整数)とする。そして、Ｎ=5, 
7, 9, 11, 15とすると受信装置において、良好なデータの受信品質を得ることができる。
【０４１８】
　また、本明細書では、２つの変調信号を複数のアンテナで送信する場合における位相変
更方法について詳しく説明したが、これに限ったものでは、なく、３つ以上の変調方式の
マッピングを行ったベースバンド信号に対し、プリコーディング、位相変更を行い、プリ
コーディング、位相変更後のベースバンド信号に対し、所定の処理を行い、複数のアンテ
ナから送信する場合についても、同様に実施することができる。
【０４１９】
　なお、例えば、上記通信方法を実行するプログラムを予めＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ
　Ｍｅｍｏｒｙ）に格納しておき、そのプログラムをＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃ
ｅｓｓｏｒ　Ｕｎｉｔ）によって動作させるようにしても良い。
【０４２０】
　また、上記通信方法を実行するプログラムをコンピュータで読み取り可能な記憶媒体に
格納し、記憶媒体に格納されたプログラムをコンピュータのＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃ
ｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）に記録して、コンピュータをそのプログラムにしたがって動作
させるようにしても良い。
【０４２１】
　そして、上記の各実施の形態などの各構成は、典型的には集積回路であるＬＳＩ（Ｌａ
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ｒｇｅ　Ｓｃａｌｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ）として実現されてもよい。これらは、個
別に１チップ化されてもよいし、各実施の形態の全ての構成または一部の構成を含むよう
に１チップ化されてもよい。　ここでは、ＬＳＩとしたが、集積度の違いにより、ＩＣ（
Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）、システムＬＳＩ、スーパーＬＳＩ、ウルトラ
ＬＳＩと呼称されることもある。また、集積回路化の手法はＬＳＩに限られるものではな
く、専用回路または汎用プロセッサで実現しても良い。ＬＳＩ製造後に、プログラムする
ことが可能なＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ
）や、ＬＳＩ内部の回路セルの接続や設定を再構成可能なリコンフィギュラブル・プロセ
ッサを利用しても良い。
【０４２２】
　さらに、半導体技術の進歩又は派生する別技術によりＬＳＩに置き換わる集積回路化の
技術が登場すれば、当然、その技術を用いて機能ブロックの集積化を行っても良い。バイ
オ技術の適用等が可能性としてあり得る。
【０４２３】
 
（実施の形態Ｃ１）
　本実施の形態では、実施の形態１で、送信パラメータを変更した際、使用するプリコー
ディング行列を切り替える場合について説明したが、本実施の形態では、その詳細の例に
ついて、上述の（その他の補足）で述べたように、送信パラメータとして、ストリームｓ
１（ｔ）、ｓ２（ｔ）において、異なるデータを伝送する場合と同一のデータを伝送する
場合で切り替えるときに、使用するプリコーディング行列を切り替える方法、および、こ
れに伴う位相変更方法について説明する。
【０４２４】
　本実施の形態の例では、異なる２つの送信アンテナからそれぞれ変調信号を送信する場
合、それぞれの変調信号において同一のデータを含んでいる場合と、それぞれの変調信号
において異なるデータを送信する場合を切り替えるときについて説明する。
【０４２５】
　図５６は、前述のように送信方法を切り替える場合の送信装置の構成の一例を示してい
る。図５６において、図５４と同様に動作するものについては同一符号を付している。図
５６において、分配部４０４は、フレーム構成信号３１３を入力としていることが、図５
４と異なる点となる。分配部４０４の動作について、図５７を用いて説明する。
【０４２６】
　図５７に、同一データを送信する場合と異なるデータを送信する場合の分配部４０４の
動作を示している。図５７に示すように、符号化後のデータをｘ１、ｘ２、ｘ３、ｘ４、
ｘ５、ｘ６、・・・とすると、同一データを送信する場合、分配後のデータ４０５Ａは、
ｘ１、ｘ２、ｘ３、ｘ４、ｘ５、ｘ６、・・・とあらわされ、同様に、分配後のデータ４
０５Ｂは、ｘ１、ｘ２、ｘ３、ｘ４、ｘ５、ｘ６、・・・とあらわされる。
【０４２７】
　一方、異なるデータを送信する場合、分配後のデータ４０５Ａは、ｘ１、ｘ３、ｘ５、
ｘ７、ｘ９、・・・とあらわされ、分配後のデータ４０５Ｂは、ｘ２、ｘ４、ｘ６、ｘ８
、ｘ１０、・・・とあらわされる。
【０４２８】
　なお、分配部４０４は、入力信号であるフレーム構成信号３１３により、送信モードが
、同一データを送信する場合、異なるデータを送信する場合を判断することになる。
【０４２９】
　上記の別の方法としては、図５８のように、同一データ送信を行う場合、分配部４０４
は、分配後のデータ４０５Ａとしてｘ１、ｘ２、ｘ３、ｘ４、ｘ５、ｘ６、・・・を出力
し、分配後のデータ４０５Ｂには、出力を行わない。したがって、フレーム構成信号３１
３が、「同一データ送信」を示している場合、分配部４０４の動作は上述のとおりであり
、また、図５６におけるインタリーバ３０４Ｂ、マッピング部３０６Ｂは動作しないこと
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になる。そして、図５６におけるマッピング部３０６Ａの出力であるベースバンド信号３
０７Ａのみが有効となり、重み付け合成部３０８Ａおよび３０８Ｂの両者の入力信号とな
る。
【０４３０】
　本実施の形態において、一つの特徴となる点は、送信モードを、同一データを送信する
場合と異なるデータを送信する場合の切り替えを行う場合に、プリコーディング行列を切
り替える点である。実施の形態１の式（３６）、式（３９）で示したように、ｗ１１、ｗ
１２、ｗ２１、ｗ２２で構成される行列であらわした場合、同一データを送信する場合の
プリコーディング行列は、以下のようにあらわすとよい。
【０４３１】
【数５２】

【０４３２】
　式（５２）において、ａは実数とする（ａは複素数であってもよいが、プリコーディン
グにより、入力するベースバンド信号に位相変更を与えることになるので、回路規模がな
るべく大きく、複雑にならないようにすることを考慮すると、実数であったほうがよい。
）また、ａが１の場合、重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂは、重み付け合成の動作をせ
ずに、入力信号をそのまま出力することになる。
【０４３３】
　したがって、「同一データを送信する」場合、重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂの出
力信号となる、重み付け合成後のベースバンド信号３０９Ａと重み付け合成後のベースバ
ンド信号３１６Ｂは同一の信号となる。
【０４３４】
　そして、位相変更部５２０１は、フレーム構成信号３１３が「同一データを送信する」
であることを示している場合、重み付け合成後のベースバンド信号３０９Ａに位相変更を
施し、位相変更後のベースバンド信号５２０２を出力する。そして、位相変更部３１７Ｂ
は、フレーム構成信号３１３が「同一データを送信する」であることを示している場合、
重み付け合成後のベースバンド信号３１６Ｂに位相変更を施し、位相変更後のベースバン
ド信号３０９Ｂを出力する。なお、位相変更部５２０１で施す位相変更をｅｊＡ（ｔ）（
または、ｅｊＡ（ｆ）または、ｅｊＡ（ｔ、ｆ））（ただし、ｔは時間、ｆは周波数）と
し（したがって、ｅｊＡ（ｔ）（または、ｅｊＡ（ｆ）または、ｅｊＡ（ｔ、ｆ））は、
入力されたベースバンド信号に乗算する値である。）、位相変更部３１７Ｂで施す位相変
更をｅｊＢ（ｔ）（または、ｅｊＢ（ｆ）または、ｅｊＢ（ｔ、ｆ））（ただし、ｔは時
間、ｆは周波数）とすると（したがって、ｅｊＢ（ｔ）（または、ｅｊＢ（ｆ）または、
ｅｊＢ（ｔ、ｆ））は、入力されたベースバンド信号に乗算する値である。）、以下の条
件を満たすことが重要となる。
【０４３５】



(75) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【数５３】

【０４３６】
　このようにすることで、送信信号は、マルチパスの影響を軽減することができるため、
受信装置において、データの受信品質を向上させることができる。（ただし、位相変更は
、重み付け合成後のベースバンド信号３０９Ａと重み付け合成後のベースバンド信号３１
６Ｂのうち、一方のみに行う構成としてもよい。）
　なお、図５６において、位相変更後のベースバンド信号５２０２は、ＯＦＤＭを用いて
いる場合、ＩＦＦＴ、周波数変換等の処理を施し、送信アンテナから送信される。（図１
３参照）（したがって、位相変更後のベースバンド信号５２０２は、図１３の信号１３０
１Ａであると考えればよい。）同様に、位相変更後のベースバンド信号３０９Ｂは、ＯＦ
ＤＭを用いている場合、ＩＦＦＴ、周波数変換等の処理を施し、送信アンテナから送信さ
れる。（図１３参照）（したがって、位相変更後のベースバンド信号３０９Ｂは、図１３
の信号１３０１Ｂであると考えればよい。）
　一方、送信モードとして、「異なるデータを送信する」が選択されている場合、実施の
形態１で示したように、式（３６）、式（３９）、式（５０）のいずれかであらわされる
ものとする。このとき、図５６の位相変更部５２０１、３１７Ｂは、「同一のデータを送
信」する場合とは異なる位相変更方法を行うことが重要となる。特に、この場合、実施の
形態１で述べたように、例えば、位相変更部５２０１は位相変更を行い、位相変更部３１
７Ｂは位相変更を行わない、または、位相変更部５２０１は位相変更を行わず、位相変更
部３１７Ｂは位相変更を行う、というように、２つの位相変更部のうち、いずれか一方の
み位相変更を行う、というようにすれば、ＬＯＳ環境、ＮＬＯＳ環境の両者で、受信装置
は、良好なデータの受信品質を得ることができる。
【０４３７】
　なお、送信モードとして、「異なるデータを送信する」が選択されている場合、プリコ
ーディング行列として、式（５２）を用いてもよいが、式（３６）、式（５０）、または
、式（３９）であらわされ、かつ、式（５２）と異なるプリコーディング行列を用いると
、受信装置において、特に、ＬＯＳ環境におけるデータの受信品質をさらに向上させるこ
とができる可能性がある。
【０４３８】
　また、本実施の形態は、送信方法としてＯＦＤＭ方式を用いた場合を例に説明したが、
これに限ったものではなく、ＯＦＤＭ方式以外のマルチキャリア方式、シングルキャリア
方式を用いた場合にも同様に実施することは可能である。このとき、スペクトル拡散通信
方式を用いていてもよい。なお、シングルキャリア方式を用いている場合、位相変更は時
間軸方向で位相変更が行われることになる。
【０４３９】
　なお、実施の形態３で説明したように、「異なるデータを送信する」送信方法の場合、
データシンボルのみに対し、位相変更を行うものとした。しかし、本実施の形態において
説明した「同一データを送信する」の送信方法のとき、位相変更は、データシンボルに限
らず、送信信号の送信フレームに挿入されているパイロットシンボルや制御シンボル等の
シンボルに対しても位相変更を行うことになる。（ただし、パイロットシンボルや制御シ
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ンボル等のシンボルに対しても位相変更を行わないようにしてもよいが、ダイバーシチゲ
インを得るためには、位相変更を行うとよい。）
 
（実施の形態Ｃ２）
　本実施の形態では、実施の形態Ｃ１を応用した基地局の構成方法について説明する。
【０４４０】
　図５９に基地局（放送局）と端末の関係を示している。端末Ｐ（５９０７）は、基地局
Ａ（５９０２Ａ）のアンテナ５９０４Ａから送信された送信信号５９０３Ａとアンテナ５
９０６Ａから送信された送信信号５９０５Ａを受信し、所定の処理を行い、受信データを
得ているものとする。
【０４４１】
　端末Ｑ（５９０８）は、基地局Ａ（５９０２Ａ）のアンテナ５９０４Ａから送信された
送信信号５９０３Ａと基地局Ｂ（５９０２Ｂ）のアンテナ５９０４Ｂから送信された送信
信号５９０３Ｂを受信し、所定の処理を行い、受信データを得ているものとする。
【０４４２】
　図６０および図６１は、基地局Ａ（５９０２Ａ）がアンテナ５９０４Ａ、アンテナ５９
０６Ａから送信する送信信号５９０３Ａ、送信信号５９０５Ａの周波数割り当て、および
、基地局Ｂ（５９０２Ｂ）がアンテナ５９０４Ｂ、アンテナ５９０６Ｂから送信する送信
信号５９０３Ｂ、送信信号５９０５Ｂの周波数割り当て、を示している。図６０、図６１
における図では、横軸を周波数、縦軸を送信パワーとする。
【０４４３】
　図６０に示すように、基地局Ａ（５９０２Ａ）が送信する送信信号５９０３Ａ、送信信
号５９０５Ａ、および、基地局Ｂ（５９０２Ｂ）が送信する送信信号５９０３Ｂ、送信信
号５９０５Ｂは少なくとも周波数帯域Ｘと周波数帯域Ｙを使用しており、周波数帯域Ｘを
用いて、第１のチャネルのデータの伝送を行っており、また、周波数帯域Ｙを用いて、第
２のチャネルのデータの伝送を行っているものとする。
【０４４４】
　したがって、端末Ｐ（５９０７）は、基地局Ａ（５９０２Ａ）のアンテナ５９０４Ａか
ら送信された送信信号５９０３Ａとアンテナ５９０６Ａから送信された送信信号５９０５
Ａを受信し、周波数帯域Ｘを抽出し、所定の処理を行い、第１のチャネルのデータを得る
ことになる。そして、端末Ｑ（５９０８）は、基地局Ａ（５９０２Ａ）のアンテナ５９０
４Ａから送信された送信信号５９０３Ａと基地局Ｂ（５９０２Ｂ）のアンテナ５９０４Ｂ
から送信された送信信号５９０３Ｂを受信し、周波数帯域Ｙを抽出し、所定の処理を行い
、第２のチャネルのデータを得ることになる。
【０４４５】
　このときの基地局Ａ（５９０２Ａ）および基地局Ｂ（５９０２Ｂ）の構成および動作に
ついて説明する。
【０４４６】
　基地局Ａ（５９０２Ａ）および基地局Ｂ（５９０２Ｂ）いずれも、実施の形態Ｃ１で説
明したように、図５６および図１３で構成された送信装置を具備している。そして、基地
局Ａ（５９０２Ａ）は、図６０のように送信する場合、周波数帯域Ｘにおいては、実施の
形態Ｃ１で説明したように、異なる２つの変調信号を生成し（プリコーディング、位相変
更を行う）、２つの変調信号をそれぞれ図５９のアンテナ５９０４Ａおよび５９０６Ａか
ら送信する。周波数帯域Ｙにおいては、基地局Ａ（５９０２Ａ）は、図５６において、イ
ンタリーバ３０４Ａ、マッピング部３０６Ａ、重み付け合成部３０８Ａ、位相変更部５２
０１を動作させ、変調信号５２０２を生成し、変調信号５２０２に相当する送信信号を図
１３のアンテナ１３１０Ａ、つまり、図５９のアンテナ５９０４Ａから送信する。同様に
、基地局Ｂ（５９０２Ｂ）は、図５６において、インタリーバ３０４Ａ、マッピング部３
０６Ａ、重み付け合成部３０８Ａ、位相変更部５２０１を動作させ、変調信号５２０２を
生成し、変調信号５２０２に相当する送信信号を図１３のアンテナ１３１０Ａ、つまり、
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図５９のアンテナ５９０４Ｂから送信する。
【０４４７】
　なお、周波数帯域Ｙの符号化後のデータの作成については、図５６のように、基地局が
個別に符号化後のデータを生成してもよいが、いずれかの基地局で作成した符号化後のデ
ータを、別の基地局に転送してもよい。また、別の方法としては、変調信号をいずれかの
基地局が生成し、生成した変調信号を、別の基地局に渡すような構成としてもよい。
【０４４８】
　また、図５９において、信号５９０１は、送信モード（「同一のデータを送信」または
「異なるデータを送信」）に関する情報を含んでいることになり、基地局は、この信号を
取得することで、各周波数帯域における変調信号の生成方法を切り替えることになる。こ
こでは、信号５９０１は、図５９のように他の機器あるいはネットワークから入力してい
るが、例えば、基地局Ａ（５９０２Ａ）がマスタ局となり、基地局Ｂ（５９０２Ｂ）に信
号５９０１に相当する信号をわたすようにしてもよい。
【０４４９】
　以上の説明のように、基地局が「異なるデータを送信」する場合、その送信方法に適し
た、プリコーディング行列、および、位相変更方法を設定し、変調信号を生成することに
なる。
【０４５０】
　一方、「同一のデータを送信」する場合、２つの基地局がそれぞれ、変調信号を生成し
、送信することになる。このとき、各基地局は、一つのアンテナから送信するための変調
信号を生成することは、２つの基地局を併せて考えた場合、２つの基地局で、式（５２）
のプリコーディング行列を設定したことに相当する。なお、位相変更方法については、実
施の形態Ｃ１で説明したとおりであり、例えば、（数５３）の条件を満たすとよい。
【０４５１】
　また、周波数帯域Ｘと周波数帯域Ｙは時間とともに、送信する方法を変更してもよい。
したがって、図６１のように、時間が経過し、図６０のような周波数割り当てから図６１
のような周波数割り当てに変更してもよい。
【０４５２】
　本実施の形態のようにすることで、「同一のデータを送信」「異なるデータを送信」い
ずれの場合についても、受信装置において、データの受信品質を向上させることができる
という効果を得ることができるとともに、送信装置において、位相変更部の共有化を行う
ことができるという利点がある。
【０４５３】
　また、本実施の形態は、送信方法としてＯＦＤＭ方式を用いた場合を例に説明したが、
これに限ったものではなく、ＯＦＤＭ方式以外のマルチキャリア方式、シングルキャリア
方式を用いた場合にも同様に実施することは可能である。このとき、スペクトル拡散通信
方式を用いていてもよい。なお、シングルキャリア方式を用いている場合、位相変更は時
間軸方向で位相変更が行われることになる。
【０４５４】
　なお、実施の形態３で説明したように、「異なるデータを送信する」送信方法の場合、
データシンボルのみに対し、位相変更を行うものとした。しかし、本実施の形態において
説明した「同一データを送信する」の送信方法のとき、位相変更は、データシンボルに限
らず、送信信号の送信フレームに挿入されているパイロットシンボルや制御シンボル等の
シンボルに対しても位相変更を行うことになる。（ただし、パイロットシンボルや制御シ
ンボル等のシンボルに対しても位相変更を行わないようにしてもよいが、ダイバーシチゲ
インを得るためには、位相変更を行うとよい。）
 
（実施の形態Ｃ３）
　本実施の形態では、実施の形態Ｃ１を応用した中継器の構成方法について説明する。な
お、中継器は、中継局と呼称されることもある。
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【０４５５】
　図６２に、基地局（放送局）、中継器と端末の関係を示している。基地局６２０１は、
図６３に示すように、少なくとも周波数帯域Ｘと周波数帯域Ｙの変調信号を送信する。基
地局６２０１は、アンテナ６２０２Ａおよびアンテナ６２０２Ｂからそれぞれ変調信号を
送信する。このときの送信方法については、図６３を用いて後に説明する。
【０４５６】
　中継器Ａ（６２０３Ａ）は、受信アンテナ６２０４Ａで受信した受信信号６２０５Ａ、
および、受信アンテナ６２０６Ａで受信した受信信号６２０７Ａを復調等の処理を施し、
受信データを得る。そして、その受信データを端末に伝送するため、送信処理を施し、変
調信号６２０９Ａおよび、６２１１Ａを生成し、それぞれ、アンテナ６２１０Ａおよび６
２１２Ａから送信する。
【０４５７】
　同様に、中継器Ｂ（６２０３Ｂ）は、受信アンテナ６２０４Ｂで受信した受信信号６２
０５Ｂ、および、受信アンテナ６２０６Ｂで受信した受信信号６２０７Ｂを復調等の処理
を施し、受信データを得る。そして、その受信データを端末に伝送するため、送信処理を
施し、変調信号６２０９Ｂおよび６２１１Ｂを生成し、それぞれ、アンテナ６２１０Ｂお
よび６２１２Ｂから送信する。なお、ここでは、中継器Ｂ（６２０３Ｂ）は、マスタ中継
器であるとし、制御信号６２０８を出力し、中継器Ａ（６２０３Ａ）は、この信号を入力
とする。なお、必ずしも、マスタ中継器を設ける必要はなく、基地局６２０１が、中継器
Ａ（６２０３Ａ）、中継器Ｂ（６２０３Ｂ）に個別に制御情報を伝送することとしてもよ
い。
【０４５８】
　端末Ｐ（５９０７）は、中継器Ａ（６２０３Ａ）が送信した変調信号を受信し、データ
を得ることになる。端末Ｑ（５９０８）は、中継器Ａ（６２０３Ａ）および中継器Ｂ（６
２０３Ｂ）が送信した信号を受信し、データを得ることになる。端末Ｒ（６２１３）は、
中継器Ｂ（６２０３Ｂ）が送信した変調信号を受信し、データを得ることになる。
【０４５９】
　図６３は、基地局が送信する送信信号のうち、アンテナ６２０２Ａから送信する変調信
号の周波数割り当て、および、アンテナ６２０２Ｂから送信する変調信号の周波数割り当
て、を示している。図６３において、横軸を周波数、縦軸を送信パワーとする。
【０４６０】
　図６３に示すように、アンテナ６２０２Ａから送信する変調信号、および、アンテナ６
２０２Ｂから送信する変調信号は少なくとも周波数帯域Ｘと周波数帯域Ｙを使用しており
、周波数帯域Ｘを用いて、第１のチャネルのデータの伝送を行っており、また、周波数帯
域Ｙを用いて、第１のチャネルとは異なる第２のチャネルのデータの伝送を行っているも
のとする。
【０４６１】
　そして、第１のチャネルのデータは、実施の形態Ｃ１で説明したように、周波数帯域Ｘ
を用いて、「異なるデータを送信」するモードで、伝送する。したがって、図６３に示す
ように、アンテナ６２０２Ａから送信する変調信号、および、アンテナ６２０２Ｂから送
信する変調信号は、周波数帯域Ｘの成分を含んでいることになる。そして、周波数帯域Ｘ
の成分は、中継器Ａおよび中継器Ｂで受信されることになる。したがって、周波数帯域Ｘ
の変調信号は、実施の形態１、実施の形態Ｃ１で説明したように、マッピング後の信号に
対し、プリコーディング（重み付け合成）、および、位相変更が施されることになる。
【０４６２】
　第２のチャネルのデータは、図６３では、図６２のアンテナ６２０２Ａから送信される
周波数帯域Ｙの成分によりデータが伝送される。そして、周波数帯域Ｙの成分は、中継器
Ａおよび中継器Ｂで受信されることになる。
【０４６３】
　図６４は、中継器Ａ、中継器Ｂが送信する送信信号のうち、中継器Ａのアンテナ６２１
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０Ａから送信する変調信号６２０９Ａ、アンテナ６２１２Ａから送信する変調信号６２１
１Ａの周波数割り当て、および、中継器Ｂのアンテナ６２１０Ｂから送信する変調信号６
２０９Ｂ、アンテナ６２１２Ｂから送信する変調信号６２１１Ｂの周波数割り当て、を示
している。図６４において、横軸を周波数、縦軸を送信パワーとする。
【０４６４】
　図６４に示すように、アンテナ６２１０Ａから送信する変調信号６２０９Ａ、および、
アンテナ６２１２Ａから送信する変調信号６２１１Ａは少なくとも周波数帯域Ｘと周波数
帯域Ｙを使用しており、また、アンテナ６２１０Ｂから送信する変調信号６２０９Ｂ、お
よび、アンテナ６２１２Ｂから送信する変調信号６２１１Ｂは少なくとも周波数帯域Ｘと
周波数帯域Ｙを使用しており、周波数帯域Ｘを用いて、第１のチャネルのデータの伝送を
行っており、また、周波数帯域Ｙを用いて、第２のチャネルのデータの伝送を行っている
ものとする。
【０４６５】
　そして、第１のチャネルのデータは、実施の形態Ｃ１で説明したように、周波数帯域Ｘ
を用いて、「異なるデータを送信」するモードで、伝送する。したがって、図６４に示す
ように、アンテナ６２１０Ａから送信する変調信号６２０９Ａ、および、アンテナ６２１
２Ａから送信する変調信号６２１１Ａは、周波数帯域Ｘの成分を含んでいることになる。
そして、周波数帯域Ｘの成分は、端末Ｐで受信されることになる。同様に、図６４に示す
ように、アンテナ６２１０Ｂから送信する変調信号６２０９Ｂ、および、アンテナ６２１
２Ｂから送信する変調信号６２１１Ｂは、周波数帯域Ｘの成分を含んでいることになる。
そして、周波数帯域Ｘの成分は、端末Ｒで受信されることになる。したがって、周波数帯
域Ｘの変調信号は、実施の形態１、実施の形態Ｃ１で説明したように、マッピング後の信
号に対し、プリコーディング（重み付け合成）、および、位相変更が施されることになる
。
【０４６６】
　第２のチャネルのデータは、図６４では、図６２の中継器Ａ（６２０３Ａ）のアンテナ
６２１０Ａおよび中継器Ｂ（６２０３Ｂ）のアンテナ６２１０Ｂから送信される変調信号
の周波数帯域Ｙの成分を用いて、伝送されることになる。このとき、図６２の中継器Ａ（
６２０３Ａ）のアンテナ６２１０Ａから送信される変調信号６２０９Ａの周波数帯域Ｙの
成分および中継器Ｂ（６２０３Ｂ）のアンテナ６２１０Ｂから送信される変調信号６２０
９Ｂの周波数帯域Ｙの成分により、実施の形態Ｃ１で説明した「同一データを送信する」
送信モードを使用することになる。そして、周波数帯域Ｙの成分は、端末Ｑで受信される
ことになる。
【０４６７】
　次に、図６２における中継器Ａ（６２０３Ａ）と中継器Ｂ（６２０３Ｂ）の構成を、図
６５を用いて説明する。
【０４６８】
　図６５は、中継器の受信部と送信部の構成の一例を示しており、図５６と同様に動作す
るものについては、同一符号を付した。受信部６２０３Ｘは、受信アンテナ６５０１ａで
受信した受信信号６５０２ａ、および、受信アンテナ６５０１ｂで受信した受信信号６５
０２ｂを入力とし、周波数帯域Ｘの成分に対し、信号処理（信号の分離または合成、誤り
訂正復号等の処理）を施し、基地局が周波数帯域Ｘを用いて伝送したデータ６２０４Ｘを
得て、これを分配部４０４に出力するとともに、制御情報に含まれる送信方法の情報を得
（中継器が送信する際の送信方法の情報も得る）、フレーム構成信号３１３を出力する。
【０４６９】
　なお、受信部６２０３Ｘ以降は、周波数帯域Ｘで送信するための変調信号を生成するた
めの処理部となる。また、受信部については、図６５で示しているように、周波数帯域Ｘ
の受信部のみだけではなく、他の周波数帯域の受信部を他に具備しており、各受信部では
、その周波数帯域を用いて送信するための変調信号を生成するための処理部を具備するこ
とになる。
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【０４７０】
　分配部４０４の動作の概要は、実施の形態Ｃ２で述べた基地局における分配部の動作と
同様になる。
【０４７１】
　中継器Ａ（６２０３Ａ）と中継器Ｂ（６２０３Ｂ）は、図６４のように送信する場合、
周波数帯域Ｘにおいては、実施の形態Ｃ１で説明したように、異なる２つの変調信号を生
成し（プリコーディング、位相変更を行う）、２つの変調信号をそれぞれ、中継器Ａ（６
２０３Ａ）は図６２のアンテナ６２１０Ａおよび６２１２Ａから、中継器Ｂ（６２０３Ｂ
）は図６２のアンテナ６２１０Ｂおよび６２１２Ｂから送信する。
【０４７２】
　周波数帯域Ｙにおいては、中継器Ａ（６２０３Ａ）は、図６５において、周波数帯域Ｘ
に関連する信号処理部６５００に対応する周波数帯域Ｙに関連する処理部６５００におい
て（６５００は、周波数帯域Ｘ関連の信号処理部であるが、周波数帯域Ｙについても同様
の信号処理部を具備するので、６５００内の付加した番号で説明する。）、インタリーバ
３０４Ａ、マッピング部３０６Ａ、重み付け合成部３０８Ａ、位相変更部５２０１を動作
させ、変調信号５２０２を生成し、変調信号５２０２に相当する送信信号を図１３のアン
テナ１３１０Ａ、つまり、図６２のアンテナ６２１０Ａから送信する。同様に、中継器Ｂ
（６２０３Ｂ）は、図６２において、周波数帯域Ｙにおける、インタリーバ３０４Ａ、マ
ッピング部３０６Ａ、重み付け合成部３０８Ａ、位相変更部５２０１を動作させ、変調信
号５２０２を生成し、変調信号５２０２に相当する送信信号を図１３のアンテナ１３１０
Ａ、つまり、図６２のアンテナ６２１０Ｂから送信する。
【０４７３】
　なお、基地局は、図６６に示すように（図６６は、基地局が送信する変調信号のフレー
ム構成であり、横軸時間、縦軸周波数である。）、送信方法に関する情報６６０１、中継
器が施す位相変更に関する情報６６０２、データシンボル６６０３を送信し、中継器は、
送信方法に関する情報６６０１、中継器が施す位相変更に関する情報６６０２を得ること
で、送信信号に施す、位相変更の方法を決定することができる。また、図６６における中
継器が施す位相変更に関する情報６６０２が、基地局が送信した信号に含まれていない場
合は、図６２に示すように、中継器Ｂ（６２０３Ｂ）がマスタとなり、中継器Ａ（６２０
３Ａ）に位相変更方法の指示をしてもよい。
【０４７４】
　以上の説明のように、中継器が「異なるデータを送信」する場合、その送信方法に適し
た、プリコーディング行列、および、位相変更方法を設定し、変調信号を生成することに
なる。
【０４７５】
　一方、「同一のデータを送信」する場合、２つの中継器がそれぞれ、変調信号を生成し
、送信することになる。このとき、各中継器は、一つのアンテナから送信するための変調
信号を生成することは、２つの中継器を併せて考えた場合、２つの中継器で、式（５２）
のプリコーディング行列を設定したことに相当する。なお、位相変更方法については、実
施の形態Ｃ１で説明したとおりであり、例えば、（数５３）の条件を満たすとよい。
【０４７６】
　また、実施の形態Ｃ１で説明したように、周波数帯域Ｘのように、基地局、中継器とも
に、２つのアンテナからそれぞれ変調信号を送信し、２つのアンテナから、同一のデータ
を送信するようにしてもよい。このときの基地局及び中継器の動作については実施の形態
Ｃ１で説明したとおりである。
【０４７７】
　本実施の形態のようにすることで、「同一のデータを送信」「異なるデータを送信」い
ずれの場合についても、受信装置において、データの受信品質を向上させることができる
という効果を得ることができるとともに、送信装置において、位相変更部の共有化を行う
ことができるという利点がある。
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【０４７８】
　また、本実施の形態は、送信方法としてＯＦＤＭ方式を用いた場合を例に説明したが、
これに限ったものではなく、ＯＦＤＭ方式以外のマルチキャリア方式、シングルキャリア
方式を用いた場合にも同様に実施することは可能である。このとき、スペクトル拡散通信
方式を用いていてもよい。なお、シングルキャリア方式を用いている場合、位相変更は時
間軸方向で位相変更が行われることになる。
【０４７９】
　なお、実施の形態３で説明したように、「異なるデータを送信する」送信方法の場合、
データシンボルのみに対し、位相変更を行うものとした。しかし、本実施の形態において
説明した「同一データを送信する」の送信方法のとき、位相変更は、データシンボルに限
らず、送信信号の送信フレームに挿入されているパイロットシンボルや制御シンボル等の
シンボルに対しても位相変更を行うことになる。（ただし、パイロットシンボルや制御シ
ンボル等のシンボルに対しても位相変更を行わないようにしてもよいが、ダイバーシチゲ
インを得るためには、位相変更を行うとよい。）
 
（実施の形態Ｃ４）
　本実施の形態では、「実施の形態１」、「その他補足」で説明した位相変更方法とは異
なる位相変更方法について説明する。
【０４８０】
　実施の形態１において、プリコーディング行列の例として、式（３６）を与え、その他
補足において、プリコーディング行列の例として、式（５０）を与えた。そして、実施の
形態Ａ１において、図３、図４、図６、図１２、図２５、図２９、図５１、図５３におけ
る位相変更部において、周期Ｎのための位相変更値(図３、図４、図６、図１２、図２５
、図２９、図５１、図５３では、一方のベースバンド信号にのみ、位相変更を与えること
になるので、位相変更値となる。)として、PHASE[i]（i=0,1,2,・・・,N-2,N-1(iは０以
上N-1以下の整数)）と表現した。そして、本明細書において、一方のプリコーディング後
のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合（つまり、図３、図４、図６、図１２、
図２５、図２９、図５１、図５３）、図３、図４、図６、図１２、図２５、図２９、図５
１、図５３において、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみに位相変更を与
えている。このとき、PHASE[k]を以下のように与える。
【０４８１】
【数５４】

【０４８２】
このとき、k=0,1,2,・・・,N-2,N-1(kは０以上N-1以下の整数)とする。
【０４８３】
　このようにすると、受信装置において、特に、電波伝搬環境が、ＬＯＳ環境のとき、デ
ータの受信品質が向上するという効果を得ることができる。これは、ＬＯＳ環境において
、位相変更を行わなかった場合、定常的な位相関係であったものが、位相変更を行うこと
で、位相関係の変更が行われ、これにより、バースト的に伝搬環境が悪い状況が回避され
るからである。また、式（５４）とは別の方法として、PHASE[k]を以下のように与えても
よい。
【０４８４】
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【数５５】

【０４８５】
このとき、k=0,1,2,・・・,N-2,N-1(kは０以上N-1以下の整数)とする。
【０４８６】
　また、別の位相変更方法として、PHASE[k]を以下のように与えてもよい。
【０４８７】

【数５６】

【０４８８】
このとき、k=0,1,2,・・・,N-2,N-1(kは０以上N-1以下の整数)とし、Ｚは固定値とする。
【０４８９】
　また、別の位相変更方法として、PHASE[k]を以下のように与えてもよい。
【０４９０】

【数５７】

【０４９１】
このとき、k=0,1,2,・・・,N-2,N-1(kは０以上N-1以下の整数)とし、Ｚは固定値とする。
【０４９２】
　以上のように、本実施の形態のような位相変更を行うことで、受信装置は、良好な受信
品質を得ることができる可能性が高くなる、という効果を得ることができる。
【０４９３】
　本実施の形態の位相変更は、シングルキャリア方式への適用に限ったものではなく、マ
ルチキャリア伝送の場合も適用することができる。したがって、例えば、スペクトル拡散
通信方式、ＯＦＤＭ方式、ＳＣ－ＦＤＭＡ、ＳＣ－ＯＦＤＭ方式、非特許文献７等で示さ
れているウェーブレットＯＦＤＭ方式等を用いた場合についても同様に実施することがで
きる。前述したように、本実施の形態では、位相変更を行う説明として、時間ｔ軸方向で
位相変更を行う場合があるが、実施の形態１と同様に、周波数軸方向に位相変更を行うと
きと同様に、つまり、本実施の形態において、ｔ方向での位相変更の説明において、ｔを
ｆ（ｆ：周波数（（サブ）キャリア））に置き換えて、考えることで、本実施の形態で説
明した位相変更変更を、周波数方向に位相変更に適用することができることになる。また
、本実施の形態の位相変更方法は、実施の形態１の説明と同様に、時間－周波数方向に対
する位相変更に対して、適用することも可能である。また、本実施の形態で説明した位相
変更方法は、実施の形態Ａ１で示した内容を満たすと、受信装置において、良好なデータ
品質を得ることができる可能性が高い。
【０４９４】
 
（実施の形態Ｃ５）
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　本実施の形態では、「実施の形態１」、「その他補足」、「実施の形態Ｃ４」で説明し
た位相変更方法とは異なる位相変更方法について説明する。
【０４９５】
　実施の形態１において、プリコーディング行列の例として、式（３６）を与え、その他
補足において、プリコーディング行列の例として、式（５０）を与えた。そして、実施の
形態Ａ１において、図３、図４、図６、図１２、図２５、図２９、図５１、図５３におけ
る位相変更部において、周期Ｎのための位相変更値(図３、図４、図６、図１２、図２５
、図２９、図５１、図５３では、一方のベースバンド信号にのみ、位相変更を与えること
になるので、位相変更値となる。)として、PHASE[i]（i=0,1,2,・・・,N-2,N-1(iは０以
上N-1以下の整数)）と表現した。そして、本明細書において、一方のプリコーディング後
のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合（つまり、図３、図４、図６、図１２、
図２５、図２９、図５１、図５３）、図３、図４、図６、図１２、図２５、図２９、図５
１、図５３において、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみに位相変更を与
えている。
【０４９６】
　本実施の形態における位相変更方法の特徴的な点は、周期N=2n+1とあらわされる点であ
る。そして、周期N=2n+1を実現するために用意する異なる位相変更値は、n+1個となる。
そして、n+1個の異なる位相変更値のうち、n個の位相変更値は、1周期内で、それぞれ2回
用いられ、1個の位相変更値は、1回用いられることで、周期N=2n+1が実現される。以下で
は、このときの位相変更値について詳しく説明する。
【０４９７】
　周期N=2n+1の規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法を実現するために必要とな
るn+1個の異なる位相変更値をPHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・, PHASE[n-1
], PHASE[n]とする（i=0,1,2,・・・,n-2,n-1,n(iは０以上n以下の整数)）。このとき、n
+1個の異なる位相変更値PHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・, PHASE[n-1], PH
ASE[n]の例を以下のようにあらわす。
【０４９８】
【数５８】

【０４９９】
　このとき、k=0,1,2,・・・,n-2,n-1,n(kは０以上n以下の整数)とする。式（５８）のn+
1個の異なる位相変更値PHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・, PHASE[n-1], PHA
SE[n]において、PHASE[0]を1回用い、かつ、PHASE[1]～PHASE[n]をそれぞれ2回用いる（P
HASE[1]を2回用い、PHASE[2]を2回用い、・・・、PHASE[n-1]を2回用い、PHASE[n]を2回
用いる）ことで、周期N=2n+1の規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法とすること
で、少ない位相変更値で規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法を実現することが
でき、受信装置は、良好なデータの受信品質を得ることができる。用意する位相変更値が
少ないため、送信装置、受信装置の効果を削減できる効果を得ることができる。以上のよ
うに、受信装置において、特に、電波伝搬環境が、ＬＯＳ環境のとき、データの受信品質
が向上するという効果を得ることができる。これは、ＬＯＳ環境において、位相変更を行
わなかった場合、定常的な位相関係であったものが、位相変更を行うことで、位相関係の
変更が行われ、これにより、バースト的に伝搬環境が悪い状況が回避されるからである。
また、式（５８）とは別の方法として、PHASE[k]を以下のように与えてもよい。
【０５００】
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【数５９】

【０５０１】
このとき、k=0,1,2,・・・,n-2,n-1,n(kは０以上n以下の整数)とする。
【０５０２】
　式（５９）のn+1個の異なる位相変更値PHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・,
 PHASE[n-1], PHASE[n]において、PHASE[0]を1回用い、かつ、PHASE[1]～PHASE[n]をそれ
ぞれ2回用いる（PHASE[1]を2回用い、PHASE[2]を2回用い、・・・、PHASE[n-1]を2回用い
、PHASE[n]を2回用いる）ことで、周期N=2n+1の規則的に位相変更値を切り替える位相変
更方法とすることで、少ない位相変更値で規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法
を実現することができ、受信装置は、良好なデータの受信品質を得ることができる。用意
する位相変更値が少ないため、送信装置、受信装置の効果を削減できる効果を得ることが
できる。
【０５０３】
　また、別の方法として、PHASE[k]を以下のように与えてもよい。
【０５０４】

【数６０】

【０５０５】
このとき、k=0,1,2,・・・,n-2,n-1,n(kは０以上n以下の整数)とし、Ｚは固定値とする。
【０５０６】
　式（６０）のn+1個の異なる位相変更値PHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・,
 PHASE[n-1], PHASE[n]において、PHASE[0]を1回用い、かつ、PHASE[1]～PHASE[n]をそれ
ぞれ2回用いる（PHASE[1]を2回用い、PHASE[2]を2回用い、・・・、PHASE[n-1]を2回用い
、PHASE[n]を2回用いる）ことで、周期N=2n+1の規則的に位相変更値を切り替える位相変
更方法とすることで、少ない位相変更値で規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法
を実現することができ、受信装置は、良好なデータの受信品質を得ることができる。用意
する位相変更値が少ないため、送信装置、受信装置の効果を削減できる効果を得ることが
できる。
【０５０７】
　また、別の方法として、PHASE[k]を以下のように与えてもよい。
【０５０８】

【数６１】

【０５０９】
このとき、k=0,1,2,・・・,n-2,n-1,n(kは０以上n以下の整数)とし、Ｚは固定値とする。
【０５１０】
　式（６１）のn+1個の異なる位相変更値PHASE[0], PHASE[1],・・・, PHASE[i],・・・,
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 PHASE[n-1], PHASE[n]において、PHASE[0]を1回用い、かつ、PHASE[1]～PHASE[n]をそれ
ぞれ2回用いる（PHASE[1]を2回用い、PHASE[2]を2回用い、・・・、PHASE[n-1]を2回用い
、PHASE[n]を2回用いる）ことで、周期N=2n+1の規則的に位相変更値を切り替える位相変
更方法とすることで、少ない位相変更値で規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法
を実現することができ、受信装置は、良好なデータの受信品質を得ることができる。用意
する位相変更値が少ないため、送信装置、受信装置の効果を削減できる効果を得ることが
できる。
【０５１１】
　以上のように、本実施の形態のような位相変更を行うことで、受信装置は、良好な受信
品質を得ることができる可能性が高くなる、という効果を得ることができる。
【０５１２】
　本実施の形態の位相変更は、シングルキャリア方式をへの適用に限ったものではなく、
マルチキャリア伝送の場合も適用することができる。したがって、例えば、スペクトル拡
散通信方式、ＯＦＤＭ方式、ＳＣ－ＦＤＭＡ、ＳＣ－ＯＦＤＭ方式、非特許文献７等で示
されているウェーブレットＯＦＤＭ方式等を用いた場合についても同様に実施することが
できる。前述したように、本実施の形態では、位相変更を行う説明として、時間ｔ軸方向
で位相変更を行う場合があるが、実施の形態１と同様に、周波数軸方向に位相変更を行う
ときと同様に、つまり、本実施の形態において、ｔ方向での位相変更の説明において、ｔ
をｆ（ｆ：周波数（（サブ）キャリア））に置き換えて、考えることで、本実施の形態で
説明した位相変更変更を、周波数方向に位相変更に適用することができることになる。ま
た、本実施の形態の位相変更方法は、実施の形態１の説明と同様に、時間－周波数方向に
対する位相変更に対して、適用することも可能である。
【０５１３】
 
（実施の形態Ｃ６）
　本実施の形態では、非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Qu
asi Cyclic）ＬＤＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ただし、ＱＣ－ＬＤＰＣ符号
でないＬＤＰＣ（ブロック）符号であってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose-C
haudhuri-Hocquenghem code）の連接符号等のブロック符号、ターボ符号またはDuo-Binar
y Turbo Code等のブロック符号を用いたときの、特に、実施の形態Ｃ５で述べた規則的に
位相変更値を切り替える位相変更方法を用いたときについて詳しく説明する。ここでは、
一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信する場合を例に説明する。ただし、ブ
ロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等が必要でないとき、符号化後のブロッ
クを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数（ただし、この中に、以下で
記載するような制御情報等が含まれていてもよい。）と一致する。ブロック符号を用いて
符号化を行った際、制御情報等（例えば、ＣＲＣ（cyclic redundancy check）、伝送パ
ラメータ等）が必要であるとき、符号化後のブロックを構成するビット数は、ブロック符
号を構成するビット数と制御情報等のビット数の和であることもある。
【０５１４】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、図４の送信装置に示したよう
に、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、１つの符号化器を有し
ている場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル
数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式としては、シングルキ
ャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０５１５】
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　そして、図４の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０５１６】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０５１７】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと位相との関係
について説明する。
【０５１８】
　ここでは、周期５の規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または
、位相変更セット）の数を５とする。つまり、図４の送信装置の位相変更部のために、周
期５のための５つの位相変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする。ただ
し、実施の形態Ｃ５で述べたように、異なる位相変更値は３つ存在することになる。した
がって、周期５のための５つの位相変更値の中には、同一の位相変更値が存在することに
なる。（図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみに位相変更を
行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更値を用意すればよい。また
、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびｚ２’の両者に
対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つの位相変更値が必要となる。この２
つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって、この場合、周期５の位相変更を行
うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい）。周期５のための５つの位相変更
値（または、位相変更セット）をP[0], P[1], P [2], P [3], P [4]とあらわすものとす
る。
【０５１９】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと位相の関係に
ついて説明する。
【０５２０】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００ビ
ットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相変更値P[0]を使用す
るスロットが３００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが３００スロット、位
相変更値P[2]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロット
が３００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００スロットである必要があ
る。これは、使用する位相変更値にかたよりがあると、多くの数を使用した位相変更値の
影響が大きいデータの受信品質となるからである。
【０５２１】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた７５０スロットにおいて、位相変更値P[0]
を使用するスロットが１５０スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが１５０スロ
ット、位相変更値P[2]を使用するスロットが１５０スロット、位相変更値P[3]を使用する
スロットが１５０スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが１５０スロットである
必要がある。
【０５２２】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた５００スロットにおいて、位相変更値P[0]
を使用するスロットが１００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが１００スロ
ット、位相変更値P[2]を使用するスロットが１００スロット、位相変更値P[3]を使用する
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スロットが１００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが１００スロットである
必要がある。
【０５２３】
　以上のように、実施の形態Ｃ５で述べた規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法
において、周期N=2n+1を実現するための位相変更値P[0], P[1],・・・, P[2n-1], P[2n]
（ただし、P[0], P[1],・・・, P[2n-1], P[2n]は、PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・
・・、PHASE[n-1]、PHASE[n]で構成されている。（実施の形態Ｃ５参照））としたとき、
１つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値P[0]を使
用するスロット数をＫ０, 位相変更値P[1]を使用するスロット数をＫ１、位相変更値P[i]
を使用するスロット数をＫi（i=0,1,2,・・・,2n-1,2n(iは０以上2n以下の整数)）、位相
変更値P[2n] を使用するスロット数をＫ2nとしたとき、
 
＜条件＃Ｃ０１＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝Ｋ2n、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし、
a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは０以上2n以下の整数）、a≠b
）
 
であるとよい。
【０５２４】
　実施の形態Ｃ５で述べた規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法において、周期
N=2n+1を実現するための異なる位相変更値PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・・・、PHAS
E[n-1]、PHASE[n]において、１つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信す
る際に、位相変更値PHASE[0]を使用するスロット数をＧ０, 位相変更値PHASE[1]を使用す
るスロット数をＧ１、位相変更値PHASE[i]を使用するスロット数をＧi（i=0,1,2,・・・,
n-1,n(iは０以上n以下の整数)）、 位相変更値PHASE[n] を使用するスロット数をＧnとし
たとき、＜条件＃Ｃ０１＞は、以下のようにあらわすことができる。
【０５２５】
 
＜条件＃Ｃ０２＞
２×Ｇ０＝Ｇ１＝・・・＝Ｇi＝・・・＝Ｇn、つまり、２×Ｇ０＝Ｇａ、（for∀a、ただ
し、a =1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数））
 
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｃ０１＞
（＜条件＃Ｃ０２＞）が成立するとよいことになる。
【０５２６】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｃ０１＞（＜条件＃Ｃ０２＞）を満たすこと
ができない変調方式が存在することもある。この場合、＜条件＃Ｃ０１＞にかわり、以下
の条件を満たすとよい。
【０５２７】
 
＜条件＃Ｃ０３＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは０
以上2n以下の整数）、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ０３＞を別の表現にすると、以下の条件となる。
【０５２８】
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＜条件＃Ｃ０４＞
ＧaとＧbの差は０または１または２、つまり、｜Ｇa―Ｇb｜は０または１または２
（for∀a、∀b、ただし、a, b=1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数、bは１以上n
以下の整数）、a≠b）
および
２×Ｇ０とＧａの差は０または１または２、つまり、｜２×Ｇ０―Ｇａ｜は０または１ま
たは２
（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数））
 
　図３５は、ブロック符号を用いたとき、２つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３５は、図３の送信装置および図１２の送信装
置に示したように、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、２つの
符号化器を有している場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに
必要なシンボル数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式として
は、シングルキャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよ
い。）
　図３５に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０５２９】
　そして、図３の送信装置および図１２の送信装置では、２つのストリームを同時に送信
することになり、また、２つの符号化器が存在するため、２つのストリームでは、異なる
符号ブロックを伝送することになる。したがって、変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１、ｓ
２により、２つの符号化ブロックが同一区間内で送信されることから、例えば、ｓ１によ
り第１の符号化後のブロックが送信され、ｓ２により、第２の符号化ブロックが送信され
ることになるので、第１、第２の符号化後のブロックを送信するために３０００スロット
が必要となる。
【０５３０】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために１５００スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭ
のとき、２ブロックを構成するすべてのビットを送信するために１０００スロットが必要
となる。
【０５３１】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと位相との関係
について説明する。
【０５３２】
　ここでは、周期５の規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または
、位相変更セット）の数を５とする。つまり、図４の送信装置の位相変更部のために、周
期５のための５つの位相変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする。ただ
し、実施の形態Ｃ５で述べたように、異なる位相変更値は３つ存在することになる。した
がって、周期５のための５つの位相変更値の中には、同一の位相変更値が存在することに
なる。（図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみに位相変更を
行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更値を用意すればよい。また
、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびｚ２’の両者に
対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つの位相変更値が必要となる。この２
つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって、この場合、周期５の位相変更を行
うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい）。周期５のための５つの位相変更
値（または、位相変更セット）をP[0], P[1], P [2], P [3], P [4]とあらわすものとす
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る。
【０５３３】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００×
２ビットを送信するための上記で述べた３０００スロットにおいて、位相変更値P[0]を使
用するスロットが６００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが６００スロット
、位相変更値P[2]を使用するスロットが６００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロ
ットが６００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが６００スロットである必要
がある。これは、使用する位相変更値にかたよりがあると、多くの数を使用した位相変更
値の影響が大きいデータの受信品質となるからである。
【０５３４】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
６００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが６００回、位相変更値P[3]を使用するスロットが６００回、プ位相変更値P[4]を
使用するスロットが６００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信する
ために、位相変更値P[0]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[1]を使用するスロ
ットが６００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[3]を使用
するスロットが６００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが６００回であるとよい。
【０５３５】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相変更
値P[0]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが３０
０スロット、位相変更値P[2]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[3]を使
用するスロットが３００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００スロット
である必要がある。
【０５３６】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
３００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが３００回、位相変更値P[3]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[4]を使
用するスロットが３００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するた
めに、位相変更値P[0]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[1]を使用するスロッ
トが３００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[3]を使用す
るスロットが３００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００回であるとよい。
【０５３７】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１０００スロットにおいて、位相変更
値P[0]を使用するスロットが２００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが２０
０スロット、位相変更値P[2]を使用するスロットが２００スロット、位相変更値P[3]を使
用するスロットが２００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが２００スロット
である必要がある。
【０５３８】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
２００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが２００回、位相変更値P[3]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[4]を使
用するスロットが２００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するた
めに、位相変更値P[0]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[1]を使用するスロッ
トが２００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[3]を使用す
るスロットが２００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが２００回であるとよい。
【０５３９】
　以上のように、実施の形態Ｃ５で述べた規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法
において、周期N=2n+1を実現するための位相変更値P[0], P[1],・・・, P[2n-1], P[2n]
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（ただし、P[0], P[1],・・・, P[2n-1], P[2n]は、PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・
・・、PHASE[n-1]、PHASE[n]で構成されている。（実施の形態Ｃ５参照））としたとき、
２つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値P[0]を使
用するスロット数をＫ０, 位相変更値P[1]を使用するスロット数をＫ１、位相変更値P[i]
を使用するスロット数をＫi（i=0,1,2,・・・,2n-1,2n(iは０以上2n以下の整数)）、位相
変更値P[2n] を使用するスロット数をＫ2nとしたとき、
 
＜条件＃Ｃ０５＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝Ｋ2n、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし、
a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは０以上2n以下の整数）、a≠b
）
 
であり、第１の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
P[0]を使用する回数をＫ０，１, 位相変更値P[1]を使用する回数をＫ１，１、位相変更値
P[i]を使用する回数をＫi，１（i=0,1,2,・・・,2n-1,2n(iは０以上2n以下の整数)）、位
相変更値P[2n] を使用する回数をＫ2n，１としたとき、
 
＜条件＃Ｃ０６＞
Ｋ０，１＝Ｋ１，１＝・・・＝Ｋｉ，１＝・・・＝Ｋ2n，１、つまり、Ｋa，１＝Ｋb，１

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは
０以上2n以下の整数）、a≠b）
 
であり、第２の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
P[0]を使用する回数をＫ０，２, 位相変更値P[1]を使用する回数をＫ１，２、位相変更値
P[i]を使用する回数をＫi，２（i=0,1,2,・・・,2n-1,2n(iは０以上2n以下の整数)）、位
相変更値P[2n] を使用する回数をＫ2n，２としたとき、
 
＜条件＃Ｃ０７＞
Ｋ０，２＝Ｋ１，２＝・・・＝Ｋi，２＝・・・＝Ｋ2n，２、つまり、Ｋa，２＝Ｋb，２

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは
０以上2n以下の整数）、a≠b）
 
であるとよい。
【０５４０】
　実施の形態Ｃ５で述べた規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法において、周期
N=2n+1を実現するための異なる位相変更値PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・・・、PHAS
E[n-1]、PHASE[n]において、２つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信す
る際に、位相変更値PHASE[0]を使用するスロット数をＧ０, 位相変更値PHASE[1]を使用す
るスロット数をＧ１、位相変更値PHASE[i]を使用するスロット数をＧi（i=0,1,2,・・・,
n-1,n(iは０以上n以下の整数)）、 位相変更値PHASE[n] を使用するスロット数をＧnとし
たとき、＜条件＃Ｃ０５＞は、以下のようにあらわすことができる。
【０５４１】
 
＜条件＃Ｃ０８＞
２×Ｇ０＝Ｇ１＝・・・＝Ｇi＝・・・＝Ｇn、つまり、２×Ｇ０＝Ｇａ、（for∀a、ただ
し、a =1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数））
 
であり、第１の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
PHASE[0]を使用する回数をＧ０，１, 位相変更値PHASE[1]を使用する回数をＫ１，１、位
相変更値PHASE[i]を使用する回数をＧi，１（i=0,1,2,・・・,n-1,n(iは０以上n以下の整
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数)）、位相変更値PHASE[n] を使用する回数をＧn，１としたとき、
 
＜条件＃Ｃ０９＞
２×Ｇ０，１＝Ｇ１，１＝・・・＝Ｇi，１＝・・・＝Ｇn，１、つまり、２×Ｇ０，１＝
Ｇａ，１、（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数））
 
であり、第２の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
PHASE[0]を使用する回数をＧ０，２, 位相変更値PHASE[1]を使用する回数をＧ１，２、位
相変更値PHASE[i]を使用する回数をＧi，２（i=0,1,2,・・・,n-1,n(iは０以上n以下の整
数)）、位相変更値PHASE[n]  を使用する回数をＧn，２としたとき、
 
＜条件＃Ｃ１０＞
２×Ｇ０，２＝Ｇ１，２＝・・・＝Ｇi，２＝・・・＝Ｇn，２、つまり、２×Ｇ０，２＝
Ｇａ，２、（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは１以上n以下の整数））
 
であるとよい。
【０５４２】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｃ０５＞
＜条件＃Ｃ０６＞＜条件＃Ｃ０７＞（＜条件＃Ｃ０８＞＜条件＃Ｃ０９＞＜条件＃Ｃ１０
＞）が成立するとよいことになる。
【０５４３】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｃ０５＞＜条件＃Ｃ０６＞＜条件＃Ｃ０７＞
（＜条件＃Ｃ０８＞＜条件＃Ｃ０９＞＜条件＃Ｃ１０＞）を満たすことができない変調方
式が存在することもある。この場合、＜条件＃Ｃ０５＞＜条件＃Ｃ０６＞＜条件＃Ｃ０７
＞にかわり、以下の条件を満たすとよい。
【０５４４】
 
＜条件＃Ｃ１１＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（（aは０以上2n以下の整数、bは
０以上2n以下の整数））、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ１２＞
Ｋa，１とＫb，１の差は０または１、つまり、｜Ｋa，１―Ｋb，１｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（（aは０以上2n以下の整数、bは
０以上2n以下の整数））、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ１３＞
Ｋa，２とＫb，２の差は０または１、つまり、｜Ｋa，２―Ｋb，２｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・, 2n-1,2n（aは０以上2n以下の整数、bは０
以上2n以下の整数）、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ１１＞＜条件＃Ｃ１２＞＜条件＃Ｃ１３＞を別の表現にすると、以下の条件と
なる。
【０５４５】
 
＜条件＃Ｃ１４＞
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ＧaとＧbの差は０または１または２、つまり、｜Ｇa―Ｇb｜は０または１または２
（for∀a、∀b、ただし、a, b=1,2,・・・, n-1,n（（aは１以上n以下の整数、bは１以上
n以下の整数））、a≠b）
および
２×Ｇ０とＧａの差は０または１または２、つまり、｜２×Ｇ０―Ｇａ｜は０または１ま
たは２
（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは、1以上n以下の整数））
 
＜条件＃Ｃ１５＞
Ｇa，１とＧb，１の差は０または１または２、つまり、｜Ｇa，１―Ｇb，１｜は０または
１または２
（for∀a、∀b、ただし、a, b=1,2,・・・, n-1,n（aは1以上n以下の整数、bは1以上n以
下の整数）、a≠b）
および
２×Ｇ０，１とＧａ，１の差は０または１または２、つまり、｜２×Ｇ０，１―Ｇａ，１

｜は０または１または２
（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは、1以上n以下の整数））
 
＜条件＃Ｃ１６＞
Ｇa，２とＧb，２の差は０または１または２、つまり、｜Ｇa，２―Ｇb，２｜は０または
１または２
（for∀a、∀b、ただし、a, b=1,2,・・・, n-1,n（aは1以上n以下の整数、bは1以上n以
下の整数）、a≠b）
および
２×Ｇ０，２とＧａ，２の差は０または１または２、つまり、｜２×Ｇ０，２―Ｇａ，２

｜は０または１または２
（for∀a、ただし、a =1,2,・・・, n-1,n（aは、1以上n以下の整数））
 
　以上のように、符号化後のブロックと位相変更値の関係付けを行うことで、符号化ブロ
ックを伝送するために使用する位相変更値にかたよりがなくなるため、受信装置において
、データの受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０５４６】
　本実施の形態では、規則的に位相を変更する方法において、周期Nの位相変更方法のた
めには、N個の位相変更値（または、位相変更セット）が必要となる。このとき、N個の位
相変更値（または、位相変更セット）として、P[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N
-1]を用意することになるが、周波数軸方向にP[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N-
1]の順に並べる方法もあるが、必ずしもこれに限ったものではなく、N個の位相変更値（
または、位相変更セット）P[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N-1]を実施の形態１
と同様に、時間軸、周波数―時間軸のブロックに対し、シンボルを配置することで、位相
を変更することもできる。なお、周期Nの位相変更方法として説明しているが、N個の位相
変更値（または、位相変更セット）をランダムに用いるようにしても同様の効果を得るこ
とができる、つまり、必ずしも、規則的な周期を持つようにN個の位相変更値（または、
位相変更セット）を用いる必要はないが、上記で説明した条件を満たすことは、受信装置
において、高いデータの受信品質を得る上では、重要となる。
【０５４７】
　また、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式、
時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する方法のモー
ドが存在し、送信装置（放送局、基地局）は、これらのモードから、いずれかの送信方法
を選択することができるようにしてもよい。
【０５４８】
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　なお、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式とは、非特許文献３に示されているように、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１、ｓ２をそれぞれ異なるアンテナから送信する方法で
あり、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式とは、プリコーディングのみを行
う（位相変更を行わない）方式である。また、時空間ブロック符号化方式とは、非特許文
献９、１６、１７に示されている伝送方式である。１ストリームのみ送信とは、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１の信号を所定の処理を行いアンテナから送信する方法
である。
【０５４９】
　また、ＯＦＤＭのようなマルチキャリアの伝送方式を用いており、複数のキャリアで構
成された第１キャリア群、複数のキャリアで構成された第１キャリア群とは異なる第２キ
ャリア群、・・・というように複数のキャリア群でマルチキャリア伝送を実現しており、
キャリア群ごとに、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ
伝送方式、時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する
方法のいずれかに設定してもよく、特に、規則的に位相を変更する方法を選択した（サブ
）キャリア群では、本実施の形態を実施するとよい。
【０５５０】
　なお、一方のプリコーディング後のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例
えば、P[i]の位相変更値を「Xラジアン」とした場合、図３、図４、図６、図１２、図２
５、図２９、図５１、図５３における位相変更部において、ｅｊXをプリコーディング後
のベースバンド信号ｚ２’に乗算することになる。そして、両者のプリコーディング後の
ベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例えば、P[i]の位相変更セットを「Xラ
ジアン」および「Yラジアン」とした場合、図２６、図２７、図２８、図５２、図５４に
おける位相変更部において、ｅｊXをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に乗
算することになり、ｅｊYをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’に乗算するこ
とになる。
【０５５１】
 
（実施の形態Ｃ７）
　本実施の形態では、非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Qu
asi Cyclic）　ＬＤＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ただし、ＱＣ－ＬＤＰＣ符
号でないＬＤＰＣ（ブロック）符号であってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose
-Chaudhuri-Hocquenghem code）の連接符号等のブロック符号、ターボ符号またはDuo-Bin
ary Turbo Code等のブロック符号を用いたときの、実施の形態Ａ１、実施の形態Ｃ６を一
般化させた場合について説明する。ここでは、一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリー
ムを送信する場合を例に説明する。ただし、ブロック符号を用いて符号化を行った際、制
御情報等が必要でないとき、符号化後のブロックを構成するビット数は、ブロック符号を
構成するビット数（ただし、この中に、以下で記載するような制御情報等が含まれていて
もよい。）と一致する。ブロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等（例えば、
ＣＲＣ（cyclic redundancy check）、伝送パラメータ等）が必要であるとき、符号化後
のブロックを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数と制御情報等のビッ
ト数の和であることもある。
【０５５２】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、図４の送信装置に示したよう
に、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、１つの符号化器を有し
ている場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル
数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式としては、シングルキ
ャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
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がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０５５３】
　そして、図４の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０５５４】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０５５５】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと位相との関係
について説明する。
【０５５６】
　ここでは、周期５の規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または
、位相変更セット）の数を５とする。周期５の規則的に位相を変更する方法のために用意
する位相変更値（または、位相変更セット）をP[0], P[1], P[2], P[3], P[4]とする。た
だし、P[0], P[1], P[2], P[3], P[4]には、少なくとも２つ以上の異なる位相変更値が含
まれていればよい（P[0], P[1], P[2], P[3], P[4]に同一の位相変更値が含まれていても
よい。）。（図６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’のみに位相変
更を行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更値を用意すればよい。
また、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’およびｚ２’の両
者に対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つの位相変更値が必要となる。こ
の２つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって、この場合、周期５の位相変更
を行うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい）。
【０５５７】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００ビ
ットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相変更値P[0]を使用す
るスロットが３００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが３００スロット、位
相変更値P[2]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロット
が３００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００スロットである必要があ
る。これは、使用する位相変更値にかたよりがあると、多くの数を使用した位相変更値の
影響が大きいデータの受信品質となるからである。
【０５５８】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた７５０スロットにおいて、位相変更値P[0]
を使用するスロットが１５０スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが１５０スロ
ット、位相変更値P[2]を使用するスロットが１５０スロット、位相変更値P[3]を使用する
スロットが１５０スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが１５０スロットである
必要がある。
【０５５９】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた５００スロットにおいて、位相変更値P[0]
を使用するスロットが１００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが１００スロ
ット、位相変更値P[2]を使用するスロットが１００スロット、位相変更値P[3]を使用する
スロットが１００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが１００スロットである
必要がある。
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【０５６０】
　以上のように、周期Nの規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法における位相変
更値P[0], P[1],・・・, P[N-2] , P[N-1]とあらわすものとする。ただし、P[0], P[1],
・・・, P[N-2] , P[N-1]は少なくとも２つ以上の異なる位相変更値で構成されているも
のとする。（P[0], P[1],・・・, P[N-2] , P[N-1]に同一の位相変更値が含まれていても
よい。）１つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
P[0]を使用するスロット数をＫ０, 位相変更値P[1]を使用するスロット数をＫ１、位相変
更値P[i]を使用するスロット数をＫi（i=0,1,2,・・・,N-1（iは０以上N-1以下の整数）
）、位相変更値P[N-1] を使用するスロット数をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ｃ１７＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N-1以下の整数）、a≠b
）
 
であるとよい。
【０５６１】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｃ１７＞
が成立するとよいことになる。
【０５６２】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｃ１７＞を満たすことができない変調方式が
存在することもある。この場合、＜条件＃Ｃ１７＞にかわり、以下の条件を満たすとよい
。
【０５６３】
 
＜条件＃Ｃ１８＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上
N-1以下の整数）、a≠b）
 
　図３５は、ブロック符号を用いたとき、２つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３５は、図３の送信装置および図１２の送信装
置に示したように、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、２つの
符号化器を有している場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに
必要なシンボル数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式として
は、シングルキャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよ
い。）
　図３５に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０５６４】
　そして、図３の送信装置および図１２の送信装置では、２つのストリームを同時に送信
することになり、また、２つの符号化器が存在するため、２つのストリームでは、異なる
符号ブロックを伝送することになる。したがって、変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１、ｓ
２により、２つの符号化ブロックが同一区間内で送信されることから、例えば、ｓ１によ
り第１の符号化後のブロックが送信され、ｓ２により、第２の符号化ブロックが送信され
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ることになるので、第１、第２の符号化後のブロックを送信するために３０００スロット
が必要となる。
【０５６５】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために１５００スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭ
のとき、２ブロックを構成するすべてのビットを送信するために１０００スロットが必要
となる。
【０５６６】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと位相との関係
について説明する。
【０５６７】
　ここでは、周期５の規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または
、位相変更セット）の数を５とする。つまり、図４の送信装置の位相変更部のために、周
期５のための５つの位相変更値（または、位相変更セット）P[0], P[1], P[2],P[3], P[4
]を用意するものとする。ただし、P[0], P[1], P[2],P[3], P[4]には、少なくとも２つ以
上の異なる位相変更値が含まれていればよい（P[0], P[1], P[2],P[3], P[4]に同一の位
相変更値が含まれていてもよい。）。（図６のように、プリコーディング後のベースバン
ド信号ｚ２’のみに位相変更を行う場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相
変更値を用意すればよい。また、図２６のように、プリコーディング後のベースバンド信
号ｚ１’およびｚ２’の両者に対し位相変更を行う場合、１スロットのために、２つの位
相変更値が必要となる。この２つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。したがって、こ
の場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更セットを用意すればよい）。
周期５のための５つの位相変更値（または、位相変更セット）をP[0], P[1], P [2], P [
3], P [4]とあらわすものとする。
【０５６８】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００×
２ビットを送信するための上記で述べた３０００スロットにおいて、位相変更値P[0]を使
用するスロットが６００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが６００スロット
、位相変更値P[2]を使用するスロットが６００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロ
ットが６００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが６００スロットである必要
がある。これは、使用する位相変更値にかたよりがあると、多くの数を使用した位相変更
値の影響が大きいデータの受信品質となるからである。
【０５６９】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
６００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが６００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロットが６００回、プ位相変更値
P[4]を使用するスロットが６００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送
信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[1]を使用す
るスロットが６００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが６００スロット、位相変更
値P[3]を使用するスロットが６００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが６００回で
あるとよい。
【０５７０】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相変更
値P[0]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが３０
０スロット、位相変更値P[2]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値P[3]を使
用するスロットが３００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００スロット
である必要がある。
【０５７１】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
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３００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが３００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[
4]を使用するスロットが３００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信
するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[1]を使用する
スロットが３００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが３００スロット、位相変更値
P[3]を使用するスロットが３００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが３００回であ
るとよい。
【０５７２】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１０００スロットにおいて、位相変更
値P[0]を使用するスロットが２００スロット、位相変更値P[1]を使用するスロットが２０
０スロット、位相変更値P[2]を使用するスロットが２００スロット、位相変更値P[3]を使
用するスロットが２００スロット、位相変更値P[4]を使用するスロットが２００スロット
である必要がある。
【０５７３】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが
２００回、位相変更値P[1]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[2]を使用するス
ロットが２００スロット、位相変更値P[3]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[
4]を使用するスロットが２００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信
するために、位相変更値P[0]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[1]を使用する
スロットが２００回、位相変更値P[2]を使用するスロットが２００スロット、位相変更値
P[3]を使用するスロットが２００回、位相変更値P[4]を使用するスロットが２００回であ
るとよい。
【０５７４】
　以上のように、周期Nの規則的に位相変更値を切り替える位相変更方法における位相変
更値をP[0], P[1], P[2],・・・, P[N-2] , P[N-1]とあらわすものとする。ただし、P[0]
, P[1], P[2],・・・, P[N-2] , P[N-1]は少なくとも２つ以上の異なる位相変更値で構成
されているものとする。（P[0], P[1], P[2],・・・, P[N-2] , P[N-1]に同一の位相変更
値が含まれていてもよい。）２つの符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信す
る際に、位相変更値P[0]を使用するスロット数をＫ０, 位相変更値P[1]を使用するスロッ
ト数をＫ１、位相変更値P[i]を使用するスロット数をＫi（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以
上N-1以下の整数)）、位相変更値P[N-1] を使用するスロット数をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ｃ１９＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、bは０以上N-1以下の整数）、a≠b
）
 
であり、第１の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
P[0]を使用する回数をＫ０，１, 位相変更値P[1]を使用する回数をＫ１，１、位相変更値
P[i]を使用する回数をＫi，１（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、位相
変更値P[N-1] を使用する回数をＫN-1，１としたとき、
 
＜条件＃Ｃ２０＞
Ｋ０，１＝Ｋ１，１＝・・・＝Ｋi，１＝・・・＝ＫN-1，１、つまり、Ｋa，１＝Ｋb，１

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以
上N-1以下の整数）、a≠b）
 
であり、第２の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相変更値
P[0]を使用する回数をＫ０，２, 位相変更値P[1]を使用する回数をＫ１，２、位相変更値
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P[i]を使用する回数をＫi，２（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、位相
変更値P[N-1] を使用する回数をＫN-1，２としたとき、
 
＜条件＃Ｃ２１＞
Ｋ０，２＝Ｋ１，２＝・・・＝Ｋi，２＝・・・＝ＫN-1，２、つまり、Ｋa，２＝Ｋb，２

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以
上N-1以下の整数）、a≠b）
 
であるとよい。
【０５７５】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｃ１９＞
＜条件＃Ｃ２０＞＜条件＃Ｃ２１＞が成立するとよいことになる。
【０５７６】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｃ１９＞＜条件＃Ｃ２０＞＜条件＃Ｃ２１＞
を満たすことができない変調方式が存在することもある。この場合、＜条件＃Ｃ１９＞＜
条件＃Ｃ２０＞＜条件＃Ｃ２１＞にかわり、以下の条件を満たすとよい。
【０５７７】
 
＜条件＃Ｃ２２＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上
N-1以下の整数）、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ２３＞
Ｋa，１とＫb，１の差は０または１、つまり、｜Ｋa，１―Ｋb，１｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上
N-1以下の整数）、a≠b）
 
＜条件＃Ｃ２４＞
Ｋa，２とＫb，２の差は０または１、つまり、｜Ｋa，２―Ｋb，２｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1（aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上
N-1以下の整数）、a≠b）
 
　以上のように、符号化後のブロックと位相変更値の関係付けを行うことで、符号化ブロ
ックを伝送するために使用する位相変更値にかたよりがなくなるため、受信装置において
、データの受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０５７８】
　本実施の形態では、規則的に位相を変更する方法において、周期Nの位相変更方法のた
めには、N個の位相変更値（または、位相変更セット）が必要となる。このとき、N個の位
相変更値（または、位相変更セット）として、P[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N
-1]を用意することになるが、周波数軸方向にP[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N-
1]の順に並べる方法もあるが、必ずしもこれに限ったものではなく、N個の位相変更値（
または、位相変更セット）P[0]、P[1]、P[2]、・・・、P[N-2]、P [N-1]を実施の形態１
と同様に、時間軸、周波数―時間軸のブロックに対し、シンボルを配置することで、位相
を変更することもできる。なお、周期Nの位相変更方法として説明しているが、N個の位相
変更値（または、位相変更セット）をランダムに用いるようにしても同様の効果を得るこ
とができる、つまり、必ずしも、規則的な周期を持つようにN個の位相変更値（または、
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位相変更セット）を用いる必要はないが、上記で説明した条件を満たすことは、受信装置
において、高いデータの受信品質を得る上では、重要となる。
【０５７９】
　また、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式、
時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する方法のモー
ドが存在し、送信装置（放送局、基地局）は、これらのモードから、いずれかの送信方法
を選択することができるようにしてもよい。
【０５８０】
　なお、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式とは、非特許文献３に示されているように、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１、ｓ２をそれぞれ異なるアンテナから送信する方法で
あり、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式とは、プリコーディングのみを行
う（位相変更を行わない）方式である。また、時空間ブロック符号化方式とは、非特許文
献９、１６、１７に示されている伝送方式である。１ストリームのみ送信とは、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１の信号を所定の処理を行いアンテナから送信する方法
である。
【０５８１】
　また、ＯＦＤＭのようなマルチキャリアの伝送方式を用いており、複数のキャリアで構
成された第１キャリア群、複数のキャリアで構成された第１キャリア群とは異なる第２キ
ャリア群、・・・というように複数のキャリア群でマルチキャリア伝送を実現しており、
キャリア群ごとに、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ
伝送方式、時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する
方法のいずれかに設定してもよく、特に、規則的に位相を変更する方法を選択した（サブ
）キャリア群では、本実施の形態を実施するとよい。
【０５８２】
　なお、一方のプリコーディング後のベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例
えば、P[i]の位相変更値を「Xラジアン」とした場合、図３、図４、図６、図１２、図２
５、図２９、図５１、図５３における位相変更部において、ｅｊXをプリコーディング後
のベースバンド信号ｚ２’に乗算することになる。そして、両者のプリコーディング後の
ベースバンド信号に対し、位相変更を行う場合、例えば、P[i]の位相変更セットを「Xラ
ジアン」および「Yラジアン」とした場合、図２６、図２７、図２８、図５２、図５４に
おける位相変更部において、ｅｊXをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ２’に乗
算することになり、ｅｊYをプリコーディング後のベースバンド信号ｚ１’に乗算するこ
とになる。
【０５８３】
 
（実施の形態Ｄ１）
　本実施の形態では、まず、実施の形態１の変形例について説明する。図６７は、本実施
の形態における送信装置の構成の一例であり、図３と同様に動作するものについては、同
一符号を付しており、また、以降では、図３での説明と同様に動作素部部分については、
説明を省略する。そして、図６７が図３と異なる点は、重み付け合成部の直後にベースバ
ンド信号入れ替え部６７０２が挿入されている部分である。したがって、以降では、ベー
スバンド信号入れ替え部６７０２周辺の動作の動作を中心に説明を行う。
【０５８４】
　図２１に重み付け合成部（３０８Ａ、３０８Ｂ）の構成を示す。図２１において点線で
囲まれる領域が重み付け合成部となる。ベースバンド信号３０７Ａは、ｗ１１と乗算し、
ｗ１１・ｓ１（ｔ）を生成し、ｗ２１と乗算し、ｗ２１・ｓ１（ｔ）を生成する。同様に
、ベースバンド信号３０７Ｂは、ｗ１２と乗算し、ｗ１２・ｓ２（ｔ）を生成し、ｗ２２
と乗算し、ｗ２２・ｓ２（ｔ）を生成する。次に、ｚ１（ｔ）＝ｗ１１・ｓ１（ｔ）＋ｗ
１２・ｓ２（ｔ）、ｚ２（ｔ）＝ｗ２１・ｓ１（ｔ）＋ｗ２２・ｓ２（ｔ）を得る。この
とき、ｓ１（ｔ）およびｓ２（ｔ）は、実施の形態１の説明からわかるように、ＢＰＳＫ
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ＱＡＭ、３２ＱＡＭ（32  Quadrature Amplitude Modulation）、６４ＱＡＭ、２５６Ｑ
ＡＭ、１６ＡＰＳＫ（16 Amplitude Phase Shift Keying）等の変調方式のベースバンド
信号となる。ここで、両重み付け合成部は、固定のプリコーディング行列を用いて重み付
けを実行するものとし、プリコーディング行列としては、一例として、下記、式（６３）
又は式（６４）の条件のもと、式（６２）を用いる方法がある。ただし、これは一例であ
り、αの値は、式（６３）、式（６４）に限ったものではなく、別の値、例えば、αを１
、としてもよいし、αは０であってもよい（αは０以上の実数であってよいし、αは虚数
でもよい。）。
【０５８５】
　なお、プリコーディング行列は、
【０５８６】
【数６２】

【０５８７】
　但し、上記式（６２）において、αは、
【０５８８】

【数６３】

【０５８９】
である。
【０５９０】
　あるいは、上記式（６２）において、αは、
【０５９１】

【数６４】

【０５９２】
である。
【０５９３】
　また、プリコーディング行列は、式（６２）に限ったものではなく、
【０５９４】
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【数６５】

【０５９５】
　ａ＝Ａｅｊδ１１、ｂ＝Ｂｅｊδ１２、ｃ＝Ｃｅｊδ２１、ｄ＝Ｄｅｊδ２２であらわ
されればよい。また、ａ、ｂ、ｃ、ｄのいずれか一つが「ゼロ」であってもよい。例えば
、（１）ａがゼロであり、ｂ、ｃ、ｄはゼロでない、（２）ｂがゼロであり、ａ、ｃ、ｄ
はゼロでない、（３）ｃがゼロであり、ａ、ｂ、ｄはゼロでない、（４）ｄがゼロであり
、ａ、ｂ、ｃはゼロでない、であってもよい。
【０５９６】
　また、ａ、ｂ、ｃ、ｄのうち、２つの値をゼロとしてもよい。例えば、（１）ａおよび
ｄがゼロであり、ｂ、ｃはゼロでない、（２）ｂおよびｃがゼロであり、ａ、ｄはゼロで
ないという方法が有効である。
【０５９７】
　なお、変調方式、誤り訂正符号、その符号化率のいずれかを変更したときは、使用する
プリコーディング行列を設定、変更し、そのプリコーディング行列を固定的に使用しても
よい。
【０５９８】
　次に、図６７における、ベースバンド信号入れ替え部６７０２について説明する。ベー
スバンド信号入れ替え部６７０２は、重み付け合成後の信号３０９Ａおよび重み付け合成
後の信号３１６Ｂを入力とし、ベースバンド信号入れ替えを行い、入れ替え後ベースバン
ド信号６７０１Ａ、および、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂを出力する。なお、
ベースバンド信号の入れ替えの詳細については、図５５を用いて説明したとおりである。
本実施の形態のベースバンド信号の入れ替えは、ベースバンド信号の入れ替えするための
信号が図５５と異なる。以下では、本実施の形態のベースバンド信号の入れ替えについて
、図６８を用いて説明する。
【０５９９】
　図６８において、重み付け合成後の信号３０９Ａ（ｐ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｐ１（
ｉ）、直交Q成分をＱｐ１（ｉ）とあらわし、重み付け合成後の信号３１６Ｂ（ｐ２（ｉ
））の同相Ｉ成分Ｉｐ２（ｉ）、直交Q成分をＱｐ２（ｉ）とあらわす。そして、入れ替
え後ベースバンド信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ１（ｉ）、直交Q成分
をＱｑ１（ｉ）とあらわし、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））の同
相Ｉ成分Ｉｑ２（ｉ）、直交Q成分をＱｑ２（ｉ）とあらわす。（ただし、ｉは、（時間
、または、周波数（キャリア）の）順番をあらわす。図６７の例では、ｉは時間となるが
、図６７を図１２のようにＯＦＤＭ方式を用いている場合に適用した場合、ｉは周波数（
キャリア）であってもよい。後に、この点について説明する。）
　このとき、ベースバンド信号入れ替え部６７０２は、ベースバンド成分の入れ替えを行
い、
 
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＱｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
 
とし、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ１、
入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ２から、同
一時刻に同一周波数を用いて送信する、というように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ
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１（ｉ）に相当する変調信号と入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）を異なるアンテ
ナから、同一時刻に同一周波数を用いて送信するとしてもよい。また、
 
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＩｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＱｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＱｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＩｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＱｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＩｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＩｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＩｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＱｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＱｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＩｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＱｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ）、直交成分をＱｐ

２（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＩｐ２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ）、直交成
分をＱｐ１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ）、直交成分をＩｐ

１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ）、直交成
分をＩｐ２（ｉ）
 
としてもよい。また、上述では、重み付け合成後の信号３０９Ａおよび重み付け合成後の
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信号３１６Ｂの同相成分と直交成分の入れ替えについて説明したが、これに限ったもので
はなく、２つの信号より多い信号同相成分と直交成分の入れ替えを行うことも可能である
。
【０６００】
　また、上記の例では、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））のベースバンド信
号の入れ替えを説明しているが、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））のベース
バンド信号の入れ替えでなくてもよい。例として、以下のように記述することができる。
【０６０１】
 
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｑｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｉｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｉｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｑｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｉｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｉｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｑｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＩｐ１（ｉ＋ｖ）、直交成分を
Ｑｐ２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
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ｖ）、直交成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＩｐ２（ｉ＋
ｗ）、直交成分をＱｐ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｑ２（ｉ）の同相成分をＱｐ２（ｉ＋ｗ）、直交成分を
Ｉｐ１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｉ）の同相成分をＱｐ１（ｉ＋
ｖ）、直交成分をＩｐ２（ｉ＋ｗ）
 
　重み付け合成後の信号３０９Ａ（ｐ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｐ１（ｉ）、直交Q成分
をＱｐ１（ｉ）とあらわし、重み付け合成後の信号３１６Ｂ（ｐ２（ｉ））の同相Ｉ成分
Ｉｐ２（ｉ）、直交Q成分をＱｐ２（ｉ）とあらわす。そして、入れ替え後ベースバンド
信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ１（ｉ）、直交Q成分をＱｑ１（ｉ）と
あらわし、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ２（
ｉ）、直交Q成分をＱｑ２（ｉ）とあらわす。
【０６０２】
　図６８は、上記の記載を説明するための図であり、前述に記載したとおり、重み付け合
成後の信号３０９Ａ（ｐ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｐ１（ｉ）、直交Q成分をＱｐ１（ｉ
）とあらわし、重み付け合成後の信号３１６Ｂ（ｐ２（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｐ２（ｉ）
、直交Q成分をＱｐ２（ｉ）とあらわす。そして、入れ替え後ベースバンド信号６７０１
Ａ（ｑ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ１（ｉ）、直交Q成分をＱｑ１（ｉ）とあらわし、入
れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ２（ｉ）、直交Q
成分をＱｑ２（ｉ）とあらわす。
【０６０３】
　すると、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ１（
ｉ）、直交Q成分をＱｑ１（ｉ）、および、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ
２（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ２（ｉ）、直交Q成分をＱｑ２（ｉ）上述で説明したいずれ
かであらわされるものとする。
【０６０４】
　そして、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））に相当する変調信号を
送信アンテナ３１２Ａ、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））に相当す
る変調信号を送信アンテナ３１２Ｂから、同一時刻に同一周波数を用いて送信する、とい
うように、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））に相当する変調信号と
入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））相当する変調信号を異なるアンテ
ナから、同一時刻に同一周波数を用いて送信することになる。
【０６０５】
　位相変更部３１７Ｂは、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂ及び信号処理方法に関
する情報３１５を入力とし、当該信号入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ｂの位相を規
則的に変更して出力する。規則的に変更するとは、予め定められた周期（例えば、ｎ個の
シンボル毎（ｎは１以上の整数）あるいは予め定められた時間毎）で、予め定められた位
相変更パターンに従って位相を変更する。位相変更パターンの詳細については、実施の形
態４において説明したとおりである。
【０６０６】
　無線部３１０Ｂは、位相変更後の信号３０９Ｂを入力とし、直交変調、帯域制限、周波
数変換、増幅等の処理を施し、送信信号３１１Ｂを出力し、送信信号３１１Ｂは、アンテ
ナ３１２Ｂから電波として出力される。
【０６０７】
　なお、図６７は、図３のように、符号化器が複数ある場合で説明したが、図６７に対し
、図４のように符号化器と分配部を具備し、分配部が出力する信号をそれぞれ、インタリ
ーバの入力信号とするようにし、それ以降は、図６７の構成を踏襲する場合についても、
上述と同様に動作させることができる。
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【０６０８】
　図５は、本実施の形態における送信装置の時間軸におけるフレーム構成の一例を示して
いる。シンボル５００＿１は、受信装置に、送信方法を通知するためのシンボルであり、
例えば、データシンボルを伝送するために用いる誤り訂正方式、その符号化率の情報、デ
ータシンボルを伝送するために用いる変調方式の情報等を伝送する。
【０６０９】
　シンボル５０１＿１は、送信装置が送信する変調信号ｚ１（ｔ）｛ただし、ｔは時間｝
のチャネル変動を推定するためのシンボルである。シンボル５０２＿１は変調信号ｚ１（
ｔ）が（時間軸における）シンボル番号ｕに送信するデータシンボル、シンボル５０３＿
１は変調信号ｚ１（ｔ）がシンボル番号ｕ＋１に送信するデータシンボルである。
【０６１０】
　シンボル５０１＿２は、送信装置が送信する変調信号ｚ２（ｔ）｛ただし、ｔは時間｝
のチャネル変動を推定するためのシンボルである。シンボル５０２＿２は変調信号ｚ２（
ｔ）がシンボル番号ｕに送信するデータシンボル、シンボル５０３＿２は変調信号ｚ２（
ｔ）がシンボル番号ｕ＋１に送信するデータシンボルである。
【０６１１】
　このとき、ｚ１（ｔ）におけるシンボルとｚ２（ｔ）におけるシンボルにおいて、同一
時刻（同一時間）のシンボルは、同一（共通）の周波数を用いて、送信アンテナから送信
されることになる。
【０６１２】
　送信装置が送信する変調信号ｚ１（ｔ）と変調信号ｚ２（ｔ）、及び、受信装置におけ
る受信信号ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）の関係について説明する。
【０６１３】
　図５において、５０４＃１、５０４＃２は送信装置における送信アンテナ、５０５＃１
、５０５＃２は受信装置における受信アンテナを示しており、送信装置は、変調信号ｚ１
（ｔ）を送信アンテナ５０４＃１、変調信号ｚ２（ｔ）を送信アンテナ５０４＃２から送
信する。このとき、変調信号ｚ１（ｔ）および変調信号ｚ２（ｔ）は、同一（共通の）周
波数（帯域）を占有しているものとする。送信装置の各送信アンテナと受信装置の各アン
テナのチャネル変動をそれぞれｈ１１（ｔ）、ｈ１２（ｔ）、ｈ２１（ｔ）、ｈ２２（ｔ
）とし、受信装置の受信アンテナ５０５＃１が受信した受信信号をｒ１（ｔ）、受信装置
の受信アンテナ５０５＃２が受信した受信信号をｒ２（ｔ）とすると、以下の関係式が成
立する。
【０６１４】
【数６６】

【０６１５】
　図６９は、本実施の形態における重み付け方法（プリコーディング（Ｐｒｅｃｏｄｉｎ
ｇ）方法）、ベースバンド信号の入れ替え及び位相変更方法に関連する図であり、重み付
け合成部６００は、図６７の重み付け合成部３０８Ａと３０８Ｂの両者を統合した重み付
け合成部である。図６９に示すように、ストリームｓ１（ｔ）およびストリームｓ２（ｔ
）は、図３のベースバンド信号３０７Ａおよび３０７Ｂに相当する、つまり、ＱＰＳＫ、
１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭなどの変調方式のマッピングにしたがったベースバンド信号の同
相Ｉ成分、直交Ｑ成分となる。そして、図６９のフレーム構成のようにストリームｓ１（
ｔ）は、シンボル番号ｕの信号をｓ１（ｕ）、シンボル番号ｕ＋１の信号をｓ１（ｕ＋１
）、・・・とあらわす。同様に、ストリームｓ２（ｔ）は、シンボル番号ｕの信号をｓ２
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（ｕ）、シンボル番号ｕ＋１の信号をｓ２（ｕ＋１）、・・・とあらわす。そして、重み
付け合成部６００は、図６７におけるベースバンド信号３０７Ａ（ｓ１（ｔ））および３
０７Ｂ（ｓ２（ｔ））、信号処理方法に関する情報３１５を入力とし、信号処理方法に関
する情報３１５にしたがった重み付けを施し、図６７の重み付け合成後の信号３０９Ａ（
ｐ１（ｔ））、３１６Ｂ（ｐ２（ｔ））を出力する。
【０６１６】
　このとき、ｐ１（ｔ）は、固定のプリコーディング行列Fにおける第１行のベクトルを
Ｗ１＝（ｗ１１，ｗ１２）とすると、以下の式（６７）であらわすことができる。
【０６１７】
【数６７】

【０６１８】
　一方、ｐ２（ｔ）は、プリコーディング行列Fにおける第２行のベクトルをＷ２＝（ｗ
２１，ｗ２２）とすると、以下の式（６８）であらわすことができる。
【０６１９】
【数６８】

【０６２０】
　したがって、プリコーディング行列Fは、次式であらわすことができる。
【０６２１】
【数６９】

【０６２２】
　ベースバンド信号の入れ替えを行った後の、入れ替え後ベースバンド信号６７０１Ａ（
ｑ１（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ１（ｉ）、直交Q成分をＱｑ１（ｉ）、および、入れ替え
後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））の同相Ｉ成分Ｉｑ２（ｉ）、直交Q成分を
Ｑｑ２（ｉ）と、ｐ１（ｔ）およびｐ２（ｔ）の関係は、上述説明したとおりである。そ
して、位相変更部による位相変更式をｙ（ｔ）とすると、位相変更後のベースバンド信号
３０９Ｂ（ｑ２’（ｉ））は、以下の式（７０）であらわすことができる。
【０６２３】
【数７０】

【０６２４】
　ここで、ｙ（ｔ）は、予め定められた方式に従って、位相を変更するための式であり、
例えば、周期を４とすると、時刻ｕの位相変更式は、例えば、式（７１）であらわすこと
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【０６２５】
【数７１】

【０６２６】
　同様に時刻ｕ＋１の位相変更式は、例えば、式（７２）であらわすことができる。
【０６２７】
【数７２】

【０６２８】
　即ち、時刻ｕ＋ｋの位相変更式は、式（７３）であらわすことができる。
【０６２９】
【数７３】

【０６３０】
　なお、式（７１）～（７３）に示した規則的な位相変更例は一例に過ぎない。
【０６３１】
　規則的な位相変更の周期は４に限ったものではない。この周期の数が多くなればその分
だけ、受信装置の受信性能（より正確には誤り訂正性能）の向上を促すことができる可能
性がある（周期が大きければよいというわけではないが、２のような小さい値は避ける方
がよい可能性が高い。）。
【０６３２】
　また、上記式（７１）～（７３）で示した位相変更例では逐次所定の位相（上記式では
、π／２ずつ）だけ回転させていく構成を示したが、同じ位相量だけ回転させるのではな
くランダムに位相を変更することとしてもよい。例えば、ｙ（ｔ）は予め定められた周期
に従って、式（７４）や式（７５）に示すような順に乗じる位相が変更されてもよい。位
相の規則的な変更において重要となるのは、変調信号の位相が規則的に変更されることで
あり、変更される位相の度合いについては、なるべく均等になる、例えば、－πラジアン
からπラジアンに対し、一様分布となるのが望ましいもののランダムであってもよい。
【０６３３】
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【数７４】

【０６３４】
【数７５】

【０６３５】
　このように、図６の重み付け合成部６００は、予め定められた固定のプリコーディング
ウェイトを用いてプリコーディングを実行し、ベースバンド信号入れ替え部は、上述のベ
ースバンド信号の入れ替えを行い、位相変更部は、入力された信号の位相を、その変更度
合いを規則的に変えながら、変更する。
【０６３６】
　ＬＯＳ環境では、特殊なプリコーディング行列を用いると、受信品質が大きく改善する
可能性があるが、直接波の状況により、その特殊なプリコーディング行列は受信した際の
直接波の位相、振幅成分により異なる。しかし、ＬＯＳ環境には、ある規則があり、この
規則に従い送信信号の位相を規則的に変更すれば、データの受信品質が大きく改善する。
本発明は、ＬＯＳ環境を改善する信号処理方法を提案している。
【０６３７】
　図７は、本実施の形態における受信装置７００の構成の一例を示している。無線部７０
３＿Ｘは、アンテナ７０１＿Ｘで受信された受信信号７０２＿Ｘを入力とし、周波数変換
、直交復調等の処理を施し、ベースバンド信号７０４＿Ｘを出力する。
【０６３８】
　送信装置で送信された変調信号ｚ１におけるチャネル変動推定部７０５＿１は、ベース
バンド信号７０４＿Ｘを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿１を抽出し、式（６６）のｈ１１に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
６＿１を出力する。
【０６３９】
　送信装置で送信された変調信号ｚ２におけるチャネル変動推定部７０５＿２は、ベース
バンド信号７０４＿Ｘを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿２を抽出し、式（６６）のｈ１２に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
６＿２を出力する。
【０６４０】
　無線部７０３＿Ｙは、アンテナ７０１＿Ｙで受信された受信信号７０２＿Ｙを入力とし
、周波数変換、直交復調等の処理を施し、ベースバンド信号７０４＿Ｙを出力する。
【０６４１】
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　送信装置で送信された変調信号ｚ１におけるチャネル変動推定部７０７＿１は、ベース
バンド信号７０４＿Ｙを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿１を抽出し、式（６６）のｈ２１に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
８＿１を出力する。
【０６４２】
　送信装置で送信された変調信号ｚ２におけるチャネル変動推定部７０７＿２は、ベース
バンド信号７０４＿Ｙを入力とし、図５におけるチャネル推定用のリファレンスシンボル
５０１＿２を抽出し、式（６６）のｈ２２に相当する値を推定し、チャネル推定信号７０
８＿２を出力する。
【０６４３】
　制御情報復号部７０９は、ベースバンド信号７０４＿Ｘおよび７０４＿Ｙを入力とし、
図５の送信方法を通知するためのシンボル５００＿１を検出し、送信装置が通知した送信
方法の情報に関する信号７１０を出力する。
【０６４４】
　信号処理部７１１は、ベースバンド信号７０４＿Ｘ、７０４＿Ｙ、チャネル推定信号７
０６＿１、７０６＿２、７０８＿１、７０８＿２、及び、送信装置が通知した送信方法の
情報に関する信号７１０を入力とし、検波、復号を行い、受信データ７１２＿１および７
１２＿２を出力する。
【０６４５】
　次に、図７の信号処理部７１１の動作について詳しく説明する。図８は、本実施の形態
における信号処理部７１１の構成の一例を示している。図８は、主にＩＮＮＥＲ　ＭＩＭ
Ｏ検波部とｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ、係数生成部から構成されている
。この構成における反復復号の方法については、非特許文献２、非特許文献３で詳細が述
べられているが、非特許文献２、非特許文献３に記載されているＭＩＭＯ伝送方式は空間
多重ＭＩＭＯ伝送方式であるが、本実施の形態における伝送方式は、時間とともに信号の
位相を規則的に変更し、かつ、プリコーディング行列が使用、また、ベースバンド信号の
入れ替えを行っているＭＩＭＯ伝送方式である点が、非特許文献２、非特許文献３と異な
る点である。式（６６）における（チャネル）行列をＨ（ｔ）、図６９におけるプリコー
ディングウェイト行列をF（ここでプリコーディング行列は１の受信信号中においては変
更されない固定のものである）、図６９の位相変更部による位相変更式の行列をY（ｔ）
（ここでY（ｔ）はｔによって変化する）、ベースバンド信号の入れ替えから、受信ベク
トルをＲ（ｔ）＝（ｒ１（ｔ），ｒ２（ｔ））Ｔ、とストリームベクトルＳ（ｔ）＝（ｓ
１（ｔ），ｓ２（ｔ））Ｔの関係を導き、受信ベクトルをＲ（ｔ）に対して非特許文献２
、非特許文献３の復号方法を適用することができる、ＭＩＭＯ検波を行うことができる。
【０６４６】
　したがって、図８の係数生成部８１９は、送信装置が通知した送信方法の情報（用いた
固定のプリコーディング行列及び位相を変更していた場合の位相変更パターンを特定する
ための情報）に関する信号８１８（図７の７１０に相当）を入力とし、信号処理方法の情
報に関する信号８２０を出力する。
【０６４７】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、信号処理方法の情報に関する信号８２０を入力
とし、この信号を利用して、反復検波・復号を行うことになるがその動作について説明す
る。
【０６４８】
　図８に示す構成の信号処理部では、反復復号（反復検波）を行うため図１０に示すよう
な処理方法を行う必要がある。初めに、変調信号（ストリーム）ｓ１の１符号語（または
、１フレーム）、および、変調信号（ストリーム）ｓ２の１符号語（または、１フレーム
）の復号を行う。その結果、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダから、変調信号
（ストリーム）ｓ１の１符号語（または、１フレーム）、および、変調信号（ストリーム
）ｓ２の１符号語（または、１フレーム）の各ビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ－Ｌ
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ｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）が得られる。そして、そのＬＬＲを用いて再度、検波
・復号が行われる。この操作が複数回行われる（この操作を反復復号（反復検波）と呼ぶ
。）。以降では、１フレームにおける特定の時間のシンボルの対数尤度比（ＬＬＲ）の作
成方法を中心に説明する。
【０６４９】
　図８において、記憶部８１５は、ベースバンド信号８０１Ｘ（図７のベースバンド信号
７０４＿Ｘに相当する。）、チャネル推定信号群８０２Ｘ（図７のチャネル推定信号７０
６＿１、７０６＿２に相当する。）、ベースバンド信号８０１Ｙ（図７のベースバンド信
号７０４＿Ｙに相当する。）、チャネル推定信号群８０２Ｙ（図７のチャネル推定信号７
０８＿１、７０８＿２に相当する。）を入力とし、反復復号（反復検波）を実現するため
に、算出した行列を変形チャネル信号群として記憶する。そして、記憶部８１５は、必要
なときに上記信号を、ベースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル推定信号群８１７Ｘ、ベ
ースバンド信号８１６Ｙ、変形チャネル推定信号群８１７Ｙとして出力する。
【０６５０】
　その後の動作については、初期検波の場合と反復復号（反復検波）の場合を分けて説明
する。
【０６５１】
　＜初期検波の場合＞
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、ベースバンド信号８０１Ｘ、チャネル推定信号
群８０２Ｘ、ベースバンド信号８０１Ｙ、チャネル推定信号群８０２Ｙを入力とする。こ
こでは、変調信号（ストリーム）ｓ１、変調信号（ストリーム）ｓ２の変調方式が１６Ｑ
ＡＭとして説明する。
【０６５２】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、まず、チャネル推定信号群８０２Ｘ、チャネル
推定信号群８０２Ｙからベースバンド信号８０１Ｘに対応する候補信号点を求める。その
ときの様子を図１１に示す。図１１において、●（黒丸）は、ＩＱ平面における候補信号
点であり、変調方式が１６ＱＡＭのため、候補信号点は２５６個存在する。（ただし、図
１１では、イメージ図を示しているため、２５６個の候補信号点全ては示していない。）
ここで、変調信号ｓ１で伝送する４ビットをｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、変調信号ｓ２で伝
送する４ビットをｂ４、ｂ５、ｂ６、ｂ７とすると、図１１において（ｂ０，ｂ１，ｂ２
，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）に対応する候補信号点が存在することになる。そして
、受信信号点１１０１（ベースバンド信号８０１Ｘに相当する。）と候補信号点それぞれ
との２乗ユークリッド距離を求める。そして、それぞれの２乗ユークリッド距離をノイズ
の分散σ２で除算する。したがって、（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ
７）に対応する候補信号点と受信信号点２乗ユークリッド距離をノイズの分散で除算した
値をＥＸ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）が求まることになる。な
お、各ベースバンド信号、変調信号ｓ１、ｓ２は、複素信号である。
【０６５３】
　同様に、チャネル推定信号群８０２Ｘ、チャネル推定信号群８０２Ｙから、ベースバン
ド信号８０１Ｙに対応する候補信号点をもとめ、受信信号点（ベースバンド信号８０１Ｙ
に相当する。）との２乗ユークリッド距離を求め、この２乗ユークリッド距離をノイズの
分散σ２で除算する。したがって、（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７
）に対応する候補信号点と受信信号点２乗ユークリッド距離をノイズの分散で除算した値
をＥＹ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）が求まることになる。
【０６５４】
　そして、ＥＸ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）＋ＥＹ（ｂ０，ｂ
１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）＝Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５
，ｂ６，ｂ７）を求める。
【０６５５】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ



(111) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

６，ｂ７）を信号８０４として出力する。
【０６５６】
　対数尤度算出部８０５Ａは、信号８０４を入力とし、ビットｂ０およびｂ１およびｂ２
およびｂ３の対数尤度（ｌｏｇ　ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）を算出し、対数尤度信号８０６
Ａを出力する。ただし、対数尤度の算出では、“１”のときの対数尤度および“０”のと
きの対数尤度が算出される。その算出方法は、式（２８）、式（２９）、式（３０）に示
した通りであり、詳細については、非特許文献２、非特許文献３に示されている。
【０６５７】
　同様に、対数尤度算出部８０５Ｂは、信号８０４を入力とし、ビットｂ４およびｂ５お
よびｂ６およびｂ７の対数尤度を算出し、対数尤度信号８０６Ｂを出力する。
【０６５８】
　デインタリーバ（８０７Ａ）は、対数尤度信号８０６Ａを入力とし、インタリーバ（図
６７のインタリーバ（３０４Ａ））に対応するデインタリーブを行い、デインタリーブ後
の対数尤度信号８０８Ａを出力する。
【０６５９】
　同様に、デインタリーバ（８０７Ｂ）は、対数尤度信号８０６Ｂを入力とし、インタリ
ーバ（図６７のインタリーバ（３０４Ｂ））に対応するデインタリーブを行い、デインタ
リーブ後の対数尤度信号８０８Ｂを出力する。
【０６６０】
　対数尤度比算出部８０９Ａは、デインタリーブ後の対数尤度信号８０８Ａを入力とし、
図６７の符号化器３０２Ａで符号化されたビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ－Ｌｉｋ
ｅｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）を算出し、対数尤度比信号８１０Ａを出力する。
【０６６１】
　同様に、対数尤度比算出部８０９Ｂは、デインタリーブ後の対数尤度信号８０８Ｂを入
力とし、図６７の符号化器３０２Ｂで符号化されたビットの対数尤度比（ＬＬＲ：Ｌｏｇ
－Ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　Ｒａｔｉｏ）を算出し、対数尤度比信号８１０Ｂを出力する。
【０６６２】
　Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ８１１Ａは、対数尤度比信号８１０Ａを入
力とし、復号を行い、復号後の対数尤度比８１２Ａを出力する。
【０６６３】
　同様に、Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ８１１Ｂは、対数尤度比信号８１
０Ｂを入力とし、復号を行い、復号後の対数尤度比８１２Ｂを出力する。
【０６６４】
　＜反復復号（反復検波）の場合、反復回数ｋ＞
　インタリーバ（８１３Ａ）は、ｋ－１回目のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコー
ドで得られた復号後の対数尤度比８１２Ａを入力とし、インタリーブを行い、インタリー
ブ後の対数尤度比８１４Ａを出力する。このとき、インタリーブ（８１３Ａ）のインタリ
ーブのパターンは、図６７のインタリーバ（３０４Ａ）のインタリーブパターンと同様で
ある。
【０６６５】
　インタリーバ（８１３Ｂ）は、ｋ－１回目のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコー
ドで得られた復号後の対数尤度比８１２Ｂを入力とし、インタリーブを行い、インタリー
ブ後の対数尤度比８１４Ｂを出力する。このとき、インタリーブ（８１３Ｂ）のインタリ
ーブのパターンは、図６７のインタリーバ（３０４Ｂ）のインタリーブパターンと同様で
ある。
【０６６６】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、ベースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル推定
信号群８１７Ｘ、ベースバンド信号８１６Ｙ、変形チャネル推定信号群８１７Ｙ、インタ
リーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ｂを入力とする。こ
こで、ベースバンド信号８０１Ｘ、チャネル推定信号群８０２Ｘ、ベースバンド信号８０
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１Ｙ、チャネル推定信号群８０２Ｙではなく、ベースバンド信号８１６Ｘ、変形チャネル
推定信号群８１７Ｘ、ベースバンド信号８１６Ｙ、変形チャネル推定信号群８１７Ｙを用
いているのは、反復復号のため、遅延時間が発生しているためである。
【０６６７】
　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３の反復復号時の動作と、初期検波時の動作の異なる
点は、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ｂを信
号処理の際に用いていることである。ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、まず、初期
検波のときと同様に、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）を求める
。加えて、インタリーブ後の対数尤度比８１４Ａ、インタリーブ後の対数尤度比９１４Ｂ
から、式（１１）、式（３２）に相当する係数を求める。そして、Ｅ（ｂ０，ｂ１，ｂ２
，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）の値をこの求めた係数を用いて補正し、その値をＥ’
（ｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，ｂ４，ｂ５，ｂ６，ｂ７）とし、信号８０４として出力する
。
【０６６８】
　対数尤度算出部８０５Ａは、信号８０４を入力とし、ビットｂ０およびｂ１およびｂ２
およびｂ３の対数尤度（ｌｏｇ　ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）を算出し、対数尤度信号８０６
Ａを出力する。ただし、対数尤度の算出では、“１”のときの対数尤度および“０”のと
きの対数尤度が算出される。その算出方法は、式（３１）、式（数３２）、式（３３）、
式（３４）、式（３５）に示したとおりであり、非特許文献２、非特許文献３に示されて
いる。
【０６６９】
　同様に、対数尤度算出部８０５Ｂは、信号８０４を入力とし、ビットｂ４およびｂ５お
よびｂ６およびｂ７の対数尤度を算出し、対数尤度信号８０６Ｂを出力する。デインタリ
ーバ以降の動作は、初期検波と同様である。
【０６７０】
　なお、図８では、反復検波を行う場合の、信号処理部の構成について示したが、反復検
波は必ずしも良好な受信品質を得る上で必須の構成ではなく、反復検波のみに必要とする
構成部分、インタリーバ８１３Ａ、８１３Ｂを有していない構成でもよい。このとき、Ｉ
ＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３は、反復的な検波を行わないことになる。
【０６７１】
　なお、非特許文献５等に示されているように、ＱＲ分解を用いて初期検波、反復検波を
行ってもよい。また、非特許文献１１に示されているように、MMSE（Minimum Mean Squar
e Error）、ZF（Zero Forcing）の線形演算を行い、初期検波を行ってもよい。
【０６７２】
　図９は、図８と異なる信号処理部の構成であり、図６７に対し、図４の符号化器、分配
部を適用した送信装置が送信した変調信号のための信号処理部である。図８と異なる点は
、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダの数であり、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－
ｏｕｔデコーダ９０１は、対数尤度比信号８１０Ａ、８１０Ｂを入力とし、復号を行い、
復号後の対数尤度比９０２を出力する。分配部９０３は、復号後の対数尤度比９０２を入
力とし、分配を行う。それ以外の部分については、図８と同様の動作となる。
【０６７３】
　以上のように、本実施の形態のように、ＭＩＭＯ伝送システムの送信装置が複数アンテ
ナから複数の変調信号を送信する際、プリコーディング行列を乗算するとともに、時間と
ともに位相を変更するし、当該位相の変更を規則的に行うことで、直接波が支配的なＬＯ
Ｓ環境において、従来の空間多重ＭＩＭＯ伝送を用いるときと比べ、受信装置におけるデ
ータの受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０６７４】
　本実施の形態において、特に、受信装置の構成については、アンテナ数を限定して、動
作を説明したが、アンテナ数が増えても、同様に実施することができる。つまり、受信装
置におけるアンテナ数は、本実施の形態の動作、効果に影響を与えるものではない。



(113) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【０６７５】
　また、本実施の形態では、符号化として、特にＬＤＰＣ符号に限ったものではなく、ま
た、復号方法についても、ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダとして、ｓｕｍ－
ｐｒｏｄｕｃｔ復号を例に限ったものではなく、他のｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔ
の復号方法、例えば、ＢＣＪＲアルゴリズム、ＳＯＶＡアルゴリズム、Ｍａｘ－ｌｏｇ－
ＭＡＰアルゴリズムなどがある。詳細については、非特許文献６に示されている。
【０６７６】
　また、上述では、シングルキャリア方式を例に説明したが、これに限ったものではなく
、マルチキャリア伝送を行った場合でも同様に実施することができる。したがって、例え
ば、スペクトル拡散通信方式、ＯＦＤＭ方式、ＳＣ－ＦＤＭＡ、ＳＣ－ＯＦＤＭ方式、非
特許文献７等で示されているウェーブレットＯＦＤＭ方式等を用いた場合についても同様
に実施することができる。また、本実施の形態では、データシンボル以外のシンボル、例
えば、パイロットシンボル（プリアンブル、ユニークワード等）、制御情報の伝送用のシ
ンボルなどが、フレームにどのように配置されていてもよい。
【０６７７】
　次に、マルチキャリア方式の一例として、ＯＦＤＭ方式を用いたときの例を説明する。
【０６７８】
　図７０は、ＯＦＤＭ方式を用いたときの送信装置の構成を示している。図７０において
、図３、図１２、図６７と同様に動作するものについては、同一符号を付した。
【０６７９】
　ＯＦＤＭ方式関連処理部１２０１Ａは、重み付け後の信号３０９Ａを入力とし、ＯＦＤ
Ｍ方式関連の処理を施し、送信信号１２０２Ａを出力する。同様に、ＯＦＤＭ方式関連処
理部１２０１Ｂは、位相変更後の信号３０９Ｂを入力とし、送信信号１２０２Ｂを出力す
る。
【０６８０】
　図１３は、図７０のＯＦＤＭ方式関連処理部１２０１Ａ、１２０１Ｂ以降の構成の一例
を示しており、図７０の１２０１Ａから３１２Ａに関連する部分が、１３０１Ａから１３
１０Ａであり、１２０１Ｂから３１２Ｂに関連する部分が１３０１Ｂから１３１０Ｂであ
る。
【０６８１】
　シリアルパラレル変換部１３０２Ａは、入れ替え後のベースバンド信号１３０１Ａ（図
７０の入れ替え後のベースバンド信号６７０１Ａに相当する）シリアルパラレル変換を行
い、パラレル信号１３０３Ａを出力する。
【０６８２】
　並び換え部１３０４Ａは、パラレル信号１３０３Ａを入力とし、並び換えを行い、並び
換え後の信号１３０５Ａを出力する。なお、並び換えについては、後で詳しく述べる。
【０６８３】
　逆高速フーリエ変換部１３０６Ａは、並び換え後の信号１３０５Ａを入力とし、逆高速
フーリエ変換を施し、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ａを出力する。
【０６８４】
　無線部１３０８Ａは、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ａを入力とし、周波数変換、増
幅等の処理を行い、変調信号１３０９Ａを出力し、変調信号１３０９Ａはアンテナ１３１
０Ａから電波として出力される。
【０６８５】
　シリアルパラレル変換部１３０２Ｂは、位相が変更された後の信号１３０１Ｂ（図１２
の位相変更後の信号３０９Ｂに相当する）に対し、シリアルパラレル変換を行い、パラレ
ル信号１３０３Ｂを出力する。
【０６８６】
　並び換え部１３０４Ｂは、パラレル信号１３０３Ｂを入力とし、並び換えを行い、並び
換え後の信号１３０５Ｂを出力する。なお、並び換えについては、後で詳しく述べる。
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【０６８７】
　逆高速フーリエ変換部１３０６Ｂは、並び換え後の信号１３０５Ｂを入力とし、逆高速
フーリエ変換を施し、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ｂを出力する。
【０６８８】
　無線部１３０８Ｂは、逆フーリエ変換後の信号１３０７Ｂを入力とし、周波数変換、増
幅等の処理を行い、変調信号１３０９Ｂを出力し、変調信号１３０９Ｂはアンテナ１３１
０Ｂから電波として出力される。
【０６８９】
　図６７の送信装置では、マルチキャリアを用いた伝送方式でないため、図６９のように
、４周期となるように位相を変更し、位相変更後のシンボルを時間軸方向に配置している
。図７０に示すようなＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、
当然、図６７のようにプリコーディング、ベースバンド信号の入れ替えをし、位相を変更
した後のシンボルを時間軸方向に配置し、それを各（サブ）キャリアごとに行う方式が考
えられるが、マルチキャリア伝送方式の場合、周波数軸方向、または、周波数軸・時間軸
両者を用いて配置する方法が考えられる。以降では、この点について説明する。
【０６９０】
　図１４は、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１３０１Ａ、１３０１
Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、周波数軸は、（サブ）キャリア
０から（サブ）キャリア９で構成されており、変調信号ｚ１とｚ２は、同一時刻（時間）
に同一の周波数帯域を使用しており、図１４（Ａ）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え
方法、図１４（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの並び替え方法を示している。シリアルパ
ラレル変換部１３０２Ａが入力とする入れ替え後のベースバンド信号１３０１Ａのシンボ
ルに対し、順番に、＃０、＃１、＃２、＃３、・・・と番号をふる。ここでは、周期４の
場合を考えているので、＃０、＃１、＃２、＃３が一周期分となる。同様に考えると、＃
４ｎ、＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃４ｎ＋３（ｎは０以上の整数）が一周期分となる。
【０６９１】
　このとき、図１４（ａ）のように、シンボル＃０、＃１、＃２、＃３、・・・をキャリ
ア０から順番に配置し、シンボル＃０から＃９を時刻＄１に配置し、その後、シンボル＃
１０から＃１９を時刻＄２に配置するというように規則的に配置するものとする。なお、
変調信号ｚ１とｚ２は、複素信号である。
【０６９２】
　同様に、シリアルパラレル変換部１３０２Ｂが入力とする位相が変更された後の信号１
３０１Ｂのシンボルに対し、順番に、＃０、＃１、＃２、＃３、・・・と番号をふる。こ
こでは、周期４の場合を考えているので、＃０、＃１、＃２、＃３はそれぞれ異なる位相
変更を行っていることになり、＃０、＃１、＃２、＃３が一周期分となる。同様に考える
と、＃４ｎ、＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃４ｎ＋３（ｎは０以上の整数）はそれぞれ異な
る位相変更を行っていることになり、＃４ｎ、＃４ｎ＋１、＃４ｎ＋２、＃４ｎ＋３が一
周期分となる。
【０６９３】
　このとき、図１４（ｂ）のように、シンボル＃０、＃１、＃２、＃３、・・・をキャリ
ア０から順番に配置し、シンボル＃０から＃９を時刻＄１に配置し、その後、シンボル＃
１０から＃１９を時刻＄２に配置するというように規則的に配置するものとする。
【０６９４】
　そして、図１４（Ｂ）に示すシンボル群１４０２は、図６９に示す位相変更方法を用い
たときの１周期分のシンボルであり、シンボル＃０は図６９の時刻ｕの位相を用いたとき
のシンボルであり、シンボル＃１は図６９の時刻ｕ＋１の位相を用いたときのシンボルで
あり、シンボル＃２は図６９の時刻ｕ＋２の位相を用いたときのシンボルであり、シンボ
ル＃３は図６９の時刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルである。したがって、シンボ
ル＃ｘにおいて、ｘ　ｍｏｄ　４（ｘを４で割ったときの余り、したがって、ｍｏｄ：mo
dulo）が０のとき、シンボル＃ｘは図６９の時刻ｕの位相を用いたときのシンボルであり
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、ｘ　ｍｏｄ　４が１のとき、シンボル＃ｘは図６９の時刻ｕ＋１の位相を用いたときの
シンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　４が２のとき、シンボル＃ｘは図６９の時刻ｕ＋２の位相
を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　４が３のとき、シンボル＃ｘは図６９の時
刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルである。
【０６９５】
　なお、本実施の形態においては、図１４（Ａ）に示す変調信号ｚ１は位相を変更されて
いない。
【０６９６】
　このように、ＯＦＤＭ方式などのマルチキャリア伝送方式を用いた場合、シングルキャ
リア伝送のときとは異なり、シンボルを周波数軸方向に並べることができるという特徴を
持つことになる。そして、シンボルの並べ方については、図１４のような並べ方に限った
ものではない。他の例について、図１５、図１６を用いて説明する。
【０６９７】
　図１５は、図１４とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１
３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１５（Ａ
）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１５（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの
並び替え方法を示している。図１５（Ａ）（Ｂ）が図１４と異なる点は、変調信号ｚ１の
シンボルの並び替え方法と変調信号ｚ２のシンボルの並び替え方法が異なる点であり、図
１５（Ｂ）では、シンボル＃０から＃５をキャリア４からキャリア９に配置し、シンボル
＃６から＃９をキャリア０から３に配置し、その後、同様の規則で、シンボル＃１０から
＃１９を各キャリアに配置する。このとき、図１４（Ｂ）と同様に、図１５（Ｂ）に示す
シンボル群１５０２は、図６に示す位相変更方法を用いたときの１周期分のシンボルであ
る。
【０６９８】
　図１６は、図１４と異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１３
０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１６（Ａ）
は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１６（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの並
び替え方法を示している。図１６（Ａ）（Ｂ）が図１４と異なる点は、図１４では、シン
ボルをキャリアに順々に配置しているのに対し、図１６では、シンボルをキャリアに順々
に配置していない点である。当然であるが、図１６において、図１５と同様に、変調信号
ｚ１のシンボルの並び替え方法と変調信号ｚ２の並び替え方法を異なるようにしてもよい
。
【０６９９】
　図１７は、図１４～１６とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替
え部１３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１
７（Ａ）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１７（Ｂ）は変調信号ｚ２のシン
ボルの並び替え方法を示している。図１４～１６では、シンボルを周波数軸方向に並べて
いるが、図１７ではシンボルを周波数、時間軸の両者を利用して配置している。
【０７００】
　図６９では、位相の変更を４スロットで切り替える場合の例を説明したが、ここでは、
８スロットで切り替える場合を例に説明する。図１７に示すシンボル群１７０２は、位相
変更方法を用いたときの１周期分のシンボル（したがって、８シンボル）であり、シンボ
ル＃０は時刻ｕの位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃１は時刻ｕ＋１の位相
を用いたときのシンボルであり、シンボル＃２は時刻ｕ＋２の位相を用いたときのシンボ
ルであり、シンボル＃３は時刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃
４は時刻ｕ＋４の位相を用いたときのシンボルであり、シンボル＃５は時刻ｕ＋５の位相
を用いたときのシンボルであり、シンボル＃６は時刻ｕ＋６の位相を用いたときのシンボ
ルであり、シンボル＃７は時刻ｕ＋７の位相を用いたときのシンボルである。したがって
、シンボル＃ｘにおいて、ｘ　ｍｏｄ　８が０のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕの位相を用
いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が１のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋１の位
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相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が２のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋
２の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が３のとき、シンボル＃ｘは時
刻ｕ＋３の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が４のとき、シンボル＃
ｘは時刻ｕ＋４の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が５のとき、シン
ボル＃ｘは時刻ｕ＋５の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が６のとき
、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋６の位相を用いたときのシンボルであり、ｘ　ｍｏｄ　８が７
のとき、シンボル＃ｘは時刻ｕ＋７の位相を用いたときのシンボルである。図１７のシン
ボルの並べ方では、時間軸方向に４スロット、周波数軸方向で２スロットの計４×２＝８
スロットを用いて、１周期分のシンボルを配置しているが、このとき、１周期分のシンボ
ルの数をｍ×ｎシンボル（つまり、乗じる位相はｍ×ｎ種類存在する。）１周期分のシン
ボルを配置するのに使用する周波数軸方向のスロット（キャリア数）をｎ、時間軸方向に
使用するスロットをｍとすると、ｍ＞ｎとするとよい。これは、直接波の位相は、時間軸
方向の変動は、周波数軸方向の変動と比較し、緩やかである。したがって、定常的な直接
波の影響を小さくするために本実施の形態の規則的な位相の変更を行うので、位相の変更
を行う周期では直接波の変動を小さくしたい。したがって、ｍ＞ｎとするとよい。また、
以上の点を考慮すると、周波数軸方向のみ、または、時間軸方向のみにシンボルを並び替
えるより、図１７のように周波数軸と時間軸の両者を用いて並び換えを行うほうが、直接
波は定常的になる可能性が高く、本発明の効果を得やすいという効果が得られる。ただし
、周波数軸方向に並べると、周波数軸の変動が急峻であるため、ダイバーシチゲインを得
ることが出来る可能性があるので、必ずしも周波数軸と時間軸の両者を用いて並び換えを
行う方法が最適な方法であるとは限らない。
【０７０１】
　図１８は、図１７とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における、図１３の並び替え部１
３０１Ａ、１３０１Ｂにおけるシンボルの並び替え方法の一例を示しており、図１８（Ａ
）は変調信号ｚ１のシンボルの並び替え方法、図１８（Ｂ）は変調信号ｚ２のシンボルの
並び替え方法を示している。図１８は、図１７と同様、シンボルを周波数、時間軸の両者
を利用して配置しているが、図１７と異なる点は、図１７では、周波数方向を優先し、そ
の後、時間軸方向にシンボルを配置しているのに対し、図１８では、時間軸方向を優先し
、その後、時間軸方向にシンボルを配置している点である。図１８において、シンボル群
１８０２は、位相変更方法を用いたときの１周期分のシンボルである。
【０７０２】
　なお、図１７、図１８では、図１５と同様に、変調信号ｚ１のシンボルの配置方法と変
調信号ｚ２のシンボル配置方法が異なるように配置しても同様に実施することができ、ま
た、高い受信品質を得ることができるという効果を得ることができる。また、図１７、図
１８において、図１６のようにシンボルを順々に配置していなくても、同様に実施するこ
とができ、また、高い受信品質を得ることができるという効果を得ることができる。
【０７０３】
　図２２は、上記とは異なる、横軸周波数、縦軸時間における図１３の並び替え部１３０
１Ａ、１３０Ｂにおけるシンボルの並び換え方法の一例を示している。図６９の時刻ｕ～
ｕ＋３のような４スロットを用いて規則的に位相を変更する場合を考える。図２２におい
て特徴的な点は、周波数軸方向にシンボルを順に並べているが、時間軸方向に進めた場合
、サイクリックにｎ（図２２の例ではｎ＝１）シンボルサイクリックシフトさせている点
である。図２２における周波数軸方向のシンボル群２２１０に示した４シンボルにおいて
、図６９の時刻ｕ～ｕ＋３の位相の変更を行うものとする。
【０７０４】
　このとき、＃０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位相変更、＃１では時刻ｕ＋１の
位相を用いた位相変更、＃２では時刻ｕ＋２の位相を用いた位相変更、＃３では時刻ｕ＋
３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０７０５】
　周波数軸方向のシンボル群２２２０についても同様に、＃４のシンボルでは時刻ｕの位
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相を用いた位相変更、＃５では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃６では時刻ｕ＋２
の位相を用いた位相変更、＃７では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする
。
【０７０６】
　時間＄１のシンボルにおいて、上記のような位相の変更を行ったが、時間軸方向におい
て、サイクリックシフトしているため、シンボル群２２０１、２２０２、２２０３、２２
０４については以下のように位相の変更を行うことになる。
【０７０７】
　時間軸方向のシンボル群２２０１では、＃０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位相
変更、＃９では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃１８では時刻ｕ＋２の位相を用い
た位相変更、＃２７では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０７０８】
　時間軸方向のシンボル群２２０２では、＃２８のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃１では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃１０では時刻ｕ＋２の位相を用
いた位相変更、＃１９では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０７０９】
　時間軸方向のシンボル群２２０３では、＃２０のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃２９では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃２では時刻ｕ＋２の位相を用
いた位相変更、＃１１では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０７１０】
　時間軸方向のシンボル群２２０４では、＃１２のシンボルでは時刻ｕの位相を用いた位
相変更、＃２１では時刻ｕ＋１の位相を用いた位相変更、＃３０では時刻ｕ＋２の位相を
用いた位相変更、＃３では時刻ｕ＋３の位相を用いた位相変更を行うものとする。
【０７１１】
　図２２においての特徴は、例えば＃１１のシンボルに着目した場合、同一時刻の周波数
軸方向の両隣のシンボル（＃１０と＃１２）は、ともに＃１１とは異なる位相を用いて位
相の変更を行っているとともに、＃１１のシンボルの同一キャリアの時間軸方向の両隣の
シンボル（＃２と＃２０）は、ともに＃１１とは異なる位相を用いて位相の変更を行って
いることである。そして、これは＃１１のシンボルに限ったものではなく、周波数軸方向
および時間軸方向ともに両隣にシンボルが存在するシンボルすべてにおいて＃１１のシン
ボルと同様の特徴をもつことになる。これにより、効果的に位相を変更していることにな
り、直接波の定常的な状況に対する影響を受けづらくなるため、データの受信品質が改善
される可能性が高くなる。
【０７１２】
　図２２では、ｎ＝１として説明したが、これに限ったものではなく、ｎ＝３としても同
様に実施することができる。また、図２２では、周波数軸にシンボルを並べ、時間が軸方
向にすすむ場合、シンボルの配置の順番をサイクリックシフトするという特徴を持たせる
ことで、上記の特徴を実現したが、シンボルをランダム（規則的であってもよい）に配置
することで上記特徴を実現するような方法もある。
【０７１３】
　なお、本実施の形態では、実施の形態１の変形例として、位相変更前に、ベースバンド
信号入れ替え部を挿入する構成を示したが、本実施の形態と実施の形態２を組み合わせ、
図２６、図２８において、位相変更を行う前に、ベースバンド信号の入れ替え部を挿入し
て、実施してもよい。したがって、図２６において、位相変更部３１７Ａは、入れ替え後
ベースバンド信号６７０１Ａ（ｑ１（ｉ））を入力とし、位相変更部３１７Ｂは、入れ替
え後ベースバンド信号６７０１Ｂ（ｑ２（ｉ））を入力とすることになる。また、図２８
の位相変更部３１７Ａおよび位相変更部３１７Ｂについても同様となる。
【０７１４】
　次に、送信装置から見て、各所に点在することになる受信装置において、受信装置がど
こに配置されていても、各受信装置が良好なデータの受信品質を得るための手法について
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開示する。
【０７１５】
　図３１は、規則的に位相を変更する送信方式において、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキ
ャリア方式を用いたときの、時間－周波数軸における信号の一部のシンボルのフレーム構
成の一例を示している。
【０７１６】
　図３１は、図６７に示した位相変更部３１７Ｂの入力である入れ替え後のベースバンド
信号に対応する変調信号ｚ２’のフレーム構成を示しており、１つの四角がシンボル（た
だし、プリコーディングを行っているため、ｓ１とｓ２の両者の信号を含んでいるのが通
常であるが、プリコーディング行列の構成しだいでは、ｓ１とｓ２の一方の信号のみであ
ることもある。）を示している。
【０７１７】
　ここで、図３１のキャリア２、時刻＄２のシンボル３１００について着目する。なお、
ここではキャリアと記載しているが、サブキャリアと呼称することもある。
【０７１８】
　キャリア２において、時刻＄２に時間的に最も隣接するシンボル、つまりキャリア２の
時刻＄１のシンボル３１０３と時刻＄３のシンボル３１０１のそれぞれのチャネル状態は
、キャリア２、時刻＄２のシンボル６１０ａのチャネル状態と、非常に相関が高い。
【０７１９】
　同様に時刻＄２において、周波数軸方向でキャリア２に最も隣接している周波数のシン
ボル、即ち、キャリア１、時刻＄２のシンボル３１０４と時刻＄２、キャリア３のシンボ
ル３１０４とのチャネル状態は、ともに、キャリア２、時刻＄２のシンボル３１００のチ
ャネル状態と、非常に相関が高い。
【０７２０】
　上述したように、シンボル３１０１、３１０２、３１０３、３１０４のそれぞれのチャ
ネル状態は、シンボル３１００のチャネル状態との相関が非常に高い。
【０７２１】
　本明細書において、規則的に位相を変更する送信方法において、乗じる位相として、Ｎ
種類の位相（但し、Ｎは２以上の整数）を用意しているものとする。図３１に示したシン
ボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、これは、このシンボルにおけ
る図６における信号ｚ２’に対し、「ｅｊ０」が乗じられて位相が変更されたことを意味
する。つまり、図３１の各シンボルに記載している値は、式（７０）におけるｙ（ｔ）の
値となる。
【０７２２】
　本実施の形態においては、この周波数軸方向で隣接しあうシンボル及び／または時間軸
方向で隣接しあうシンボルのチャネル状態の相関性が高いことを利用して受信装置側にお
いて、高いデータの受信品質が得られる位相が変更されたシンボルのシンボル配置を開示
する。
【０７２３】
　この受信側で高いデータの受信品質が得られる条件として、条件＃Ｄ１－１、条件＃Ｄ
１－２が考えられる。
【０７２４】
 
＜条件＃Ｄ１－１＞
図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対し、規則的に位相を変更する送
信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、時間Ｘ・
キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）であり、時間
軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１・キャリア
Ｙがいずれもデータシンボルであり、これら３つのデータシンボルに対応する入れ替え後
のベースバンド信号ｑ２、つまり、時間Ｘ・キャリアＹ、時間Ｘ－１・キャリアＹおよび
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時間Ｘ＋１・キャリアＹにおけるそれぞれの入れ替え後のベースバンド信号ｑ２では、い
ずれも異なる位相変更が行われる。
【０７２５】
 
＜条件＃Ｄ１－２＞
図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対し、規則的に位相を変更する送
信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、時間Ｘ・
キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）であり、周波
数軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ
＋１がいずれもデータシンボルである場合、これら３つのデータシンボルに対応する入れ
替え後のベースバンド信号ｑ２、つまり、時間Ｘ・キャリアＹ、時間Ｘ・キャリアＹ－１
および時間Ｘ・キャリアＹ＋１におけるそれぞれの入れ替え後のベースバンド信号ｑ２で
は、いずれも異なる位相変更が行われる。
【０７２６】
 
　そして、＜条件＃Ｄ１－１＞を満たすデータシンボルが存在するとよい。同様に、＜条
件＃Ｄ１－２＞を満たすデータシンボルが存在するとよい。
【０７２７】
　当該＜条件＃Ｄ１－１＞＜条件＃Ｄ１－２＞が導出される理由は以下の通りである。
【０７２８】
　送信信号においてあるシンボル（以降、シンボルＡと呼称する）があり、当該シンボル
Ａに時間的に隣接したシンボルそれぞれのチャネル状態は、上述したとおり、シンボルＡ
のチャネル状態との相関が高い。
【０７２９】
　したがって、時間的に隣接した３シンボルで、異なる位相を用いていると、ＬＯＳ環境
において、シンボルＡが劣悪な受信品質（ＳＮＲとしては高い受信品質を得ているものの
、直接波の位相関係が劣悪な状況であるため受信品質が悪い状態）であっても、残りのシ
ンボルＡに隣接する２シンボルでは、良好な受信品質を得ることができる可能性が非常に
高く、その結果、誤り訂正復号後は良好な受信品質を得ることができる。
【０７３０】
　同様に、送信信号においてあるシンボル（以降、シンボルＡと呼称する）があり、当該
シンボルＡに周波数的に隣接したシンボルそれぞれのチャネル状態は、上述したとおり、
シンボルＡのチャネル状態との相関が高い。
【０７３１】
　したがって、周波数的に隣接した３シンボルで、異なる位相を用いていると、ＬＯＳ環
境において、シンボルＡが劣悪な受信品質（ＳＮＲとしては高い受信品質を得ているもの
の、直接波の位相関係が劣悪な状況であるため受信品質が悪い状態）であっても、残りの
シンボルＡに隣接する２シンボルでは、良好な受信品質を得ることができる可能性が非常
に高く、その結果、誤り訂正復号後は良好な受信品質を得ることができる。
【０７３２】
　また、＜条件＃Ｄ１－１＞と＜条件＃Ｄ１－２＞を組み合わせると、受信装置において
、より、データの受信品質を向上させることができる可能性がある。したがって、以下の
条件を導くことができる。
【０７３３】
 
＜条件＃Ｄ１－３＞
　図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対し、規則的に位相を変更する
送信方法において、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送方式を用いている場合、時間Ｘ
・キャリアＹがデータ伝送用のシンボル（以下、データシンボルと呼称する）であり、時
間軸方向で隣接するシンボル、即ち、時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１・キャリ
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アＹがいずれもデータシンボルであり、かつ、周波数軸方向で隣接するシンボル、即ち、
時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ＋１がいずれもデータシンボルである
場合、これら５つのデータシンボルに対応する入れ替え後のベースバンド信号ｑ２、つま
り、時間Ｘ・キャリアＹおよび時間Ｘ－１・キャリアＹおよび時間Ｘ＋１・キャリアＹお
よび時間Ｘ・キャリアＹ－１および時間Ｘ・キャリアＹ＋１におけるそれぞれの入れ替え
後のベースバンド信号ｑ２では、いずれも異なる位相変更が行われる。
【０７３４】
 
　ここで、「異なる位相変更」について、補足を行う。位相変更は、０ラジアンから２π
ラジアンで定義されることになる。例えば、時間Ｘ・キャリアＹにおいて、図６９の入れ
替え後のベースバンド信号ｑ２に対して施す位相変更をｅｊθX,Y、時間Ｘ－１・キャリ
アＹにおいて、図６９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対して施す位相変更をｅｊ

θX－１,Y、時間Ｘ＋１・キャリアＹにおいて、図６９の入れ替え後のベースバンド信号
ｑ２に対して施す位相変更をｅｊθX＋１,Yとすると、０ラジアン≦θX,Y＜２π、０ラジ
アン≦θX－１,Y＜２π、０ラジアン≦θX＋１,Y＜２πとなる。したがって、＜条件＃Ｄ
１－１＞では、θX,Y≠θX－１,YかつθX,Y≠θX＋１,YかつθX＋１,Y≠θX－１,Yが成立
することになる。同様に考えると、＜条件＃Ｄ１－２＞では、θX,Y≠θX,Y－１かつθX,

Y≠θX,Y＋１かつθX,Y－１≠θX－１,Y＋１が成立することになり、＜条件＃Ｄ１－３＞
では、θX,Y≠θX－１,YかつθX,Y≠θX＋１,YかつθX,Y≠θX,Y－１かつθX,Y≠θX,Y＋

１かつθX－１,Y≠θX＋１,YかつθX－１,Y≠θX,Y－１かつθX－１,Y≠θX,Y＋１かつθ

X＋１,Y≠θX,Y－１かつθX＋１,Y≠θX,Y＋１かつθX,Y－１≠θX,Y＋１が成立すること
になる。
【０７３５】
　そして、＜条件＃Ｄ１－３＞を満たすデータシンボルが存在するとよい。
【０７３６】
　図３１は＜条件＃Ｄ１－３＞の例であり、シンボルＡに該当するシンボル３１００に相
当する図６９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に乗じられている位相と、そのシンボ
ル３１００に時間的に隣接するシンボル３１０１に相当する図６９の入れ替え後のベース
バンド信号ｑ２、３１０３に相当する図６９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に乗じ
られている位相と、周波数的に隣接するシンボル３１０２に相当する図６９の入れ替え後
のベースバンド信号ｑ２、３１０４に相当する図６９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ
２に乗じられている位相が互いに異なるように配されており、これによって、受信側にお
いてシンボル３１００の受信品質が劣悪であろうとも、その隣接するシンボルの受信品質
は非常に高くなるため、誤り訂正復号後の高い受信品質を確保できる。
【０７３７】
　この条件のもとで、位相を変更して得られるシンボルの配置例を図３２に示す。
【０７３８】
　図３２を見ればわかるように、いずれのデータシンボルにおいても、その位相が周波数
軸方向及び時間軸方向の双方において隣接しあうシンボルに対して変更された位相の度合
いは互いに異なる位相変更量となっている。このようにすることで、受信装置における誤
り訂正能力を更に向上させることができる。
【０７３９】
　つまり、図３２では、時間軸方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた
場合、＜条件＃Ｄ１－１＞がすべてのX、すべてのYで成立している。
【０７４０】
　同様に、図３２では、周波数方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた
場合、＜条件＃Ｄ１－２＞がすべてのX、すべてのYで成立している。
【０７４１】
　同様に、図３２では、周波数方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在し、かつ
、時間軸方向で隣接するシンボルにデータシンボルが存在していた場合、＜条件＃Ｄ１－
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３＞がすべてのX、すべてのYで成立している。
【０７４２】
　次に、上述で説明した、２つの入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に位相変更を行った
場合（図６８参照）の例で説明する。
【０７４３】
　入れ替え後のベースバンド信号ｑ１、および、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の両
者に位相変更を与える場合、位相変更方法について、いくつかの方法がある。その点につ
いて、詳しく説明する。
【０７４４】
　方法１として、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は、前述のように、図３
２のように位相変更を行うものとする。図３２において、入れ替え後のベースバンド信号
ｑ２の位相変更は周期１０としている。しかし、前述で述べたように、＜条件＃Ｄ１－１
＞＜条件＃Ｄ１－２＞＜条件＃Ｄ１－３＞を満たすようにするために、（サブ）キャリア
１で、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に施す位相変更を時間とともに変更している。
（図３２では、このような変更をほどこしているが、周期１０をとし、別の位相変更方法
であってもよい）そして、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更は、図３３よう
に、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は周期１０の１周期分の位相変更する
値は一定とする。図３３では、（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更の）１周
期分を含む時刻＄１において、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更の値は、ｅ
ｊ０としており、次の（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更の）１周期分を含
む時刻＄２において、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更の値は、ｅｊπ／９

としており、・・・、としている。
【０７４５】
　なお、図３３に示したシンボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、
これは、このシンボルにおける図２６における信号ｑ１に対し、「ｅｊ０」が乗じられて
位相が変更されたことを意味する。
【０７４６】
　入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更は、図３３ように、プリコーディング後
の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は周期１０の１周期分の位相変更する値
は一定とし、位相変更する値は、１周期分の番号とともに変更するようにする。（上述の
ように、図３３では、第１の１周期分では、ｅｊ０とし、第２の１周期分ではｅｊπ／９

、・・・としている。）
　以上のようにすることで、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は周期１０で
あるが、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更と入れ替え後のベースバンド信号
ｑ２の位相変更の両者を考慮したときの周期は１０より大きくすることができるという効
果を得ることができる。これにより、受信装置のデータの受信品質が向上する可能性があ
る。
【０７４７】
　方法２として、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は、前述のように、図３
２のように位相変更を行うものとする。図３２において、入れ替え後のベースバンド信号
ｑ２の位相変更は周期１０としている。しかし、前述で述べたように、＜条件＃Ｄ１－１
＞＜条件＃Ｄ１－２＞＜条件＃Ｄ１－３＞を満たすようにするために、（サブ）キャリア
１で、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に施す位相変更を時間とともに変更している。
（図３２では、このような変更をほどこしているが、周期１０をとし、別の位相変更方法
であってもよい）そして、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更は、図３０よう
に、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は周期１０とは異なる周期３での位相
変更を行う。
【０７４８】
　なお、図３０に示したシンボルには、例えば、「ｅｊ０」という記載を付しているが、
これは、このシンボルにおける入れ替え後のベースバンド信号ｑ１に対し、「ｅｊ０」が
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乗じられて位相が変更されたことを意味する。
【０７４９】
　以上のようにすることで、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更は周期１０で
あるが、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更と入れ替え後のベースバンド信号
ｑ２の位相変更の両者を考慮したときの周期は３０となり入れ替え後のベースバンド信号
ｑ１の位相変更と入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位相変更の両者を考慮したときの
周期を１０より大きくすることができるという効果を得ることができる。これにより、受
信装置のデータの受信品質が向上する可能性がある。方法２の一つの有効な方法としては
、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更の周期をNとし、入れ替え後のベースバ
ンド信号ｑ２の位相変更の周期をMとしたとき、特に、NとMが互いに素の関係であると、
入れ替え後のベースバンド信号ｑ１の位相変更と入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の位
相変更の両者を考慮したときの周期はN×Mと容易に大きな周期に設定することができると
いう利点があるが、NとMが互いに素の関係でも、周期を大きくすることは可能である。
【０７５０】
　なお、上述の位相変更方法は一例であり、これに限ったものではなく、周波数軸方向で
位相変更を行ったり、時間軸方向で位相変更を行ったり、時間－周波数のブロックで位相
変更を行っても同様に、受信装置におけるデータの受信品質を向上させることができると
いう効果を持つことになる。
【０７５１】
　上記で説明したフレーム構成以外にも、データシンボル間にパイロットシンボル（ＳＰ
（Scattered Pilot））や制御情報を伝送するシンボルなどが挿入されることも考えられ
る。この場合の位相変更について詳しく説明する。
【０７５２】
　図４７は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１またはｚ１’および変
調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム
構成を示しており、図４７(a)は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１
またはｚ１’ の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４７(b)は、変調信号（入れ替
え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム構成である。図
４７において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシンボルを示しており
、データシンボル４７０２は、入れ替え後のベースバンド信号または入れ替え後のベース
バンド信号と位相変更を施したシンボルとなる。
【０７５３】
　図４７は、図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対し、位相変更を行
う場合のシンボル配置を示している（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１には位相変更を
行わない）。（なお、図６９では時間軸方向で位相変更を行う場合を示しているが、図６
９において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向での位相変更を
行うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて
考えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）したがって、
図４７の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２のシンボルに記載されている数値は、位相の
変更値を示している。なお、図４７の入れ替え後のベースバンド信号ｑ１（ｚ１）のシン
ボルは、位相変更を行わないので、数値を記載していない。
【０７５４】
　図４７において重要な点は、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対する位相変更は、
データシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替えを施したシ
ンボルに対して施している点である。（ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載
しているシンボルには、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２の
シンボルの両者を含んでいることになる。）したがって、ｚ２’に挿入されたパイロット
シンボルに対しては、位相変更を施さないことになる。
【０７５５】
　図４８は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１またはｚ１’および変
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調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム
構成を示しており、図４８(a)は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１
またはｚ１’ の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４８(b)は、変調信号（入れ替
え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム構成である。図
４８において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシンボルを示しており
、データシンボル４７０２は、プリコーディングと位相変更を施したシンボルとなる。
【０７５６】
　図４８は、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１および入れ替え後のベースバンド信号ｑ
２に対し、位相変更を行う場合のシンボル配置を示している。したがって、図４８の入れ
替え後のベースバンド信号ｑ１および入れ替え後のベースバンド信号ｑ２のシンボルに記
載されている数値は、位相の変更値を示している。
【０７５７】
　図４８において重要な点は、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１に対する位相変更は、
データシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号の入れ替えを施した
シンボルに対して施している、また、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対する位相変
更は、データシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号の入れ替えを
施したシンボルに対して施している点である。（ここで、シンボルと記載しているが、こ
こで記載しているシンボルには、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボル
とｓ２のシンボルの両者を含んでいることになる。）したがって、ｚ１’に挿入されたパ
イロットシンボルに対しては、位相変更を施さず、また、ｚ２’に挿入されたパイロット
シンボルに対しては、位相変更を施さないことになる。
【０７５８】
　図４９は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１またはｚ１’および変
調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム
構成を示しており、図４９(a)は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１
またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図４９(b)は、変調信号（入れ替
え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム構成である。図
４９において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシンボル、４９０１は
ヌルシンボルであり、ベースバンド信号の同相成分I=0であり、直交成分Q=０となる。こ
のとき、データシンボル４７０２は、プリコーディングまたはプリコーディングと位相変
更を施したシンボルとなる。図４９と図４７の違いは、データシンボル以外のシンボルの
構成方法であり、変調信号ｚ１’でパイロットシンボルが挿入されている時間とキャリア
において、変調信号ｚ２’はヌルシンボルとなっており、逆に、変調信号ｚ２’でパイロ
ットシンボルが挿入されている時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ１’はヌルシンボル
となっている点である。
【０７５９】
　図４９は、図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対し、位相変更を行
う場合のシンボル配置を示している（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１には位相変更を
行わない）。（なお、図６９では時間軸方向で位相変更を行う場合を示しているが、図６
において、時間ｔをキャリアｆに置き換えて考えることで、周波数方向での位相変更を行
うことに相当し、時間ｔを時間ｔ、周波数ｆ、つまり（ｔ）を（ｔ、ｆ）に置き換えて考
えることで、時間周波数のブロックで位相変更を行うことに相当する。）したがって、図
４９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ２のシンボルに記載されている数値は、位相の変
更値を示している。なお、図４９の入れ替え後のベースバンド信号ｑ１のシンボルは、位
相変更を行わないので、数値を記載していない。
【０７６０】
　図４９において重要な点は入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対する位相変更は、デ
ータシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替えを施したシン
ボルに対して施している点である。（ここで、シンボルと記載しているが、ここで記載し
ているシンボルには、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ２のシ
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ンボルの両者を含んでいることになる。）したがって、ｚ２’に挿入されたパイロットシ
ンボルに対しては、位相変更を施さないことになる。
【０７６１】
　図５０は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１またはｚ１’および変
調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム
構成を示しており、図５０(a)は、変調信号（入れ替え後のベースバンド信号ｑ１）ｚ１
またはｚ１’の時間―周波数軸におけるフレーム構成、図５０(b)は、変調信号（入れ替
え後のベースバンド信号ｑ２）ｚ２’の時間―周波数軸におけるフレーム構成である。図
５０において、４７０１はパイロットシンボル、４７０２はデータシンボル、４９０１は
ヌルシンボルであり、ベースバンド信号の同相成分I=0であり、直交成分Q=０となる。こ
のとき、データシンボル４７０２は、プリコーディングまたはプリコーディングと位相変
更を施したシンボルとなる。図５０と図４８の違いは、データシンボル以外のシンボルの
構成方法であり、変調信号ｚ１’でパイロットシンボルが挿入されている時間とキャリア
において、変調信号ｚ２’はヌルシンボルとなっており、逆に、変調信号ｚ２’でパイロ
ットシンボルが挿入されている時間とキャリアにおいて、変調信号ｚ１’はヌルシンボル
となっている点である。
【０７６２】
　図５０は、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１および入れ替え後のベースバンド信号ｑ
２に対し、位相変更を行う場合のシンボル配置を示している。したがって、図５０の入れ
替え後のベースバンド信号ｑ１および入れ替え後のベースバンド信号ｑ２のシンボルに記
載されている数値は、位相の変更値を示している。
【０７６３】
　図５０において重要な点は、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１に対する位相変更は、
データシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替えを施したシ
ンボルに対して施している、また、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２に対する位相変更
は、データシンボル、つまり、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替えを施し
たシンボルに対して施している点である。（ここで、シンボルと記載しているが、ここで
記載しているシンボルには、プリコーディングが施されているため、ｓ１のシンボルとｓ
２のシンボルの両者を含んでいることになる。）したがって、ｚ１’に挿入されたパイロ
ットシンボルに対しては、位相変更を施さず、また、ｚ２’に挿入されたパイロットシン
ボルに対しては、位相変更を施さないことになる。
【０７６４】
　図５１は、図４７、図４９のフレーム構成の変調信号を生成し、送信する送信装置の構
成の一例を示しており、図４と同様に動作するものについては、同一符号を付している。
なお、図５１では、図６７や図７０で示したベースバンド信号入れ替え部を図示していな
いが、図５１に対し、図６７や図７０と同様、重み付け合成部と位相変更部の間にベース
バンド信号入れ替え部を挿入すればよい。
【０７６５】
　図５１において、重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂ、および、位相変更部３１７Ｂ、
および、ベースバンド信号入れ替え部は、フレーム構成信号３１３がデータシンボルであ
るタイミングを示しているときのみ動作することになる。
【０７６６】
　図５１のパイロットシンボル（ヌルシンボル生成を兼ねるものとする）生成部５１０１
は、フレーム構成信号３１３がパイロットシンボル（かつヌルシンボル）であることをし
めしていた場合、パイロットシンボルのベースバンド信号５１０２Ａ、および５１０２Ｂ
を出力する。
【０７６７】
　図４７から図５０のフレーム構成では示していなかったが、プリコーディング（および
、位相回転を施さない）を施さない、例えば、１アンテナから変調信号を送信する方式、
（この場合、もう一方のアンテナからは信号を伝送しないことになる）、または、時空間



(125) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

符号（特に、時空間ブロック符号）を用いた伝送方式を用いて制御情報シンボルを送信す
る場合、制御情報シンボル５１０４は、制御情報５１０３、フレーム構成信号３１３を入
力とし、フレーム構成信号３１３が制御情報シンボルであることを示している場合、制御
情報シンボルのベースバンド信号５１０２Ａ、５１０２Ｂを出力する。
【０７６８】
　図５１の無線部３１０Ａ、３１０Ｂは、入力となる複数のベースバンド信号のうち、フ
レーム構成信号３１３に基づき、複数のベースバンド信号から、所望のベースバンド信号
を選択する。そして、OFDM関連の信号処理を施し、フレーム構成にしたがった変調信号３
１１Ａ、３１１Ｂをそれぞれ出力する。
【０７６９】
　図５２は、図４８、図５０のフレーム構成の変調信号を生成し、送信する送信装置の構
成の一例を示しており、図４、図５１と同様に動作するものについては、同一符号を付し
ている。図５１に対して追加した位相変更部３１７Ａは、フレーム構成信号３１３がデー
タシンボルであるタイミングを示しているときのみ動作することになる。その他について
は、図５１と同様の動作となる。なお、図５２では、図６７や図７０で示したベースバン
ド信号入れ替え部を図示していないが、図５２に対し、図６７や図７０と同様、重み付け
合成部と位相変更部の間にベースバンド信号入れ替え部を挿入すればよい。
【０７７０】
　図５３は、図５１とは異なる送信装置の構成方法である。なお、図５３では、図６７や
図７０で示したベースバンド信号入れ替え部を図示していないが、図５３に対し、図６７
や図７０と同様、重み付け合成部と位相変更部の間にベースバンド信号入れ替え部を挿入
すればよい。以降では異なる点について説明する。位相変更部３１７Ｂは、図５３のよう
に、複数のベースバンド信号を入力とする。そして、フレーム構成信号３１３が、データ
シンボルであることを示していた場合、位相変更部３１７Ｂは、プリコーディング後のベ
ースバンド信号３１６Bに対し、位相変更を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、
パイロットシンボル（またはヌルシンボル）、または、制御情報シンボルであることを示
していた場合、位相変更部３１７Ｂは、位相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバ
ンド信号をそのまま出力する。（解釈としては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的
に行っていると考えればよい。）
　選択部５３０１は、複数のベースバンド信号を入力とし、フレーム構成信号３１３が示
したシンボルのベースバンド信号を選択し、出力する。
【０７７１】
　図５４は、図５２とは異なる送信装置の構成方法である。なお、図５４では、図６７や
図７０で示したベースバンド信号入れ替え部を図示していないが、図５４に対し、図６７
や図７０と同様、重み付け合成部と位相変更部の間にベースバンド信号入れ替え部を挿入
すればよい。以降では異なる点について説明する。位相変更部３１７Ｂは、図５４のよう
に、複数のベースバンド信号を入力とする。そして、フレーム構成信号３１３が、データ
シンボルであることを示していた場合、位相変更部３１７Ｂは、プリコーディング後のベ
ースバンド信号３１６Bに対し、位相変更を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、
パイロットシンボル（またはヌルシンボル）、または、制御情報シンボルであることを示
していた場合、位相変更部３１７Ｂは、位相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバ
ンド信号をそのまま出力する。（解釈としては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的
に行っていると考えればよい。）
　同様に、位相変更部５２０１は、図５４のように、複数のベースバンド信号を入力とす
る。そして、フレーム構成信号３１３が、データシンボルであることを示していた場合、
位相変更部５２０１は、プリコーディング後のベースバンド信号３０９Ａに対し、位相変
更を施す。そして、フレーム構成信号３１３が、パイロットシンボル（またはヌルシンボ
ル）、または、制御情報シンボルであることを示していた場合、位相変更部５２０１は、
位相変更の動作を停止し、各シンボルのベースバンド信号をそのまま出力する。（解釈と
しては、「ｅｊ０」に相当する位相回転を強制的に行っていると考えればよい。）
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　上述の説明では、パイロットシンボルと制御シンボルとデータシンボルを例に説明した
が、これに限ったものではなく、プリコーディングとは異なる伝送方法、例えば、１アン
テナ送信、時空間ブロック符号を用いた伝送方式、等を用いて伝送するシンボルであれば
、同様に、位相変更を与えない、ということが重要となり、これとは逆に、プリコーディ
ングおよびベースバンド信号入れ替えを行ったシンボルに対しては、位相変更を行うこと
が本発明では重要なこととなる。
【０７７２】
　したがって、時間－周波数軸におけるフレーム構成におけるすべてのシンボルで位相変
更が行われるわけではなく、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替えを行った
信号のみに位相変更を与える点が、本発明の特徴となる。
【０７７３】
　次に、非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Quasi Cyclic）
　ＬＤＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ＱＣ－ＬＤＰＣ符号でない、ＬＤＰＣ符
号であってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose-Chaudhuri-Hocquenghem code）
の連接符号、テイルバイティングを用いたターボ符号またはDuo-Binary Turbo Code等の
ブロック符号を用いたときの規則的に位相を変更する方法について詳しく説明する。ここ
では、一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信する場合を例に説明する。ただ
し、ブロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等が必要でないとき、符号化後の
ブロックを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数（ただし、この中に、
以下で記載するような制御情報等が含まれていてもよい。）と一致する。ブロック符号を
用いて符号化を行った際、制御情報等（例えば、ＣＲＣ（cyclic redundancy check）、
伝送パラメータ等）が必要であるとき、符号化後のブロックを構成するビット数は、ブロ
ック符号を構成するビット数と制御情報等のビット数の和であることもある。
【０７７４】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、図６９、図７０の送信装置に
対し、図４のような符号器と分配部を適用し、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、
かつ、送信装置が、１つの符号化器を有している場合の「ブロック符号を用いたとき、１
つの符号化後のブロックに必要なシンボル数、スロット数の変化を示した図」である。（
このとき、伝送方式としては、シングルキャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア
伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０７７５】
　そして、上述の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０７７６】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０７７７】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと乗じる位相と
の関係について説明する。
【０７７８】
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　ここでは、規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または、位相変
更セット）の数を５とする。つまり、上述の送信装置の位相変更部のために、５つの位相
変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする。（図６９のように、入れ替え
後のベースバンド信号ｑ２のみに位相変更を行う場合、周期５の位相変更を行うためには
、５つの位相変更値を用意すればよい。また、入れ替え後のベースバンド信号ｑ１および
入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の両者に対し位相変更を行う場合、１スロットのため
に、２つの位相変更値が必要となる。この２つの位相変更値を位相変更セットとよぶ。し
たがって、この場合、周期５の位相変更を行うためには、５つの位相変更セットを用意す
ればよい）この５つの位相変更値（または、位相変更セット）をPHASE[0], PHASE[1], PH
ASE[2],PHASE[3], PHASE[4]とあらわすものとする。
【０７７９】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００ビ
ットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相PHASE[0]を使用する
スロットが３００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００スロット、位相PH
ASE[2]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００
スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００スロットである必要がある。これは
、使用する位相にかたよりがあると、多くの数を使用した位相の影響が大きく、受信装置
において、この影響に依存したデータの受信品質となるからである。
【０７８０】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた７５０スロットにおいて、位相PHASE[0]を
使用するスロットが１５０スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが１５０スロット
、位相PHASE[2]を使用するスロットが１５０スロット、位相PHASE[3]を使用するスロット
が１５０スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが１５０スロットである必要がある
。
【０７８１】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００ビットを送信するための上記で述べた５００スロットにおいて、位相PHASE[0]を
使用するスロットが１００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが１００スロット
、位相PHASE[2]を使用するスロットが１００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロット
が１００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが１００スロットである必要がある
。
【０７８２】
　以上のように、規則的に位相を変更する方法において、用意する位相変更値（または、
位相変更セット）をＮ個（Ｎ個の異なる位相をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],・・・, P
HASE[N-2] , PHASE[N-1]とあらわすものとする）としたとき、１つの符号化後のブロック
を構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[0]を使用するスロット数をＫ０, 位
相PHASE[1]を使用するスロット数をＫ１、位相PHASE[i]を使用するスロット数をＫi（i=0
,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[N-1] を使用するスロット数
をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ｄ１－４＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であるとよい。
【０７８３】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｄ１－４
＞が成立するとよいことになる。
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【０７８４】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｄ１－４＞を満たすことができない変調方式
が存在することもある。この場合、＜条件＃Ｄ１－４＞にかわり、以下の条件を満たすと
よい。
【０７８５】
 
＜条件＃Ｄ１－５＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N
-1以下の整数)、a≠b）
 
　図３５は、ブロック符号を用いたとき、２つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３５は、図６７の送信装置および図７０の送信
装置に示したように、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、２つ
の符号化器を有している場合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロック
に必要なシンボル数、スロット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式とし
ては、シングルキャリア伝送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いても
よい。）
　図３５に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０７８６】
　そして、図６７の送信装置および図７０の送信装置では、２つのストリームを同時に送
信することになり、また、２つの符号化器が存在するため、２つのストリームでは、異な
る符号ブロックを伝送することになる。したがって、変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１、
ｓ２により、２つの符号化ブロックが同一区間内で送信されることから、例えば、ｓ１に
より第１の符号化後のブロックが送信され、ｓ２により、第２の符号化ブロックが送信さ
れることになるので、第１、第２の符号化後のブロックを送信するために３０００スロッ
トが必要となる。
【０７８７】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために１５００スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭ
のとき、２つの符号化ブロックを構成するすべてのビットを送信するために１０００スロ
ットが必要となる。
【０７８８】
　次に、規則的に位相を変更する方法において、上述で定義したスロットと乗じる位相と
の関係について説明する。
【０７８９】
　ここでは、規則的に位相を変更する方法のために用意する位相変更値（または、位相変
更セット）の数を５とする。つまり、図６７の送信装置および図７０の送信装置の位相変
更部のために、５つの位相変更値（または、位相変更セット）を用意するものとする。（
図６９のように、入れ替え後のベースバンド信号ｑ２のみに位相変更を行う場合、周期５
の位相変更を行うためには、５つの位相変更値を用意すればよい。また、入れ替え後のベ
ースバンド信号ｑ１および入れ替え後のベースバンド信号ｑ２の両者に対し位相変更を行
う場合、１スロットのために、２つの位相変更値が必要となる。この２つの位相変更値を
位相変更セットとよぶ。したがって、この場合、周期５の位相変更を行うためには、５つ
の位相変更セットを用意すればよい）この５つの位相変更値（または、位相変更セット）
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をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],PHASE[3], PHASE[4]とあらわすものとする。
【０７９０】
　変調方式がＱＰＳＫのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数６０００×
２ビットを送信するための上記で述べた３０００スロットにおいて、位相PHASE[0]を使用
するスロットが６００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００スロット、位
相PHASE[2]を使用するスロットが６００スロット、位相PHASE[3]を使用するスロットが６
００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが６００スロットである必要がある。こ
れは、使用する位相にかたよりがあると、多くの数を使用した位相の影響が大きく、受信
装置において、この影響に依存したデータの受信品質となるからである。
【０７９１】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが６
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が６００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが６００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが６００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが６００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが６００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが６００回であるとよい。
【０７９２】
　同様に、変調方式が１６ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１５００スロットにおいて、位相PHAS
E[0]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００ス
ロット、位相PHASE[2]を使用するスロットが３００スロット、位相PHASE[3]を使用するス
ロットが３００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００スロットである必要
がある。
【０７９３】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが３
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が３００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが３００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが３００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが３００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが３００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが３００回であるとよい。
【０７９４】
　同様に、変調方式が６４ＱＡＭのとき、２つの符号化後のブロックを構成するビット数
６０００×２ビットを送信するための上記で述べた１０００スロットにおいて、位相PHAS
E[0]を使用するスロットが２００スロット、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００ス
ロット、位相PHASE[2]を使用するスロットが２００スロット、位相PHASE[3]を使用するス
ロットが２００スロット、位相PHASE[4]を使用するスロットが２００スロットである必要
がある。
【０７９５】
　また、第１の符号化ブロックを送信するために、位相PHASE[0]を使用するスロットが２
００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[2]を使用するスロット
が２００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[4]を使用するスロ
ットが２００回である必要があり、また、第２の符号化ブロックを送信するために、位相
PHASE[0]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[1]を使用するスロットが２００回、
位相PHASE[2]を使用するスロットが２００回、位相PHASE[3]を使用するスロットが２００
回、位相PHASE[4]を使用するスロットが２００回であるとよい。
【０７９６】
　以上のように、規則的に位相を変更する方法において、用意する位相変更値（または、
位相変更セット）をＮ個（Ｎ個の異なる位相をPHASE[0], PHASE[1], PHASE[2],・・・, P



(130) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

HASE[N-2] , PHASE[N-1]とあらわすものとする）としたとき、２つの符号化後のブロック
を構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[0]を使用するスロット数をＫ０, 位
相PHASE[1]を使用するスロット数をＫ１、位相PHASE[i]を使用するスロット数をＫi（i=0
,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[N-1] を使用するスロット数
をＫN-1としたとき、
 
＜条件＃Ｄ１－６＞
Ｋ０＝Ｋ１＝・・・＝Ｋi＝・・・＝ＫN-1、つまり、Ｋa＝Ｋb、（for∀a、∀b、ただし
、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であり、第１の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[
0]を使用する回数をＫ０，１, 位相PHASE[1]を使用する回数をＫ１，１、位相PHASE[i]を
使用する回数をＫi，１（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[
N-1] を使用する回数をＫN-1，１としたとき、
 
＜条件＃Ｄ１－７＞
Ｋ０，１＝Ｋ１，１＝・・・＝Ｋi，１＝・・・＝ＫN-1，１、つまり、Ｋa，１＝Ｋb，１

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以
上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であり、第２の符号化後のブロックを構成するビットをすべて送信する際に、位相PHASE[
0]を使用する回数をＫ０，２, 位相PHASE[1]を使用する回数をＫ１，２、位相PHASE[i]を
使用する回数をＫi，２（i=0,1,2,・・・,N-1(iは０以上N-1以下の整数)）、 位相PHASE[
N-1] を使用する回数をＫN-1，２としたとき、
 
＜条件＃Ｄ１－８＞
Ｋ０，２＝Ｋ１，２＝・・・＝Ｋi，２＝・・・＝ＫN-1，２、つまり、Ｋa，２＝Ｋb，２

、（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以
上N-1以下の整数)、a≠b）
 
であるとよい。
【０７９７】
　そして、通信システムが、複数の変調方式をサポートしており、サポートしている変調
方式から選択して使用する場合、サポートしている変調方式において、＜条件＃Ｄ１－６
＞＜条件＃Ｄ１－７＞＜条件＃Ｄ１－８＞が成立するとよいことになる。
【０７９８】
　しかし、複数の変調方式をサポートしている場合、各変調方式により１シンボルで送信
することができるビット数が異なるのが一般的であり（場合によっては、同一となること
もあり得る。）、場合によっては、＜条件＃Ｄ１－６＞＜条件＃Ｄ１－７＞＜条件＃Ｄ１
－８＞を満たすことができない変調方式が存在することもある。この場合、＜条件＃Ｄ１
－６＞＜条件＃Ｄ１－７＞＜条件＃Ｄ１－８＞にかわり、以下の条件を満たすとよい。
【０７９９】
 
＜条件＃Ｄ１－９＞
ＫaとＫbの差は０または１、つまり、｜Ｋa―Ｋb｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N
-1以下の整数)、a≠b）
 
＜条件＃Ｄ１－１０＞
Ｋa，１とＫb，１の差は０または１、つまり、｜Ｋa，１―Ｋb，１｜は０または１
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（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N
-1以下の整数)、a≠b）
 
＜条件＃Ｄ１－１１＞
Ｋa，２とＫb，２の差は０または１、つまり、｜Ｋa，２―Ｋb，２｜は０または１
（for∀a、∀b、ただし、a, b=0,1,2,・・・,N-1(aは０以上N-1以下の整数、ｂは０以上N
-1以下の整数)、a≠b）
 
　以上のように、符号化後のブロックと乗じる位相の関係付けを行うことで、符号化ブロ
ックを伝送するために使用する位相にかたよりがなくなるため、受信装置において、デー
タの受信品質が向上するという効果を得ることができる。
【０８００】
　上述では、規則的に位相を変更する方法において、周期Nの位相変更方法のためには、N
個の位相変更値（または、位相変更セット）が必要となる。このとき、N個の位相変更値
（または、位相変更セット）として、PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]、・・・、PHASE[N-
2]、PHASE[N-1]を用意することになるが、周波数軸方向にPHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2]
、・・・、PHASE[N-2]、PHASE[N-1]の順に並べる方法もあるが、必ずしもこれに限ったも
のではなく、N個の位相変更値（または、位相変更セット）PHASE[0]、PHASE[1]、PHASE[2
]、・・・、PHASE[N-2]、PHASE[N-1]を時間軸、周波数―時間軸のブロックに対し、シン
ボルを配置することで、位相を変更することもできる。なお、周期Nの位相変更方法とし
て説明しているが、N個の位相変更値（または、位相変更セット）をランダムに用いるよ
うにしても同様の効果を得ることができる、つまり、必ずしも、規則的な周期を持つよう
にN個の位相変更値（または、位相変更セット）を用いる必要はないが、上記で説明した
条件を満たすことは、受信装置において、高いデータの受信品質を得る上では、重要とな
る。
【０８０１】
　また、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式、
時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する方法のモー
ドが存在し、送信装置（放送局、基地局）は、これらのモードから、いずれかの送信方法
を選択することができるようにしてもよい。
【０８０２】
　なお、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式とは、非特許文献３に示されているように、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１、ｓ２をそれぞれ異なるアンテナから送信する方法で
あり、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ伝送方式とは、プリコーディングのみを行
う（位相変更を行わない）方式である。また、時空間ブロック符号化方式とは、非特許文
献９、１６、１７に示されている伝送方式である。１ストリームのみ送信とは、選択した
変調方式でマッピングした信号ｓ１の信号を所定の処理を行いアンテナから送信する方法
である。
【０８０３】
　また、ＯＦＤＭのようなマルチキャリアの伝送方式を用いており、複数のキャリアで構
成された第１キャリア群、複数のキャリアで構成された第１キャリア群とは異なる第２キ
ャリア群、・・・というように複数のキャリア群でマルチキャリア伝送を実現しており、
キャリア群ごとに、空間多重ＭＩＭＯ伝送方式、プリコーディング行列が固定のＭＩＭＯ
伝送方式、時空間ブロック符号化方式、１ストリームのみ送信、規則的に位相を変更する
方法のいずれかに設定してもよく、特に、規則的に位相を変更する方法を選択した（サブ
）キャリア群では、上述を実施するとよい。
【０８０４】
　なお、本実施の説明した、プリコーディング、ベースバンド信号の入れ替え、位相変更
を施す、送信装置と、本明細書で説明した内容は、組み合わせて使用することができ、特
に、本実施の形態で説明した位相変更部に対し、本明細書で説明した全ての位相変更に関
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する内容を組み合わせて使用することは可能である。
【０８０５】
 
（実施の形態Ｄ２）
　本実施の形態では、図４の送信装置の場合、図４の送信装置に対しＯＦＤＭ方式のよう
なマルチキャリア方式に対応した場合、図６７、図７０の送信装置に対し図４のように、
一つの符号化器と分配部を適用した場合において、本明細書の中で説明した規則的に位相
変更を行った場合の位相変更のイニシャライズ方法について説明する。
【０８０６】
　非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Quasi Cyclic）　ＬＤ
ＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ＱＣ－ＬＤＰＣ符号でない、ＬＤＰＣ符号であ
ってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose-Chaudhuri-Hocquenghem code）の連接
符号、テイルバイティングを用いたターボ符号またはDuo-Binary Turbo Code等のブロッ
ク符号を用いたときの規則的に位相を変更する場合を考える。
【０８０７】
　ここでは、一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信する場合を例に説明する
。ただし、ブロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等が必要でないとき、符号
化後のブロックを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数（ただし、この
中に、以下で記載するような制御情報等が含まれていてもよい。）と一致する。ブロック
符号を用いて符号化を行った際、制御情報等（例えば、ＣＲＣ（cyclic redundancy chec
k）、伝送パラメータ等）が必要であるとき、符号化後のブロックを構成するビット数は
、ブロック符号を構成するビット数と制御情報等のビット数の和であることもある。
【０８０８】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、上述の送信装置に対し、ｓ１
、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、１つの符号化器を有している場
合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数、スロ
ット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式としては、シングルキャリア伝
送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０８０９】
　そして、上述の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０８１０】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０８１１】
　次に、図７１のようなフレーム構成で、送信装置が、変調信号を送信する場合を考える
。図７１（ａ）は、変調信号ｚ１’またはｚ１（アンテナ３１２Ａで送信）の時間および
周波数軸におけるフレーム構成を示している。また、図７１（ｂ）は、変調信号ｚ２（ア
ンテナ３１２Ｂで送信）の時間および周波数軸におけるフレーム構成を示している。この
とき、変調信号ｚ１’またはｚ１が用いている周波数（帯）と変調信号ｚ２が用いている
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周波数（帯）は同一であるものとし、同一時刻に変調信号ｚ１’またはｚ１、と、変調信
号ｚ２が存在することになる。
【０８１２】
　図７１（ａ）に示すように、送信装置は区間Ａではプリアンブル（制御シンボル）を送
信しており、通信相手に制御情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第
１、第２符号化ブロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送
信装置は、区間Ｂで、第１符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｃで、
第２符号化ブロックを送信することになる。
【０８１３】
　送信装置は区間Ｄではプリアンブル（制御シンボル）を送信しており、通信相手に制御
情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第３、第４、・・・、符号化ブ
ロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送信装置は、区間Ｅ
で、第３符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｆで、第４符号化ブロッ
クを送信することになる。
【０８１４】
　図７１（ｂ）に示すように、送信装置は区間Ａではプリアンブル（制御シンボル）を送
信しており、通信相手に制御情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第
１、第２符号化ブロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送
信装置は、区間Ｂで、第１符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｃで、
第２符号化ブロックを送信することになる。
【０８１５】
　送信装置は区間Ｄではプリアンブル（制御シンボル）を送信しており、通信相手に制御
情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第３、第４、・・・、符号化ブ
ロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送信装置は、区間Ｅ
で、第３符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｆで、第４符号化ブロッ
クを送信することになる。
【０８１６】
　図７２は、図３４のように符号化ブロックを伝送する場合において、特に、第１符号化
ブロックでは、変調方式として１６ＱＡＭを用いた場合に使用するスロット数を示してお
り、第１符号化ブロックを伝送するためには、７５０スロットが必要となる。
【０８１７】
　同様に、第２符号化ブロックでは、変調方式としてＱＰＳＫを用いた場合に使用するス
ロット数を示しており、第２符号化ブロックを伝送するためには、１５００スロットが必
要となる。
【０８１８】
　図７３は、図３４のように符号化ブロックを伝送する場合において、特に、第３符号化
ブロックでは、変調方式としてＱＰＳＫを用いた場合に使用するスロット数を示しており
、第３符号化ブロックを伝送するためには、１５００スロットが必要となる。
【０８１９】
　そして、本明細書で説明したように、変調信号ｚ１、つまり、アンテナ３１２Ａで送信
する変調信号に対しては、位相変更を行わず、変調信号ｚ２、つまり、アンテナ３１２Ｂ
で送信する変調信号に対しては、位相変更を行う場合を考える。このとき、図７２、図７
３では、位相変更を行う方法について示している。
【０８２０】
　まず、前提として、位相変更するために、異なる位相変更値を７つ用意し、７つの位相
変更値を＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６と名付ける。また、位相変更は規則
的、且つ周期的に用いるものとする。つまり、位相変更値は、＃０、＃１、＃２、＃３、
＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、＃２、＃
３、＃４、＃５、＃６、・・・というように規則的にかつ、周期的に変更を行うものとす
る。
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【０８２１】
　図７２に示すように、まず、第１ブロック符号化ブロックでは、７５０スロット存在す
るので、位相変更値を＃０から使用を開始すると、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５
、＃６、＃０、＃１、＃２、・・・、＃４、＃５、＃６、＃０となり、７５０番目のスロ
ットは＃０を用いて終了することになる。
　次に、第２符号化ブロックの各スロットに対し、位相変更を適用することになる。本明
細書では、マルチキャスト通信、放送に適用する場合を想定しているので、ある受信端末
は、第１符号化ブロックを必要とせず、第２符号化ブロックのみ抽出する場合が考えられ
る。この場合、第１符号化ブロックの最後のスロットを送信するために位相変更値＃０を
用いたからといって、第２符号化ブロックを伝送するために、最初に位相変更値＃１を用
いたものとする。すると、
 
　（ａ）：前述の端末は、第１符号化ブロックがどのように送信されたかを監視、つまり
、第１符号化ブロックの最後のスロットの送信に位相変更値がどのパターンであるかを監
視し、第２符号化ブロックの最初のスロットに使用する位相変更値を推定する、
　（ｂ）：(ａ)を行わないために、送信装置は、第２符号化ブロックの最初のスロットに
使用する位相変更値の情報を伝送する
 
という方法が考えられる。(ａ)の場合、端末は第１符号化ブロックの伝送を監視する必要
があるため消費電力が増大してしまい、(ｂ)の場合、データの伝送効率の低下を招くこと
になる。
【０８２２】
　したがって、上述のような位相変更値の割り当てには改善の余地がある。そこで、各符
号化ブロックの最初のスロットを伝送するために使用する位相変更値を固定とする方法を
提案する。したがって、図７２に示すように、第２符号化ブロックの最初のスロットを伝
送するために使用する位相変更値は、第１符号化ブロックの最初のスロットを伝送するた
めに用いた位相変更値と同様に、＃０とする。
【０８２３】
　同様に、図７３に示すように、第３符号化ブロックの最初のスロットを伝送するために
使用する位相変更値は、＃３とするのではなく、第１、第２符号化ブロックの最初のスロ
ットを伝送するために使用する位相変更値と同様に、＃０とする。
【０８２４】
　以上のようにすることで、（ａ）、（ｂ）で発生する課題を抑制することができるとい
う効果を得ることができる。
【０８２５】
　なお、本実施の形態では、符号化ブロックごとに位相変更値をイニシャライズする方法
、つまり、いずれの符号化ブロックの最初のスロットに使用する位相変更値は、＃０と固
定と方法について述べたが、別の方法として、フレーム単位で行うことも可能である。例
えば、プリアンブルや制御シンボル伝送後の情報を伝送するためのシンボルにおいて、最
初のスロットで使用する位相変更値は＃０と固定としてもよい。
【０８２６】
 
（実施の形態Ｄ３）
　なお、上述の各実施の形態では、重み付け合成部がプリコーディングに使用するプリコ
ーディング行列を複素数で表現しているが、プリコーディング行列を実数で表現すること
もできる。
【０８２７】
　つまり、例えば、２つのマッピング後の（使用した変調方式の）ベースバンド信号をｓ
１（ｉ）、ｓ２（ｉ）（ただし、ｉは時間、または、周波数）とし、プリコーディングに
得られる２つのプリコーディング後のベースバンド信号をｚ１（ｉ）、ｚ２（ｉ）とする
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。そして、マッピング後の（使用した変調方式の）ベースバンド信号をｓ１（ｉ）の同相
成分をＩｓ１（ｉ）、直交成分をＱｓ１（ｉ）、マッピング後の（使用した変調方式の）
ベースバンド信号をｓ２（ｉ）の同相成分をＩｓ２（ｉ）、直交成分をＱｓ２（ｉ）、プ
リコーディング後のベースバンド信号をｚ１（ｉ）の同相成分をＩｚ１（ｉ）、直交成分
をＱｚ１（ｉ）、プリコーディング後のベースバンド信号をｚ２（ｉ）の同相成分をＩｚ

２（ｉ）、直交成分をＱｚ２（ｉ）とすると、実数で構成されたプリコーディング行列Ｈ

ｒを用いると以下の関係式が成立する。
【０８２８】
【数７６】

【０８２９】
　ただし、実数で構成されたプリコーディング行列Ｈｒは以下のようにあらわされる。
【０８３０】

【数７７】

【０８３１】
　このとき、ａ１１、ａ１２、ａ１３、ａ１４、ａ２１、ａ２２、ａ２３、ａ２４、ａ３

１、ａ３２、ａ３３、ａ３４、ａ４１、ａ４２、ａ４３、ａ４４は実数である。ただし、
｛ａ１１＝０かつａ１２＝０かつａ１３＝０かつａ１４＝０｝が成立してはならず、｛ａ

２１＝０かつａ２２＝０かつａ２３＝０かつａ２４＝０｝が成立してはならず、｛ａ３１

＝０かつａ３２＝０かつａ３３＝０かつａ３４＝０｝が成立してはならず、｛ａ４１＝０
かつａ４２＝０かつａ４３＝０かつａ４４＝０｝が成立してはならない。そして、｛ａ１

１＝０かつａ２１＝０かつａ３１＝０かつａ４１＝０｝が成立してはならず、｛ａ１２＝
０かつａ２２＝０かつａ３２＝０かつａ４２＝０｝が成立してはならず、｛ａ１３＝０か
つａ２３＝０かつａ３３＝０かつａ４３＝０｝が成立してはならず、｛ａ１４＝０かつａ

２４＝０かつａ３４＝０かつａ４４＝０｝が成立してはならない。
【０８３２】
 
（実施の形態Ｅ１）
　本実施の形態では、（１）図４の送信装置の場合、（２）図４の送信装置に対してＯＦ
ＤＭ方式のようなマルチキャリア方式に対応した場合、（３）図６７、図７０の送信装置
に対して図４のように一つの符号化器と分配部を適用した場合にの３つの場合のどれにも
適用できる、本明細書の中で説明した規則的に位相変更を行った場合の位相変更のイニシ
ャライズ方法について説明する。



(136) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【０８３３】
　非特許文献１２～非特許文献１５に示されているように、ＱＣ（Quasi Cyclic）　ＬＤ
ＰＣ（Low-Density Parity-Check）符号（ＱＣ－ＬＤＰＣ符号でない、ＬＤＰＣ符号であ
ってもよい）、ＬＤＰＣ符号とＢＣＨ符号（Bose-Chaudhuri-Hocquenghem code）の連接
符号、テイルバイティングを用いたターボ符号またはDuo-Binary Turbo Code等のブロッ
ク符号を用いたときの規則的に位相を変更する場合を考える。
【０８３４】
　ここでは、一例として、ｓ１、ｓ２の２つのストリームを送信する場合を例に説明する
。ただし、ブロック符号を用いて符号化を行った際、制御情報等が必要でないとき、符号
化後のブロックを構成するビット数は、ブロック符号を構成するビット数（ただし、この
中に、以下で記載するような制御情報等が含まれていてもよい。）と一致する。ブロック
符号を用いて符号化を行った際、制御情報等（例えば、ＣＲＣ（Cyclic Redundancy Chec
k）、伝送パラメータ等）が必要であるとき、符号化後のブロックを構成するビット数は
、ブロック符号を構成するビット数と制御情報等のビット数の和であることもある。
【０８３５】
　図３４は、ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数
、スロット数の変化を示した図である。図３４は、例えば、上述の送信装置に対し、ｓ１
、ｓ２の２つのストリームを送信し、かつ、送信装置が、１つの符号化器を有している場
合の「ブロック符号を用いたとき、１つの符号化後のブロックに必要なシンボル数、スロ
ット数の変化を示した図」である。（このとき、伝送方式としては、シングルキャリア伝
送、ＯＦＤＭのようなマルチキャリア伝送、いずれを用いてもよい。）
　図３４に示すように、ブロック符号における１つの符号化後のブロックを構成するビッ
ト数を６０００ビットであるとする。この６０００ビットを送信するためには、変調方式
がＱＰＳＫのとき３０００シンボル、１６ＱＡＭのとき１５００シンボル、６４ＱＡＭの
とき１０００シンボルが必要となる。
【０８３６】
　そして、上述の送信装置では、２つのストリームを同時に送信することになるため、変
調方式がＱＰＳＫのとき、前述の３０００シンボルは、ｓ１に１５００シンボル、ｓ２に
１５００シンボル割り当てられることになるため、ｓ１で送信する１５００シンボルとｓ
２で送信する１５００シンボルを送信するために１５００スロット（ここでは「スロット
」と名付ける。）が必要となる。
【０８３７】
　同様に考えると、変調方式が１６ＱＡＭのとき、１つの符号化後のブロックを構成する
すべてのビットを送信するために７５０スロットが必要となり、変調方式が６４ＱＡＭの
とき、１ブロックを構成するすべてのビットを送信するために５００スロットが必要とな
る。
【０８３８】
　次に、図７１のようなフレーム構成で、送信装置が、変調信号を送信する場合を考える
。図７１（ａ）は、変調信号ｚ１’またはｚ１（アンテナ３１２Ａで送信）の時間および
周波数軸におけるフレーム構成を示している。また、図７１（ｂ）は、変調信号ｚ２（ア
ンテナ３１２Ｂで送信）の時間および周波数軸におけるフレーム構成を示している。この
とき、変調信号ｚ１’またはｚ１が用いている周波数（帯）と変調信号ｚ２が用いている
周波数（帯）は同一であるものとし、同一時刻に変調信号ｚ１’またはｚ１、と、変調信
号ｚ２が存在することになる。
【０８３９】
　図７１（ａ）に示すように、送信装置は区間Ａではプリアンブル（制御シンボル）を送
信しており、通信相手に制御情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第
１、第２符号化ブロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送
信装置は、区間Ｂで、第１符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｃで、
第２符号化ブロックを送信することになる。
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【０８４０】
　送信装置は区間Ｄではプリアンブル（制御シンボル）を送信しており、通信相手に制御
情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第３、第４、・・・、符号化ブ
ロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送信装置は、区間Ｅ
で、第３符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｆで、第４符号化ブロッ
クを送信することになる。
【０８４１】
　図７１（ｂ）に示すように、送信装置は区間Ａではプリアンブル（制御シンボル）を送
信しており、通信相手に制御情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第
１、第２符号化ブロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送
信装置は、区間Ｂで、第１符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｃで、
第２符号化ブロックを送信することになる。
【０８４２】
　送信装置は区間Ｄではプリアンブル（制御シンボル）を送信しており、通信相手に制御
情報を伝送するためのシンボルであり、特に、ここでは、第３、第４、・・・、符号化ブ
ロックを伝送するための変調方式の情報が含まれているものとする。送信装置は、区間Ｅ
で、第３符号化ブロックを送信することになる。送信装置は区間Ｆで、第４符号化ブロッ
クを送信することになる。
【０８４３】
　図７２は、図３４のように符号化ブロックを伝送する場合において、特に、第１符号化
ブロックでは、変調方式として１６ＱＡＭを用いた場合に使用するスロット数を示してお
り、第１符号化ブロックを伝送するためには、７５０スロットが必要となる。
【０８４４】
　同様に、第２符号化ブロックでは、変調方式としてＱＰＳＫを用いた場合に使用するス
ロット数を示しており、第２符号化ブロックを伝送するためには、１５００スロットが必
要となる。
【０８４５】
　図７３は、図３４のように符号化ブロックを伝送する場合において、特に、第３符号化
ブロックでは、変調方式としてＱＰＳＫを用いた場合に使用するスロット数を示しており
、第３符号化ブロックを伝送するためには、１５００スロットが必要となる。
【０８４６】
　そして、本明細書で説明したように、変調信号ｚ１、つまり、アンテナ３１２Ａで送信
する変調信号に対しては、位相変更を行わず、変調信号ｚ２、つまり、アンテナ３１２Ｂ
で送信する変調信号に対しては、位相変更を行う場合を考える。このとき、図７２、図７
３では、位相変更を行う方法について示している。
【０８４７】
　まず、前提として、位相変更するために、異なる位相変更値を７つ用意し、７つの位相
変更値を＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６と名付ける。また、位相変更は規則
的、且つ周期的に用いるものとする。つまり、位相変更値は、＃０、＃１、＃２、＃３、
＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、＃２、＃
３、＃４、＃５、＃６、・・・というように規則的にかつ、周期的に変更を行うものとす
る。
【０８４８】
　図７２に示すように、まず、第１ブロック符号化ブロックでは、７５０スロット存在す
るので、位相変更値を＃０から使用を開始すると、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５
、＃６、＃０、＃１、＃２、・・・、＃４、＃５、＃６、＃０となり、７５０番目のスロ
ットは＃０を用いて終了することになる。
【０８４９】
　次に、第２符号化ブロックの各スロットに対し、位相変更を適用することになる。本明
細書では、マルチキャスト通信、放送に適用する場合を想定しているので、ある受信端末
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は、第１符号化ブロックを必要とせず、第２符号化ブロックのみ抽出する場合が考えられ
る。この場合、第１符号化ブロックの最後のスロットを送信するために位相変更値＃０を
用いたからといって、第２符号化ブロックを伝送するために、最初に位相変更値＃１を用
いたものとする。すると、
 
（ａ）前述の端末は、第１符号化ブロックがどのように送信されたかを監視、つまり、第
１符号化ブロックの最後のスロットの送信に位相変更値がどのパターンであるかを監視し
、第２符号化ブロックの最初のスロットに使用する位相変更値を推定する、
（ｂ）（ａ）を行わないために、送信装置は、第２符号化ブロックの最初のスロットに使
用する位相変更値の情報を伝送する
 
という方法が考えられる。（ａ）の場合、端末は第１符号化ブロックの伝送を監視する必
要があるため消費電力が増大してしまい、（ｂ）の場合、データの伝送効率の低下を招く
ことになる。
【０８５０】
　したがって、上述のような位相変更値の割り当てには改善の余地がある。そこで、各符
号化ブロックの最初のスロットを伝送するために使用する位相変更値を固定とする方法を
提案する。したがって、図７２に示すように、第２符号化ブロックの最初のスロットを伝
送するために使用する位相変更値は、第１符号化ブロックの最初のスロットを伝送するた
めに用いた位相変更値と同様に、＃０とする。
【０８５１】
　同様に、図７３に示すように、第３符号化ブロックの最初のスロットを伝送するために
使用する位相変更値は、＃３とするのではなく、第１、第２符号化ブロックの最初のスロ
ットを伝送するために使用する位相変更値と同様に、＃０とする。
【０８５２】
　以上のようにすることで、上述の（ａ）、（ｂ）で発生する課題を抑制することができ
るという効果を得ることができる。
【０８５３】
　なお、本実施の形態では、符号化ブロックごとに位相変更値をイニシャライズする方法
、つまり、いずれの符号化ブロックの最初のスロットに使用する位相変更値は、＃０と固
定と方法について述べたが、別の方法として、フレーム単位で行うことも可能である。例
えば、プリアンブルや制御シンボル伝送後の情報を伝送するためのシンボルにおいて、最
初のスロットで使用する位相変更値は＃０と固定としてもよい。
【０８５４】
　例えば、図７１において、フレームがプリアンブルから開始される、と解釈すると、第
１フレームにおいて、最初の符号化ブロックは、第１符号化ブロックとなり、第２フレー
ムにおいて、最初の符号ブロックは、第３符号化ブロックとなり、図７２、図７３を用い
て上述で説明したようにした場合、上述の「フレーム単位で、最初のスロットで使用する
位相変更値は（＃０と）固定」の例となっている。
【０８５５】
　次に、ＤＶＢ（Digital Video Broadcasting）－Ｔ２（Ｔ:Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ）
規格を用いた放送システムに適用する場合について説明する。はじめに、ＤＶＢ―Ｔ２規
格を用いた放送システムのフレーム構成について説明する。
【０８５６】
　図７４は、ＤＶＢ－Ｔ２規格における、放送局が送信する信号のフレーム構成の概要を
示している。ＤＶＢ－Ｔ２規格では、ＯＦＤＭ方式を用いているため、時間―周波数軸に
フレームが構成されている。図７４は、時間－周波数軸におけるフレーム構成を示してお
り、フレームは、P1 Signalling data（７４０１）、L1 Pre-Signalling data（７４０２
）、L1 Post-Signalling data（７４０３）、Common PLP（７４０４）、PLP#1～#N（７４
０５＿１～７４０５＿Ｎ）で構成されている（ＰＬＰ：Physical Layer Pipe）。 （ここ
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で、L1 Pre-Signalling data（７４０２）、L1 Post-Signalling data（７４０３）をP2
シンボルと呼ぶ。）このように、P1 Signalling data（７４０１）、L1 Pre-Signalling 
data（７４０２）、L1 Post-Signalling data（７４０３）、Common PLP（７４０４）、P
LP#1～#N（７４０５＿１～７４０５＿Ｎ）で構成されているフレームをＴ２フレームと名
付けており、フレーム構成の一つの単位となっている。
【０８５７】
　P1 Signalling data（７４０１）により、受信装置が信号検出、周波数同期（周波数オ
フセット推定も含む）を行うためのシンボルであると同時に、フレームにおけるＦＦＴ（
Fast Fourier Transform）サイズの情報、ＳＩＳＯ（Single-Input Single-Output）／Ｍ
ＩＳＯ（Multiple-Input Single-Output）のいずれの方式で変調信号を送信するかの情報
等を伝送する。（ＳＩＳＯ方式の場合、一つの変調信号を送信する方式で、ＭＩＳＯ方式
の場合、複数の変調信号を送信する方法であり、かつ、非特許文献９、１６、１７に示さ
れている時空間ブロック符号を用いている。）
　L1 Pre-Signalling data（７４０２）により、送信フレームで使用するガードインター
バルの情報、ＰＡＰＲ（Peak to Average Power Ratio）を削減するために行う信号処理
方法に関する情報、L1 Post-Signalling dataを伝送する際の変調方式、誤り訂正方式（F
EC: Forward Error Correction）、誤り訂正方式の符号化率の情報、L1 Post-Signalling
 dataのサイズおよび情報サイズの情報、パイロットパターンの情報、セル（周波数領域
）固有番号の情報、ノーマルモードおよび拡張モード（ノーマルモードと拡張モードでは
、データ伝送に用いるサブキャリア数が異なる。）のいずれの方式を用いているかの情報
等を伝送する。
【０８５８】
　L1 Post-Signalling data（７４０３）により、ＰＬＰの数の情報、使用する周波数領
域に関する情報、各ＰＬＰの固有番号の情報、各ＰＬＰを伝送するのに使用する変調方式
、誤り訂正方式、誤り訂正方式の符号化率の情報、各ＰＬＰの送信するブロック数の情報
等を伝送する。
【０８５９】
　Common PLP（７４０４）、PLP#1～#N（７４０５＿１～７４０５＿Ｎ）は、データを伝
送するための領域である。
【０８６０】
　図７４のフレーム構成では、P1 Signalling data（７４０１）、L1 Pre-Signalling da
ta（７４０２）、L1 Post-Signalling data（７４０３）、Common PLP（７４０４）、PLP
#1～#N（７４０５＿１～６１０５＿Ｎ）は時分割で送信されているように記載しているが
、実際は、同一時刻に２種類以上の信号が存在している。その例を図７５に示す。図７５
に示すように、同一時刻に、L1 Pre-Signalling data、L1 Post-Signalling data、Commo
n PLPが存在していたり、同一時刻に、PLP#1、PLP#2が存在したりすることもある。つま
り、各信号は、時分割および周波数分割を併用し、フレームが構成されている。
【０８６１】
　図７６は、ＤＶＢ－Ｔ２規格における（例えば、放送局）の送信装置に対し、プリコー
ディング後（または、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に位
相変更を行う送信方法を適用した送信装置の構成の一例を示している。
【０８６２】
　ＰＬＰ信号生成部７６０２は、ＰＬＰ用の送信データ７６０１（複数ＰＬＰ用のデータ
）、制御信号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれる各ＰＬＰの誤り訂正符号
化の情報、変調方式の情報等の情報に基づき、誤り訂正符号化、変調方式に基づくマッピ
ングを行い、ＰＬＰの（直交）ベースバンド信号７６０３を出力する。
【０８６３】
　Ｐ２シンボル信号生成部７６０５は、Ｐ２シンボル用送信データ７６０４、制御信号７
６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるＰ２シンボルの誤り訂正の情報、変調方
式の情報等の情報に基づき、誤り訂正符号化、変調方式に基づくマッピングを行い、Ｐ２
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シンボルの（直交）ベースバンド信号７６０６を出力する。
【０８６４】
　制御信号生成部７６０８は、Ｐ１シンボル用の送信データ７６０７、Ｐ２シンボル用送
信データ７６０４を入力とし、図７４における各シンボル群（P1 Signalling data（７４
０１）、L1 Pre-Signalling data（７４０２）、L1 Post-Signalling data（７４０３）
、Common PLP（７４０４）、PLP#1～#N（７４０５＿１～７４０５＿Ｎ））の送信方法（
誤り訂正符号、誤り訂正符号の符号化率、変調方式、ブロック長、フレーム構成、規則的
にプリコーディング行列を切り替える送信方法を含む選択した送信方法、パイロットシン
ボル挿入方法、ＩＦＦＴ（Inverse Fast Fourier Transform）／ＦＦＴの情報等、PAPR削
減方法の情報、ガードインターバル挿入方法の情報）の情報を制御信号７６０９として出
力する。
【０８６５】
　フレーム構成部７６１０は、ＰＬＰのベースバンド信号７６０３、Ｐ２シンボルのベー
スバンド信号７６０６、制御信号７６０９を入力とし、制御信号に含まれるフレーム構成
の情報に基づき、周波数、時間軸における並び替えを施し、フレーム構成にしたがった、
ストリーム１の（直交）ベースバンド信号７６１１＿１（マッピング後の信号、つまり、
使用する変調方式に基づくベースバンド信号）、ストリーム２の（直交）ベースバンド信
号７６１１＿２（マッピング後の信号、つまり、使用する変調方式に基づくベースバンド
信号）を出力する。
【０８６６】
　信号処理部７６１２は、ストリーム１のベースバンド信号７６１１＿１、ストリーム２
のベースバンド信号７６１１＿２、制御信号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含
まれる送信方法に基づいた信号処理後の変調信号１（７６１３＿１）および信号処理後の
変調信号２（７６１３＿２）を出力する。
【０８６７】
　ここで特徴的な点は、送信方法として、プリコーディング後（または、プリコーディン
グおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に位相変更を行う送信方法が選択されたと
き、信号処理部は、図６、図２５、図２６、図２７、図２８、図２９、図６９と同様に、
プリコーディング後（またはプリコーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信
号に位相変更を行う処理を行い、この信号処理を行われた信号が、信号処理後の変調信号
１（７６１３＿１）および信号処理後の変調信号２（７６１３＿２）となる。
【０８６８】
　パイロット挿入部７６１４＿１は、信号処理後の変調信号１（７６１３＿１）、制御信
号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるパイロットシンボルの挿入方法に関
する情報に基づき、信号処理後の変調信号１（７６１３＿１）にパイロットシンボルを挿
入し、パイロットシンボル挿入後の変調信号７６１５＿１を出力する。
【０８６９】
　パイロット挿入部７６１４＿２は、信号処理後の変調信号２（７６１３＿２）、制御信
号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるパイロットシンボルの挿入方法に関
する情報に基づき、信号処理後の変調信号２（７６１３＿２）にパイロットシンボルを挿
入し、パイロットシンボル挿入後の変調信号７６１５＿２を出力する。
【０８７０】
　ＩＦＦＴ（Inverse Fast Fourier Transform）部７６１６＿１は、パイロットシンボル
挿入後の変調信号７６１５＿１、制御信号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含ま
れるＩＦＦＴの方法の情報に基づき、ＩＦＦＴを施し、ＩＦＦＴ後の信号７６１７＿１を
出力する。
【０８７１】
　ＩＦＦＴ部７６１６＿２は、パイロットシンボル挿入後の変調信号７６１５＿２、制御
信号７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるＩＦＦＴの方法の情報に基づき、
ＩＦＦＴを施し、ＩＦＦＴ後の信号７６１７＿２を出力する。
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【０８７２】
　ＰＡＰＲ削減部７６１８＿１は、ＩＦＦＴ後の信号７６１７＿１、制御信号７６０９を
入力とし、制御信号７６０９に含まれるPAPR削減に関する情報に基づき、ＩＦＦＴ後の信
号７６１７＿１にPAPR削減のための処理を施し、PAPR削減後の信号７６１９＿１を出力す
る。
【０８７３】
　ＰＡＰＲ削減部７６１８＿２は、ＩＦＦＴ後の信号７６１７＿２、制御信号７６０９を
入力とし、制御信号７６０９に含まれるPAPR削減に関する情報に基づき、ＩＦＦＴ後の信
号７６１７＿２にPAPR削減のための処理を施し、PAPR削減後の信号７６１９＿２を出力す
る。
【０８７４】
　ガードインターバル挿入部７６２０＿１は、PAPR削減後の信号７６１９＿１、制御信号
７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるガードインターバルの挿入方法に関す
る情報に基づき、PAPR削減後の信号７６１９＿１にガードインターバルを挿入し、ガード
インターバル挿入後の信号７６２１＿１を出力する。
【０８７５】
　ガードインターバル挿入部７６２０＿２は、PAPR削減後の信号７６１９＿２、制御信号
７６０９を入力とし、制御信号７６０９に含まれるガードインターバルの挿入方法に関す
る情報に基づき、PAPR削減後の信号７６１９＿２にガードインターバルを挿入し、ガード
インターバル挿入後の信号７６２１＿２を出力する。
【０８７６】
　Ｐ１シンボル挿入部７６２２は、ガードインターバル挿入後の信号７６２１＿１、ガー
ドインターバル挿入後の信号７６２１＿２、Ｐ１シンボル用の送信データ７６０７を入力
とし、Ｐ１シンボル用の送信データ７６０７からＰ１シンボルの信号を生成し、ガードイ
ンターバル挿入後の信号７６２１＿１に対し、Ｐ１シンボルを付加し、Ｐ１シンボルを付
加した後の信号７６２３＿１と、および、ガードインターバル挿入後の信号７６２１＿２
に対し、Ｐ１シンボルを付加し、Ｐ１シンボルを付加した後の信号７６２３＿２とを出力
する。なお、Ｐ１シンボルの信号は、Ｐ１シンボルを付加した後の信号７６２３＿１、Ｐ
１シンボルを付加した後の信号７６２３＿２両者に付加されていてもよく、また、いずれ
もか一方に付加されていてもよい。一方に付加されている場合、付加されている信号の付
加されている区間では、付加されていない信号には、ベースバンド信号としてゼロの信号
が存在することになる。
【０８７７】
　無線処理部７６２４＿１は、Ｐ１シンボルを付加した後の信号７６２３＿１、制御信号
７６０９を入力とし、周波数変換、増幅等の処理が施され、送信信号７６２５＿１を出力
する。そして、送信信号７６２５＿１は、アンテナ７６２６＿１から電波として出力され
る。
【０８７８】
　無線処理部７６２４＿２は、Ｐ１シンボル用処理後の信号７６２３＿２、制御信号７６
０９を入力とし、周波数変換、増幅等の処理が施され、送信信号７６２５＿２を出力する
。そして、送信信号７６２５＿２は、アンテナ７６２６＿２から電波として出力される。
【０８７９】
　上述で説明したように、Ｐ１シンボル、Ｐ２シンボル、制御シンボル群により、各ＰＬ
Ｐの伝送方法（例えば、一つの変調信号を送信する送信方法、プリコーディング後（また
は、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に位相変更を行う送信
方法）、および、使用している変調方式の情報が、端末に伝送される。このとき、端末は
、情報として必要なＰＬＰのみを切り出して、復調（信号分離、信号検波を含む）、誤り
訂正復号を行うと、端末の消費電力は少なくてすむ。したがって、図７１～図７３を用い
て説明したときと同様に、伝送方法として、プリコーディング後（または、プリコーディ
ングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に、規則的に位相変更を行う送信方法を
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用いて伝送されるＰＬＰの先頭のスロットで使用する位相変更値（＃０と）固定とする方
法を提案する。なお、ＰＬＰの伝送方法は上記に限ったものではなく、非特許文献９、非
特許文献１６、非特許文献１７に示されているような時空間符号や、他の送信方法を指定
することも可能である。
【０８８０】
　例えば、図７４のようなフレーム構成により、放送局が、各シンボルを送信したものと
する。このとき、一例として、ＰＬＰ（混乱を避けるため＃１から＄１と変更する）＄１
とＰＬＰ＄Ｋを、放送局が、プリコーディング後（または、プリコーディングおよびベー
スバンド信号入れ替え後）の信号に位相変更を用いて送信するときの、周波数―時間軸に
おけるフレーム構成を図７７に示す。
【０８８１】
　なお、前提として、以下の説明では、一例として、プリコーディング後（または、プリ
コーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に、規則的に位相変更を行う送
信方法では、位相変更値を７つ用意し、７つの位相変更値を＃０、＃１、＃２、＃３、＃
４、＃５、＃６と名付ける。また、位相変更値は規則的、かつ、周期的に用いるものとす
る。つまり、位相変更値は、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、
＃２、＃３、＃４、＃５、＃６、＃０、＃１、＃２、＃３、＃４、＃５、＃６、・・・と
いうように規則的にかつ、周期的に変更を行うものとする。
【０８８２】
　図７７のように、ＰＬＰ＄１は、時刻Ｔ、キャリア３（図７７の７７０１）をスロット
の先頭とし、時刻Ｔ＋４、キャリア４をスロットの最後（図７７の７７０２）として、ス
ロット（シンボル）が存在している（図７７参照）。
【０８８３】
　つまり、ＰＬＰ＄１にとって、時刻Ｔ、キャリア３は第１番目のスロットであり、第２
番目のスロットは時刻Ｔ、キャリア４であり、第３番目のスロットは時刻Ｔ、キャリア５
であり、・・・、第７番目のスロットは時刻Ｔ＋１、キャリア１であり、第８番目のスロ
ットは時刻Ｔ＋１、キャリア２であり、第９番目のスロットは時刻Ｔ＋１、キャリア３で
あり、・・・、第１４番目のスロットは時刻Ｔ＋１、キャリア８であり、第１５番目のス
ロットは時刻Ｔ＋２、キャリア１であり、・・・、となる。
【０８８４】
　そして、ＰＬＰ＄Ｋは、時刻Ｓ、キャリア４（図７７の７７０３）をスロットの先頭と
し、時刻Ｓ＋８、キャリア４をスロットの最後（図７７の７７０４）として、スロット（
シンボル）が存在している（図７７参照）。
【０８８５】
　つまり、ＰＬＰ＄Ｋにとって、時刻Ｓ、キャリア４は第１番目のスロットであり、第２
番目のスロットは時刻Ｓ、キャリア５であり、第３番目のスロットは時刻Ｓ、キャリア６
であり、・・・、第５番目のスロットは時刻Ｓ、キャリア８であり、第９番目のスロット
は時刻Ｓ＋１、キャリア１であり、第１０番目のスロットは時刻Ｓ＋１、キャリア２であ
り、・・・、第１６番目のスロットは時刻Ｓ＋１、キャリア８であり、第１７番目のスロ
ットは時刻Ｓ＋２、キャリア１であり、・・・、となる。
【０８８６】
　なお、各ＰＬＰの先頭のスロット（シンボル）の情報と最後のスロット（シンボル）の
情報を含む各ＰＬＰが使用しているスロットの情報は、Ｐ１シンボル、Ｐ２シンボル、制
御シンボル群等の制御シンボルにより、伝送されていることになる。
【０８８７】
　このとき、図７１～図７３を用いて説明したときと同様に、ＰＬＰ＄１の先頭のスロッ
トである、時刻Ｔ、キャリア３（図７７の７７０１）のスロットは、位相変更値＃０を用
いて位相変更を行うものとする。同様に、ＰＬＰ＄Ｋ－１の最後のスロットである、時刻
Ｓ、キャリア３（図７７の７７０５）をスロットで用いている、位相変更値の番号にかか
わらず、ＰＬＰ＄Ｋの先頭のスロットである、時刻Ｓ、キャリア４（図７７の７７０３）
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のスロットは、プリコーディング行列＃０を用いて位相変更を行うものとする。（ただし
、これまで説明したように、位相変更を行う前に、プリコーディング（または、プリコー
ディングおよびベースバンド信号入れ替え）が行われているものとする。）
　また、プリコーディング後（または、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替
え後）の信号に、規則的に位相変更を行う送信方法を用いて送信する他のＰＬＰの先頭の
スロットは、プリコーディング行列＃０を用いてプリコーディングを行うものとする。
【０８８８】
　以上のようにすることで、上述で述べた実施の形態Ｄ２で説明した（ａ）および（ｂ）
の課題を抑制することができるという効果を得ることができる。
【０８８９】
　当然であるが、受信装置は、Ｐ１シンボル、Ｐ２シンボル、制御シンボル群等の制御シ
ンボルに含む各ＰＬＰが使用しているスロットの情報から必要としているＰＬＰを抽出し
て復調（信号分離、信号検波を含む）、誤り訂正復号を行うことになる。また、受信装置
は、プリコーディング後（または、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替え後
）の信号に、規則的に位相変更を行う送信方法の位相変更規則について、予め知っており
、（複数の規則がある場合は、送信装置が、使用する規則の情報を伝送し、受信装置はそ
の情報を得て、使用している規則を知ることになる。）各ＰＬＰの先頭のスロットの番号
に基づいて、位相変更の切り替え規則のタイミングを合わせることで、情報シンボルの復
調（信号分離、信号検波を含む）が可能となる。
【０８９０】
　次に、図７８のようなフレーム構成で（図７８のシンボル群で構成されるフレームをメ
インフレームと呼ぶ。）、放送局（基地局）が変調信号を送信する場合を考える。図７８
において、図７４と同様に動作するものについては、同一符号を付している。特徴的な点
は、（端末の）受信装置において、受信信号のゲインコントロールを調整しやすいように
、メインフレームにおいて、一つの変調信号を送信するサブフレームと、複数の変調信号
を送信するサブフレームに分離されている点である。なお、「一つの変調信号を送信する
」とは、一つの変調信号を一つのアンテナから送信する場合と同一の変調信号を複数生成
し、この複数の信号を複数の異なるアンテナから送信する場合も含むものとする。
【０８９１】
　図７８において、ＰＬＰ＃１（７４０５＿１）～ＰＬＰ＃Ｎ（７４０５＿Ｎ）により、
一つの変調信号を送信するサブフレーム７８００を構成しており、サブフレーム７８００
は、ＰＬＰのみで構成されているとともに、複数変調信号により送信するＰＬＰは存在し
ない。そして、ＰＬＰ＄１（７８０２＿１）～ＰＬＰ＄Ｍ（７８０２＿Ｍ）により、複数
の変調信号を送信するサブフレーム７８０１を構成しており、サブフレーム７８０１は、
ＰＬＰのみで構成されているとともに、一つの変調信号を送信するＰＬＰは存在しない。
【０８９２】
　このとき、これまで説明したときと同様に、サブフレーム７８０１において、プリコー
ディング後（または、プリコーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に、
規則的に位相変更を行う送信方法を用いている場合、ＰＬＰ（ＰＬＰ＄１（７８０２＿１
）～ＰＬＰ＄Ｍ（７８０２＿Ｍ））の先頭のスロットは、プリコーディング行列＃０を用
いてプリコーディングを行うものとする（プリコーディング行列のイニシャライズ、と呼
ぶ）。ただし、ＰＬＰ＄１（７８０２＿１）～ＰＬＰ＄Ｍ（７８０２＿Ｍ）において、別
の送信方法、例えば、位相変更を行わないプリコーディング方法を用いる送信方法、時空
間ブロック符号を用いる送信方法、空間多重ＭＩＭＯ伝送方法（図２３参照）のいずれか
を用いているＰＬＰは、上記で述べたプリコーディング行列のイニシャライズは関係ない
ことになる。
【０８９３】
　また、図７９のように、ＰＬＰ＄１は、第Ｘのメインフレームの複数の変調信号を送信
するサブフレームの最初のＰＬＰであり、ＰＬＰ＄１’は、第Ｙ（ただしＸとは異なる）
のメインフレームの複数の変調信号を送信するサブフレームの最初のＰＬＰであるものと
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する。そして、ＰＬＰ＄１、ＰＬＰ＄１’いずれもプリコーディング後（または、プリコ
ーディングおよびベースバンド信号入れ替え後）の信号に、規則的に位相変更を行う送信
方法を用いているものとする。なお、図７９において、図７７と同様のものは、同一符号
を付している。
【０８９４】
　このとき、第Ｘのメインフレームの複数の変調信号を送信するサブフレームの最初のＰ
ＬＰであるＰＬＰ＄１の先頭のスロット（図７９の７７０１（時刻Ｔ、キャリア３のスロ
ット））は、位相変更値＃０を用いて位相変更を行うものとする。
【０８９５】
　同様に、第Ｙのメインフレームの複数の変調信号を送信するサブフレームの最初のＰＬ
ＰであるＰＬＰ＄１’の先頭のスロット（図７９の７９０１（時刻Ｔ’、キャリア７のス
ロット））は、位相変更値＃０を用いて位相変更を行うものとする。
【０８９６】
　以上のように、各メインフレームにおいて、複数の変調信号を送信するサブフレームの
最初のＰＬＰの最初のスロットにおいて、位相変更値＃０を用いて位相変更を行うものと
することを特徴とする。
【０８９７】
　このようにすることも、実施の形態Ｄ２で説明した（ａ）および（ｂ）の課題を抑制す
るためには重要となる。
【０８９８】
　なお、ＰＬＰ＄１の先頭のスロット（図７９の７７０１（時刻Ｔ、キャリア３のスロッ
ト））は位相変更値＃０を用いて位相変更を行っているので、周波数軸に位相変更値を更
新するとした場合、時刻Ｔ、キャリア４のスロットは位相変更値＃１を用いて位相変更を
行い、時刻Ｔ、キャリア５のスロットは位相変更値＃２を用いて位相変更を行い、時刻Ｔ
、キャリア６のスロットは位相変更値＃３を用いて位相変更を行う、・・・、とする。
【０８９９】
　同様に、ＰＬＰ＄１’の先頭のスロット（図７９の７９０１（時刻Ｔ’、キャリア７の
スロット））は位相変更値＃０を用いて位相変更を行っているので、周波数軸に位相変更
値を更新するとした場合、時刻Ｔ’、キャリア８のスロットは位相変更値＃１を用いて位
相変更を行い、時刻Ｔ’＋１、キャリア１のスロットは位相変更値＃２を用いて位相変更
を行い、時刻Ｔ’＋２、キャリア１のスロットは位相変更値＃３を用いて位相変更を行い
、時刻Ｔ’＋３、キャリア１のスロットは位相変更値＃４を用いて位相変更を行う、・・
・、とする。
【０９００】
　なお、本実施の形態は、図４の送信装置の場合、図４の送信装置に対しＯＦＤＭ方式の
ようなマルチキャリア方式に対応した場合、図６７、図７０の送信装置に対し図４のよう
に、一つの符号化器と分配部を適用した場合を例に説明したが、図３の送信装置、図１２
の送信装置、図６７の送信装置、図７０の送信装置のように、ｓ１、ｓ２の２つのストリ
ームを送信し、かつ、送信装置が、２つの符号化器を有している場合についても、本実施
の形態で説明した位相変更値のイニシャライズを適用することは可能である。
【０９０１】
　なお、本明細書の発明に関連する送信装置の図面、図３、図４、図１２、図１３、図５
１、図５２、図６７、図７０、図７６等で、２つの送信アンテナから送信される変調信号
をそれぞれ、変調信号＃１、変調信号＃２としたとき、変調信号＃１の平均送信電力と変
調信号＃２の平均送信電力はどのように設定しても良い。例えば、両変調信号の平均送信
電力を異なるように設定する場合、一般的な無線通信システムで用いられている送信電力
制御の技術を適用することで、変調信号＃１の平均送信電力と変調信号＃２の平均送信電
力を異なるように設定できる。このとき、送信電力制御は、ベースバンド信号の状態（例
えば、用いる変調方式のマッピング時点で、送信電力制御を行う）で、信号の電力制御を
行ってもよいし、アンテナの手前の電力増幅器（パワーアンプ）で、送信電力制御を行っ
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てもよい。
【０９０２】
 
（実施の形態Ｆ１）
　実施の形態１－４、実施の形態Ａ１、実施の形態Ｃ１－Ｃ７、実施の形態Ｄ１－Ｄ３及
び実施の形態Ｅ１で説明したプリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更
する方法は、Ｉ－Ｑ平面にマッピングされた任意のベースバンド信号ｓ１とｓ２に対して
適用可能である。そのため、実施の形態１－４、実施の形態Ａ１、実施の形態Ｃ１－Ｃ７
、実施の形態Ｄ１－Ｄ３及び実施の形態Ｅ１では、ベースバンド信号ｓ１とｓ２について
詳細に説明していない。一方、例えば、プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に
位相を変更する方法を、誤り訂正符号化されたデータから生成されたベースバンド信号ｓ
１とｓ２に対して適用する場合、ｓ１とｓ２の平均電力（平均値）を制御することにより
さらに良好な受信品質を得られる可能性がある。本実施の形態では、誤り訂正符号化され
たデータから生成されたベースバンド信号ｓ１とｓ２に対して、プリコーディング後の変
調信号に対し、規則的に位相を変更する方法を適用する場合の、ｓ１とｓ２の平均電力（
平均値）の設定方法について述べる。
【０９０３】
　ここでは、一例として、ベースバンド信号ｓ１に対して適用する変調方式がＱＰＳＫ、
ベースバンド信号ｓ２に対して適用する変調方式が１６ＱＡＭとして説明をする。
【０９０４】
　ｓ１の変調方式がＱＰＳＫであるので、ｓ１は１シンボルあたり２ビットのデータを伝
送することになる。この伝送する２ビットをｂ０、ｂ１と名付ける。これに対して、ｓ２
の変調方式は１６ＱＡＭであるので、ｓ２は１シンボルあたり４ビットのデータを伝送す
ることになる。この伝送する４ビットをｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５と名付ける。送信装置は
、ｓ１の１シンボルとｓ２の１シンボルで構成される１スロットを送信するので、１スロ
ットあたり、ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５の６ビットのデータを伝送することに
なる。
【０９０５】
　例えば、Ｉ－Ｑ平面における１６ＱＡＭの信号点配置の一例である図８０では、（ｂ２
、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（３×ｇ、３×ｇ）に、（ｂ
２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、１）は（Ｉ、Ｑ）＝（３×ｇ、１×ｇ）に、（
ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、１、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（１×ｇ、３×ｇ）に、
（ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、１、１）は（Ｉ、Ｑ）＝（１×ｇ、１×ｇ）に
、（ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、１、０、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（３×ｇ、－３×ｇ
）に、・・・、（ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（１、１、１、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（－１
×ｇ、－３×ｇ）に、（ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（１、１、１、１）は（Ｉ、Ｑ）＝
（－１×ｇ、－１×ｇ）にマッピングされる。なお、図８０の右肩に示すｂ２からｂ５は
、それぞれＩ－Ｑ平面に示す数値のそれぞれのビットとの並びを示している。
【０９０６】
　また、Ｉ－Ｑ平面におけるＱＰＳＫの信号点配置の一例である図８１では、（ｂ０、ｂ
１）＝（０、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（１×ｈ、１×ｈ）に、（ｂ０、ｂ１）＝（０、１）は
（Ｉ、Ｑ）＝（１×ｈ、－１×ｈ）に、（ｂ０、ｂ１）＝（１、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（－
１×ｈ、１×ｈ）に、（ｂ０、ｂ１）＝（１、１）は（Ｉ、Ｑ）＝（－１×ｈ、－１×ｈ
）に、マッピングされる。なお、図８１の右肩に示すｂ０、ｂ１は、それぞれＩ－Ｑ平面
に示す数値のそれぞれのビットとの並びを示している。
【０９０７】
　ここで、ｓ１の平均電力とｓ２の平均電力を等しくした場合、つまり、図８１に示すｈ
が下記式（７８）であらわされ、図８０に示すｇが下記式（７９）であらわされる場合を
仮定する。
【０９０８】
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【数７８】

【０９０９】
【数７９】

【０９１０】
　この場合の受信装置が得る対数尤度比の関係を図８２に示す。図８２は、受信装置が対
数尤度比を求めたとき、上記ｂ０からｂ５の対数尤度比の絶対値を模式的に示した図であ
る。図８２において、８２００はｂ０の対数尤度比の絶対値、８２０１はｂ１の対数尤度
比の絶対値、８２０２はｂ２の対数尤度比の絶対値、８２０３はｂ３の対数尤度比の絶対
値、８２０４はｂ４の対数尤度比の絶対値、８２０５はｂ５の対数尤度比の絶対値である
。このとき、図８２に示されるように、ＱＰＳＫにより伝送されたｂ０およびｂ１の対数
尤度比の絶対値と、１６ＱＡＭにより伝送されたｂ２からｂ５の対数尤度比の絶対値とを
比較すると、ｂ０およびｂ１の対数尤度比の絶対値は、ｂ２からｂ５の対数尤度比の絶対
値より大きい。これは、即ち、ｂ０およびｂ１の受信装置における信頼度がｂ２からｂ５
の受信装置における信頼度よりも高いことになる。これは、図８０においてｇを式（７９
）のとおりとした場合、ＱＰＳＫのＩ－Ｑ平面における信号点の最小ユークリッド距離が
、
【０９１１】

【数８０】

【０９１２】
であるのに対し、図８１において、ｈを式（７８）のとおりとした場合、ＱＰＳＫのＩ－
Ｑ平面における信号点の最少ユークリッド距離は、
【０９１３】
【数８１】

【０９１４】
となるからである。
【０９１５】
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　受信装置がこの状況で誤り訂正復号（例えば、通信システムがＬＤＰＣ符号を用いてい
る場合、sum-product復号等の信頼度伝播復号）を行った場合、「ｂ０およびｂ１の対数
尤度比の絶対値が、ｂ２からｂ５の対数尤度比の絶対値より大きい」という信頼度の差に
より、ｂ２からｂ５の対数尤度比の絶対値の影響を受け、受信装置のデータの受信品質が
劣化するという課題が発生する。
【０９１６】
　この課題を克服するためには、図８３に示すように、図８２と比較して、「ｂ０および
ｂ１の対数尤度比の絶対値とｂ２からｂ５の対数尤度比の絶対値との差を小さく」すれば
よい。
【０９１７】
　そこで、「ｓ１の平均電力（平均値）とｓ２の平均電力（平均値）を異なるようにする
」ことを考える。図８４、図８５に、パワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼んでい
るが、振幅変更部、重み付け部と呼んでもよい。）、および、重み付け合成（プリコーデ
ィング）部に関連する信号処理部の構成の例を示している。なお、図８４において、図３
、図６と同様に動作するものについては同一符号を付した。また、図８５において、図３
、図６、図８４と同様に動作するものについては同一符号を付した。
【０９１８】
　以下、パワー変更部の動作について、いくつかの例を説明する。
（例１）
　まず、図８４を用いて、動作の一例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式ＱＰＳ
Ｋのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８１のとおり
であり、ｈは式（７８）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式１６ＱＡＭのベ
ースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８０のとおりであり
、ｇは式（７９）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、時間軸方
向を例として説明する。
【０９１９】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。なお、ｕは
実数とし、ｕ＞１．０とする。プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変
更する方法におけるプリコーディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変更
値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶対値が１の虚数（実数を含む）、つまり、ｅｊθ（ｔ）と表
すことができる）とすると、次式が成立する。
【０９２０】
【数８２】

【０９２１】
　したがって、ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比は１：ｕ２と設定するこ
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とになる。これにより、図８３に示す対数尤度比の絶対値が得られる受信状態となるので
、受信装置におけるデータの受信品質を向上させることができる。
【０９２２】
　例えば、ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比１：ｕ２についてｕを、
【０９２３】
【数８３】

【０９２４】
と設定すれば、ＱＰＳＫのＩ－Ｑ平面における信号点の最小ユークリッド距離と、１６Ｑ
ＡＭのＩ－Ｑ平面における信号点の最小ユークリッド距離とを等しくすることができ、良
好な受信品質を得られる可能性がある。
【０９２５】
　ただし、２つの異なる変調方式のＩ－Ｑ平面における信号点の最小ユークリッド距離を
等しくするという条件は、あくまで、ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力との比
を設定する方法の一例である。例えば、誤り訂正符号化に用いる誤り訂正符号の符号長や
符号化率等のその他の条件によっては、パワー変更のための値ｕの値を２つの異なる変調
方式のＩ－Ｑ平面における信号点の最小ユークリッド距離が等しくなる値とは、異なる値
（大きな値や小さな値）に設定する方が、良好な受信品質を得られる可能性がある。また
、受信時に得られる候補信号点の最初距離を大きくすること、を考えると、例えば、
【０９２６】

【数８４】

【０９２７】
と設定する方法が一例として考えられるが、システムとして求められる要求条件によって
、適宜設定されることになる。詳細については後述する。
【０９２８】
　従来、送信電力制御は、一般的に、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、送
信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報とは
関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳しく
説明する。
【０９２９】
　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｕを設定する」ことを
述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための、制
御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｕの設定手法について詳しく説明する。
（例１－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【０９３０】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
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信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９３１】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｕを設定する。
【０９３２】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れたブロック長に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、ブロ
ック長Ｘに応じたパワー変更のための値をｕＬＸという形で記載することとする。
【０９３３】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）は
パワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のため
の値ｕＬ３０００を設定する。このとき、例えば、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３

０００を、それぞれ異なる値とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得る
ことが可能であることがある。ただし、設定する符号長によっては、パワー変更のための
値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号長を変更しても
、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００

であることもある。重要なことは、（ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）の中
に、２つ以上の値が存在することである。）
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２つ以
上存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値の
中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることが
重要な点である。
（例１－２）
　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【０９３４】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９３５】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｕ
を設定する。
【０９３６】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れた符号化率に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、符号化
率ｒｘに応じたパワー変更のための値をｕｒＸという形で記載することとする。
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【０９３７】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー
変更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。このとき
、例えば、ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のと
きで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率
によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。
そのときは、符号化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例
えば、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）の
中に、２つ以上の値が存在することである。）
　なお、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【０９３８】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２
つ以上存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のため
の値の中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができる
ことが重要な点である。
（例１－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【０９３９】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【０９４０】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式をＱＰＳＫに固定するものとし、制御信号により
、ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭから６４ＱＡＭに変更する（または、１６ＱＡＭ、６４Ｑ
ＡＭのいずれかの設定が可能な）場合について考える。なお、ｓ２（ｔ）の変調方式を６
４ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８６のとおりであり、図
８６においてｋは
【０９４１】
【数８５】

【０９４２】
であるとする。このようなマッピングを行うと、ＱＰＳＫのとき図８１に対しｈを式（７
８）としたとき、と、１６ＱＡＭのとき図８０に対しｇを式（７９）としたときと、平均
電力は等しくなる。また、６４ＱＡＭのマッピングは、６ビットの入力から、I,Qの値が
決定することになり、この点については、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭのマッピングの説明と同
様に実施することができる。
【０９４３】
　つまり、Ｉ－Ｑ平面における６４ＱＡＭの信号点配置の一例である図８６では、（ｂ０
、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、０、０、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（７×
ｋ、７×ｋ）に、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、０、０、１
）は（Ｉ、Ｑ）＝（７×ｋ、５×ｋ）に、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（
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０、０、０、０、１、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（５×ｋ、７×ｋ）に、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、
ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、０、１、１）は（Ｉ、Ｑ）＝（５×ｋ、５×ｋ）に
、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（０、０、０、１、０、０）は（Ｉ、Ｑ）
＝（７×ｋ、１×ｋ）に、・・・・、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（１、
１、１、１、１、０）は（Ｉ、Ｑ）＝（－３×ｋ、－１×ｋ）に、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、
ｂ３、ｂ４、ｂ５）＝（１、１、１、１、１、１）は（Ｉ、Ｑ）＝（－３×ｋ、－３×ｋ
）にマッピングされる。なお、図８６の右肩に示すｂ０からｂ５は、それぞれＩ－Ｑ平面
に示す数値のそれぞれのビットとの並びを示している。
【０９４４】
　図８４において、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのときパワー変更部８４０１Ｂは、ｕ＝
ｕ１６と設定し、ｓ２の変調方式が６４ＱＡＭのときｕ＝ｕ６４と設定するものとする。
このとき、最小ユークリッド距離の関係から、ｕ１６＜ｕ６４とすると、ｓ２の変調方式
が１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭのうちいずれの場合であっても、受信装置が高いデータの受信
品質を得ることができる。
【０９４５】
　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式をＱＰＳＫに固定」することとして説明
したが、「ｓ２の変調方式をＱＰＳＫに固定する」ことが考えられる。このとき、固定の
変調方式（ここでは、ＱＰＳＫ）に対しては、パワー変更を行わず、複数の設定可能な変
調方式（ここでは、１６ＱＡＭと６４ＱＡＭ）に対しては、パワー変更を行うものとする
。つまり、この場合、送信装置は、図８４に示す構成ではなく、図８４に示した構成から
パワー変更部８４０１Ｂを除き、ｓ１（ｔ）側にパワー変更部を設ける構成となる。する
と、固定の変調方式（ここでは、ＱＰＳＫ）をｓ２に設定したとき、以下の関係式（８６
）が成立する。
【０９４６】
【数８６】

【０９４７】
　すると、「ｓ２の変調方式をＱＰＳＫに固定し、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭから６４
ＱＡＭに変更（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭいずれかに設定）」しても、ｕ１６＜ｕ６４とす
るとよい。（なお、１６ＱＡＭのときにパワー変更のために乗算された値がｕ１６であり
、６４ＱＡＭのときにパワー変更のために乗算された値がｕ６４であり、ＱＰＳＫはパワ
ー変更が行われないものとする。）
　また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）ま
たは（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）または（ＱＰＳＫ、６４ＱＡＭ）または（６４ＱＡＭ、Ｑ
ＰＳＫ）のいずれかの設定が可能な場合、ｕ１６＜ｕ６４の関係を満たすとよい。
【０９４８】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【０９４９】
　ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の変調方式Ｃとする
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。また、ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調方式ＡとＩ
－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ａ＞ｂ＞ｃ）のいずれかの設定が可能
であるとする。（ただし、変調方式Ａのｓ２時点の平均電力値（平均値）と変調方式Ｂの
ｓ２時点の平均電力値（平均値）とは等しいものとする。）
　このとき、ｓ２の変調方式として、変調方式Ａを設定したときに、設定するパワー変更
のための値をｕａとする。また、ｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設定したときに、
設定するパワー変更のための値をｕｂとする。このとき、ｕｂ＜ｕａとすると、受信装置
が高いデータの受信品質を得ることができる。
【０９５０】
　固定の変調方式（ここでは、変調方式Ｃ）に対しては、パワー変更を行わず、複数の設
定可能な変調方式（ここでは、変調方式Ａと変調方式Ｂ）に対し、パワー変更を行うもの
と考える。すると、「ｓ２の変調方式を変調方式Ｃと固定とし、ｓ１の変調方式を変調方
式Ａから変調方式Ｂに変更（変調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」する場合でも、
ｕｂ＜ｕａとするとよい。また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変
調方式Ｃ、変調方式Ａ）または（変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方
式Ｂ）または（変調方式Ｂ、変調方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、ｕｂ＜ｕａの
関係を満たすとよい。
（例２）
　図８４を用いて、例１とは異なる動作の例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式
６４ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８６
のとおりであり、ｋは式（８５）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式１６Ｑ
ＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８０のとお
りであり、ｇは式（７９）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、
時間軸方向を例として説明する。
【０９５１】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。なお、ｕは
実数とし、ｕ＜１．０とする。プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変
更する方法におけるプリコーディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変更
値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶対値が１の虚数（実数を含む）、つまり、ｅｊθ（ｔ）と表
すことができる）とすると、式（８２）が成立する。
【０９５２】
　したがって、６４ＱＡＭの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比は１：ｕ２と設定する
ことになる。これにより、図８３のような受信状態となるので、受信装置におけるデータ
の受信品質を向上させることができる。
【０９５３】
　従来、送信電力制御は、一般的には、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、
送信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報と
は関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳し
く説明する。
【０９５４】
　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｕを設定する」ことを
述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための、制
御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｕの設定手法について詳しく説明する。
（例２－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
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電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【０９５５】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９５６】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｕを設定する。
【０９５７】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れたブロック長に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、ブロ
ック長Ｘに応じたパワー変更のための値をｕＬＸという形で記載することとする。
【０９５８】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）は
パワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のため
の値ｕＬ３０００を設定する。このとき、例えば、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３

０００を、それぞれ異なる値とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得る
ことが可能であることがある。ただし、設定する符号長によっては、パワー変更のための
値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号長を変更しても
、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００

であることもある。重要なことは、（ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）の中
に、２つ以上の値が存在することである。）
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２つ以
上存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値の
中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることが
重要な点である。
（例２－２）
　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【０９５９】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９６０】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｕ
を設定する。
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【０９６１】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れた符号化率に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、符号化
率ｒｘに応じたパワー変更のための値をｕｒｘという形で記載することとする。
【０９６２】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー
変更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。このとき
、例えば、ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のと
きで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率
によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。
そのときは、符号化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例
えば、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）の
中に、２つ以上の値が存在することである。）
　なお、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【０９６３】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２
つ以上存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のため
の値の中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができる
ことが重要な点である。
（例２－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【０９６４】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【０９６５】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭに固定するものとし、制御信号によ
り、ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭからＱＰＳＫに変更する（または、１６ＱＡＭ、ＱＰＳ
Ｋのいずれかの設定が可能な）場合について考える。ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭとする
場合、ｓ１（ｔ）のマッピング方法としては、図８６のとおりであり、図８６においてｋ
は式（８５）である。ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング
方法としては、図８０のとおりであり、図８０においてｇは式（７９）であり、また、ｓ
２（ｔ）の変調方式をＱＰＳＫとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８
１のとおりであり、図８１においてｈは式（７８）であるとする。
【０９６６】
　このようなマッピングを行うと、１６ＱＡＭの場合とＱＰＳＫの場合とで平均電力（平
均値）は等しくなる。
【０９６７】
　図８４において、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのときパワー変更部８４０１Ｂは、ｕ＝
ｕ１６と設定し、ｓ２の変調方式がＱＰＳＫのときｕ＝ｕ４と設定するものとする。この
とき、最小ユークリッド距離の関係から、ｕ４＜ｕ１６とすると、ｓ２の変調方式が１６
ＱＡＭ、ＱＰＳＫのうちいずれの場合であっても、受信装置が高いデータの受信品質を得
ることができる。
【０９６８】
　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭと固定」として説明したが
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、「ｓ２の変調方式を６４ＱＡＭと固定とし、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭからＱＰＳＫ
に変更（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫいずれかに設定）」しても、ｕ４＜ｕ１６とするとよい（
例１－３での説明と同様に考えればよい。）。（なお、１６ＱＡＭのときにパワー変更の
ために乗算された値がｕ１６であり、ＱＰＳＫのときにパワー変更のために乗算された値
がｕ４であり、６４ＱＡＭはパワー変更が行われないものとする。）また、（ｓ１の変調
方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭ）または（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）または（ＱＰＳＫ、６４ＱＡＭ）のいずれ
かの設定が可能な場合、ｕ４＜ｕ１６の関係を満たすとよい。
【０９６９】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【０９７０】
　ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の変調方式Ｃとする
。また、ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調方式ＡとＩ
－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ｃ＞ｂ＞ａ）のいずれかの設定が可能
であるとする。（ただし、変調方式Ａのｓ２時点の平均電力値（平均値）と変調方式Ｂの
ｓ２時点の平均電力値（平均値）とは等しいものとする。）
　このとき、ｓ２の変調方式として、変調方式Ａを設定したときに、設定するパワー変更
のための値をｕａとする。また、ｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設定したときに、
設定するパワー変更のための値をｕｂとする。このとき、ｕａ＜ｕｂとすると、受信装置
が高いデータの受信品質を得ることができる。
【０９７１】
　固定の変調方式（ここでは、変調方式Ｃ）に対しては、パワー変更を行わず、複数の設
定可能な変調方式（ここでは、変調方式Ａと変調方式Ｂ）に対し、パワー変更を行うもの
と考える。すると、「ｓ２の変調方式を変調方式Ｃに固定し、ｓ１の変調方式を変調方式
Ａから変調方式Ｂに変更（変調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」する場合でも、ｕ

ａ＜ｕｂとするとよい。また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変調
方式Ｃ、変調方式Ａ）または（変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方式
Ｂ）または（変調方式Ｂ、変調方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、ｕａ＜ｕｂの関
係を満たすとよい。
（例３）
　図８４を用いて、例１とは異なる動作の例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式
１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８０
のとおりであり、ｇは式（７９）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式６４Ｑ
ＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８６のとお
りであり、ｋは式（８５）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、
時間軸方向を例として説明する。
【０９７２】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（追加４００）に基づ
き、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信
号（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。なお、ｕ
は実数とし、ｕ＞１．０とする。プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を
変更する方法におけるプリコーディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変
更値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶対値が１の虚数（実数を含む）、つまり、ｅｊθ（ｔ）と
表すことができる）とすると、式（８２）が成立する。
【０９７３】
　したがって、１６ＱＡＭの平均電力と６４ＱＡＭの平均電力の比は１：ｕ２と設定する
ことになる。これにより、図８３のような受信状態となるので、受信装置におけるデータ
の受信品質を向上させることができる。
【０９７４】
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　従来、送信電力制御は、一般的には、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、
送信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報と
は関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳し
く説明する。
【０９７５】
　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｕを設定する」ことを
述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための、制
御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｕの設定手法について詳しく説明する。
（例３－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【０９７６】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９７７】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｕを設定する。
【０９７８】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れたブロック長に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、ブロ
ック長Ｘに応じたパワー変更のための値をｕＬＸという形で記載することとする。
【０９７９】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）は
パワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のため
の値ｕＬ３０００を設定する。このとき、例えば、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３

０００を、それぞれ異なる値とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得る
ことが可能であることがある。ただし、設定する符号長によっては、パワー変更のための
値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号長を変更しても
、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００

であることもある。重要なことは、（ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）の中
に、２つ以上の値が存在することである。）
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２つ以
上存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値の
中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることが
重要な点である。
（例３－２）
　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力（平均値）を設定する方法について説明する。
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【０９８０】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【０９８１】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｕ
を設定する。
【０９８２】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）が示す選択さ
れた符号化率に応じてパワー変更のための値ｕを設定することである。ここでは、符号化
率ｒｘに応じたパワー変更のための値をｕｒｘという形で記載することとする。
【０９８３】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー
変更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。このとき
、例えば、ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のと
きで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率
によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。
そのときは、符号化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例
えば、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｕｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）の
中に、２つ以上の値が存在することである。）
　なお、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【０９８４】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値が２
つ以上存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のため
の値の中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができる
ことが重要な点である。
（例３－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【０９８５】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【０９８６】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭに固定するものとし、制御信号によ
り、ｓ２の変調方式を６４ＱＡＭからＱＰＳＫに変更する（または、６４ＱＡＭ、ＱＰＳ
Ｋのいずれかの設定が可能な）場合について考える。ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭとする
場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８０のとおりであり、図８０においてｇ
は式（７９）である。ｓ２の変調方式を６４ＱＡＭとする場合、ｓ１（ｔ）のマッピング
方法としては、図８６のとおりであり、図８６においてｋは式（８５）であり、また、ｓ
２（ｔ）の変調方式をＱＰＳＫとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８
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１のとおりであり、図８１においてｈは式（７８）であるとする。
【０９８７】
　このようなマッピングを行うと、１６ＱＡＭの場合とＱＰＳＫの場合とで平均電力は等
しくなる。
【０９８８】
　図８４において、ｓ２の変調方式が６４ＱＡＭのときｕ＝ｕ６４設定し、ｓ２の変調方
式がＱＰＳＫのときｕ＝ｕ４と設定するものとする。このとき、最小ユークリッド距離の
関係から、ｕ４＜ｕ６４とすると、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭいずれのと
きも、受信装置が高いデータの受信品質を得ることができる。
【０９８９】
　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭに固定」するとして説明し
たが、「ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭに固定し、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭからＱＰＳ
Ｋに変更（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫいずれかに設定）」した場合であっても、ｕ４＜ｕ６４

とするとよい（例１－３での説明と同様に考えればよい。）。（なお、６４ＱＡＭのとき
にパワー変更のために乗算された値がｕ６４であり、ＱＰＳＫのときにパワー変更のため
に乗算された値がｕ４であり、１６ＱＡＭはパワー変更が行われないものとする。）また
、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）または
（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）または（ＱＰＳＫ、１６Ｑ
ＡＭ）のいずれかの設定が可能な場合、ｕ４＜ｕ６４の関係を満たすとよい。
【０９９０】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【０９９１】
　ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の変調方式Ｃとする
。また、ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調方式ＡとＩ
－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ｃ＞ｂ＞ａ）のいずれかの設定が可能
であるとする。（ただし、変調方式Ａのｓ２時点の平均電力値（平均値）と変調方式Ｂの
ｓ２時点の平均電力値（平均値）とは等しいものとする。）
　このとき、ｓ２の変調方式として、変調方式Ａを設定したときに、設定するパワー変更
のための値をｕａとする。また、ｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設定したときに、
設定するパワー変更のための値をｕｂとする。このとき、ｕａ＜ｕｂとすると、受信装置
が高いデータの受信品質を得ることができる。
【０９９２】
　固定の変調方式（ここでは、変調方式Ｃ）に対しては、パワー変更を行わず、複数の設
定可能な変調方式（ここでは、変調方式Ａと変調方式Ｂ）に対し、パワー変更を行うもの
と考える。すると、「ｓ２の変調方式を変調方式Ｃに固定し、ｓ１の変調方式を変調方式
Ａから変調方式Ｂに変更（変調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」する場合でも、ｕ

ａ＜ｕｂとするとよい。また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変調
方式Ｃ、変調方式Ａ）または（変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方式
Ｂ）または（変調方式Ｂ、変調方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、ｕａ＜ｕｂの関
係を満たすとよい。
（例４）
　上述では、ｓ１、ｓ２のうち、一方のパワーを変更する場合について述べたが、ここで
は、ｓ１、ｓ２の両者のパワーを変更する場合について説明する。
【０９９３】
　図８５を用いて、動作の一例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式ＱＰＳＫのベ
ースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８１のとおりであり
、ｈは式（７８）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバ
ンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８０のとおりであり、ｇは
式（７９）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、時間軸方向を例
として説明する。
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【０９９４】
　パワー変更部（８４０１Ａ）は、変調方式ＱＰＳＫのベースバンド信号（マッピング後
の信号）３０７Ａ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき、
設定したパワー変更のための値をｖとすると、変調方式ＱＰＳＫのベースバンド信号（マ
ッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号（８４０２Ａ）を出力する。
【０９９５】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。そして、ｕ
＝ｖ×ｗ（ｗ＞１．０）とする。
【０９９６】
　規則的に位相を変更する方法におけるプリコーディング行列をＦ［ｔ］とすると、次式
（８７）が成立する。
【０９９７】
　プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法におけるプリコー
ディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変更値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶
対値が１の虚数（実数を含む）、つまりｅｊθ（ｔ）と表すことができる）とすると、次
式（８７）が成立する。
【０９９８】
【数８７】

【０９９９】
　したがって、ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝ｖ２：ｖ
２×ｗ２＝１：ｗ２と設定することになる。これにより、図８３のような受信状態となる
ので、受信装置におけるデータの受信品質を向上させることができる。
【１０００】
　なお、式（８３）、式（８４）を考慮すると、ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均
電力の比はｖ２：ｕ２＝ｖ２：ｖ２×ｗ２＝１：ｗ２＝１：５あるいはＱＰＳＫの平均電
力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝ｖ２：ｖ２×ｗ２＝１：ｗ２＝１：２が有
効な例として考えられるが、システムとして求められる要求条件によって、適宜設定する
ことが可能である。
【１００１】
　従来、送信電力制御は、一般的に、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、送
信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報とは
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関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳しく
説明する。
【１００２】
　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｖ、ｕを設定する」こ
とを述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための
、制御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｖ、ｕを設定について詳しく説明す
る。
（例４－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【１００３】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１００４】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｖを設定する。同様にパワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパ
ワー変更のための値ｕを設定する。
【１００５】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択されたブロック長に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである
。ここでは、ブロック長Ｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖＬＸ、ｕＬＸと
いう形で記載することとする。
【１００６】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）は
パワー変更のための値ｖＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のため
の値ｖＬ３０００を設定する。
【１００７】
　一方、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパ
ワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場合
、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロック
長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための
値ｕＬ３０００を設定する。
【１００８】
　このとき、例えば、ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ３０００を、それぞれ異なる値
とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある
。同様に、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００を、それぞれ異なる値とすること
で、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、
設定する符号長によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができな
い場合がある。そのときは、符号長を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要
はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００であることもあり、また、ｖＬ１０００
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＝ｖＬ１５００であることもある。重要なことは、（ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ

３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕＬ１０００

、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。
）なお、ｖＬＸとｕＬＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは
上述したとおりである。
【１００９】
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕＬＸが
２つ以上の存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のた
めの値ｕＬＸの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うこと
ができることが一つの重要な点であり、また、送信装置において、符号長が２つ以上設定
可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸが２つ以上の存在し、符号長を設定
した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸの中からいずれかの
パワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点である。
（例４－２）
　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【１０１０】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１０１１】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｖ
を設定する。また、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワ
ー変更のための値ｕを設定する。
【１０１２】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択された符号化率に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである。
ここでは、符号化率ｒｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖｒｘ、ｕｒｘとい
う形で記載することとする。
【１０１３】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー
変更のための値ｖｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ３を設定する。
【１０１４】
　また、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変
更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（８
４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。
【１０１５】
　このとき、例えば、ｖｒ１、ｖｒ２、ｖｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符
号化率のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。同様に、ｕｒ１

、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のときで、高い誤り訂
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正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率によっては、パワ
ー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号
化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｖｒ１＝ｖ

ｒ２であることもあり、また、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｖｒ

１、ｖｒ２、ｖｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕ

ｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。）なお、
ｖｒＸとｕｒＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは上述した
とおりである。
【１０１６】
　また、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【１０１７】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕｒ

ｘが２つ以上の存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変
更のための値ｕｒｘの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行
うことができることが重要な点であり、また、送信装置において、符号化率が２つ以上設
定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸが２つ以上の存在し、符号化率を
設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸの中からいずれ
かのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点であ
る。
（例４－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【１０１８】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【１０１９】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式をＱＰＳＫに固定とし、制御信号により、ｓ２の
変調方式を１６ＱＡＭから６４ＱＡＭに変更する（または、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭのい
ずれかの設定が可能な）場合について考える。ｓ１の変調方式をＱＰＳＫとする場合、ｓ
１（ｔ）のマッピング方法としては、図８１のとおりであり、図８１においてｈは式（７
８）である。ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法とし
ては、図８０のとおりであり、図８０においてｇは式（７９）であり、また、ｓ２（ｔ）
の変調方式を６４ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８６のと
おりであり、図８６においてｋは式（８５）であるとする。
【１０２０】
　図８５において、ｓ１の変調方式をＱＰＳＫとし、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭとした
とき、ｖ＝αとし、ｕ＝α×ｗ１６設定するものとする。このとき、ＱＰＳＫの平均電力
と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝α２：α２×ｗ１６

２＝１：ｗ１６
２となる

。
【１０２１】
　そして、図８５において、ｓ１の変調方式をＱＰＳＫとしｓ２の変調方式が６４ＱＡＭ
としたとき、ｖ＝βとし、ｕ＝β×ｗ６４設定するものとする。このとき、ＱＰＳＫの平
均電力と６４ＱＡＭの平均電力の比はｖ：ｕ＝β２：β２×ｗ６４

２＝１：ｗ６４
２とな

る。このとき、最小ユークリッド距離の関係から、１．０＜ｗ１６＜ｗ６４とすると、ｓ
２の変調方式が１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭいずれのときも、受信装置が高いデータの受信品
質を得ることができる。
【１０２２】
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　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式をＱＰＳＫに固定」するとして説明した
が、「ｓ２の変調方式をＱＰＳＫに固定する」ことが考えられる。このとき、固定の変調
方式（ここでは、ＱＰＳＫ）に対しては、パワー変更を行わず、複数の設定可能な変調方
式（ここでは、１６ＱＡＭと６４ＱＡＭ）に対し、パワー変更を行うものとする。すると
、固定の変調方式（ここでは、ＱＰＳＫ）をｓ２に設定したとき、以下の関係式（８８）
が成立する。
【１０２３】
【数８８】

【１０２４】
　すると、「ｓ２の変調方式をＱＰＳＫに固定し、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭから６４
ＱＡＭに変更（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭいずれかに設定）」しても、１．０＜ｗ１６＜ｗ

６４とするとよい。（なお、１６ＱＡＭのときにパワー変更のために乗算された値がｕ＝
α×ｗ１６であり、６４ＱＡＭのときにパワー変更のために乗算された値がｕ＝β×ｗ６

４であり、ＱＰＳＫのパワー変更のための値は、複数の設定可能な変調方式が１６ＱＡＭ
のときｖ＝αであり、複数の設定可能な変調方式が６４ＱＡＭのときｖ＝βとなる。）ま
た、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）または
（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）または（ＱＰＳＫ、６４ＱＡＭ）または（６４ＱＡＭ、ＱＰＳ
Ｋ）のいずれかの設定が可能な場合、１．０＜ｗ１６＜ｗ６４の関係を満たすとよい。
【１０２５】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【１０２６】
　一般化した場合、ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の
変調方式Ｃとする。ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調
方式ＡとＩ－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ａ＞ｂ＞ｃ）のいずれかの
設定が可能であるとする。このとき、ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２
の変調方式として、変調方式Ａを設定したときの、その平均電力の比を１：ｗａ

２とする
。ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設
定したときの、その平均電力の比を１：ｗｂ

２とする。このとき、ｗｂ＜ｗａとすると、
受信装置が高いデータの受信品質を得ることができる。
【１０２７】
　したがって、上述の例では「ｓ１の変調方式を変調方式Ｃに固定」するとして説明した
が、「ｓ２の変調方式を変調方式Ｃに固定し、ｓ１の変調方式を変調方式Ａから変調方式
Ｂに変更（変調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」した場合であっても、平均電力に
関し、ｗｂ＜ｗａとするとよい。（このとき、上述と同様に、変調方式Ｃの平均電力を１
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とした場合、変調方式Ａの平均電力がｗａ
２であり、変調方式Ｂの平均電力がｗｂ

２であ
る。）また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変調方式Ｃ、変調方式
Ａ）または（変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方式Ｂ）または（変調
方式Ｂ、変調方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、平均電力に関し、ｗｂ＜ｗａの関
係を満たすとよい。
（例５）
　図８５を用いて、例４とは異なる動作の例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式
６４ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８６
のとおりであり、ｋは式（８５）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式１６Ｑ
ＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８０のとお
りであり、ｇは式（７９）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、
時間軸方向を例として説明する。
【１０２８】
　パワー変更部（８４０１Ａ）は、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ａ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｖとすると、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号（８４０２Ａ）を出力する。
【１０２９】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。そして、ｕ
＝ｖ×ｗ（ｗ＜１．０）とする。
【１０３０】
　プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法におけるプリコー
ディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変更値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶
対値が１の虚数（実数を含む）、つまりｅｊθ（ｔ）と表すことができる）とすると、上
述の式（８７）が成立する。
【１０３１】
　したがって、６４ＱＡＭの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝ｖ２：
ｖ２×ｗ２＝１：ｗ２と設定することになる。これにより、図８３のような受信状態とな
るので、受信装置におけるデータの受信品質を向上させることができる。
【１０３２】
　従来、送信電力制御は、一般的に、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、送
信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報とは
関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳しく
説明する。
【１０３３】
　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｖ、ｕを設定する」こ
とを述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための
、制御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｖ、ｕを設定について詳しく説明す
る。
（例５－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【１０３４】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
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信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１０３５】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｖを設定する。同様にパワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパ
ワー変更のための値ｕを設定する。
【１０３６】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択されたブロック長に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである
。ここでは、ブロック長Ｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖＬＸ、ｕＬＸと
いう形で記載することとする。
【１０３７】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）は
パワー変更のための値ｖＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のため
の値ｖＬ３０００を設定する。
【１０３８】
　一方、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパ
ワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場合
、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロック
長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための
値ｕＬ３０００を設定する。
【１０３９】
　このとき、例えば、ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ３０００を、それぞれ異なる値
とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある
。同様に、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００を、それぞれ異なる値とすること
で、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、
設定する符号長によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができな
い場合がある。そのときは、符号長を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要
はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００であることもあり、また、ｖＬ１０００

＝ｖＬ１５００であることもある。重要なことは、（ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ

３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕＬ１０００

、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。
）なお、ｖＬＸとｕＬＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは
上述したとおりである。
【１０４０】
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕＬＸが
２つ以上の存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のた
めの値ｕＬＸの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うこと
ができることが一つの重要な点であり、また、送信装置において、符号長が２つ以上設定
可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸが２つ以上の存在し、符号長を設定
した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸの中からいずれかの
パワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点である。
（例５－２）
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　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【１０４１】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１０４２】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｖ
を設定する。また、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワ
ー変更のための値ｕを設定する。
【１０４３】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択された符号化率に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである。
ここでは、符号化率ｒｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖｒｘ、ｕｒｘとい
う形で記載することとする。
【１０４４】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー
変更のための値ｖｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ３を設定する。
【１０４５】
　また、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変
更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（８
４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。
【１０４６】
　このとき、例えば、ｖｒ１、ｖｒ２、ｖｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符
号化率のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。同様に、ｕｒ１

、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のときで、高い誤り訂
正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率によっては、パワ
ー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号
化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｖｒ１＝ｖ

ｒ２であることもあり、また、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｖｒ

１、ｖｒ２、ｖｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕ

ｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。）なお、
ｖｒＸとｕｒＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは上述した
とおりである。
【１０４７】
　また、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【１０４８】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕｒ

ｘが２つ以上の存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変
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更のための値ｕｒｘの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行
うことができることが重要な点であり、また、送信装置において、符号化率が２つ以上設
定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸが２つ以上の存在し、符号化率を
設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸの中からいずれ
かのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点であ
る。
（例５－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【１０４９】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【１０５０】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭに固定とし、制御信号により、ｓ２
の変調方式を１６ＱＡＭからＱＰＳＫに変更する（または、１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫのいず
れかの設定が可能な）場合について考える。ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭとする場合、ｓ
１（ｔ）のマッピング方法としては、図８６のとおりであり、図８６においてｋは式（８
５）である。ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法とし
ては、図８０のとおりであり、図８０においてｇは式（７９）であり、また、ｓ２（ｔ）
の変調方式をＱＰＳＫとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８１のとお
りであり、図８１においてｈは式（７８）であるとする。
【１０５１】
　図８５において、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭとし、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭとし
たとき、ｖ＝αとし、ｕ＝α×ｗ１６設定するものとする。このとき、６４ＱＡＭの平均
電力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝α２：α２×ｗ１６

２＝１：ｗ１６
２と

なる。
【１０５２】
　そして、図８５において、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭとしｓ２の変調方式がＱＰＳＫ
としたとき、ｖ＝βとし、ｕ＝β×ｗ４設定するものとする。このとき、６４ＱＡＭの平
均電力とＱＰＳＫの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝β２：β２×ｗ４

２＝１：ｗ４
２となる

。このとき、最小ユークリッド距離の関係から、ｗ４＜ｗ１６＜１．０とすると、ｓ２の
変調方式が１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫいずれのときも、受信装置が高いデータの受信品質を得
ることができる。
【１０５３】
　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭに固定」するとして説明し
たが、「ｓ２の変調方式を６４ＱＡＭに固定し、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭからＱＰＳ
Ｋに変更（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫいずれかに設定）」しても、ｗ４＜ｗ１６＜１．０とす
るとよい。（例４－３での説明と同様に考えればよい。）。（なお、１６ＱＡＭのときに
パワー変更のために乗算された値がｕ＝α×ｗ１６であり、ＱＰＳＫのときにパワー変更
のために乗算された値がｕ＝β×ｗ４であり、６４ＱＡＭのパワー変更のための値は、複
数の設定可能な変調方式が１６ＱＡＭのときｖ＝αであり、複数の設定可能な変調方式が
ＱＰＳＫのときｖ＝βとなる。）また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを
、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）または（６４ＱＡＭ、
ＱＰＳＫ）または（ＱＰＳＫ、６４ＱＡＭ）のいずれかの設定が可能な場合、ｗ４＜ｗ１

６＜１．０の関係を満たすとよい。
【１０５４】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【１０５５】
　一般化した場合、ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の



(168) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

変調方式Ｃとする。ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調
方式ＡとＩ－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ｃ＞ｂ＞ａ）のいずれかの
設定が可能であるとする。このとき、ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２
の変調方式として、変調方式Ａを設定したときの、その平均電力の比を１：ｗａ

２とする
。ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設
定したときの、その平均電力の比を１：ｗｂ

２とする。このとき、ｗａ＜ｗｂとすると、
受信装置が高いデータの受信品質を得ることができる。
【１０５６】
　したがって、「ｓ１の変調方式を変調方式Ｃに固定」するとして説明したが、「ｓ２の
変調方式を変調方式Ｃに固定し、ｓ１の変調方式を変調方式Ａから変調方式Ｂに変更（変
調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」した場合であっても、平均電力に関し、ｗａ＜
ｗｂとするとよい。（このとき、上述と同様に、変調方式Ｃの平均電力を１とした場合、
変調方式Ａの平均電力がｗａ

２であり、変調方式Ｂの平均電力がｗｂ
２である。）また、

（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変調方式Ｃ、変調方式Ａ）または（
変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方式Ｂ）または（変調方式Ｂ、変調
方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、平均電力に関し、ｗａ＜ｗｂの関係を満たすと
よい。
（例６）
　図８５を用いて、例４とは異なる動作の例を説明する。なお、ｓ１（ｔ）は、変調方式
１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８６
のとおりであり、ｇは式（７９）のとおりである。また、ｓ２（ｔ）は、変調方式６４Ｑ
ＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マッピング方法は、図８６のとお
りであり、ｋは式（８５）のとおりである。なお、ｔは時間であり、本実施の形態では、
時間軸方向を例として説明する。
【１０５７】
　パワー変更部（８４０１Ａ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ａ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｖとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号（８４０２Ａ）を出力する。
【１０５８】
　パワー変更部（８４０１Ｂ）は、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８４００）を入力とし、制御信号（８４００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式６４ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（８４０２Ｂ）を出力する。そして、ｕ
＝ｖ×ｗ（ｗ＜１．０）とする。
【１０５９】
　プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法におけるプリコー
ディング行列をＦ、規則的に位相変更を行うための位相変更値をｙ（ｔ）（ｙ（ｔ）は絶
対値が１の虚数（実数を含む）、つまりｅｊθ（ｔ）と表すことができる）とすると、上
述の式（８７）が成立する。
【１０６０】
　したがって、６４ＱＡＭの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝ｖ２：
ｖ２×ｗ２＝１：ｗ２と設定することになる。これにより、図８３のような受信状態とな
るので、受信装置におけるデータの受信品質を向上させることができる。
【１０６１】
　従来、送信電力制御は、一般的に、通信相手からのフィードバック情報に基づいて、送
信電力の制御を行っている。本実施の形態では、通信相手からのフィードバック情報とは
関係なく、送信電力を制御している点が、本発明の特徴となり、この点について、詳しく
説明する。
【１０６２】
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　上述で、「制御信号（８４００）により、パワー変更のための値ｖ、ｕを設定する」こ
とを述べたが、以下では、さらに受信装置におけるデータの受信品質を向上させるための
、制御信号（８４００）によるパワー変更のための値ｖ、ｕを設定について詳しく説明す
る。
（例６－１）
　送信装置が複数のブロック長（符号化後の１ブロックを構成しているビット数であり、
符号長とも呼ばれる）の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に
用いられるデータに施された誤り訂正符号のブロック長に応じて、ｓ１およびｓ２の平均
電力（平均値）を設定する方法について説明する。
【１０６３】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数のブロック長がサポートされている。サポ
ートされている複数のブロック長から選択されたブロック長の誤り訂正符号化が施された
符号化後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それ
ぞれｓ１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信
号）ｓ１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１０６４】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号のブロック長を示す信号であり
、パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値
ｖを設定する。同様にパワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパ
ワー変更のための値ｕを設定する。
【１０６５】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択されたブロック長に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである
。ここでは、ブロック長Ｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖＬＸ、ｕＬＸと
いう形で記載することとする。
【１０６６】
　例えば、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）は
パワー変更のための値ｖＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖＬ１５００を設定し、ブロッ
ク長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のため
の値ｖＬ３０００を設定する。
【１０６７】
　一方、ブロック長として１０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパ
ワー変更のための値ｕＬ１０００を設定し、ブロック長として１５００が選択された場合
、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕＬ１５００を設定し、ブロック
長として３０００が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための
値ｕＬ３０００を設定する。
【１０６８】
　このとき、例えば、ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ３０００を、それぞれ異なる値
とすることで、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある
。同様に、ｕＬ１０００、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００を、それぞれ異なる値とすること
で、各符号長のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。ただし、
設定する符号長によっては、パワー変更のための値を変更しても効果を得ることができな
い場合がある。そのときは、符号長を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要
はない。（例えば、ｕＬ１０００＝ｕＬ１５００であることもあり、また、ｖＬ１０００

＝ｖＬ１５００であることもある。重要なことは、（ｖＬ１０００、ｖＬ１５００、ｖＬ

３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕＬ１０００

、ｕＬ１５００、ｕＬ３０００）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。
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）なお、ｖＬＸとｕＬＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは
上述したとおりである。
【１０６９】
　上述では、３つの符号長の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装置
において、符号長が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕＬＸが
２つ以上の存在し、符号長を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のた
めの値ｕＬＸの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うこと
ができることが一つの重要な点であり、また、送信装置において、符号長が２つ以上設定
可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸが２つ以上の存在し、符号長を設定
した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖＬＸの中からいずれかの
パワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点である。
（例６－２）
　送信装置が複数の符号化率の誤り訂正符号をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の
生成に用いられるデータに施された誤り訂正符号の符号化率に応じて、ｓ１およびｓ２の
平均電力を設定する方法について説明する。
【１０７０】
　誤り訂正符号としては、例えば、テイルバイティングを行ったターボ符号またはデュオ
バイナリーターボ符号、および、ＬＤＰＣ符号、のようなブロック符号があり、多くの通
信システム、または、放送システムでは、複数の符号化率がサポートされている。サポー
トされている複数の符号化率から選択された符号化率の誤り訂正符号化が施された符号化
後のデータは２系統に分配される。２系統に分配された符号化後のデータは、それぞれｓ
１の変調方式とｓ２の変調方式で変調され、ベースバンド信号（マッピング後の信号）ｓ
１（ｔ）及びｓ２（ｔ）が生成される。
【１０７１】
　制御信号（８４００）は、上記の選択した誤り訂正符号の符号化率を示す信号であり、
パワー変更部（８４０１Ａ）は、制御信号（８４００）に応じてパワー変更のための値ｖ
を設定する。また、パワー変更部（８４０１Ｂ）は、制御信号（８４００）に応じてパワ
ー変更のための値ｕを設定する。
【１０７２】
　本発明の特徴は、パワー変更部（８４０１Ａ、８４０１Ｂ）が、制御信号（８４００）
が示す選択された符号化率に応じてパワー変更のための値ｖ、ｕを設定することである。
ここでは、符号化率ｒｘに応じたパワー変更のための値をそれぞれ、ｖｒｘ、ｕｒｘとい
う形で記載することとする。
【１０７３】
　例えば、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー
変更のための値ｖｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（
８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された
場合、パワー変更部（８４０１Ａ）はパワー変更のための値ｖｒ３を設定する。
【１０７４】
　また、符号化率としてｒ１が選択された場合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変
更のための値ｕｒ１を設定し、符号化率としてｒ２が選択された場合、パワー変更部（８
４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ２を設定し、符号化率としてｒ３が選択された場
合、パワー変更部（８４０１Ｂ）はパワー変更のための値ｕｒ３を設定する。
【１０７５】
　このとき、例えば、ｖｒ１、ｖｒ２、ｖｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符
号化率のときで、高い誤り訂正能力を得ることが可能であることがある。同様に、ｕｒ１

、ｕｒ２、ｕｒ３を、それぞれ異なる値とすることで、各符号化率のときで、高い誤り訂
正能力を得ることが可能であることがある。ただし、設定する符号化率によっては、パワ
ー変更のための値を変更しても効果を得ることができない場合がある。そのときは、符号
化率を変更しても、パワー変更のための値を変更する必要はない。（例えば、ｖｒ１＝ｖ
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ｒ２であることもあり、また、ｕｒ１＝ｕｒ２であることもある。重要なことは、（ｖｒ

１、ｖｒ２、ｖｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。また、（ｕ

ｒ１、ｕｒ２、ｕｒ３）のセットの中に、２つ以上の値が存在することである。）なお、
ｖｒＸとｕｒＸとが、平均電力値の比、１：ｗ２を満たすように設定されるのは上述した
とおりである。
【１０７６】
　また、上記ｒ１、ｒ２、ｒ３の一例としては、誤り訂正符号がＬＤＰＣ符号の場合には
、それぞれ１／２、２／３、３／４といった符号化率であることが考えられる。
【１０７７】
　上述では、３つの符号化率の場合を例に説明したがこれに限ったものではなく、送信装
置において、符号化率が２つ以上設定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｕｒ

ｘが２つ以上の存在し、符号化率を設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変
更のための値ｕｒｘの中からいずれかのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行
うことができることが重要な点であり、また、送信装置において、符号化率が２つ以上設
定可能な際に、設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸが２つ以上の存在し、符号化率を
設定した際、送信装置は、複数の設定可能なパワー変更のための値ｖｒＸの中からいずれ
かのパワー変更のための値を選択し、パワー変更を行うことができることも重要な点であ
る。
（例６－３）
　受信装置がよりよいデータの受信品質を得るためには以下を実施することが重要となる
。
【１０７８】
　送信装置が複数の変調方式をサポートしている場合に、ｓ１及びｓ２の生成に用いられ
る変調方式に応じて、ｓ１およびｓ２の平均電力（平均値）を設定する方法について説明
する。
【１０７９】
　ここでは、例として、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭに固定とし、制御信号により、ｓ２
の変調方式を６４ＱＡＭからＱＰＳＫに変更する（または、１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫのいず
れかの設定が可能な）場合について考える。ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭとする場合、ｓ
１（ｔ）のマッピング方法としては、図８０のとおりであり、図８０においてｇは式（７
９）である。ｓ２の変調方式を６４ＱＡＭとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法とし
ては、図８６のとおりであり、図８６においてｋは式（８５）であり、また、ｓ２（ｔ）
の変調方式をＱＰＳＫとする場合、ｓ２（ｔ）のマッピング方法としては、図８１のとお
りであり、図８１においてｈは式（７８）であるとする。
【１０８０】
　図８５において、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭとし、ｓ２の変調方式が６４ＱＡＭとし
たとき、ｖ＝αとし、ｕ＝α×ｗ６４設定するものとする。このとき、６４ＱＡＭの平均
電力と１６ＱＡＭの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝α２：α２×ｗ６４

２＝１：ｗ６４
２と

なる。
【１０８１】
　そして、図８５において、ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭとしｓ２の変調方式がＱＰＳＫ
としたとき、ｖ＝βとし、ｕ＝β×ｗ４設定するものとする。このとき、６４ＱＡＭの平
均電力とＱＰＳＫの平均電力の比はｖ２：ｕ２＝β２：β２×ｗ４

２＝１：ｗ４
２となる

。このとき、最小ユークリッド距離の関係から、ｗ４＜ｗ６４とすると、ｓ２の変調方式
が６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫのいずれのときも、受信装置が高いデータの受信品質を得ること
ができる。
【１０８２】
　なお、上述の説明において、「ｓ１の変調方式を１６ＱＡＭに固定」するとして説明し
たが、「ｓ２の変調方式を１６ＱＡＭに固定し、ｓ１の変調方式を６４ＱＡＭからＱＰＳ
Ｋに変更（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫいずれかに設定）」しても、ｗ４＜ｗ６４とするとよい
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。（例４－３での説明と同様に考えればよい。）。（なお、１６ＱＡＭのときにパワー変
更のために乗算された値がｕ＝α×ｗ１６であり、ＱＰＳＫのときにパワー変更のために
乗算された値がｕ＝β×ｗ４であり、６４ＱＡＭのパワー変更のための値は、複数の設定
可能な変調方式が１６ＱＡＭのときｖ＝αであり、複数の設定可能な変調方式がＱＰＳＫ
のときｖ＝βとなる。）また、（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（１６
ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）または（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ
）または（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）のいずれかの設定が可能な場合、ｗ４＜ｗ６４の関係
を満たすとよい。
【１０８３】
　以下、上述の内容を、一般化した場合について説明する。
【１０８４】
　一般化した場合、ｓ１の変調方式を固定とし、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がｃ個の
変調方式Ｃとする。ｓ２の変調方式として、Ｉ－Ｑ平面における信号点の数がａ個の変調
方式ＡとＩ－Ｑ平面における信号点の数がｂ個の変調方式Ｂ（ｃ＞ｂ＞ａ）のいずれかの
設定が可能であるとする。このとき、ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２
の変調方式として、変調方式Ａを設定したときの、その平均電力の比を１：ｗａ

２とする
。ｓ１の変調方式が変調方式Ｃでその平均電力とｓ２の変調方式として、変調方式Ｂを設
定したときの、その平均電力の比を１：ｗｂ

２とする。このとき、ｗａ＜ｗｂとすると、
受信装置が高いデータの受信品質を得ることができる。
【１０８５】
　したがって、「ｓ１の変調方式を変調方式Ｃに固定」するとして説明したが、「ｓ２の
変調方式を変調方式Ｃに固定し、ｓ１の変調方式を変調方式Ａから変調方式Ｂに変更（変
調方式Ａ、変調方式Ｂいずれかに設定）」した場合であっても、平均電力に関し、ｗａ＜
ｗｂとするとよい。（このとき、上述と同様に、変調方式Ｃの平均電力を１とした場合、
変調方式Ａの平均電力がｗａ

２であり、変調方式Ｂの平均電力がｗｂ
２である。）また、

（ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式）のセットを、（変調方式Ｃ、変調方式Ａ）または（
変調方式Ａ、変調方式Ｃ）または（変調方式Ｃ、変調方式Ｂ）または（変調方式Ｂ、変調
方式Ｃ）のいずれかの設定が可能な場合、平均電力に関し、ｗａ＜ｗｂの関係を満たすと
よい。
【１０８６】
　上記「実施の形態１」等に示した本明細書において、規則的に位相を変更する方法に用
いるプリコーディング行列の式（３６）において、α＝１と設定すると、上記のように、
「ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なるとき、ｓ１の平均電力とｓ２の平均電力を異
なるようにする」としても、ｚ１の平均電力とｚ２平均電力は等しくなり、送信装置が具
備する送信電力増幅器のＰＡＰＲ（Peak-to-Average Power Ratio）（ピーク電力対平均
電力比）を大きくすることにつながらないため、送信装置の消費電力を少なくすることが
できるという効果を得ることができる。
【１０８７】
　ただし、α≠１でも、ＰＡＰＲへの影響が少ない規則的に位相を変更する方法に用いる
プリコーディング行列は存在する。例えば、実施の形態１における式（３６）であらわさ
れるプリコーディング行列を用い、規則的に位相を変更する方法を実現したとき、α≠１
でも、ＰＡＰＲの影響は少ない。
【１０８８】
 
（受信装置の動作）
　次に、受信装置の動作について、説明する。受信装置の動作については、実施の形態１
等で説明したとおりであり、例えば、受信装置の構成は、図７、図８、図９に示されてい
る。
【１０８９】
　図５の関係から、受信信号ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）は、チャネル変動値、ｈ１１（ｔ）
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、ｈ１２（ｔ）、ｈ２１（ｔ）、ｈ２２（ｔ）を用いると、図８４、図８５のように送信
装置が変調信号を送信した場合、以下の２つの式のいずれかの関係が成立する。
【１０９０】
　例１、例２、例３の場合、図５から、以下の式（８９）に示す関係を導くことができる
。
【１０９１】
【数８９】

【１０９２】
　また、例１、例２、例３で説明したように、以下の式（９０）のような関係となる場合
もある。
【１０９３】

【数９０】

【１０９４】
　上記の関係を用いて、受信装置は、復調（検波）を行う（送信装置が送信したビットの
推定を行う）ことになる（実施の形態１等で説明した場合と同様に実施すればよいことに
なる）。
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【１０９５】
　一方、例４、例５、例６の場合、図５から、以下の式（９１）に示す関係を導くことが
できる。
【１０９６】
【数９１】

【１０９７】
　また、例３、例４、例５で説明したように、以下の式（９２）のような関係となる場合
もある。
【１０９８】

【数９２】
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【１０９９】
　上記の関係を用いて、受信装置は、復調（検波）を行う（送信装置が送信したビットの
推定を行う）ことになる（実施の形態１等で説明した場合と同様に実施すればよいことに
なる）。
【１１００】
　なお、例１～例６では、パワー変更部を送信装置に追加する構成を示したが、マッピン
グの段階において、パワー変更を行ってもよい。
【１１０１】
　また、例１、例２、例３で説明したように、特に、式（８９）に示したように図３、図
４のマッピング部３０６Bが、ｕ×ｓ２（ｔ）を出力する場合もあり、パワー変更部を省
略してもよい。この場合、マッピング後の信号ｓ１（ｔ）およびマッピング後の信号ｕ×
ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法
を適用していることになる。
【１１０２】
　そして、例１、例２、例３で説明したように、特に、式（９０）に示したように図３、
図４のマッピング部３０６Ａが、ｕ×ｓ１（ｔ）を出力する場合もあり、パワー変更部を
省略してもよい。この場合、マッピング後の信号ｕ×ｓ１（ｔ）およびマッピング後の信
号ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディング後の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方
法を適用していることになる。
【１１０３】
　また、例４、例５、例６の場合、特に、式（９１）に示したように図３、図４のマッピ
ング部３０６Ａが、ｖ×ｓ１（ｔ）、マッピング部３０６Ｂが、ｕ×ｓ２（ｔ）を出力す
る場合もあり、いずれもパワー変更部を省略してもよい。この場合、マッピング後の信号
ｖ×ｓ１（ｔ）およびマッピング後の信号ｕ×ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディング後の
変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法を適用していることになる。
【１１０４】
　そして、例４、例５、例６の場合、特に、式（９２）に示したように図３、図４のマッ
ピング部３０６Ａが、ｕ×ｓ１（ｔ）、マッピング部３０６Ｂが、ｖ×ｓ２（ｔ）を出力
する場合もあり、いずれもパワー変更部を省略してもよい。この場合、マッピング後の信
号ｕ×ｓ１（ｔ）およびマッピング後の信号ｖ×ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディング後
の変調信号に対し、規則的に位相を変更する方法を適用していることになる。
【１１０５】
　なお、式（８９）～（９２）に示すＦは、時間ｔに用いたプリコーディング行列であり
、ｙ（ｔ）は位相変更値ある。受信装置は、上述で示した、ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）とｓ
１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の関係を利用して、復調（検波）を行うことになる（実施の形態１
等で説明した場合と同様に実施すればよいことになる）。ただし、上述で示した式には、
雑音成分、周波数オフセット、チャネル推定誤差等の歪み成分は、式にあらわされておら
ず、これらを含んだ形で、復調（検波）が行われることになる。なお、送信装置がパワー
変更を行うために使用するｕ、ｖの値については、送信装置が、これらに関する情報を送
信するか、または、使用する送信モード（送信方法、変調方式、誤り訂正方式等）の情報
を送信し、受信装置は、その情報を得ることで、送信装置が用いたｕ、ｖの値を知ること
ができ、これにより、上述で示した関係式を導き、復調（検波）を行うことになる。
【１１０６】
　本実施の形態では、時間軸方向にプリコーディング後の変調信号に対し、位相変更値を
切り替える場合を例として説明したが、他の実施の形態の説明と同様に、ＯＦＤＭ方式の
ようなマルチキャリア伝送を用いている場合、周波数軸方向にプリコーディング後の変調
信号に対し、位相変更値を切り替える場合についても、同様に実施することができる。こ
のとき、本実施の形態で用いているｔをｆ（周波数（（サブ）キャリア））に置き換える
ことになる。
【１１０７】
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　よって、時間軸方向にプリコーディング後の変調信号に対し、位相変更値を切り替える
場合、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なる
アンテナから、同一周波数を用いて送信されることになる。そして、周波数軸方向にプリ
コーディング後の変調信号に対し、位相変更値を切り替える場合、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ
）において、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異なるアン
テナから、同一時間を用いて送信されることになる。
【１１０８】
　また、時間―周波数軸方向で、プリコーディング後の変調信号に対し、位相変更方法を
切り替える場合についても他の実施の形態で述べたように同様に実施することが可能であ
る。なお、本実施の形態におけるプリコーディング後の変調信号に対し、位相変更方法を
切り替える方法は、本明細書で説明したプリコーディング後の変調信号に対し、位相変更
方法を切り替える方法に限定されるものではない。
【１１０９】
　また、２ストリームのベースバンド信号ｓ１（ｉ）、ｓ２（ｉ）（ただし、ｉは、（時
間、または、周波数（キャリア）の）順番をあらわす）に対し、規則的な位相変更および
プリコーディングを行い（順番はどちらが先であってもよい）生成された、両者の信号処
理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ）、ｚ２（ｉ）において、両者の信号処理後のベースバ
ンド信号ｚ１（ｉ）の同相Ｉ成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ１（ｉ）とし、両者の信号
処理後のベースバンド信号ｚ２（ｉ）の同相Ｉ成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ２（ｉ）
とする。このとき、ベースバンド成分の入れ替えを行い、
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
とし、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ１、
入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）に相当する変調信号を送信アンテナ２から、同
一時刻に同一周波数を用いて送信する、というように、入れ替え後のベースバンド信号ｒ
１（ｉ）に相当する変調信号と入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）を異なるアンテ
ナから、同一時刻に同一周波数を用いて送信するとしてもよい。また、
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
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ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をI２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をI１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ）、直交成分をＩ１（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ）、直交成分をＩ

２（ｉ）
としてもよい。また、上述では、２ストリームの信号に対し両者の信号処理を行い、両者
の信号処理後の信号の同相成分と直交成分の入れ替えについて説明したが、これに限った
ものではなく、２ストリームより多い信号に対し両者の信号処理後を行い、両者の信号処
理後の信号の同相成分と直交成分の入れ替えを行うことも可能である。
【１１１０】
　加えて、以下のような信号の入れ替えを行ってもよい。例えば、
 
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をI２（ｉ）、直交成分をＱ２（
ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をI１（ｉ）、直交成分をＱ

１（ｉ）
 
　なお、この入れ替えについては、図５５の構成により、実現することができる。
【１１１１】
　また、上記の例では、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））のベースバンド信
号の入れ替えを説明しているが、同一時刻のベースバンド信号の入れ替えでなくてもよい
。例として、以下のように記述することができる
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
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直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をI

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をI

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＩ１（ｉ＋ｖ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＩ２（ｉ＋ｗ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をＱ２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＩ

１（ｉ＋ｖ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をＱ１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＩ２（ｉ＋ｗ）
 
　加えて、以下のような信号の入れ替えを行ってもよい。例えば、
 
・入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）の同相成分をI２（ｉ＋ｗ）、直交成分をＱ

２（ｉ＋ｗ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）の同相成分をI１（ｉ＋ｖ）、
直交成分をＱ１（ｉ＋ｖ）
 
　なお、これについても、図５５の構成により、実現することができる。
【１１１２】
　図５５は、上記の記載を説明するためのベースバンド信号入れ替え部５５０２を示す図
である。図面１に示すように、両者の信号処理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ）５５０１
＿１、ｚ２（ｉ）５５０１＿２において、両者の信号処理後のベースバンド信号ｚ１（ｉ
）５５０１＿１の同相Ｉ成分をＩ１（ｉ）、直交成分をＱ１（ｉ）とし、両者の信号処理
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後のベースバンド信号ｚ２（ｉ）５５０１＿２の同相Ｉ成分をＩ２（ｉ）、直交成分をＱ

２（ｉ）とする。そして、入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）５５０３＿１の同相
成分をＩｒ１（ｉ）、直交成分をＱｒ１（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ
）５５０３＿２の同相成分をＩｒ２（ｉ）、直交成分をＱｒ２（ｉ）とすると、入れ替え
後のベースバンド信号ｒ１（ｉ）５５０３＿１の同相成分Ｉｒ１（ｉ）、直交成分Ｑｒ１

（ｉ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（ｉ）５５０３＿２の同相成分Ｉｒ２（ｉ）
、直交成分をＱｒ２（ｉ）は上述で説明したいずれかであらわされるものとする。なお、
この例では、同一時刻（同一周波数（（サブ）キャリア））の両者の信号処理後のベース
バンド信号の入れ替えについて説明したが、上述のように、異なる時刻（異なる周波数（
（サブ）キャリア））の両者の信号処理後のベースバンド信号の入れ替えであってもよい
。
【１１１３】
　また、上述の入れ替えは、規則的に入れ替え方法を切り替えてもよい。
例えば、
時間０において、
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（０）の同相成分をI１（０）、直交成分をＱ１（０
）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（０）の同相成分をI２（０）、直交成分をＱ２

（０）
時間１において、
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（１）の同相成分をI２（１）、直交成分をＱ２（１
）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（１）の同相成分をI１（１）、直交成分をＱ１

（１）
・・・
としてもよい、つまり、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ）の同相成分をI１（２ｋ）、直交成分をＱ１

（２ｋ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ）の同相成分をI２（２ｋ）、直交
成分をＱ２（２ｋ）
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ＋１）の同相成分をI２（２ｋ＋１）、直交成
分をＱ２（２ｋ＋１）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ＋１）の同相成分をI

１（２ｋ＋１）、直交成分をＱ１（２ｋ＋１）
としてもよい。
また、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ）の同相成分をI２（２ｋ）、直交成分をＱ２

（２ｋ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ）の同相成分をI１（２ｋ）、直交
成分をＱ１（２ｋ）
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ＋１）の同相成分をI１（２ｋ＋１）、直交成
分をＱ１（２ｋ＋１）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ＋１）の同相成分をI

２（２ｋ＋１）、直交成分をＱ２（２ｋ＋１）
としてもよい。
【１１１４】
　同様に、周波数軸方向で切り替えてもよい。つまり、
周波数（（サブ）キャリア）２ｋのとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ）の同相成分をI１（２ｋ）、直交成分をＱ１

（２ｋ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ）の同相成分をI２（２ｋ）、直交
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成分をＱ２（２ｋ）
とし、
周波数（（サブ）キャリア）２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ＋１）の同相成分をI２（２ｋ＋１）、直交成
分をＱ２（２ｋ＋１）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ＋１）の同相成分をI

１（２ｋ＋１）、直交成分をＱ１（２ｋ＋１）
としてもよい。
また、
周波数（（サブ）キャリア）２ｋのとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ）の同相成分をI２（２ｋ）、直交成分をＱ２

（２ｋ）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ）の同相成分をI１（２ｋ）、直交
成分をＱ１（２ｋ）
とし、
周波数（（サブ）キャリア）２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
入れ替え後のベースバンド信号ｒ１（２ｋ＋１）の同相成分をI１（２ｋ＋１）、直交成
分をＱ１（２ｋ＋１）、入れ替え後のベースバンド信号ｒ２（２ｋ＋１）の同相成分をI

２（２ｋ＋１）、直交成分をＱ２（２ｋ＋１）
としてもよい。
【１１１５】
 
（実施の形態Ｇ１）
　本実施の形態では、一例として、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信号と１６ＱＡＭ
のマッピングを施した変調信号を送信する場合に、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信
号の平均電力と１６ＱＡＭのマッピングを施した変調信号の平均電力を異なるように設定
する方法の実施の形態Ｆ１と異なる方法について説明する。
【１１１６】
　実施の形態Ｆ１で説明したように、ｓ１の変調信号の変調方式をＱＰＳＫ、ｓ２の変調
信号の変調方式を１６ＱＡＭ（または、ｓ１の変調信号の変調方式を１６ＱＡＭ、ｓ２の
変調信号の変調方式をＱＰＳＫ）とし、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信号の平均電
力と１６ＱＡＭのマッピングを施した変調信号の平均電力を異なるように設定した場合、
送信装置が使用するプリコーディング行列によっては、送信装置が具備する送信電力増幅
器のＰＡＰＲ（Peak-to-Average Power Ratio）（ピーク電力対平均電力比）が大きくな
り、送信装置の消費電力が大きくなるという課題が発生することがある。
【１１１７】
　本実施の形態では、「実施の形態１」等に示した本明細書において、規則的に位相を変
更する方法に用いるプリコーディング行列の式（３６）において、α≠１としても、ＰＡ
ＰＲへの影響が少ないプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法について述べる
。
【１１１８】
　本実施の形態では、一例として、ｓ１、ｓ２の変調方式がＱＰＳＫ、１６ＱＡＭのいず
れかであるときに関して説明を行う。
【１１１９】
　まず、ＱＰＳＫのマッピング、および、１６ＱＡＭのマッピング方法について説明を行
う。なお、本実施の形態におけるｓ１、ｓ２は、以下で述べるＱＰＳＫのマッピング、ま
たは、１６ＱＡＭのマッピングいずれかに基づく信号であるものとする。
【１１２０】
　まず、１６ＱＡＭのマッピングについて、図８０を用いて説明する。図８０は、同相Ｉ
-直交Ｑ平面における１６ＱＡＭの信号点配置の例を示している。図８０の信号点８００
０は、送信するビット（入力ビット）をｂ０～ｂ３とすると、例えば、送信するビットが
（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３）＝（１、０、０、０）（この値は、図８０に記載されている
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値である。）のとき、同相Ｉ-直交Ｑ平面における座標は、（Ｉ，Ｑ）＝（－３×ｇ、３
×ｇ）であり、このＩ，Ｑの値が、マッピング後の信号となる。なお、送信するビット（
ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３）が他の値のときも、（ｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３）にもとづき、
図８０から、（Ｉ，Ｑ）のセットが決定し、Ｉ，Ｑの値が、マッピング後の信号（ｓ１お
よびｓ２）となる。
【１１２１】
　次に、ＱＰＳＫのマッピングについて、図８１を用いて説明する。図８１は、同相Ｉ-
直交Ｑ平面におけるＱＰＳＫの信号点配置の例を示している。図８１の信号点８１００は
、送信するビット（入力ビット）をｂ０、ｂ１とすると、例えば、送信するビットが（ｂ
０、ｂ１）＝（１、０）（この値は、図８１に記載されている値である。）のとき、同相
Ｉ-直交Ｑ平面における座標は、（Ｉ，Ｑ）＝（－１×ｈ、１×ｈ）であり、このＩ，Ｑ
の値が、マッピング後の信号となる。なお、送信するビット（ｂ０、ｂ１）が他の値のと
きも、（ｂ０、ｂ１）にもとづき、図８１から、（Ｉ，Ｑ）のセットが決定し、Ｉ，Ｑの
値が、マッピング後の信号（ｓ１およびｓ２）となる。
【１１２２】
　なお、ｓ１、ｓ２の変調方式がＱＰＳＫ、１６ＱＡＭのいずれかであるとき、ＱＰＳＫ
の平均電力と１６ＱＡＭの平均電力を等しくするために、ｈは式（７８）となり、ｇは式
（７９）となる。
【１１２３】
　図８５に示したプリコーディング関連の信号処理部を用いた時、変調方式、パワー変更
値、位相変更値の、時間軸（または、周波数軸、時間および周波数軸）における変更方法
の例を図８７、図８８に示す。
【１１２４】
　図８７の例では、時間ｔ＝０からｔ＝１１における、各時間の、設定する変調方式、パ
ワー変更値（ｕ、ｖ）、位相変更値（ｙ［ｔ］）を表として示している。なお、ｚ１（ｔ
）、ｚ２（ｔ）において、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なるアンテナから、
同一周波数を用いて送信されることになる。（図８７では、時間軸で記載しているが、Ｏ
ＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式を用いているとき、時間軸方向で、各種方法
（変調方式、パワー変更値、位相変更値）を切り替えるのではなく、周波数（サブキャリ
ア）軸方向で、各種方法を切り替えることも可能である。したがって、図８７に示してい
るように、ｔ＝０をｆ＝ｆ０、ｔ＝１をｆ＝ｆ１、・・・と置き換えて考えればよい。（
ｆは周波数（サブキャリア）を示しており、ｆ０、ｆ１、・・・は使用する周波数（サブ
キャリア）を示している。）このとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）において、同一周波数（
同一サブキャリア）のｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異なるアンテナから、同一時間を用い
て送信されることになる。）
　図８７に示すように、変調方式がＱＰＳＫのとき、ＱＰＳＫの変調信号に対しては、パ
ワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んで
もよい。）では、ａを乗算することになる（ａは実数）。そして、変調方式が１６ＱＡＭ
のとき、１６ＱＡＭの変調信号に対しては、パワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼
んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んでもよい。）では、ｂを乗算することになる
（ｂは実数）。
【１１２５】
　図８７では、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値と
して、ｙ［０］，ｙ［１］，ｙ［２］の３種類を用意し、プリコーディング後に規則的に
位相変更を行う方法としての切り替え周期は３となる。（ｔ０～ｔ２、ｔ３～ｔ５、・・
・で周期を形成している。）なお、本実施の形態では、図８５の例のように、プリコーデ
ィング後に、一方のプリコーディング後の信号に対し、位相変更を行うため、ｙ［ｉ］は
絶対値が１の複素数（したがって、ｙ［ｉ］はｅｊθとあらわすことができる）を扱う。
しかし、本明細書に示したように、複数のプリコーディング後の信号に位相変更をするこ
とも可能である。このとき、位相変更値は、複数のプリコーディング後の信号に対し、そ
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れぞれ存在することになる。
【１１２６】
　そして、ｓ１（ｔ）の変調方式は、ｔ０～ｔ２ではＱＰＳＫ、ｔ３～ｔ５では１６ＱＡ
Ｍ、・・・となっており、ｓ２（ｔ）の変調方式は、ｔ０～ｔ２では１６ＱＡＭ、ｔ３～
ｔ５ではＱＰＳＫ、・・・となっている。したがって、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（
ｔ）の変調方式）のセットは、（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ
）となっている。
【１１２７】
　このとき、重要となる点は、
「ｙ［０］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセ
ットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在している点で
あり、同様に、ｙ［１］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変
調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在
しており、また、同様に、ｙ［２］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２
（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の
両者が存在する。」
ことである。
【１１２８】
　また、パワー変更部（８５０１Ａ）は、ｓ１（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１
（ｔ）にａを乗算し、ａ×ｓ１（ｔ）を出力することになり、ｓ１（ｔ）の変調方式が１
６ＱＡＭのとき、ｓ１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ１（ｔ）を出力することになる。
【１１２９】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、ｓ２（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ２（ｔ）
にａを乗算し、ａ×ｓ２（ｔ）を出力することになり、ｓ２（ｔ）の変調方式が１６ＱＡ
Ｍのとき、ｓ２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ２（ｔ）を出力することになる。
【１１３０】
　なお、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信号の平均電力と１６ＱＡＭのマッピングを
施した変調信号の平均電力を異なるように設定する場合の方法については、実施の形態Ｆ
１で説明したとおりである。
【１１３１】
　したがって、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットを考慮すると
、図８７に示すように、位相変更と変調方式切り替えを考慮したときの周期は６＝３×２
、（３：プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値の数、２：各位相変更値において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ
）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者
が存在する）となる。
【１１３２】
　以上のように、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳ
Ｋ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）が存在するようにし、かつ、プリコーディ
ング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値の各
位相変更において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰ
ＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在するようにすることで、Ｑ
ＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力が異なるよう設定しても、送信装置が具備する
送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置の消費電力に
与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環境での受信装
置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ることができる。
【１１３３】
　なお、上述の説明において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセッ
トが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の場合で説明したが、これに
限ったものではなく、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
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ＰＳＫ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ
）の変調方式）のセットが（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、
（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（１２８ＱＡＭ、６４ＱＡ
Ｍ）、（６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ）、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式
）のセットが（２５６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であって
もよく、つまり、異なる２つの変調方式を用意し、ｓ１（ｔ）の変調方式とｓ２（ｔ）の
変調方式を異なるように設定すれば、同様に実施することができる。
【１１３４】
　図８８は、時間ｔ＝０からｔ＝１１における、各時間の、設定する変調方式、パワー変
更値、位相変更値を表として示している。なお、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において、同一
時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なるアンテナから、同一周波数を用いて送信される
ことになる。（図８８では、時間軸で記載しているが、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャ
リア伝送方式を用いているとき、時間軸方向で、各種方法を切り替えるのではなく、周波
数（サブキャリア）軸方向で、各種方法を切り替えることも可能である。したがって、図
８８に示しているように、ｔ＝０をｆ＝ｆ０、ｔ＝１をｆ＝ｆ１、・・・と置き換えて考
えればよい。（ｆは周波数（サブキャリア）を示しており、ｆ０、ｆ１、・・・は使用す
る周波数（サブキャリア）を示している。）このとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）において
、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異なるアンテナから、
同一時間を用いて送信されることになる。）なお、図８８は、図８７で説明した要件を満
たす、図８７とは異なる例である。
【１１３５】
　図８８に示すように、変調方式がＱＰＳＫのとき、ＱＰＳＫの変調信号に対しては、パ
ワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んで
もよい。）では、ａを乗算することになる（ａは実数）。そして、変調方式が１６ＱＡＭ
のとき、１６ＱＡＭの変調信号に対しては、パワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼
んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んでもよい。）では、ｂを乗算することになる
（ｂは実数）。
【１１３６】
　図８８では、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値と
して、ｙ［０］，ｙ［１］，ｙ［２］の３種類を用意し、プリコーディング後に規則的に
位相変更を行う方法としての切り替え周期は３となる。（ｔ０～ｔ２、ｔ３～ｔ５、・・
・で周期を形成している。）
　そして、ｓ１（ｔ）の変調方式は、時間軸において、ＱＰＳＫと１６ＱＡＭが交互に設
定されるようになっており、また、この点については、ｓ２（ｔ）についても同様である
。そして、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットは、（ＱＰＳＫ、
１６ＱＡＭ）または（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）となっている。
【１１３７】
　このとき、重要となる点は、
「ｙ［０］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセ
ットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在している点で
あり、同様に、ｙ［１］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変
調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在
しており、また、同様に、ｙ［２］で位相変更を行う際の（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２
（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の
両者が存在する。」
である。
【１１３８】
　また、パワー変更部（８５０１Ａ）は、ｓ１（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ１
（ｔ）にａを乗算し、ａ×ｓ１（ｔ）を出力することになり、ｓ１（ｔ）の変調方式が１
６ＱＡＭのとき、ｓ１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ１（ｔ）を出力することになる。
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【１１３９】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、ｓ２（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、ｓ２（ｔ）
にａを乗算し、ａ×ｓ２（ｔ）を出力することになり、ｓ２（ｔ）の変調方式が１６ＱＡ
Ｍのとき、ｓ２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ２（ｔ）を出力することになる。
【１１４０】
　したがって、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットを考慮すると
、図８８に示すように、位相変更と変調方式切り替えを考慮したときの周期は６＝３×２
、（３：プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値の数、２：各位相変更値において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ
）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者
が存在する）となる。
【１１４１】
　以上のように、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳ
Ｋ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）が存在するようにし、かつ、プリコーディ
ング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値の各
位相変更値において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在するようにすることで、
ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力が異なるよう設定しても、送信装置が具備す
る送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置の消費電力
に与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環境での受信
装置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ることができる。
【１１４２】
　なお、上述の説明において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセッ
トが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の場合で説明したが、これに
限ったものではなく、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ
）の変調方式）のセットが（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、
（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（１２８ＱＡＭ、６４ＱＡ
Ｍ）、（６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ）、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式
）のセットが（２５６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であって
もよく、つまり、異なる２つの変調方式を用意し、ｓ１（ｔ）の変調方式とｓ２（ｔ）の
変調方式を異なるように設定すれば、同様に実施することができる。
【１１４３】
　また、各時間（各周波数）の、設定する変調方式、パワー変更値、位相変更値の関係は
、図８７、図８８に限ったものではない。
【１１４４】
　以上をまとめると、以下の点が重要となる。
【１１４５】
　（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式
Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）が存在するようにし、変調方式Ａの平均電力と変調方
式Ｂの平均電力が異なるように設定する。
そして、パワー変更部（８５０１Ａ）は、ｓ１（ｔ）の変調方式が変調方式Ａのとき、ｓ
１（ｔ）にａを乗算し、ａ×ｓ１（ｔ）を出力することになり、ｓ１（ｔ）の変調方式が
変調方式Ｂのとき、ｓ１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ１（ｔ）を出力する。同様に、パワ
ー変更部（８５０１Ｂ）は、ｓ２（ｔ）の変調方式が変調方式Ａのとき、ｓ２（ｔ）にａ
を乗算し、ａ×ｓ２（ｔ）を出力することになり、ｓ２（ｔ）の変調方式が変調方式Ｂの
とき、ｓ２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×ｓ２（ｔ）を出力する。
【１１４６】
　また、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値として、ｙ［０］、ｙ［１］、・・・、ｙ［Ｎ－２］、ｙ［Ｎ－１］（
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つまり、ｙ［ｋ］において、ｋは０以上Ｎ－１以下）が存在するものとする。そして、ｙ
［ｋ］において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方
式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存在するものとする。（この
とき、「すべてのｋで、ｙ［ｋ］において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調
方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存
在する」としてもよいし、また、「ｙ［ｋ］において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（
ｔ）の変調方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）
の両者が存在する、ｋが存在する」としてもよい。）
　以上のように、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方
式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）が存在するようにし、かつ、プリコー
ディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値
の各位相変更値において、（ｓ１（ｔ）の変調方式、ｓ２（ｔ）の変調方式）のセットが
（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存在するようにする
ことで、変調方式Ａの平均電力と変調方式Ｂの平均電力が異なるよう設定しても、送信装
置が具備する送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置
の消費電力に与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環
境での受信装置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ること
ができる。
【１１４７】
　上記に関連し、以下では、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方法について説明する。図３
、図４に示したように、ｓ１（ｔ）はマッピング部３０６Ａ、ｓ２（ｔ）はマッピング部
３０６Ｂにより、生成される。したがって、上記の例では、図８７、図８８にしたがって
、マッピング部３０６Ａ、３０６Ｂは、ＱＰＳＫのマッピングを行う場合と、１６ＱＡＭ
のマッピングを行う場合の切り替えを行うことになる。
【１１４８】
　なお、図３、図４では、ｓ１（ｔ）を生成するためのマッピング部とｓ２（ｔ）を生成
するためのマッピング部を別々に設けているが、必ずしもこれに限ったものではなく、例
えば、図８９のように、マッピング部（８９０２）は、デジタルデータ（８９０１）を入
力とし、例えば、図８７、図８８にしたがって、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を生成し、ｓ１
（ｔ）をマッピング後の信号３０７Ａとして出力し、また、ｓ２（ｔ）をマッピング後の
信号３０７Ｂとして出力する。
【１１４９】
　図９０は、図８５、図８９とは異なる重み付け合成部（プリコーディング部）周辺の構
成の一例を示している。図９０において、図３、図８５と同様に動作するものについては
、同一符号を付している。そして、図９１は、図９０に対し、時間ｔ＝０からｔ＝１１に
おける、各時間の、設定する変調方式、パワー変更値、位相変更値を表として示している
。なお、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異な
るアンテナから、同一周波数を用いて送信されることになる。（図９１では、時間軸で記
載しているが、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式を用いているとき、時間軸
方向で、各種方法を切り替えるのではなく、周波数（サブキャリア）軸方向で、各種方法
を切り替えることも可能である。したがって、図９１に示しているように、ｔ＝０をｆ＝
ｆ０、ｔ＝１をｆ＝ｆ１、・・・と置き換えて考えればよい。（ｆは周波数（サブキャリ
ア）を示しており、ｆ０、ｆ１、・・・は使用する周波数（サブキャリア）を示している
。）このとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）において、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ
１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異なるアンテナから、同一時間を用いて送信されることになる
。）
　図９１に示すように、変調方式がＱＰＳＫのとき、ＱＰＳＫの変調信号に対しては、パ
ワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んで
もよい。）では、ａを乗算することになる（ａは実数）。そして、変調方式が１６ＱＡＭ
のとき、１６ＱＡＭの変調信号に対しては、パワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼
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んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んでもよい。）では、ｂを乗算することになる
（ｂは実数）。
【１１５０】
　図９１では、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値と
して、ｙ［０］，ｙ［１］，ｙ［２］の３種類を用意し、プリコーディング後に規則的に
位相変更を行う方法としての切り替え周期は３となる。（ｔ０～ｔ２、ｔ３～ｔ５、・・
・で周期を形成している。）
　そして、ｓ１（ｔ）の変調方式は、ＱＰＳＫで固定となっており、ｓ２（ｔ）の変調方
式は、１６ＱＡＭで固定となっている。そして、図９０の信号入れ替え部（９００１）は
、マッピング後の信号３０７Ａ、３０７Ｂ、および、制御信号（８５００）を入力とし、
制御信号（８５００）に基づき、マッピング後の信号３０７Ａ、３０７Ｂに対し、入れ替
え（入れ替えを行わない場合もある）を行い、入れ替え後の信号（９００２Ａ：Ω１（ｔ
））、および、入れ替え後の信号（９００２Ｂ：Ω２（ｔ））を出力する。
【１１５１】
　このとき、重要となる点は、
「ｙ［０］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセ
ットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在している点で
あり、同様に、ｙ［１］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変
調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在
しており、また、同様に、ｙ［２］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２
（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の
両者が存在する。」
ことである。
【１１５２】
　また、パワー変更部（８５０１Ａ）は、Ω１（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、Ω１
（ｔ）にａを乗算し、ａ×Ω１（ｔ）を出力することになり、Ω１（ｔ）の変調方式が１
６ＱＡＭのとき、Ω１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω１（ｔ）を出力することになる。
【１１５３】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、Ω２（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、Ω２（ｔ）
にａを乗算し、ａ×Ω２（ｔ）を出力することになり、Ω２（ｔ）の変調方式が１６ＱＡ
Ｍのとき、Ω２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω２（ｔ）を出力することになる。
【１１５４】
　なお、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信号の平均電力と１６ＱＡＭのマッピングを
施した変調信号の平均電力を異なるように設定する場合の方法については、実施の形態Ｆ
１で説明したとおりである。
【１１５５】
　したがって、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットを考慮すると
、図９１に示すように、位相変更と変調方式切り替えを考慮したときの周期は６＝３×２
、（３：プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値の数、２：各位相変更値において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ
）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者
が存在する）となる。
【１１５６】
　以上のように、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳ
Ｋ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）が存在するようにし、かつ、プリコーディ
ング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値の各
位相変更値において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在するようにすることで、
ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力が異なるよう設定しても、送信装置が具備す
る送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置の消費電力
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に与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環境での受信
装置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ることができる。
【１１５７】
　なお、上述の説明において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセッ
トが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の場合で説明したが、これに
限ったものではなく、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ
）の変調方式）のセットが（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、
（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（１２８ＱＡＭ、６４ＱＡ
Ｍ）、（６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ）、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式
）のセットが（２５６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であって
もよく、つまり、異なる２つの変調方式を用意し、Ω１（ｔ）の変調方式とΩ２（ｔ）の
変調方式を異なるように設定すれば、同様に実施することができる。
【１１５８】
　図９２は、図９０に対し、時間ｔ＝０からｔ＝１１における、各時間の、設定する変調
方式、パワー変更値、位相変更値を表として示しており、図９１と異なる表である。なお
、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なるアン
テナから、同一周波数を用いて送信されることになる。（図９２では、時間軸で記載して
いるが、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送方式を用いているとき、時間軸方向で
、各種方法を切り替えるのではなく、周波数（サブキャリア）軸方向で、各種方法を切り
替えることも可能である。したがって、図９２に示しているように、ｔ＝０をｆ＝ｆ０、
ｔ＝１をｆ＝ｆ１、・・・と置き換えて考えればよい。（ｆは周波数（サブキャリア）を
示しており、ｆ０、ｆ１、・・・は使用する周波数（サブキャリア）を示している。）こ
のとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）において、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ１（ｆ
）、ｚ２（ｆ）は、異なるアンテナから、同一時間を用いて送信されることになる。）
　図９２に示すように、変調方式がＱＰＳＫのとき、ＱＰＳＫの変調信号に対しては、パ
ワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んで
もよい。）では、ａを乗算することになる（ａは実数）。そして、変調方式が１６ＱＡＭ
のとき、１６ＱＡＭの変調信号に対しては、パワー変更部（ここでは、パワー変更部と呼
んでいるが、振幅変更部、重み付け部と呼んでもよい。）では、ｂを乗算することになる
（ｂは実数）。
【１１５９】
　図９２では、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値と
して、ｙ［０］，ｙ［１］，ｙ［２］の３種類を用意し、プリコーディング後に規則的に
位相変更を行う方法としての切り替え周期は３となる。（ｔ０～ｔ２、ｔ３～ｔ５、・・
・で周期を形成している。）
　そして、ｓ１（ｔ）の変調方式は、ＱＰＳＫで固定となっており、ｓ２（ｔ）の変調方
式は、１６ＱＡＭで固定となっている。そして、図９０の信号入れ替え部（９００１）は
、マッピング後の信号３０７Ａ、３０７Ｂ、および、制御信号（８５００）を入力とし、
制御信号（８５００）に基づき、マッピング後の信号３０７Ａ、３０７Ｂに対し、入れ替
え（入れ替えを行わない場合もある）を行い、入れ替え後の信号（９００２Ａ：Ω１（ｔ
））、および、入れ替え後の信号（９００２Ｂ：Ω２（ｔ））を出力する。
【１１６０】
　このとき、重要となる点は、
「ｙ［０］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセ
ットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在している点で
あり、同様に、ｙ［１］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変
調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在
しており、また、同様に、ｙ［２］で位相変更を行う際の（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２
（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の
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両者が存在する。」
ことである。
【１１６１】
　また、パワー変更部（８５０１Ａ）は、Ω１（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、Ω１
（ｔ）にａを乗算し、ａ×Ω１（ｔ）を出力することになり、Ω１（ｔ）の変調方式が１
６ＱＡＭのとき、Ω１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω１（ｔ）を出力することになる。
【１１６２】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、Ω２（ｔ）の変調方式がＱＰＳＫのとき、Ω２（ｔ）
にａを乗算し、ａ×Ω２（ｔ）を出力することになり、Ω２（ｔ）の変調方式が１６ＱＡ
Ｍのとき、Ω２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω２（ｔ）を出力することになる。
【１１６３】
　なお、ＱＰＳＫのマッピングを施した変調信号の平均電力と１６ＱＡＭのマッピングを
施した変調信号の平均電力を異なるように設定する場合の方法については、実施の形態Ｆ
１で説明したとおりである。
【１１６４】
　したがって、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットを考慮すると
、図９２に示すように、位相変更と変調方式切り替えを考慮したときの周期は６＝３×２
、（３：プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値の数、２：各位相変更値において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ
）の変調方式）のセットが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者
が存在する）となる。
【１１６５】
　以上のように、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（ＱＰＳ
Ｋ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）が存在するようにし、かつ、プリコーディ
ング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値の各
位相変更値において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の両者が存在するようにすることで、
ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力が異なるよう設定しても、送信装置が具備す
る送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置の消費電力
に与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環境での受信
装置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ることができる。
【１１６６】
　なお、上述の説明において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセッ
トが（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）の場合で説明したが、これに
限ったものではなく、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（Ｑ
ＰＳＫ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ
）の変調方式）のセットが（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、
（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（１２８ＱＡＭ、６４ＱＡ
Ｍ）、（６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ）、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式
）のセットが（２５６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であって
もよく、つまり、異なる２つの変調方式を用意し、Ω１（ｔ）の変調方式とΩ２（ｔ）の
変調方式を異なるように設定すれば、同様に実施することができる。
【１１６７】
　また、各時間（各周波数）の、設定する変調方式、パワー変更値、位相変更値の関係は
、図９１、図９２に限ったものではない。
【１１６８】
　以上をまとめると、以下の点が重要となる。
【１１６９】
　（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式
Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）が存在するようにし、変調方式Ａの平均電力と変調方
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【１１７０】
　そして、パワー変更部（８５０１Ａ）は、Ω１（ｔ）の変調方式が変調方式Ａのとき、
Ω１（ｔ）にａを乗算し、ａ×Ω１（ｔ）を出力することになり、Ω１（ｔ）の変調方式
が変調方式Ｂのとき、Ω１（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω１（ｔ）を出力する。同様に、パ
ワー変更部（８５０１Ｂ）は、Ω２（ｔ）の変調方式が変調方式Ａのとき、Ω２（ｔ）に
ａを乗算し、ａ×Ω２（ｔ）を出力することになり、Ω２（ｔ）の変調方式が変調方式Ｂ
のとき、Ω２（ｔ）にｂを乗算し、ｂ×Ω２（ｔ）を出力する。
【１１７１】
　また、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用
意した位相変更値として、ｙ［０］、ｙ［１］、・・・、ｙ［Ｎ－２］、ｙ［Ｎ－１］（
つまり、ｙ［ｋ］において、ｋは０以上Ｎ－１以下）が存在するものとする。そして、ｙ
［ｋ］において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方
式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存在するものとする。（この
とき、「すべてのｋで、ｙ［ｋ］において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調
方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存
在する」としてもよいし、また、「ｙ［ｋ］において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（
ｔ）の変調方式）のセットが（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）
の両者が存在する、ｋが存在する」としてもよい。）
　以上のように、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが（変調方
式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）が存在するようにし、かつ、プリコー
ディング後に規則的に位相変更を行う方法で用いる位相変更値として用意した位相変更値
の各位相変更値において、（Ω１（ｔ）の変調方式、Ω２（ｔ）の変調方式）のセットが
（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）、（変調方式Ｂ、変調方式Ａ）の両者が存在するようにする
ことで、変調方式Ａの平均電力と変調方式Ｂの平均電力が異なるよう設定しても、送信装
置が具備する送信電力増幅器のＰＡＰＲに与える影響を少なくすることができ、送信装置
の消費電力に与える影響を少なくできるとともに、本明細書で説明したように、ＬＯＳ環
境での受信装置におけるデータの受信品質を改善することができるという効果を得ること
ができる。
【１１７２】
　次に、受信装置の動作について、説明する。受信装置の動作については、実施の形態１
等で説明したとおりであり、例えば、受信装置の構成は、図７、図８、図９に示されてい
る。
【１１７３】
　図５の関係から、受信信号ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）は、チャネル変動値、ｈ１１（ｔ）
、ｈ１２（ｔ）、ｈ２１（ｔ）、ｈ２２（ｔ）を用いると、図８７、図８８、図９１、図
９２のように送信装置が変調信号を送信した場合、以下の２つの式のいずれかの関係が成
立する。
【１１７４】
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【数９３】

【１１７５】
【数９４】

【１１７６】
　ただし、式（Ｇ１）、式（Ｇ２）に示すＦは、時間ｔに用いたプリコーディング行列で
あり、ｙ（ｔ）は位相変更値ある。受信装置は、上記２つの式の関係を利用して、復調（
検波）を行うことになる（実施の形態１の説明と同様に実施すればよいことになる）。た
だし、上記２つの式には、雑音成分、周波数オフセット、チャネル推定誤差等の歪み成分
は、式にあらわされておらず、これらを含んだ形で、復調（検波）が行われることになる
。なお、送信装置がパワー変更を行うために使用するｕ、ｖの値については、送信装置が
、これらに関する情報を送信するか、または、使用する送信モード（送信方法、変調方式
、誤り訂正方式等）の情報を送信し、受信装置は、その情報を得ることで、送信装置が用
いたｕ、ｖの値を知ることができ、これにより、上記２つの関係式を導き、復調（検波）
を行うことになる。
【１１７７】
　本実施の形態では、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合を例として説明するが、
他の実施の形態の説明と同様に、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送を用いている
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場合、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合についても、同様に実施することがで
きる。このとき、本実施の形態で用いているｔをｆ（周波数（（サブ）キャリア））に置
き換えることになる。また、時間―周波数軸方向で、位相変更値を切り替える場合につい
ても同様に実施することが可能である。なお、本実施の形態におけるプリコーディング後
に規則的に位相変更を行う方法は、本明細書で説明したプリコーディング後に規則的に位
相変更を行う方法に限定されるものではなく、また、位相変更を行わず、プリコーディン
グを行う方式に対して、本実施の形態を適用しても、ＰＡＰＲへの影響が少ない、という
効果を得ることができる。
【１１７８】
 
（実施の形態Ｇ２）
　本実施の形態では、放送（または、通信）システムが、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ
２の変調方式が１６ＱＡＭの場合とｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６
ＱＡＭの場合をサポートしている場合、回路規模を削減することができる、プリコーディ
ング後に規則的に位相変更を行う方法について説明する。
【１１７９】
　まず、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合のプリコーデ
ィング後に規則的に位相変更を行う方法について述べる。
【１１８０】
　ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合のプリコーディング
後に規則的に位相変更を行う方法に用いるプリコーディング行列の例を実施の形態１で示
している。プリコーディング行列Ｆは次式であれわされる。
【１１８１】
【数９５】

【１１８２】
　以下では、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合のプリコ
ーディング後に規則的に位相変更を行う方法のプリコーディング行列として、式（Ｇ３）
を用いる場合を例に説明する。
【１１８３】
　本実施の形態における、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場
合とｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合をサポートしてい
る場合の重み付け合成（プリコーディング）部周辺の構成を図９３に示す。図９３におい
て、図３、図６、図８５と同様に動作するものについては、同一符号を付し、ここでは説
明を省略する。
【１１８４】
　図９３のベースバンド信号入れ替え部９３０１は、プリコーディング後の信号３０９Ａ
（ｚ１（ｔ））およびプリコーディング・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））、制
御信号８５００を入力とし、制御信号８５００が、「信号の入れ替えを行わない」という
ことを示している場合、信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））としてプリコーディング後の信号
３０９Ａ（ｚ１（ｔ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ））としてプリコーディン
グ・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【１１８５】
　そして、制御信号８５００が、「信号の入れ替えを行う」ということを示している場合
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、ベースバンド信号入れ替え部８５０１は、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ））として、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（２
ｋ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ））としてプリコーディング・位相変更後
の信号３０９Ｂ（ｚ２（２ｋ））を出力する
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ＋１））としてプリコーディング・位相変更後の信号３０９
Ｂ（ｚ２（２ｋ＋１））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ＋１））としてプリコー
ディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（２ｋ＋１））を出力する。
また、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ））としてプリコーディング・位相変更後の信号３０９Ｂ（
ｚ２（２ｋ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ））としてプリコーディング後の
信号３０９Ａ（ｚ１（２ｋ））を出力する
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ＋１））として、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１
（２ｋ＋１））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ＋１））としてプリコーディング
・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（２ｋ＋１））を出力する。（ただし、上述の信号の
入れ替えは、一つの例であり、これに限ったものではなく、「信号の入れ替えを行う」と
なった場合、信号の入れ替えを行うことがある、ということが重要となる。）
　そして、図３、図４、図５、図１２、図１３等で説明したように、信号９３０２Ａ（ｒ
１（ｔ））は、ｚ１（ｔ）のかわりに、アンテナから送信される（ただし、図３、図４、
図５、図１２、図１３等で示したように、所定の処理が行われる。）。また、信号９３０
２Ｂ（ｒ２（ｔ））は、ｚ２（ｔ）のかわりに、アンテナから送信される（ただし、図３
、図４、図５、図１２、図１３等で示したように、所定の処理が行われる。）。このとき
、信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））と信号９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ））は異なるアンテナから
送信されることになる。
【１１８６】
　なお、この信号入れ替えは、プリコーディングを行っているシンボルに対して行われる
のであって、他の挿入されているシンボル、例えば、パイロットシンボルやプリコーディ
ングを行わない情報を伝送するためのシンボル（例えば、制御情報シンボル）には適用さ
れないものとする。また、上述では、時間軸方向で、プリコーディング後に規則的に位相
変更を行う方法を適用する場合について、説明しているが、これに限ったものではなく、
周波数軸において、または、時間―周波数軸において、プリコーディング後に規則的に位
相変更を行う方法を適用する場合でも同様に本実施の形態を適用することができ、また、
信号入れ替えについても、上述では、時間軸方法で説明を行っているが、周波数軸におい
て、または、時間―周波数軸において、信号入れ替えを行ってもよい。
【１１８７】
　次に、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合の図９３の各
部の動作について説明する。
【１１８８】
　ｓ１（ｔ）およびｓ２（ｔ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）であるため、マッピング方法は、図８０のとおりであり、ｇは式（７９）のと
おりである。
【１１８９】
　パワー変更部（８５０１Ａ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ａ、制御信号（８５００）を入力とし、制御信号（８５００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｖとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
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（マッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号（パワー変更後の信号：８５０２Ａ）を
出力する。
【１１９０】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８５００）を入力とし、制御信号（８５００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（パワー変更後の信号：８５０２Ｂ）を
出力する。
【１１９１】
　このとき、ｖ＝ｕ＝Ωであり、ｖ２：ｕ２＝１：１とする。これにより、受信装置は、
高いデータの受信品質を得ることができることになる。
【１１９２】
　重み付け合成部６００は、パワー変更後の信号８５０２Ａ（変調方式１６ＱＡＭのベー
スバンド信号（マッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号）およびパワー変更後の信
号８５０２Ｂ（変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）３０７Ｂ
をｕ倍した信号）、信号処理方法に関する情報３１５を入力とし、重み付け合成方法に関
する情報３１５の情報に基づいて、プリコーディング行列を決定し、プリコーディングが
行われ、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（ｔ））および、プリコーディング後
の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））を出力する。
【１１９３】
　位相変更部３１７Ｂは、プリコーディング後の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））、信号処
理方法に関する情報３１５を入力とし、プリコーディング後の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ
））に対し、信号処理方法に関する情報３１５に基づく位相変更方法を施し、プリコーデ
ィング・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【１１９４】
　このとき、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法におけるプリコーディン
グ行列をＦ、位相変更値をｙ（ｔ）とすると、以下の関係式が成立する。
【１１９５】

【数９６】

【１１９６】
　ただし、ｙ（ｔ）は絶対値が１の複素数（したがって、ｙ（ｔ）はｅｊθとあらわすこ
とができる）である。
【１１９７】
　ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのとき、プリコーディング
後に規則的に位相変更を行う方法を適用したときのプリコーディング行列Ｆが、式（Ｇ３
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）であらわされたとき、実施の形態１で示したように、αとして、式（３７）が適した値
となる。αが式（３７）であらわされたとき、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）いずれも、図９４
のように、Ｉ－Ｑ平面において、２５６点のいずれかの信号点に相当するベースバンド信
号となる。なお、図９４は一例であり、原点を中心に、位相を回転させた形の２５６点の
信号点配置となることもある。
【１１９８】
　ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭであるので、重み付け合成
、および、位相変更された信号であるｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）はいずれも、１６ＱＡＭで
４ビット、１６ＱＡＭで４ビットの計８ビットが伝送されているので、図９４のように２
５６点の信号点となるが、このとき、信号点の最小ユークリッド距離が大きいため、受信
装置において、よりよいデータの受信品質が得られることになる。
【１１９９】
　ベースバンド信号入れ替え部９３０１は、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（
ｔ））およびプリコーディング・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））、制御信号８
５００を入力とし、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭであるの
で、制御信号８５００が、「信号の入れ替えを行わない」ということを示しており、した
がって、信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））としてプリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１
（ｔ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ））としてプリコーディング・位相変更後
の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【１２００】
　次に、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合の図１１６の各
部の動作について説明する。
【１２０１】
　ｓ１（ｔ）は、変調方式ＱＰＳＫのベースバンド信号（マッピング後の信号）とし、マ
ッピング方法は、図８１のとおりであり、ｈは式（７８）のとおりである。ｓ２（ｔ）は
、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）であるため、マッピン
グ方法は、図８０のとおりであり、ｇは式（７９）のとおりである。
【１２０２】
　パワー変更部（８５０１Ａ）は、変調方式ＱＰＳＫのベースバンド信号（マッピング後
の信号）３０７Ａ、制御信号（８５００）を入力とし、制御信号（８５００）に基づき、
設定したパワー変更のための値をｖとすると、変調方式ＱＰＳＫのベースバンド信号（マ
ッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号（パワー変更後の信号：８５０２Ａ）を出力
する。
【１２０３】
　パワー変更部（８５０１Ｂ）は、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング
後の信号）３０７Ｂ、制御信号（８５００）を入力とし、制御信号（８５００）に基づき
、設定したパワー変更のための値をｕとすると、変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号
（マッピング後の信号）３０７Ｂをｕ倍した信号（パワー変更後の信号：８５０２Ｂ）を
出力する。
【１２０４】
　このとき、実施の形態Ｆ１において、「ＱＰＳＫの平均電力と１６ＱＡＭの平均電力の
比はｖ２：ｕ２＝１：５」にすると一つの良い例であることを示した。（これにより、受
信装置は、高いデータの受信品質を得ることができることになる。）このときのプリコー
ディング後に規則的に位相変更を行う方法について以下で説明する。
【１２０５】
　重み付け合成部６００は、パワー変更後の信号８５０２Ａ（変調方式ＱＰＳＫのベース
バンド信号（マッピング後の信号）３０７Ａをｖ倍した信号）およびパワー変更後の信号
８５０２Ｂ（変調方式１６ＱＡＭのベースバンド信号（マッピング後の信号）３０７Ｂを
ｕ倍した信号）、信号処理方法に関する情報３１５を入力とし、信号処理方法に関する情
報３１５の情報に基づいて、プリコーディングが行われ、プリコーディング後の信号３０
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９Ａ（ｚ１（ｔ））および、プリコーディング後の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））を出力
する。
【１２０６】
　このとき、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法におけるプリコーディン
グ行列をＦ、位相変更値をｙ（ｔ）とすると、以下の関係式が成立する。
【１２０７】
【数９７】

【１２０８】
　ただし、ｙ（ｔ）は絶対値が１の複素数（したがって、ｙ（ｔ）はｅｊθとあらわすこ
とができる）である。
【１２０９】
　ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのとき、プリコーディング後
に規則的に位相変更を行う方法を適用したときのプリコーディング行列Ｆが、式（Ｇ３）
であらわさたとき、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのときと
同様、αとして、式（３７）が適した値となる。その理由について説明する。
【１２１０】
　図９５は、上述の送信状態における１６ＱＡＭのＩ－Ｑ平面における１６点の信号点と
ＱＰＳＫのＩ－Ｑ平面における４点の信号点の位置の関係を示しており、○は１６ＱＡＭ
の信号点、●はＱＰＳＫの信号点である。図９５からわかるように、１６ＱＡＭの１６個
の信号点の内の４つとＱＰＳＫの４つの信号点とは重なる状態となる。このような状況で
、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法を適用したときのプリコーディング
行列Ｆが、式（Ｇ３）であらわされ、αとして、式（３７）とした場合、ｚ１（ｔ）及び
ｚ２（ｔ）はいずれも、ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭであ
る時の図９４の２５６点の信号点に対し、６４点抽出した信号点に相当するベースバンド
信号となる。なお、図９４は一例であり、原点を中心に、位相を回転させた形の２５６点
の信号点配置となることもある。
【１２１１】
　ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭであるので、重み付け合成・
位相変更された信号であるｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）はＱＰＳＫ２ビット、１６ＱＡＭで４
ビットの計６ビットが伝送されているので、６４点の信号点となるが、このとき、上述で
説明したような６４点の信号点となるので、信号点の最小ユークリッド距離が大きいため
、受信装置において、よりよいデータの受信品質が得られることになる。
【１２１２】
　ベースバンド信号入れ替え部９３０１は、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（
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ｔ））およびプリコーディング・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））、制御信号８
５００を入力とし、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭであるので
、制御信号８５００が、「信号の入れ替えを行う」ということを示しているので、ベース
バンド信号入れ替え部９３０１は、例えば、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ））として、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（２
ｋ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ））としてプリコーディング・位相変更後
の信号３０９Ｂ（ｚ２（２ｋ））を出力する
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ＋１））としてプリコーディング・位相変更後の信号３０９
Ｂ（ｚ２（２ｋ＋１））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ＋１））としてプリコー
ディング後の信号３０９Ａ（ｚ１（２ｋ＋１））を出力する。
また、
時間２ｋのとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ））としてプリコーディング・位相変更後の信号３０９Ｂ（
ｚ２（２ｋ））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ））としてプリコーディング後の
信号３０９Ａ（ｚ１（２ｋ））を出力する
とし、
時間２ｋ＋１のとき（ｋは整数）
信号９３０２Ａ（ｒ１（２ｋ＋１））として、プリコーディング後の信号３０９Ａ（ｚ１
（２ｋ＋１））を出力し、信号９３０２Ｂ（ｒ２（２ｋ＋１））としてプリコーディング
・位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２（２ｋ＋１））を出力する。
【１２１３】
　なお、上述では、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのとき、信
号入れ替えを行うものとしている。このようにすることで、実施の形態Ｆ１で記載したよ
うに、ＰＡＰＲの削減が可能なため、送信装置の消費電力を抑えることができるという効
果を得ることができる。ただし、送信装置の消費電力を問題としない場合、ｓ１の変調方
式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのときと同様に、信号の入れ替えを行わな
い、としてもよい。
【１２１４】
　また、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭのとき、ｖ２：ｕ２＝
１：５とした場合がよい例であるので、このときを例に説明したが、ｖ２＜ｕ２という条
件で、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合のプリコーディン
グ後に規則的に位相変更を行う方法とｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１
６ＱＡＭの場合のプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法を同一として、両者
の場合で、良好な受信品質を得ることができる場合は存在する。したがって、ｖ２：ｕ２

＝１：５に限ったものではない。
【１２１５】
　以上のように、ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合のプリ
コーディング後に規則的に位相変更を行う方法とｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変
調方式が１６ＱＡＭの場合のプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法を同一の
方法とすることで、送信装置の回路規模を削減することができるとともに、式（Ｇ４）お
よび式（Ｇ５）、信号入れ替え方法、に基づいて、受信装置は、復調を行うことになるが
、上記のように、信号点を共有しているため、受信候補信号点を求める演算部の共有が可
能となるため、受信装置において、回路規模を削減することができるという効果を得るこ
とができる。
【１２１６】
　なお、本実施の形態では、式（Ｇ３）を用いたプリコーディング後に規則的に位相変更
を行う方法を例に説明したが、プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法はこれ
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に限ったものではない。
【１２１７】
　本発明とポイントとなる点は、以下のようになる。
・ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合とｓ１の変調方式が１
６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合をサポートしている場合、両者の場合で使
用するプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法を同一とする。
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｖ２＜ｕ２の条件を満
たす
ということになる。
【１２１８】
　なお、受信装置において、良好な受信品質を得ることができるよい例としては、
例１（以下の２つの項目を満たす。）：
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｖ２：ｕ２＝１：５の
条件を満たす。
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｓ１の変調方式が
ＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、いずれの場合も、同一のプリコーディン
グ後に規則的に位相変更を行う方法を用いる。
例２（以下の２つの項目を満たす。）：
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｖ２＜ｕ２の条件を満
たす。
・ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合とｓ１の変調方式が１
６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合をサポートしている場合、両者の場合で使
用するプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法は同一であり、プリコーディン
グ行列は式（Ｇ３）であらわされる。
例３（以下の２つの項目を満たす。）：
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｖ２＜ｕ２の条件を満
たす。
・ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合とｓ１の変調方式が１
６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合をサポートしている場合、両者の場合で使
用するプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法は同一であり、プリコーディン
グ行列は式（Ｇ３）であらわされ、αは式（３７）であらわされる。
例４（以下の２つの項目を満たす。）：
・ｓ１の変調方式が１６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合、ｖ２：ｕ２＝１：５の
条件を満たす。
・ｓ１の変調方式がＱＰＳＫ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合とｓ１の変調方式が１
６ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が１６ＱＡＭの場合をサポートしている場合、両者の場合で使
用するプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法は同一であり、プリコーディン
グ行列は式（Ｇ３）であらわされ、αは式（３７）であらわされる。
【１２１９】
　なお、本実施の形態は、変調方式をＱＰＳＫおよび１６ＱＡＭのときを例に説明したが
これに限ったものではない。したがって、本実施の形態を拡張すると、以下のように考え
ることができる。変調方式Ａと変調方式Ｂがあり、変調方式ＡのＩ－Ｑ平面における信号
点数をａ、変調方式ＢのＩ－Ｑ平面における信号点の数をｂとし、ａ＜ｂとする。すると
、本発明のポイントは以下のように与えることができる。
【１２２０】
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　以下の２つの項目を満たす。
・ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合とｓ１の変調方式が
変調方式Ｂ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合をサポートしている場合、両者の場合で
使用するプリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法を同一とする。
・ｓ１の変調方式が変調方式Ｂ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合、ｖ２＜ｕ２の条件を
満たす。
【１２２１】
　このとき、図９３を用いて説明したベースバンド信号入れ替えは、実施してもよいし、
実施しなくてもよい。ただし、ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式
Ｂの場合、ＰＡＰＲの影響を考慮すると、上記で述べたベースバンド信号入れ替えを実施
するとよい。
【１２２２】
　または、以下の２つの項目を満たす。
・ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合とｓ１の変調方式が
変調方式Ｂ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合をサポートしている場合、両者の場合で
プリコーディング後に規則的に位相変更を行う方法は同一であり、プリコーディング行列
は式（Ｇ３）であらわされる。
・ｓ１の変調方式が変調方式Ｂ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合ｖ２＝ｕ２であり、
ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式Ｂの場合、ｖ２＜ｕ２の条件を
満たす。
【１２２３】
　このとき、図９３を用いて説明したベースバンド信号入れ替えは、実施してもよいし、
実施しなくてもよい。ただし、ｓ１の変調方式が変調方式Ａ、ｓ２の変調方式が変調方式
Ｂの場合、ＰＡＰＲの影響を考慮すると、上記で述べたベースバンド信号入れ替えを実施
するとよい。
【１２２４】
　変調方式Ａと変調方式Ｂのセットとしては、（変調方式Ａ、変調方式Ｂ）が（ＱＰＳＫ
、１６ＱＡＭ）、（１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、（６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ）、（６４
ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等がある。
【１２２５】
　上述の説明では、一方のプリコーディング後の信号に対し、位相変更を行う場合を例に
説明しているが、これに限ったものではなく、本明細書に示したように、複数のプリコー
ディング後の信号に位相変更をする場合についても、本実施の形態を実施することができ
、上述で述べた、変調信号のセットとプリコーディング行列の関係（本発明とポイントと
なる点）を満たすとよい。
【１２２６】
　また、本実施の形態では、プリコーディング行列Ｆを式（Ｇ３）として説明したがこれ
に限ったものではなく、例えば、
【１２２７】
【数９８】

【１２２８】
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【数９９】

【１２２９】
【数１００】

【１２３０】
【数１０１】

【１２３１】
【数１０２】

【１２３２】
のいずれかに設定しもよい。ただし、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）において、θ１１、θ２
１、λは固定値である（単位はラジアン）。
【１２３３】
　本実施の形態では、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合を例として説明するが、
他の実施の形態の説明と同様に、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送を用いている
場合、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合についても、同様に実施することがで
きる。このとき、本実施の形態で用いているｔをｆ（周波数（（サブ）キャリア））に置
き換えることになる。また、時間―周波数軸方向で、位相変更値を切り替える場合につい
ても同様に実施することが可能である。なお、本実施の形態におけるプリコーディング後
に規則的に位相変更を行う方法は、本明細書で説明したプリコーディング後に規則的に位
相変更を行う方法に限定されるものではない。
【１２３４】
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　また、受信装置は、本実施の形態における２つの変調方式の設定パターンいずれにおい
ても、実施の形態Ｆ１で述べた受信方法を用いて、復調、検波が行われることになる。
（実施の形態Ｉ１）
　本実施の形態では、ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式を８ＱＡＭ（8 Quadrature Ampli
tude Modulation）としたときのプリコーディング後の信号に位相変更を施す信号処理方
法について説明する。
【１２３５】
　本実施の形態は、実施の形態１等で説明した、プリコーディングの信号に対し、位相変
更を行う信号処理方法を適用する際の、８ＱＡＭのマッピング方法に関するものである。
本実施の形態では、実施の形態１等で説明した、図６のプリコーディング（重み付け合成
）を施した後に、位相変更を行う信号処理方法において、ｓ１（ｔ）の変調方式を８ＱＡ
Ｍ、ｓ２（ｔ）の変調方式を８ＱＡＭとする。図９６に、同相Ｉ―直交Ｑ平面における８
ＱＡＭの信号点配置を示す。図９６において、平均（送信）電力をｚと設定する場合、図
９６におけるｕの値は、次式で与えられる。
【１２３６】
【数１０３】

　なお、ＱＰＳＫのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（７８）に
示されており、１６ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（
７９）に示されており、６４ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係
数は式（８５）に示されており、送信装置が、変調方式として、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭ、８ＱＡＭが選択可能であり、８ＱＡＭの平均電力とＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭの平均電力と同一とするためには、式（＃Ｉ１）は重要な値となる。
【１２３７】
　図９６において、送信する３ビットであるｂ０、ｂ１、ｂ２が“ｂ０　ｂ１　ｂ２”＝
“０００”のとき、信号点として、９６０１が選択され、信号点９６０１に相当するＩ、
Ｑ（Ｉ＝１×ｕ、Ｑ＝１×ｕ）が、８ＱＡＭの同相成分（Ｉ）、直交成分（Ｑ）となる。
“ｂ０　ｂ１　ｂ２”が“００１”から“１１１”のときも同様に、８ＱＡＭの同相成分
（Ｉ）、直交成分（Ｑ）が生成される。
【１２３８】
　次に、ｓ１の変調方式が８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が８ＱＡＭのときのプリコーディン
グを施した後に位相変更を行う信号処理方法について説明する。
【１２３９】
　本実施の形態におけるプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法に関
する構成は、実施の形態１等で述べた図６のとおりである。図６において、マッピング後
の信号３０７Ａ（ｓ１（ｔ））の変調方式は８ＱＡＭであり、マッピング後の信号３０７
Ｂ（ｓ２（ｔ））の変調方式で８ＱＡＭであることが、本実施の形態の特徴となる。
【１２４０】
　そして、図６の重み付け合成部６００は、プリコーディングを施す。このとき用いられ
るプリコーディングのための行列（Ｆ）は、実施の形態Ｇ２で示した式（Ｇ３）、式（Ｇ
６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかが例として考えら
れる。ただし、これらのプリコーディング行列は例であり、他の式であらわされる行列を
プリコーディング行列として用いてもよい。
【１２４１】
　次に、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式
（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのようにあらわされたとき、適切なαの値の一例につ
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いて説明する。
【１２４２】
　実施の形態１で説明したように、プリコーディング、および、位相変更を施した後の信
号を図６のように、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）（ｔ：時間）とあらわす。このとき、ｚ１（
ｔ）、ｚ２（ｔ）は、同一周波数（同一（サブ）キャリア）の信号であり、異なるアンテ
ナから送信される（なお、ここでは、一例として時間軸の信号を例に説明するが、他の実
施の形態で説明したように、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）（ｆは（サブ）キャリア）であって
もよい。このとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、同一時間の信号であり、異なるアンテナ
から送信される。）
　ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）はいずれも、変調方式が８ＱＡＭの信号と８ＱＡＭの信号が重
み付け合成された信号であるので、８ＱＡＭで３ビット、２系統で、計６ビットが伝送さ
れると考えると、信号点が重ならない場合、６４点の信号点が存在することになる。
【１２４３】
　図９７は、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）
、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのとき、適切なαの値の一例であるα＝３／２（
または、２／３）としたときのプリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）の同相
Ｉ―直交Ｑ平面における信号点の一例を示している。図９７に示すように、α＝３／２（
または、２／３）とすると、隣接する信号点の信号点の距離が等しい場合が多く、これに
より、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されることになる。
【１２４４】
　ここで、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、図５のように異なるアンテナから送信されること
になるが、このとき、送信アンテナ２本のうち、いずれか一方で送信した信号が、端末の
受信装置において、伝播しないような状況を考える。図９７では、信号点の縮退（信号点
の数が６４点より少ない値となること）が発生しておらず、また、６４点の信号点が、同
相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されていることから、受信装置において、検波、お
よび、誤り訂正復号を行った結果、高いデータの受信品質を得ることができるという効果
を得ることができる。
【１２４５】
　次に、図９６と異なる信号点配置の８ＱＡＭについて説明する。実施の形態１等で説明
した、図６のプリコーディング（重み付け合成）を施した後に、位相変更を行う信号処理
方法において、ｓ１の変調方式を８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式を８ＱＡＭとする。図９８に
、図９６とは異なる同相Ｉ―直交Ｑ平面における８ＱＡＭの信号点配置を示す。
【１２４６】
　図９８において、平均送信電力をｚと設定する場合、図９８におけるｖの値は、次式で
与えられる。
【１２４７】
【数１０４】

　なお、ＱＰＳＫのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（７８）に
示されており、１６ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（
７９）に示されており、６４ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係
数は式（８５）に示されており、送信装置が、変調方式として、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭ、８ＱＡＭが選択可能であり、８ＱＡＭの平均電力とＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭの平均電力と同一とするためには、式（＃Ｉ２）は重要な値となる。
【１２４８】
　図９８において、送信する３ビットであるｂ０、ｂ１、ｂ２が“ｂ０　ｂ１　ｂ２”＝
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“０００”のとき、信号点として、９８０１が選択され、信号点９８０１に相当するＩ、
Ｑ（Ｉ＝２×ｖ、Ｑ＝２×ｖ）が、８ＱＡＭの同相成分（Ｉ）、直交成分（Ｑ）となる。
“ｂ０　ｂ１　ｂ２”が“００１”から“１１１”のときも同様に、８ＱＡＭの同相成分
（Ｉ）、直交成分（Ｑ）が生成される。
【１２４９】
　次に、ｓ１の変調方式が図９８の８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が図９８の８ＱＡＭのとき
のプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法について説明する。
【１２５０】
　本実施の形態におけるプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法に関
する構成は、実施の形態１等で述べた図６のとおりである。図６において、マッピング後
の信号３０７Ａ（ｓ１（ｔ））の変調方式は図９８の８ＱＡＭであり、マッピング後の信
号３０７Ｂ（ｓ２（ｔ））の変調方式で図９８の８ＱＡＭであることが、ここでの特徴と
なる。
【１２５１】
　そして、図６の重み付け合成部６００は、プリコーディングを施す。このとき用いられ
るプリコーディングのための行列（Ｆ）は、実施の形態Ｇ２で示した式（Ｇ３）、式（Ｇ
６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかが例として考えら
れる。ただし、これらのプリコーディング行列は例であり、他の式であらわされる行列を
プリコーディング行列として用いてもよい。
【１２５２】
　次に、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式
（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのようにあらわされたとき、適切なαの値の一例につ
いて説明する。
【１２５３】
　実施の形態１で説明したように、プリコーディング、および、位相変更を施した後の信
号を図６のように、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）（ｔ：時間）とあらわす。このとき、ｚ１（
ｔ）、ｚ２（ｔ）は、同一周波数（同一（サブ）キャリア）の信号であり、異なるアンテ
ナから送信される（なお、ここでは、一例として時間軸の信号を例に説明するが、他の実
施の形態で説明したように、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）（ｆは（サブ）キャリア）であって
もよい。このとき、ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、同一時間の信号であり、異なるアンテナ
から送信される。）
　ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）はいずれも、変調方式が８ＱＡＭの信号と８ＱＡＭの信号が重
み付け合成された信号であるので、８ＱＡＭで３ビット、２系統で、計６ビットが伝送さ
れると考えると、信号点が重ならない場合、６４点の信号点が存在することになる。
【１２５４】
　図９９は、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）
、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのとき、適切なαの値の一例であるα＝３／２（
または、２／３）としたときのプリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）の同相
Ｉ―直交Ｑ平面における信号点の一例を示している。図９９に示すように、α＝３／２（
または、２／３）とすると、隣接する信号点の信号点の距離が等しい場合が多く、これに
より、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されることになる。
【１２５５】
　ここで、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、図５のように異なるアンテナから送信されること
になるが、このとき、送信アンテナ２本のうち、いずれか一方で送信した信号が、端末の
受信装置において、伝播しないような状況を考える。図９９では、信号点の縮退（信号点
の数が６４点より少ない値となること）が発生しておらず、また、６４点の信号点が、同
相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されていることから、受信装置において、検波、お
よび、誤り訂正復号を行った結果、高いデータの受信品質を得ることができるという効果
を得ることができる。
【１２５６】
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　なお、図６の位相変更部３１７Ｂにおける位相変更方法の実施方法については、本明細
書で記載したとおりである（他の実施の形態において記載したとおりである）。
【１２５７】
　次に、本実施の形態における受信装置の動作について説明する。
【１２５８】
　上述で説明した図６の、プリコーディング、および、位相変更を施したとき、図５から
、以下の関係を導くことができる。
【１２５９】
【数１０５】

　なお、Ｆはプリコーディング行列であり、ｙ（ｔ）は位相変更値である。受信装置は、
上述で示した、ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）とｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の関係を利用して、復
調（検波）を行うことになる（実施の形態１等で説明と同様に実施すればよいことになる
）。ただし、上述で示した式には、雑音成分、周波数オフセット、チャネル推定誤差等の
歪み成分は、式にあらわされておらず、これらを含んだ形で、復調（検波）が行われるこ
とになる。したがって、受信信号、チャネル推定値、プリコーディング行列、位相変更値
に基づき、復調（検波）が行われることになる。なお、検波した結果得られるものは、ハ
ード値（「０」「１」の結果）、ソフト値（対数尤度、または、対数尤度比）いずれであ
ってもよく、検波して得られた結果ものに基づき、誤り訂正復号が行われることになる。
【１２６０】
　本実施の形態では、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合を例として説明したが、
他の実施の形態の説明と同様に、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送を用いている
場合、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合についても、同様に実施することがで
きる。このとき、本実施の形態で用いているｔをｆ（周波数（（サブ）キャリア））に置
き換えることになる。
【１２６１】
　よって、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において
、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なるアンテナから、同一周波数を用いて送信
されることになる。そして、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合、ｚ１（ｆ）、
ｚ２（ｆ）において、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異
なるアンテナから、同一時間を用いて送信されることになる。また、時間―周波数軸方向
で、位相変更値を切り替える場合についても他の実施の形態で述べたように同様に実施す
ることが可能である。
【１２６２】
　また、図１３に示しているように、信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）（または、ｚ１（ｆ）
、ｚ２（ｆ）、または、ｚ１（ｔ，ｆ）、ｚ２（ｔ，ｆ））に対し、（例えば、シンボル
単位で）並び替えを行ってもよい。

（実施の形態Ｉ２）
　本実施の形態では、ｓ１の変調方式、ｓ２の変調方式を８ＱＡＭ（8 Quadrature Ampli
tude Modulation）としたときのプリコーディング後の信号に位相変更を施す信号処理方
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法において、実施の形態Ｉ１とは異なる方法について説明する。
【１２６３】
　本実施の形態は、実施の形態Ｇ２で説明した、プリコーディングの信号に対し、位相変
更を行う信号処理方法を適用する際の、８ＱＡＭのマッピング方法に関するものである。
本実施の形態における、プリコーディング（重み付け合成）を施した後に、位相変更を行
う信号処理方法に関する構成図は、図１００のとおりであり、図９３と同様に動作するも
のについては、同一符号を付している。
【１２６４】
　図１００において、ｓ１（ｔ）の変調方式を８ＱＡＭ、ｓ２（ｔ）の変調方式を８ＱＡ
Ｍとする。図９６に、同相Ｉ―直交Ｑ平面における８ＱＡＭの信号点配置を示す。図９６
において、平均（送信）電力をｚと設定する場合、図９６におけるｕの値は、式（＃Ｉ１
）で与えられる。
【１２６５】
　なお、ＱＰＳＫのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（７８）に
示されており、１６ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（
７９）に示されており、６４ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係
数は式（８５）に示されており、送信装置が、変調方式として、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭ、８ＱＡＭが選択可能であり、８ＱＡＭの平均電力とＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭの平均電力と同一とするためには、式（＃Ｉ１）は重要な値となる。
【１２６６】
　図９６において、送信する３ビットであるｂ０、ｂ１、ｂ２が“ｂ０　ｂ１　ｂ２”＝
“０００”のとき、信号点として、９６０１が選択され、信号点９６０１に相当するＩ、
Ｑ（Ｉ＝１×ｕ、Ｑ＝１×ｕ）が、８ＱＡＭの同相成分（Ｉ）、直交成分（Ｑ）となる。
“ｂ０　ｂ１　ｂ２”が“００１”から“１１１”のときも同様に、８ＱＡＭの同相成分
（Ｉ）、直交成分（Ｑ）が生成される。
【１２６７】
　次に、ｓ１の変調方式が８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が８ＱＡＭのときのプリコーディン
グを施した後に位相変更を行う信号処理方法について説明する。
【１２６８】
　本実施の形態におけるプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法に関
する構成は、図１００のとおりである。図１００において、マッピング後の信号３０７Ａ
（ｓ１（ｔ））の変調方式は８ＱＡＭであり、マッピング後の信号３０７Ｂ（ｓ２（ｔ）
）の変調方式で８ＱＡＭであることが、本実施の形態の一つの特徴となる。
【１２６９】
　そして、図１００の重み付け合成部６００は、プリコーディングを施す。このとき用い
られるプリコーディングのための行列（Ｆ）は、実施の形態Ｇ２で示した式（Ｇ３）、式
（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかが例として考
えられる。ただし、これらのプリコーディング行列は例であり、他の式であらわされる行
列をプリコーディング行列として用いてもよい。
【１２７０】
　図１００の重み付け合成部６００は、プリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）およびｚ２
’（ｔ）を出力することになるが、本実施の形態では、プリコーディング後の信号ｚ２’
（ｔ）に対し、位相変更を施す。したがって、図１００の位相変更部３１７Ｂは、プリコ
ーディング後の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））を入力とし、位相変更を施し、位相変更後
の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【１２７１】
　そして、図１００のベースバンド信号入れ替え部９３０１は、プリコーディング後の信
号３０９Ａ（ｚ１（ｔ））および位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２’（ｔ））を入力とし
、ベースバンド信号入れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を行い、ベースバンド
信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））および９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ））を出力する。
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【１２７２】
　このとき、ベースバンド信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））および９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ）
）の構成方法について、図１０１および図１０２を例に説明する。
【１２７３】
　図１０１は、時間ｔ＝０からｔ＝１１における位相変更値およびｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ
）の構成方法の一例を示している。図１０１に示すように、図１００の位相変更部３１７
Ｂのために、位相変更値として、ｙ［０］、ｙ［１］、ｙ［２］の異なる３種類の値を用
意する。そして、図１０１に示すように、周期３による位相変更の切り替えを行う。
【１２７４】
　（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））のセットは、（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））または、（ｚ２
（ｔ）、ｚ１（ｔ））のセットのいずれかを選択する。図１０１では、
（ｒ１（ｔ＝０）、ｒ２（ｔ＝０））＝（ｚ１（ｔ＝０）、ｚ２（ｔ＝０））
（ｒ１（ｔ＝１）、ｒ２（ｔ＝１））＝（ｚ１（ｔ＝１）、ｚ２（ｔ＝１））
（ｒ１（ｔ＝２）、ｒ２（ｔ＝２））＝（ｚ１（ｔ＝２）、ｚ２（ｔ＝２））
（ｒ１（ｔ＝３）、ｒ２（ｔ＝３））＝（ｚ２（ｔ＝３）、ｚ１（ｔ＝３））
（ｒ１（ｔ＝４）、ｒ２（ｔ＝４））＝（ｚ２（ｔ＝４）、ｚ１（ｔ＝４））
（ｒ１（ｔ＝５）、ｒ２（ｔ＝５））＝（ｚ２（ｔ＝５）、ｚ１（ｔ＝５））
・
・
・
となるようにしている。このときの特徴として、位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ
＝０、１、２）、（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する
場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ２（ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在
する。したがって、図１０１に記述したように、位相変更とベースバンド信号入れ替え（
ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相変更の周期の２倍であ
る６となっている。
【１２７５】
　なお、図１０１では、位相変更の周期を３としているが、これに限ったものではなく、
例えば、位相変更の周期をＮとした場合、「位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ＝０
、１、、・・・、Ｎ－２、Ｎ－１（ｉは０以上Ｎ－１以下の整数））、（ｒ１（ｔ）、ｒ
２（ｔ））＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））
＝（ｚ２（ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在する」ようにし、位相変更とベース
バンド信号入れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相
変更の周期の２倍である２×Ｎとすることが本実施の形態の特徴となり、図１００のベー
スバンド信号入れ替え部９３０１はこのようなベースバンド信号出力選択を行うことにな
る。
【１２７６】
　図１０２は、図１０１とは異なる、時間ｔ＝０からｔ＝１１における位相変更値および
ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）の構成方法の例である。図１０２においても、
「位相変更の周期をＮとした場合、位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ＝０、１、・
・・、Ｎ－２、Ｎ－１（ｉは０以上Ｎ－１以下の整数））、（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））
＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ２（
ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在するようにし、位相変更とベースバンド信号入
れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相変更の周期の
２倍である２×Ｎとする」
が成立している。なお、図１０１、図１０２は、例であり、図１０１、図１０２に限らず
、上記条件を満たすと、受信装置において、高いデータの受信品質を得ることができる。
【１２７７】
　次に、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式
（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのようにあらわされたとき、適切なαの値の一例につ



(206) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

いて説明する。
【１２７８】
　プリコーディング、および、位相変更を施した後の信号を図１００のように、ｚ１（ｔ
）、ｚ２（ｔ）（ｔ：時間）とあらわす。このとき、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、同一周
波数（同一（サブ）キャリア）の信号であり、異なるアンテナから送信される（なお、こ
こでは、一例として時間軸の信号を例に説明するが、他の実施の形態で説明したように、
ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）（ｆは（サブ）キャリア）であってもよい。このとき、ｚ１（ｆ
）、ｚ２（ｆ）は、同一時間の信号であり、異なるアンテナから送信される。）
　ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）いずれも、変調方式が８ＱＡＭの信号と８ＱＡＭの信号が重み
付け合成された信号であるので、８ＱＡＭで３ビット、２系統で、計６ビットが伝送され
ると考えると、信号点が重ならない場合、６４点の信号点が存在することになる。
【１２７９】
　図９７は、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）
、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのとき、適切なαの値の一例であるα＝３／２（
または、２／３）としたときのプリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）の同相
Ｉ―直交Ｑ平面における信号点の一例を示している。図９７に示すように、α＝３／２（
または、２／３）とすると、隣接する信号点の信号点の距離が等しい場合が多く、これに
より、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されることになる。
【１２８０】
　ここで、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）に変換され、図５のよう
に異なるアンテナから送信されることになるが、このとき、送信アンテナ２本のうち、い
ずれか一方で送信した信号が、端末の受信装置において、伝播しないような状況を考える
。図９７では、信号点の縮退（信号点の数が６４点より少ない値となること）が発生して
おらず、また、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されているこ
とから、受信装置において、検波、および、誤り訂正復号を行った結果、高いデータの受
信品質を得ることができるという効果を得ることができる。
【１２８１】
　次に、図９６と異なる信号点配置の８ＱＡＭについて説明する。図１００のプリコーデ
ィング（重み付け合成）を施した後に、位相変更を行う信号処理方法において、ｓ１の変
調方式を８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式を８ＱＡＭとする。図９８に、図９６とは異なる同相
Ｉ―直交Ｑ平面における８ＱＡＭの信号点配置を示す。
【１２８２】
　図９８において、平均送信電力をｚと設定する場合、図９８におけるｖの値は、式（＃
Ｉ２）で与えられる。
【１２８３】
　なお、ＱＰＳＫのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（７８）に
示されており、１６ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係数は式（
７９）に示されており、６４ＱＡＭのときに平均電力をｚと設定した場合に用いられる係
数は式（８５）に示されており、送信装置が、変調方式として、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭ、８ＱＡＭが選択可能であり、８ＱＡＭの平均電力とＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、
６４ＱＡＭの平均電力と同一とするためには、式（＃Ｉ２）は重要な値となる。
【１２８４】
　図９８において、送信する３ビットであるｂ０、ｂ１、ｂ２が“ｂ０　ｂ１　ｂ２”＝
“０００”のとき、信号点として、９８０１が選択され、信号点９８０１に相当するＩ、
Ｑ（Ｉ＝２×ｖ、Ｑ＝２×ｖ）が、８ＱＡＭの同相成分（Ｉ）、直交成分（Ｑ）となる。
“ｂ０　ｂ１　ｂ２”が“００１”から“１１１”のときも同様に、８ＱＡＭの同相成分
（Ｉ）、直交成分（Ｑ）が生成される。
【１２８５】
　次に、ｓ１の変調方式が図９８の８ＱＡＭ、ｓ２の変調方式が図９８の８ＱＡＭのとき
のプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法について説明する。
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【１２８６】
　本実施の形態におけるプリコーディングを施した後に位相変更を行う信号処理方法に関
する構成は、図１００のとおりである。図１００において、マッピング後の信号３０７Ａ
（ｓ１（ｔ））の変調方式は図９８の８ＱＡＭであり、マッピング後の信号３０７Ｂ（ｓ
２（ｔ））の変調方式で図９８の８ＱＡＭであることが、本実施の形態の一つの特徴とな
る。
【１２８７】
　そして、図１００の重み付け合成部６００は、プリコーディングを施す。このとき用い
られるプリコーディングのための行列（Ｆ）は、実施の形態Ｇ２で示した式（Ｇ３）、式
（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかが例として考
えられる。ただし、これらのプリコーディング行列は例であり、他の式であらわされる行
列をプリコーディング行列として用いてもよい。
【１２８８】
　図１００の重み付け合成部６００は、プリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）およびｚ２
’（ｔ）を出力することになるが、本実施の形態では、プリコーディング後の信号ｚ２’
（ｔ）に対し、位相変更を施す。したがって、図１００の位相変更部３１７Ｂは、プリコ
ーディング後の信号３１６Ｂ（ｚ２’（ｔ））を入力とし、位相変更を施し、位相変更後
の信号３０９Ｂ（ｚ２（ｔ））を出力する。
【１２８９】
　そして、図１００のベースバンド信号入れ替え部９３０１は、プリコーディング後の信
号３０９Ａ（ｚ１（ｔ））および位相変更後の信号３０９Ｂ（ｚ２’（ｔ））を入力とし
、ベースバンド信号入れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を行い、ベースバンド
信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））および９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ））を出力する。
【１２９０】
　このとき、ベースバンド信号９３０２Ａ（ｒ１（ｔ））および９３０２Ｂ（ｒ２（ｔ）
）の構成方法について、図１０１および図１０２を例に説明する。
【１２９１】
　図１０１は、時間ｔ＝０からｔ＝１１における位相変更値およびｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ
）の構成方法の一例を示している。図１０１に示すように、図１００の位相変更部３１７
Ｂのために、位相変更値として、ｙ［０］、ｙ［１］、ｙ［２］の異なる３種類の値を用
意する。そして、図１０１に示すように、周期３による位相変更の切り替えを行う。
【１２９２】
　（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））のセットは、（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））または、（ｚ２
（ｔ）、ｚ１（ｔ））のセットのいずれかを選択する。図１０１では、
（ｒ１（ｔ＝０）、ｒ２（ｔ＝０））＝（ｚ１（ｔ＝０）、ｚ２（ｔ＝０））
（ｒ１（ｔ＝１）、ｒ２（ｔ＝１））＝（ｚ１（ｔ＝１）、ｚ２（ｔ＝１））
（ｒ１（ｔ＝２）、ｒ２（ｔ＝２））＝（ｚ１（ｔ＝２）、ｚ２（ｔ＝２））
（ｒ１（ｔ＝３）、ｒ２（ｔ＝３））＝（ｚ２（ｔ＝３）、ｚ１（ｔ＝３））
（ｒ１（ｔ＝４）、ｒ２（ｔ＝４））＝（ｚ２（ｔ＝４）、ｚ１（ｔ＝４））
（ｒ１（ｔ＝５）、ｒ２（ｔ＝５））＝（ｚ２（ｔ＝５）、ｚ１（ｔ＝５））
・
・
・
となるようにしている。このときの特徴として、位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ
＝０、１、２）、（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する
場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ２（ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在
する。したがって、図１０１に記述したように、位相変更とベースバンド信号入れ替え（
ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相変更の周期の２倍であ
る６となっている。
【１２９３】



(208) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

　なお、図１０１では、位相変更の周期を３としているが、これに限ったものではなく、
例えば、位相変更の周期をＮとした場合、「位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ＝０
、１、、・・・、Ｎ－２、Ｎ－１（ｉは０以上Ｎ－１以下の整数））、（ｒ１（ｔ）、ｒ
２（ｔ））＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））
＝（ｚ２（ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在する」ようにし、位相変更とベース
バンド信号入れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相
変更の周期の２倍である２×Ｎとすることが本実施の形態の特徴となり、図１００のベー
スバンド信号入れ替え部９３０１はこのようなベースバンド信号出力選択を行うことにな
る。
【１２９４】
　図１０２は、図１０１とは異なる、時間ｔ＝０からｔ＝１１における位相変更値および
ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）の構成方法の例である。図１０２においても、
「位相変更の周期をＮとした場合、位相変更値ｙ［ｉ］が選択された際（ｉ＝０、１、・
・・、Ｎ－２、Ｎ－１（ｉは０以上Ｎ－１以下の整数））、（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））
＝（ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ））が成立する場合と（ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ））＝（ｚ２（
ｔ）、ｚ１（ｔ））が成立する場合が存在するようにし、位相変更とベースバンド信号入
れ替え（ベースバンド信号出力セット選択）を考慮したときの周期は、位相変更の周期の
２倍である２×Ｎとする」
が成立している。なお、図１０１、図１０２は、例であり、図１０１、図１０２に限らず
、上記条件を満たすと、受信装置において、高いデータの受信品質を得ることができる。
【１２９５】
　次に、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式
（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのようにあらわされたとき、適切なαの値の一例につ
いて説明する。
【１２９６】
　プリコーディング、および、位相変更を施した後の信号を図１００のように、ｚ１（ｔ
）、ｚ２（ｔ）（ｔ：時間）とあらわす。このとき、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、同一周
波数（同一（サブ）キャリア）の信号であり、異なるアンテナから送信される（なお、こ
こでは、一例として時間軸の信号を例に説明するが、他の実施の形態で説明したように、
ｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）（ｆは（サブ）キャリア）であってもよい。このとき、ｚ１（ｆ
）、ｚ２（ｆ）は、同一時間の信号であり、異なるアンテナから送信される。）
　ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）いずれも、変調方式が８ＱＡＭの信号と８ＱＡＭの信号が重み
付け合成された信号であるので、８ＱＡＭで３ビット、２系統で、計６ビットが伝送され
ると考えると、信号点が重ならない場合、６４点の信号点が存在することになる。
【１２９７】
　図９９は、プリコーディング行列が式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）
、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）のいずれかのとき、適切なαの値の一例であるα＝３／２（
または、２／３）としたときのプリコーディング後の信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）の同相
Ｉ―直交Ｑ平面における信号点の一例を示している。図９９に示すように、α＝３／２（
または、２／３）とすると、隣接する信号点の信号点の距離が等しい場合が多く、これに
より、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されることになる。
【１２９８】
　ここで、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）に変換され、図５のよう
に異なるアンテナから送信されることになるが、このとき、送信アンテナ２本のうち、い
ずれか一方で送信した信号が、端末の受信装置において、伝播しないような状況を考える
。図９９では、信号点の縮退（信号点の数が６４点より少ない値となること）が発生して
おらず、また、６４点の信号点が、同相Ｉ―直交Ｑ平面において、密に配置されているこ
とから、受信装置において、検波、および、誤り訂正復号を行った結果、高いデータの受
信品質を得ることができるという効果を得ることができる。
【１２９９】
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　なお、図１００の位相変更部３１７Ｂにおける位相変更方法の実施方法については、本
明細書で記載したとおりである（他の実施の形態において記載したとおりである）。
【１３００】
　次に、本実施の形態における受信装置の動作について説明する。
【１３０１】
　上述で説明した図１００の、プリコーディング、および、位相変更を施したとき、図５
から、以下のいずれかの関係を導くことができる。
【１３０２】
【数１０６】

【１３０３】
【数１０７】

なお、Ｆはプリコーディング行列であり、ｙ（ｔ）は位相変更値であり、ｒ１（ｔ）、ｒ
２（ｔ）は、図５におけるｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）である。受信装置は、上述で示した、
ｒ１（ｔ）、ｒ２（ｔ）とｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の関係を利用して、復調（検波）を行
うことになる（実施の形態１等で説明と同様に実施すればよいことになる）。ただし、上
述で示した式には、雑音成分、周波数オフセット、チャネル推定誤差等の歪み成分は、式
にあらわされておらず、これらを含んだ形で、復調（検波）が行われることになる。した
がって、受信信号、チャネル推定値、プリコーディング行列、位相変更値に基づき、復調
（検波）が行われることになる。なお、検波した結果得られるものは、ハード値（「０」
「１」の結果）、ソフト値（対数尤度、または、対数尤度比）いずれであってもよく、検
波して得られた結果ものに基づき、誤り訂正復号が行われることになる。
【１３０４】
　本実施の形態では、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合を例として説明したが、
他の実施の形態の説明と同様に、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア伝送を用いている
場合、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合についても、同様に実施することがで
きる。このとき、本実施の形態で用いているｔをｆ（周波数（（サブ）キャリア））に置
き換えることになる。
【１３０５】
　よって、時間軸方向に位相変更値を切り替える場合、ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）において
、同一時間のｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）は、異なるアンテナから、同一周波数を用いて送信
されることになる。そして、周波数軸方向に位相変更値を切り替える場合、ｚ１（ｆ）、
ｚ２（ｆ）において、同一周波数（同一サブキャリア）のｚ１（ｆ）、ｚ２（ｆ）は、異
なるアンテナから、同一時間を用いて送信されることになる。また、時間―周波数軸方向
で、位相変更値を切り替える場合についても他の実施の形態で述べたように同様に実施す
ることが可能である。
【１３０６】
　また、図１３に示しているように、信号ｚ１（ｔ）、ｚ２（ｔ）（または、ｚ１（ｆ）
、ｚ２（ｆ）、または、ｚ１（ｔ，ｆ）、ｚ２（ｔ，ｆ））に対し、（例えば、シンボル
単位で）並び替えを行ってもよい。
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　なお、本明細書において、ＢＰＳＫ、ＱＰＳＫ、８ＱＡＭ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ等
の変調方式を例に説明したが、変調方式はこれに限ったものではなく、ＰＡＭ（Pulse Am
plitude Modulation）を用いてもよく、また、Ｉ－Ｑ平面における２個、４個、８個、１
６個、６４個、１２８個、２５６個、１０２４個等の信号点の配置方法（２個、４個、８
個、１６個、６４個、１２８個、２５６個、１０２４個等の信号点をもつ変調方式）は、
本明細書で示した方法（例えば、ＱＰＳＫの信号点配置、１６ＱＡＭの信号点配置等）に
限ったものではない。したがって、複数のビットに基づき同相成分と直交成分を出力する
という機能がマッピング部での機能となり、その後、プリコーディングおよび位相変更を
施すことが本発明の一つの有効な機能となる。

（実施の形態Ｊ１）
　実施の形態Ｆ１、実施の形態Ｇ１、実施の形態Ｇ２において、変調信号ｓ１（プリコー
ディングおよび位相変更前の変調信号）と変調信号ｓ２（プリコーディングおよび位相変
更前の変調信号）において、ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なる、特に、ｓ１の変
調方式の変調多値数とｓ２の変調多値数が異なる場合のプリコーディングおよび位相変更
方法について説明した。
【１３０７】
　また、実施の形態Ｃ１において、式（５２）を用いたプリコーディングに対し、プリコ
ーディング後の変調信号に位相変更を行う送信方法について説明した。
【１３０８】
　本実施の形態では、ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なる場合に、式（５２）を用
いたプリコーディングに対し、プリコーディング後の変調信号に位相変更を行う送信方法
適用する場合について説明する。特に、ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なる場合に
、式（５２）を用いたプリコーディングに対し、プリコーディング後の変調信号に位相変
更を行う送信方法と、一つの変調信号を一つのアンテナから送信する送信方法と切り替え
る場合のアンテナの使用方法について説明する。（なお、プリコーディングおよび位相変
更を用いた送信方法と一つの変調信号を一つのアンテナから送信する送信方法を切り替え
ることについては、実施の形態３、実施の形態Ａ１で述べている。）
　例えば、図３、図４、図１２等の送信装置が、変調信号ｓ１と変調信号ｓ２に対し、プ
リコーディングおよび位相変更を施す送信方法と一つの変調信号を一つのアンテナから送
信方法を切り替える場合について考える。このときの図３、図４、図１２等の送信装置の
フレーム構成を図１０３に示す。図１０３において、図１０３（ａ）は、変調信号ｓ１の
フレーム構成、図１０３（ｂ）は変調信号ｓ２のフレーム構成の一例を示している。なお
、図１０３において、横軸は時間、縦軸は周波数とし、変調信号ｓ１と変調信号ｓ２は同
一（共通）の周波数帯域を用いているものとする。
【１３０９】
　図１０３に示すように、時間ｔ０から時間ｔ１の間は、情報を伝送するためのシンボル
を含むフレーム＃１－ｓ１（１０３０１―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一
方、時間ｔ０から時間ｔ１において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。
【１３１０】
　時間ｔ２から時間ｔ３の間では、情報を伝送するためのシンボルを含むフレーム＃２－
ｓ１（１０３０２－１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。また、時間ｔ２から時間
ｔ３の間において、情報を伝送するためのシンボルを含むフレーム＃２－ｓ２（１０３０
２－２）が変調信号ｓ２に存在するものとする。
【１３１１】
　時間ｔ４から時間ｔ５の間は、情報を伝送するためのシンボルを含むフレーム＃３－ｓ
１（１０３０３―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一方、時間ｔ４から時間ｔ
５において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。
【１３１２】
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　本実施の形態において、前にも述べたように、特に、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号
を、同一周波数帯域を用いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、
および位相変更を施し、また、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式とｓ２の変調信号
のために用いる変調方式が異なる場合を扱うものとする。一例として、異なる変調方式と
して、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭの場合について以下で説明する。実施の形態Ｆ１、実施の形
態Ｇ１、実施の形態Ｇ２で述べたように、ＱＰＳＫの変調信号と１６ＱＡＭの変調信号を
プリコーディングおよび位相変更を施して送信する場合、ＱＰＳＫの変調信号の平均電力
をＧＱＰＳＫ、１６ＱＡＭの平均電力をＧ１６ＱＡＭとしたとき、受信装置において、良
好なデータの受信品質を得るためには、Ｇ１６ＱＡＭ＞ＧＱＰＳＫとするとよい。
【１３１３】
　なお、ＱＰＳＫのＩ－Ｑ平面における信号点配置、パワー変更方法（パワー変更値の設
定方法）、平均電力の与え方については、実施の形態Ｆ１、実施の形態Ｇ１、実施の形態
Ｇ２で述べたとおりであり、また、１６ＱＡＭのＩ－Ｑ平面における信号点配置、パワー
変更方法（パワー変更値の設定方法）、平均電力の与え方についても実施の形態Ｆ１、実
施の形態Ｇ１、実施の形態Ｇ２で述べたとおりである。
【１３１４】
　そして、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周波数帯域を用いて同時に送信する
際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施した場合、図８５から、
図８５におけるｚ１（ｔ）＝ｕ×ｓ１（ｔ）となり、ｚ２（ｔ）＝ｙ（ｔ）×ｖ×ｓ２（
ｔ）となる。したがって、ｚ１（ｔ）を送信する送信アンテナの平均送信電力は、ｓ１（
ｔ）に割り当てた変調方式の平均電力となり、ｚ２（ｔ）を送信する送信アンテナの平均
送信電力は、ｓ２（ｔ）に割り当てた変調方式の平均電力となる。
【１３１５】
　次に、ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なる場合に、式（５２）を用いたプリコー
ディングに対し、プリコーディング後の変調信号に位相変更を行う送信方法と、一つの変
調信号を一つのアンテナから送信する送信方法と切り替え場合のアンテナの使用方法につ
いて説明する。前にも述べたように、特に、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周
波数帯域を用いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相
変更を施し、また、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数とｓ２の変調信
号のために用いる変調方式の変調多値数が異なるものとする。
【１３１６】
　一つの変調信号を一つのアンテナから送信する送信方法で使用するアンテナを第１アン
テナと名付ける。また、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周波数帯域を用いて同
時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施し、また、
ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数とｓ２の変調信号のために用いる変
調方式の変調多値数が異なるものとしたとき、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の
変調多値数をＭｓ１、ｓ２の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数をＭｓ２とし
たとき、Ｍｓ１＞Ｍｓ２とする。このとき、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周
波数帯域を用いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相
変更を施す送信方法を用いる場合、変調多値数の大きい変調方式の変調信号（平均電力の
大きい変調方式の変調信号）、つまり、ここでは、ｓ１の変調信号のプリコーディング後
の信号、つまり、図８５におけるｚ１（ｔ）＝ｕ×ｓ１（ｔ）を第１アンテナから送信す
ることを提案する。したがって、例として、ｓ１の変調信号の変調方式を１６ＱＡＭ、ｓ
２の変調信号の変調方式をＱＰＳＫとして以下では説明を行う。（なお、変調方式の組み
合わせはこれに限ったものではない。例えば、（ｓ１の変調信号の変調方式、ｓ２の変調
信号の変調方式）のセットは、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、（２５６ＱＡＭ、６４ＱＡ
Ｍ）、（１０２４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）、（４０９６ＱＡＭ、１０２４ＱＡＭ）、（６
４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（２５６ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、（１０２４ＱＡＭ、６４ＱＡＭ
）、（４０９６ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であってもよい。）
　図１０４は、図１０３のように送信方法を切り替えた場合の送信電力の切り替え方法を



(212) JP 2017-188915 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

示している。
【１３１７】
　図１０３に示すように、時間ｔ０から時間ｔ１の間は、情報を伝送するためのシンボル
を含むフレーム＃１－ｓ１（１０３０１―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一
方、時間ｔ０から時間ｔ１において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。したがって
、図１０４に示すように、変調信号ｓ１は、アンテナ３１２Ａから、送信電力Ｐで送信さ
れる。このとき、アンテナ３１２Ｂから、変調信号ｓ１と同一の周波数帯域では、変調信
号は送信されないものとする。（ただし、ＯＦＤＭ等のマルチキャリア方式を用いている
とき、変調信号ｓ１とは異なる周波数帯域の変調信号をアンテナ３１２Ｂから送信しても
よい。また、変調信号ｓ１が存在していないシンボルにおいて、制御シンボル、プリアン
ブル、リファレンスシンボル、パイロットボルをアンテナ３１２Ｂから送信していてもよ
い。したがって、図１０４において、送信電力「０」と記載しているが、例外的に、アン
テナ３１２Ｂからシンボルを送信していることはある。）
　図１０３に示すように、時間ｔ２から時間ｔ３の間では、情報を伝送するためのシンボ
ルを含むフレーム＃２－ｓ１（１０３０２－１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。
また、時間ｔ２から時間ｔ３の間において、情報を伝送するためのシンボルを含むフレー
ム＃２－ｓ２（１０３０２－２）が変調信号ｓ２に存在するものとする。送信装置は式（
５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施す送信方法を適用するので、図１
０４に示すように、送信装置は、変調信号ｓ１に相当する変調信号を、アンテナ３１２Ａ
から、送信電力Ｐ’で送信する。前述でも説明したように、変調信号ｓ１の変調方式は、
例えば１６ＱＡＭであるものとする。このとき、送信装置は、変調信号ｓ２に相当する変
調信号を、アンテナ３１２Ｂから、送信電力Ｐ’’で送信する。前述でも説明したように
、変調信号ｓ２の変調方式は、例えばＱＰＳＫであるものとする。前述でも説明したよう
に、Ｐ’＞Ｐ’’が成立する。
【１３１８】
　図１０３に示すように、時間ｔ４から時間ｔ５の間は、情報を伝送するためのシンボル
を含むフレーム＃３－ｓ１（１０３０３―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一
方、時間ｔ４から時間ｔ５において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。したがって
、図１０４に示すように、変調信号ｓ１は、アンテナ３１２Ａから、送信電力Ｐで送信さ
れる。このとき、アンテナ３１２Ｂから、変調信号ｓ１と同一の周波数帯域では、変調信
号は送信されないものとする。（ただし、ＯＦＤＭ等のマルチキャリア方式を用いている
とき、変調信号ｓ１とは異なる周波数帯域の変調信号をアンテナ３１２Ｂから送信しても
よい。また、変調信号ｓ１が存在していないシンボルにおいて、制御シンボル、プリアン
ブル、リファレンスシンボル、パイロットボルをアンテナ３１２Ｂから送信していてもよ
い。したがって、図１０４において、送信電力「０」と記載しているが、例外的に、アン
テナ３１２Ｂからシンボルを送信していることはある。）
　以上のような提案のアンテナ使用方法を実施したときの効果について説明する。図１０
４において、アンテナ３１２Ａの送信電力は、Ｐ、Ｐ’、Ｐのように変化する（第１の送
信電力配分方法と名付ける）。もう一方の方法としては、送信電力がＰ、Ｐ’’、Ｐと変
化することになる（第２の送信電力配分方法と名付ける）。このとき、第１の送信電力配
分方法のほうが、第２の送信電力方法より、送信電力の変化が小さい。アンテナ３１２Ａ
の前に送信電力増幅器、アンテナ３１２Ｂの前に送信電力増幅器が配置されているが、「
送信電力の変化が小さい」と送信電力増幅器に与える負荷が少ないため、消費電力を少な
くすることができるという利点がある。したがって、第１の送信電力方法のほうが好適で
ある。また、「送信電力の変化が小さい」と、受信装置において、受信信号に対し、自動
利得制御を行うことになるが、この制御を容易に行うことができるという効果を得ること
にもつながる。
【１３１９】
　図１０４において、アンテナ３１２Ｂの送信電力は、０、Ｐ’’、０のように変化する
（第３の送信電力配分方法と名付ける）。もう一方の方法としては、送信電力が、０、Ｐ
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’’、０と変化することになる（第４の送信電力配分方法）。
【１３２０】
　このとき、第３の送信電力配分方法のほうが、第４の送信電力方法より、送信電力の変
化が小さい。前述と同様、第３の送信電力方法のほうが、消費電力の低減という点で、好
適である。また、「送信電力の変化が小さい」と、受信装置において、受信信号に対し、
自動利得制御を行うことになるが、この制御を容易に行うことができるという効果を得る
ことにもつながる。
【１３２１】
　以上のように、第１の送信電力配分方法と第３の送信電力配分方法とを同時に実施する
ことになる、提案のアンテナ使用方法は、上記のような利点を備える好適なアンテナ使用
方法である。
【１３２２】
　なお、上記では、図８５のように、ｚ２’（ｔ）から、ｚ２（ｔ）とするために位相変
更部を設置しているが、図１０５に示すように、ｚ１’（ｔ）から、ｚ１（ｔ）とするた
めに位相変更部を設置してもよい。以下では、このときの実施方法について説明する。
【１３２３】
　前にも述べたように、特に、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周波数帯域を用
いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施し、
また、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式とｓ２の変調信号のために用いる変調方式
が異なる場合を扱うものとする。一例として、異なる変調方式として、ＱＰＳＫ、１６Ｑ
ＡＭの場合について以下で説明する。実施の形態Ｆ１、実施の形態Ｇ１、実施の形態Ｇ２
で述べたように、ＱＰＳＫの変調信号と１６ＱＡＭの変調信号をプリコーディングおよび
位相変更を施して送信する場合、ＱＰＳＫの変調信号の平均電力をＧＱＰＳＫ、１６ＱＡ
Ｍの平均電力をＧ１６ＱＡＭとしたとき、受信装置において、良好なデータの受信品質を
得るためには、Ｇ１６ＱＡＭ＞ＧＱＰＳＫとするとよい。
【１３２４】
　なお、ＱＰＳＫのＩ－Ｑ平面における信号点配置、パワー変更方法（パワー変更値の設
定方法）、平均電力の与え方については、実施の形態Ｆ１、実施の形態Ｇ１、実施の形態
Ｇ２で述べたとおりであり、また、１６ＱＡＭのＩ－Ｑ平面における信号点配置、パワー
変更方法（パワー変更値の設定方法）、平均電力の与え方についても実施の形態Ｆ１、実
施の形態Ｇ１、実施の形態Ｇ２で述べたとおりである。
【１３２５】
　そして、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周波数帯域を用いて同時に送信する
際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施した場合、図１０５から
、図１０５におけるｚ１（ｔ）＝ｙ（ｔ）×ｕ×ｓ１（ｔ）となり、ｚ２（ｔ）＝ｖ×ｓ
２（ｔ）となる。したがって、ｚ１（ｔ）を送信する送信アンテナの平均送信電力は、ｓ
１（ｔ）に割り当てた変調方式の平均電力となり、ｚ２（ｔ）を送信する送信アンテナの
平均送信電力は、ｓ２（ｔ）に割り当てた変調方式の平均電力となる。
【１３２６】
　次に、ｓ１の変調方式とｓ２の変調方式が異なる場合に、式（５２）を用いたプリコー
ディングに対し、プリコーディング後の変調信号に位相変更を行う送信方法と、一つの変
調信号を一つのアンテナから送信する送信方法と切り替え場合のアンテナの使用方法につ
いて説明する。前にも述べたように、特に、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周
波数帯域を用いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相
変更を施し、また、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数とｓ２の変調信
号のために用いる変調方式の変調多値数が異なるものとする。
【１３２７】
　一つの変調信号を一つのアンテナから送信する送信方法で使用するアンテナを第１アン
テナと名付ける。また、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周波数帯域を用いて同
時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施し、また、
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ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数とｓ２の変調信号のために用いる変
調方式の変調多値数が異なるものとしたとき、ｓ１の変調信号のために用いる変調方式の
変調多値数をＭｓ１、ｓ２の変調信号のために用いる変調方式の変調多値数をＭｓ２とし
たとき、Ｍｓ１＞Ｍｓ２とする。このとき、ｓ１の変調信号とｓ２の変調信号を、同一周
波数帯域を用いて同時に送信する際、式（５２）を用いたプリコーディング、および位相
変更を施す送信方法を用いる場合、変調多値数の大きい変調方式の変調信号（平均電力の
大きい変調方式の変調信号）、つまり、ここでは、ｓ１の変調信号のプリコーディング後
の信号、つまり、図１０５におけるｚ１（ｔ）＝ｙ（ｔ）×ｕ×ｓ１（ｔ）を第１アンテ
ナから送信することを提案する。したがって、例として、ｓ１の変調信号の変調方式を１
６ＱＡＭ、ｓ２の変調信号の変調方式をＱＰＳＫとして以下では説明を行う。（なお、変
調方式の組み合わせはこれに限ったものではない。例えば、（ｓ１の変調信号の変調方式
、ｓ２の変調信号の変調方式）のセットは、（６４ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、（２５６ＱＡ
Ｍ、６４ＱＡＭ）、（１０２４ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）、（４０９６ＱＡＭ、１０２４Ｑ
ＡＭ）、（６４ＱＡＭ、ＱＰＳＫ）、（２５６ＱＡＭ、１６ＱＡＭ）、（１０２４ＱＡＭ
、６４ＱＡＭ）、（４０９６ＱＡＭ、２５６ＱＡＭ）等であってもよい。）
　図１０４は、図１０３のように送信方法を切り替えた場合の送信電力の切り替え方法を
示している。
【１３２８】
　図１０３に示すように、時間ｔ０から時間ｔ１の間は、情報を伝送するためのシンボル
を含むフレーム＃１－ｓ１（１０３０１―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一
方、時間ｔ０から時間ｔ１において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。したがって
、図１０４に示すように、変調信号ｓ１は、アンテナ３１２Ａから、送信電力Ｐで送信さ
れる。このとき、アンテナ３１２Ｂから、変調信号ｓ１と同一の周波数帯域では、変調信
号は送信されないものとする。（ただし、ＯＦＤＭ等のマルチキャリア方式を用いている
とき、変調信号ｓ１とは異なる周波数帯域の変調信号をアンテナ３１２Ｂから送信しても
よい。また、変調信号ｓ１が存在していないシンボルにおいて、制御シンボル、プリアン
ブル、リファレンスシンボル、パイロットボルをアンテナ３１２Ｂから送信していてもよ
い。したがって、図１０４において、送信電力「０」と記載しているが、例外的に、アン
テナ３１２Ｂからシンボルを送信していることはある。）
　図１０３に示すように、時間ｔ２から時間ｔ３の間では、情報を伝送するためのシンボ
ルを含むフレーム＃２－ｓ１（１０３０２－１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。
また、時間ｔ２から時間ｔ３の間において、情報を伝送するためのシンボルを含むフレー
ム＃２－ｓ２（１０３０２－２）が変調信号ｓ２に存在するものとする。送信装置は式（
５２）を用いたプリコーディング、および位相変更を施す送信方法を適用するので、図１
０４に示すように、送信装置は、変調信号ｓ１に相当する変調信号を、アンテナ３１２Ａ
から、送信電力Ｐ’で送信する。前述でも説明したように、変調信号ｓ１の変調方式は、
例えば１６ＱＡＭであるものとする。このとき、送信装置は、変調信号ｓ２に相当する変
調信号を、アンテナ３１２Ｂから、送信電力Ｐ’’で送信する。前述でも説明したように
、変調信号ｓ２の変調方式は、例えばＱＰＳＫであるものとする。前述でも説明したよう
に、Ｐ’＞Ｐ’’が成立する。
【１３２９】
　図１０３に示すように、時間ｔ４から時間ｔ５の間は、情報を伝送するためのシンボル
を含むフレーム＃３－ｓ１（１０３０３―１）が変調信号ｓ１に存在するものとする。一
方、時間ｔ４から時間ｔ５において、変調信号ｓ２は送信しないものとする。したがって
、図１０４に示すように、変調信号ｓ１は、アンテナ３１２Ａから、送信電力Ｐで送信さ
れる。このとき、アンテナ３１２Ｂから、変調信号ｓ１と同一の周波数帯域では、変調信
号は送信されないものとする。（ただし、ＯＦＤＭ等のマルチキャリア方式を用いている
とき、変調信号ｓ１とは異なる周波数帯域の変調信号をアンテナ３１２Ｂから送信しても
よい。また、変調信号ｓ１が存在していないシンボルにおいて、制御シンボル、プリアン
ブル、リファレンスシンボル、パイロットボルをアンテナ３１２Ｂから送信していてもよ
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い。したがって、図１０４において、送信電力「０」と記載しているが、例外的に、アン
テナ３１２Ｂからシンボルを送信していることはある。）
　以上のような提案のアンテナ使用方法を実施したときの効果について説明する。図１０
４において、アンテナ３１２Ａの送信電力は、Ｐ、Ｐ’、Ｐのように変化する（第１の送
信電力配分方法と名付ける）。もう一方の方法としては、送信電力がＰ、Ｐ’’、Ｐと変
化することになる（第２の送信電力配分方法と名付ける）。このとき、第１の送信電力配
分方法のほうが、第２の送信電力方法より、送信電力の変化が小さい。アンテナ３１２Ａ
の前に送信電力増幅器、アンテナ３１２Ｂの前に送信電力増幅器が配置されているが、「
送信電力の変化が小さい」と送信電力増幅器に与える負荷が少ないため、消費電力を少な
くすることができるという利点がある。したがって、第１の送信電力方法のほうが好適で
ある。また、「送信電力の変化が小さい」と、受信装置において、受信信号に対し、自動
利得制御を行うことになるが、この制御を容易に行うことができるという効果を得ること
にもつながる。
【１３３０】
　図１０４において、アンテナ３１２Ｂの送信電力は、０、Ｐ’’、０のように変化する
（第３の送信電力配分方法と名付ける）。もう一方の方法としては、送信電力が、０、Ｐ
’’、０と変化することになる（第４の送信電力配分方法）。
【１３３１】
　このとき、第３の送信電力配分方法のほうが、第４の送信電力方法より、送信電力の変
化が小さい。前述と同様、第３の送信電力方法のほうが、消費電力の低減という点で、好
適である。また、「送信電力の変化が小さい」と、受信装置において、受信信号に対し、
自動利得制御を行うことになるが、この制御を容易に行うことができるという効果を得る
ことにもつながる。
【１３３２】
　以上のように、第１の送信電力配分方法と第３の送信電力配分方法とを同時に実施する
ことになる、提案のアンテナ使用方法は、上記のような利点を備える好適なアンテナ使用
方法である。
【１３３３】
　上述では、図８５、図１０５の２つの例を説明した。このとき、位相変更をｚ１（ｔ）
、ｚ２（ｔ）のいずれか一方に与える例を説明したが、図８５と図１０５を組み合わせ、
両者に対し、位相変更を与える場合についても、上述の２つの例と同様に実施することが
可能である。このとき、位相変更部を、図８５、１０５からわかるようにｚ１（ｔ）のた
め位相変更部、ｚ２（ｔ）の位相変更部の２つの位相変更部を具備することになる。した
がって、構成図は、図１０６のとおりとなる。なお、図１０６において、同一時刻（また
は、同一周波数（同一キャリア））で、位相変更部３１７Ａと３１７Ｂ両者とも位相変更
を与えてもよい。また、同一時刻（または、同一周波数（同一キャリア））で、位相変更
部３１７Ａのみ、位相変更を施してもよく、一方で、同一時刻（または、同一周波数（同
一キャリア））で、位相変更部３１７Ｂのみ、位相変更を施してもよい。（なお、位相変
更を施していないとき、ｚｘ’（ｔ）＝ｚｘ（ｔ）が成立する（ｘ＝１、２）。）。
【１３３４】
　また、本実施の形態では、図８５、図１０５、図１０６の重み付け合成部８００におけ
るプリコーディングとして、式（５２）を例に説明したがこれに限ったものではなく、例
えば、式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）と
してもよい。このとき、ｚ１（ｔ）の平均電力が、ｚ２（ｔ）の平均電力より大きくなる
ように、式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）
のαを設定すればよい。また、ｚ１（ｔ）の平均電力が、ｚ２（ｔ）の平均電力より大き
くなるようなプリコーディング行列であれば、式（５２）、式（Ｇ３）、式（Ｇ６）、式
（Ｇ７）、式（Ｇ８）、式（Ｇ９）、式（Ｇ１０）以外のプリコーディング行列を用いて
もよい。
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（cyclic Q delayについて）
　本明細書の中で記載したCyclic Q Delayの適用について述べる。非特許文献１０におい
て、Cyclic Q Delay（サイクリックQディレイ）の概要が記載されている。以下では、Cyc
lic Q Delayを用いたときのｓ１，ｓ２の生成方法の具体的な例について説明する。
【１３３５】
　図１０７は、変調方式が１６ＱＡＭのときの同相Ｉ―直交Ｑ平面における信号点の配置
の一例を示している。入力ビットをｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３としたとき、ｂ０　ｂ１　ｂ
２　ｂ３は００００から１１１１の値のいずれかとなり、例えば、ｂ０　ｂ１　ｂ２　ｂ
３が００００であらわされるとき、図１０７の信号点１０７０１を選択し、信号点１０７
０１に基づく同相成分の値をベースバンド信号の同相成分とし、信号点１０７０１に基づ
く直交成分の値をベースバンド信号の直交成分とする。ｂ０　ｂ１　ｂ２　ｂ３が他の値
であるときも同様にして、ベースバンド信号の同相成分と直交成分を生成する。
【１３３６】
　図１０８は、サイクリックQディレイを適用したときの（バイナリー）データから変調
信号ｓ１（ｔ）（ｔ：時間）（または、ｓ１（ｆ）、ｆ：周波数）およびｓ２（ｔ）（ｔ
：時間）（または、ｓ２（ｆ）、ｆ：周波数）を生成するための信号生成部の構成の一例
を示している。
【１３３７】
　マッピング部１０８０２は、データ１０８０１、および、制御信号１０３０６を入力と
し、制御信号１０３０６に基づく変調方式、例えば、変調方式として１６ＱＡＭが選択さ
れている場合、図１０７の規則にしたがって、マッピングを行い、マッピング後のベース
バンド信号の同相成分１０８０３＿Ａおよび直交成分１０８０３＿Ｂを出力する。なお、
変調方式は１６ＱＡＭに限ったものではなく、他の変調方式の場合も同様に実施すること
ができる。
【１３３８】
　このとき、図１０７におけるｂ０、ｂ１、ｂ２、ｂ３に対応する時点１のデータをｂ０
１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１であらわすものとする。マッピング部１０８０２は、時点１
のデータをｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１に基づき、時点１のベースバンド信号の同相
成分Ｉ１および直交成分Ｑ１を出力する。同様に、マッピング部１０８０２は、時点２の
べースバンド信号の同相成分Ｉ２および直交成分Ｑ２、・・・を出力する。
【１３３９】
　記憶および信号入れ替え部１０８０４は、ベースバンド信号の同相成分１０８０３＿Ａ
および直交成分１０８０３＿Ｂ、制御信号１０３０６を入力とし、制御信号１０３０６に
基づき、ベースバンド信号の同相成分１０８０３＿Ａおよび直交成分１０８０３＿Ｂを記
憶、信号の組み替えを行い、変調信号ｓ１（ｔ）（１０８０５＿Ａ）および変調信号ｓ２
（ｔ）（１０８０５＿Ｂ）を出力する。なお、変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方
法については、以下で詳細に説明を行う。
【１３４０】
　明細書で記載したように、変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディング
および位相変更を施すことになる。このとき、本明細書で示したように、いずれかの段階
で、位相変更、パワー変更、信号入れ替え等の信号処理を施してもよい。そして、変調信
号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）に対し、プリコーディングおよび位相変更を行うことにより得
られた変調信号ｒ１（ｔ）およびｒ２（ｔ）は、同一（共通）時間に、同一周波数帯域を
用いて送信される。
【１３４１】
　なお、上述では、時間軸ｔで説明したが、ＯＦＤＭ等のマルチキャリア伝送方式を用い
たときは、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）をｓ１（ｆ）、ｓ２（ｆ）（ｆ：（サブ）キャリア）
と考えることができる。このとき、変調信号ｓ１（ｆ）、ｓ２（ｆ）に対し、規則的にプ
リコーディング行列を切り替えるプリコーディング方法を適用することで得られた変調信
号ｒ１（ｆ）およびｒ２（ｆ）は、同一（共通）時間に送信される（当然、ｒ１（ｆ）、
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ｒ２（ｆ）は同一周波数帯域の信号である。）。また、本明細書で示したように、ｓ１（
ｔ）、ｓ２（ｔ）をｓ１（ｔ，ｆ）、ｓ２（ｔ，ｆ）と考えることもできる。
【１３４２】
　次に、変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方法について説明する。図１０９は、サ
イクリックQディレイを用いたときの、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方法の第１の例で
ある。
【１３４３】
　図１０９（ａ）は、図１０８のマッピング部１０８０２で得られた、ベースバンド信号
の同相成分および直交成分を示している。図１０９（ａ）に示されているように、また、
図１０８のマッピング部１０８０２の説明を行ったように、時点１のベースバンド信号の
同相成分Ｉ１および直交成分Ｑ１、時点２のべースバンド信号の同相成分Ｉ２および直交
成分Ｑ２、時点３のべースバンド信号の同相成分Ｉ３および直交成分Ｑ３、・・・の順に
、マッピング部１０８０２はベースバンド信号の同相成分および直交成分を出力する。
【１３４４】
　図１０９（ｂ）は、図１０８の記憶および信号入れ替え部１０８０４において、信号入
れ替えを行ったときのベースバンド信号の同相成分と直交成分のセットの例を示している
。図１０９（ｂ）では、時点１と時点２、時点３と時点４、時点５と時点６、つまり、時
点２ｉ＋１と時点２ｉ＋２（ｉは０以上の整数）をセットとし、セット内、例えば、時点
１と時点２において、ベースバンド信号の直交成分の入れ替えを行っている。
【１３４５】
　したがって、ベースバンド信号の同相成分は信号の入れ替えを行っていないため、時点
１のベースバンド信号の同相成分はＩ１、時点２のベースバンド信号の同相成分はＩ２、
時点３のベースバンド信号の同相成分はＩ３、・・・となっている。
【１３４６】
　そして、ベースバンド信号の直交成分はセット内内で信号の入れ替えを行っているので
、時点１のベースバンド信号の直交成分はＱ２、時点２のベースバンド信号の直交成分は
Ｑ１、時点３のベースバンド信号の直交成分はＱ４、時点４のベースバンド信号の直交成
分はＱ３、・・・となる。
【１３４７】
　図１０９（ｃ）は、プリコーディングおよび位相変更を施す方法を適用する際、プリコ
ーディング前の変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の構成の一例を示している。例えば、図
１０９（ｃ）に示すように、図１０９（ｂ）のように生成したベースバンド信号を交互に
、ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）に割り当てる。したがって、ｓ１（ｔ）の第１スロットは（Ｉ
１，Ｑ２）、ｓ２（ｔ）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ１）となる。ｓ１（ｔ）の第２スロ
ットは（Ｉ３，Ｑ４）、ｓ２（ｔ）の第２スロットは（Ｉ４，Ｑ３）、・・・となる。
【１３４８】
　なお、図１０９は、時間軸方向を例に説明しているが、周波数軸方向であっても同様に
実施することができる（上述で説明したとおりである）。このとき、ｓ１（ｆ）、ｓ２（
ｆ）と記述することになる。
【１３４９】
　そして、第Ｎスロットのｓ１（ｔ）と第Ｎスロットのｓ２（ｔ）に対し、プリコーディ
ングおよび位相変更が行われ、第Ｎスロットのプリコーディング・位相変更後の信号ｒ１
（ｔ）、ｒ２（ｔ）を得るになる。この点については、本明細書の中で説明したとおりで
ある。
【１３５０】
　図１１０は、図１０９の第Ｎスロットのｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を得るための、図１０
８とは異なる構成方法を示している。マッピング部１１００２は、データ１１００１、制
御信号１１００４を入力とし、制御信号１１００４に基づく変調方式に基づく、例えば、
図１０９の入れ替えを考慮したマッピングを行い、マッピング後の信号（ベースバンド信
号の同相成分および直交成分）を生成し、マッピング後の信号から変調信号ｓ１（ｔ）（
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１１００３＿Ａ）および変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）を生成し、出力する。な
お、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）は、図１０８の変調信号１０８０５＿Ａと同
一であり、また、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）は、図１０８の変調信号１０８
０５＿Ｂと同一であり、図１０９（ｃ）に示したとおりである。したがって、変調信号ｓ
１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第１スロットは（Ｉ１，Ｑ２）、変調信号ｓ２（ｔ）（１
１００３＿Ｂ）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ１）となり、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００
３＿Ａ）の第２スロットは（Ｉ３，Ｑ４）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）の第
２スロットは（Ｉ４，Ｑ３）、・・・となる。
【１３５１】
　補足のために、図１１０のマッピング部１１００２における、変調信号ｓ１（ｔ）（１
１００３＿Ａ）の第１スロット（Ｉ１，Ｑ２）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）
の第１スロット（Ｉ２，Ｑ１）の生成方法について説明する。
【１３５２】
　図１１０において、１１００１はデータとなるが、時点１におけるデータをｂ０１、ｂ
１１、ｂ２１、ｂ３１、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２とする。図１
１０のマッピング部１１００２は、ｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１およびｂ０２、ｂ１
２、ｂ２２、ｂ３２から、上記で説明したＩ１、Ｑ１、Ｉ２、Ｑ２を生成する。そして、
図１１０のマッピング部１１００２は、Ｉ１、Ｑ１、Ｉ２、Ｑ２から変調信号ｓ１（ｔ）
、ｓ２（ｔ）を生成することができる。
【１３５３】
　図１１１は、図１０９の第Ｎスロットのｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を得るための、図１０
８、図１１０とは異なる構成方法を示している。マッピング部１１１０１＿Ａは、データ
１１００１、制御信号１１００４を入力とし、制御信号１１００４に基づく変調方式に基
づく、例えば、図１０９の入れ替えを考慮したマッピングを行い、マッピング後の信号（
ベースバンド信号の同相成分および直交成分）を生成し、マッピング後の信号から変調信
号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）を生成し、出力する。マッピング部１１１０１＿Ｂは、
データ１１００１、制御信号１１００４を入力とし、制御信号１１００４に基づく変調方
式に基づく、例えば、図１０９の入れ替えを考慮したマッピングを行い、マッピング後の
信号（ベースバンド信号の同相成分および直交成分）を生成し、マッピング後の信号から
変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）を生成し、出力する。
【１３５４】
　なお、マッピング部１１１０１＿Ａの入力であるデータ１１００１とマッピング部１１
１０１＿Ｂの入力であるデータ１１００１は、当然、同一のデータである。また、変調信
号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）は、図１０８の変調信号１０８０５＿Ａと同一であり、
また、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）は、図１０８の変調信号１０８０５＿Ｂと
同一であり、図１０９（ｃ）に示したとおりである。
【１３５５】
　したがって、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第１スロットは（Ｉ１，Ｑ２）
、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ１）となり、変調
信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第２スロットは（Ｉ３，Ｑ４）、変調信号ｓ２（ｔ
）（１１００３＿Ｂ）の第２スロットは（Ｉ４，Ｑ３）、・・・となる。
【１３５６】
　補足のために、図１１１のマッピング部１１１０１＿Ａにおける、変調信号ｓ１（ｔ）
（１１００３＿Ａ）の第１スロット（Ｉ１，Ｑ２）の生成方法について説明する。図１１
１において、１１００１はデータとなるが、時点１におけるデータをｂ０１、ｂ１１、ｂ
２１、ｂ３１、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２とする。図１１１のマ
ッピング部１１１０１＿Ａは、ｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１およびｂ０２、ｂ１２、
ｂ２２、ｂ３２から、上記で説明したＩ１、Ｑ２を生成する。そして、図１１１のマッピ
ング部１１１０１＿Ａは、Ｉ１、Ｑ２から変調信号ｓ１（ｔ）を生成することができる。
【１３５７】
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　図１１１のマッピング部１１１０１＿Ｂにおける、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿
Ｂ）の第１スロット（Ｉ２，Ｑ１）の生成方法について説明する。図１１１において、１
１００１はデータとなるが、時点１におけるデータをｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１、
時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２とする。図１１１のマッピング部１１
１０１＿Ｂは、ｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１およびｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２
から、上記で説明したＩ２、Ｑ１を生成する。そして、図１１１のマッピング部１１１０
１＿Ｂは、Ｉ２、Ｑ１からｓ２（ｔ）を生成することができる。
【１３５８】
　次に、サイクリックQディレイを用いたときのｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）の生成方法の図
１０９とは異なる、第２の例を図１１２に示す。なお、図１１２において、図１０９と同
一のもの（ベースバンド信号の同相成分および直交成分）については、同一の記号を付し
ている。
【１３５９】
　図１１２（ａ）は、図１０８のマッピング部１０８０２で得られた、ベースバンド信号
の同相成分および直交成分を示している。図１１２（ａ）は、図１０９（ａ）と同一であ
るので、説明は省略する。
【１３６０】
　図１１２（ｂ）は、信号入れ替えを行う前のｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）のベースバンド信
号の同相成分および直交成分の構成を示しており、図１１２（ｂ）では、時点２ｉ＋１の
ベースバンド信号はｓ１（ｔ）に割り当てられ、時点２ｉ＋２のベースバンド信号はｓ２
（ｔ）に割り当てられている（ｉは０以上の整数）。
【１３６１】
　図１１２（ｃ）は、図１０８の記憶および信号入れ替え部１０８０４において、信号入
れ替えを行ったときのベースバンド信号の同相成分と直交成分のセットの例を示している
。図１１２（ｃ）の特徴（図１０９と異なる点）は、ｓ１（ｔ）内で信号入れ替え、およ
び、ｓ２（ｔ）内で信号入れ替えを行っている点である。
【１３６２】
　したがって、図１１２（ｃ）では、図１１２（ｂ）に対し、ｓ１（ｔ）において、Ｑ１
とＱ３の入れ替えを行っており、Ｑ５とＱ７の入れ替えを行っており、以降同様の入れ替
えを行う。また、図１１２（ｃ）では、図１１２（ｂ）に対し、ｓ２（ｔ）において、Ｑ
２とＱ４の入れ替えを行っており、Ｑ６とＱ８の入れ替えを行っており、以降同様の入れ
替えを行う。
【１３６３】
　よって、ｓ１（ｔ）の第１スロットのベースバンド信号の同相成分はＩ１、直交成分は
Ｑ３となり、ｓ２（ｔ）の第１スロットのベースバンド信号の同相成分はＩ２、直交成分
はＱ４となる。また、ｓ１（ｔ）の第２スロットのベースバンド信号の同相成分はＩ３、
直交成分はＱ１となり、ｓ２（ｔ）の第２スロットのベースバンド信号の同相成分はＩ４
、直交成分はＱ２となる。第３、第４スロットは図１１２（ｃ）のようにあらわされるこ
とになり、以降のスロットも同様となる。
【１３６４】
　そして、第Ｎスロットのｓ１（ｔ）と第Ｎスロットのｓ２（ｔ）に対し、プリコーディ
ングおよび位相変更が行われ、第Ｎスロットのプリコーディング・位相変更後の信号ｒ１
（ｔ）、ｒ２（ｔ）を得るになる。この点については、本明細書の中で説明したとおりで
ある。
【１３６５】
　図１１３は、図１１２の第Ｎスロットのｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を得るための、図１０
８とは異なる構成方法を示している。マッピング部１１００２は、データ１１００１、制
御信号１１００４を入力とし、制御信号１１００４に基づく変調方式に基づく、例えば、
図１１２の入れ替えを考慮したマッピングを行い、マッピング後の信号（ベースバンド信
号の同相成分および直交成分）を生成し、マッピング後の信号から変調信号ｓ１（ｔ）（
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１１００３＿Ａ）および変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）を生成し、出力する。な
お、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）は、図１０８の変調信号１０８０５＿Ａと同
一であり、また、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）は、図１０８の変調信号１０８
０５＿Ｂと同一であり、図１１２（ｃ）に示したとおりである。したがって、変調信号ｓ
１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第１スロットは（Ｉ１，Ｑ３）、変調信号ｓ２（ｔ）（１
１００３＿Ｂ）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ４）となり、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００
３＿Ａ）の第２スロットは（Ｉ３，Ｑ１）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）の第
２スロットは（Ｉ４，Ｑ２）、・・・となる。
【１３６６】
　補足のために、図１１３のマッピング部１１００２における、変調信号ｓ１（ｔ）（１
１００３＿Ａ）の第１スロットは（Ｉ１，Ｑ３）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ
）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ４）、変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第２スロ
ットは（Ｉ３，Ｑ１）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）の第１スロットは（Ｉ４
，Ｑ２）、の生成方法について説明する。
【１３６７】
　図１１３において、１１００１はデータとなるが、時点１におけるデータをｂ０１、ｂ
１１、ｂ２１、ｂ３１、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２、時点３のデ
ータをｂ０３、ｂ１３、ｂ２３、ｂ３３、時点４のデータをｂ０４、ｂ１４、ｂ２４、ｂ
３４とする。図１１３のマッピング部１１００２は、ｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１お
よびｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３２およびｂ０３、ｂ１３、ｂ２３、ｂ３３およびｂ０
４、ｂ１４、ｂ２４、ｂ３４から、上記で説明したＩ１、Ｑ１、Ｉ２、Ｑ２、Ｉ３、Ｑ３
、Ｉ４、Ｑ４を生成する。そして、図１１３のマッピング部１１００２は、Ｉ１、Ｑ１、
Ｉ２、Ｑ２、Ｉ３、Ｑ３、Ｉ４、Ｑ４から変調信号ｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を生成するこ
とができる。
【１３６８】
　図１１４は、図１１２の第Ｎスロットのｓ１（ｔ）、ｓ２（ｔ）を得るための、図１０
８、図１１３とは異なる構成方法を示している。分配部１１４０１は、データ１１００１
、制御信号１１００４を入力とし、制御信号１１００４に基づき、データを分配し、第１
データ１１４０２＿Ａおよび第２データ１１４０２＿Ｂを出力する。マッピング部１１１
０１＿Ａは、第１データ１１４０２＿Ａ、制御信号１１００４を入力とし、制御信号１１
００４に基づく変調方式に基づく、例えば、図１１２の入れ替えを考慮したマッピングを
行い、マッピング後の信号（ベースバンド信号の同相成分および直交成分）を生成し、マ
ッピング後の信号から変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）を生成し、出力する。マッ
ピング部１１１０１＿Ｂは、第２データ１１４０２＿Ｂ、制御信号１１００４を入力とし
、制御信号１１００４に基づく変調方式に基づく、例えば、図１１２の入れ替えを考慮し
たマッピングを行い、マッピング後の信号（ベースバンド信号の同相成分および直交成分
）を生成し、マッピング後の信号から変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）を生成し、
出力する。
【１３６９】
　変調信号ｓ１（ｔ）（１１００３＿Ａ）の第１スロットは（Ｉ１，Ｑ３）、変調信号ｓ
２（ｔ）（１１００３＿Ｂ）の第１スロットは（Ｉ２，Ｑ４）となり、変調信号ｓ１（ｔ
）（１１００３＿Ａ）の第２スロットは（Ｉ３，Ｑ１）、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００
３＿Ｂ）の第２スロットは（Ｉ４，Ｑ２）、・・・となる。
【１３７０】
　補足のために、図１１４のマッピング部１１１０１＿Ａにおける、変調信号ｓ１（ｔ）
（１１００３＿Ａ）の第１スロット（Ｉ１，Ｑ３）、第２スロット（Ｉ３，Ｑ１）の生成
方法について説明する。図１１４において、１１００１はデータとなるが、時点１におけ
るデータをｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２
、ｂ３２、時点３のデータをｂ０３、ｂ１３、ｂ２３、ｂ３３、時点４のデータをｂ０４
、ｂ１４、ｂ２４、ｂ３４とする。分配部１１４０１は、時点１におけるデータをｂ０１
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、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３１および時点３のデータをｂ０３、ｂ１３、ｂ２３、ｂ３３を第
１データ１１４０２＿Ａとして出力し、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、ｂ２２、ｂ３
２および時点４のデータをｂ０４、ｂ１４、ｂ２４、ｂ３４を第２データ８０２＿Ｂとし
て出力する。図１１４のマッピング部１１１０１＿Ａは、ｂ０１、ｂ１１、ｂ２１、ｂ３
１およびｂ０３、ｂ１３、ｂ２３、ｂ３３から、第１スロットは（Ｉ１，Ｑ３）、第２ス
ロット（Ｉ３，Ｑ１）を生成することになる。第３スロット以降も同様の操作が行われる
。
【１３７１】
　図１１４のマッピング部１１１０１＿Ｂにおける、変調信号ｓ２（ｔ）（１１００３＿
Ｂ）の第１スロット（Ｉ２，Ｑ４）、第２スロット（Ｉ４，Ｑ２）の生成方法について説
明する。図１１４のマッピング部１１１０１＿Ｂは、時点２のデータをｂ０２、ｂ１２、
ｂ２２、ｂ３２および時点４のデータをｂ０４、ｂ１４、ｂ２４、ｂ３４から、第１スロ
ットは（Ｉ２，Ｑ４）、第２スロット（Ｉ４，Ｑ２）を生成することになる。第３スロッ
ト以降も同様の操作が行われる。
【１３７２】
　以上、２つのサイクリックQディレイの方法について説明したが、図１０９のように、
スロット内で信号入れ替えを行った場合、受信装置の復調（検波）部において、候補信号
点の数を抑えることができるので、演算規模（回路規模）を少なくすることができる、と
いう利点がある。一方、図１１２のように、ｓ１（ｔ）の信号内、ｓ２（ｔ）の信号内で
信号入れ替えを行った場合、受信装置の復調（検波）部において、候補信号点の数が多く
なるが、時間ダイバーシチゲイン（周波数軸上で入れ替えを行った場合、周波数ダイバー
シチゲイン）を得ることができ、データの受信品質がさらに向上する可能性があるという
利点がある。
【１３７３】
　なお、上述の説明では、変調方式を１６ＱＡＭとしたときを例に説明しているが、これ
に限ったものではなく、ＱＰＳＫ、８ＱＡＭ、３２ＱＡＭ、６４ＱＡＭ、１２８ＱＡＭ、
２５６ＱＡＭ等の変調方式の場合についても同様に実施することができる。
【１３７４】
　また、サイクリックQディレイの方法は、上述の２つの方法に限ったものではない。例
えば、上述の２つの例では、いずれも、ベースバンド信号の直交成分について入れ替えを
行っているが、同相成分を入れ替えてもよい。また、２つの時点で入れ替えを行っている
（例えば、時点１と時点２でベースバンド信号の直交成分を入れ替える）を行っているが
、複数の時点で、ベースバンド信号の同相成分または（「および」であってもよい）直交
成分の信号入れ替えを行ってもよい。したがって、図１０９（ａ）のようにベースバンド
信号の同相成分と直交成分を発生させ、サイクリックＱディレイを行った場合、「時点ｉ
のサイクリックＱディレイ後のベースバンド信号の同相成分はＩｉ、時点ｉのサイクリッ
クＱディレイ後のベースバンド信号の直交成分はＱｊ（ｉ≠ｊ）とあらわせるシンボルが
存在する」、または、「時点ｉのサイクリックＱディレイ後のベースバンド信号の同相成
分はＩｊ、時点ｉのサイクリックＱディレイ後のベースバンド信号の直交成分はＱｉ（ｉ
≠ｊ）とあらわせるシンボルが存在する」、または、「時点ｉのサイクリックＱディレイ
後のベースバンド信号の同相成分はＩｊ、時点ｉのサイクリックＱディレイ後のベースバ
ンド信号の直交成分はＱｋ（ｉ≠ｊ、ｉ≠ｋ、ｊ≠ｋ）とあらわせるシンボルが存在する
」、ことになる。
【１３７５】
　そして、上述で述べたサイクリックＱディレイを施すことにより得られた変調信号ｓ１
（ｔ）（または、ｓ１（ｆ）、または、ｓ１（ｔ、ｆ））、変調信号ｓ２（ｔ）（または
、ｓ２（ｆ）、または、ｓ２（ｔ、ｆ））に対し、プリコーディングおよび位相変更を施
すことになる。（ただし、本明細書で示したように、いずれかの段階で、位相変更、パワ
ー変更、信号入れ替え等の信号処理を施してもよい。）このとき、サイクリックＱディレ
イを施すことにより得られた変調信号に対して適用するプリコーディングおよび位相変更
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を施す方法として、本明細書で説明したすべてのプリコーディングおよび位相変更を施す
方法を適用することが可能である。

＜実施の形態Ｍ＞
　本実施の形態では、例えば、本明細書で記載したように、放送局がプリコーディングを
行い、かつ、位相変更を行うことによって得られた複数の変調信号を複数のアンテナから
（同一周波数帯域を用い、同一時刻に）送信し、放送局が送信した複数の変調信号を受信
する際の、家庭内への信号の引き込み方法の例について説明する。（なお、プリコーディ
ング行列は、本明細書に記載したプリコーディング行列いずれであってもよく、また、本
明細書とは異なるプリコーディング行列を用いた場合にも、本実施の形態の家庭内への信
号の引き込み方法を実施することは可能である。加えて、本明細書では、プリコーディン
グとともに位相変更を施す送信方法について説明しているが、本実施の形態で説明する家
庭内への信号の引き込み方法は、位相変更を施していない場合、および、プリコーディン
グを施さない場合についても、実施することが可能である。）
　図１１５に示す受信システム１１５０１は、中継装置１１５０２と家庭内のテレビ１１
５０３、１１５０５から構成されており、特に、中継装置１１５０２は、複数の住宅に対
し、放送局が送信した変調信号を受信し、配信するための装置となる。なお、ここでは、
一例として、テレビを例に説明するが、テレビに限ったものではなく、情報を必要とする
端末であれば同様に実施することができる。
【１３７６】
　中継装置１１５０２は、放送波（放送局が送信した複数の変調信号）を受信する機能を
備えており、中継装置１１５０２は、テレビ１１５０３へは１本のケーブル１１５０４を
通して受信した信号を送る機能と、テレビ１１５０５へは２本のケーブル１１５０６ａ、
１１５０６ｂを通して受信した信号を送る機能の両者を有していることが特徴となる。
【１３７７】
　なお、中継装置１１５０２は、例えば、高層ビルなどの影響で電波受信が困難な住宅密
集地のために、高層ビルの屋上などに建てられるという設置方法があり、これにより、各
住宅では、放送局が送信した変調信号に対し、良好な受信品質を得ることができる。そし
て、放送局が同一周波数を用いて送信した複数の変調信号を、各住宅では、得ることがで
きるので、データの伝送速度が向上するという効果を得ることができる。
【１３７８】
　本明細書で説明しているように、放送局が、同一周波数帯の複数の変調信号を異なるア
ンテナを用いて送信した際、中継装置が、前記の複数の変調信号を受信し、家庭（住宅）
に、１本の信号線を用いて中継する際の詳細の動作について、図１１６を用いて説明する
。
【１３７９】
　次に、図１１６を用いて、１本の信号で家庭内へ引き込む場合の詳細について説明する
。
【１３８０】
　図１１６に示すように、中継装置１１５０２は、２本のアンテナ＃１、アンテナ＃２を
用いて、放送波（放送局が送信した複数の変調信号）を受信する。
【１３８１】
　周波数変換部１１６１１は、アンテナ＃１で受信した受信信号を中間周波数＃１に変換
する（この信号を中間周波数＃１の信号と呼ぶ）。
【１３８２】
　周波数変換部１１６１２は、アンテナ＃２で受信した受信信号を中間周波数＃２（中間
周波数＃１とは周波数帯が異なる）に変換する（この信号を中間周波数＃２の信号と呼ぶ
）。
【１３８３】
　そして、加算器１１６１３は、中間周波数＃１の信号と中間周波数＃２の信号を加算す
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る。したがって、周波数分割を行うことで、アンテナ＃１で受信した受信信号とアンテナ
＃２で受信した受信信号を伝送することになる。
【１３８４】
　テレビ１１５０３では、分岐器１１６２３にて１本の信号線からの信号を２本に分岐す
る。
【１３８５】
　そして、周波数変換部１１６２１は、中間周波数＃１に関する周波数変換を行い、ベー
スバンド信号＃１を得る。したがって、ベースバンド信号＃１は、アンテナ＃１で受信し
た受信信号に相当する信号となる。
【１３８６】
　また、周波数変換部１１６２２は、中間周波数＃２に関する周波数変換を行い、ベース
バンド信号＃２を得る。したがって、ベースバンド信号＃２は、アンテナ＃２で受信した
受信信号に相当する信号となる。
【１３８７】
　なお、家庭内への引き込みに使用される中間周波数＃１および＃２は、中継装置および
テレビの間で予め決められた周波数帯を用いてもよいし、中継装置１１５０２が使用した
中間周波数＃１および＃２に関する情報を、テレビ１１５０３に対して何らかの通信媒体
を用いて送信してもよい。また、テレビ１１５０３が、中継装置１１５０２に対し、使用
して欲しい中間周波数＃１および＃２を何らかの通信媒体を用いて送信（指示）してもよ
い。
【１３８８】
　ＭＩＭＯ検波部１１６２４は、ＭＬＤ（最尤検出,Maximum Likelihood Detection）な
どのＭＩＭＯ用の検波を行い、各ビットの対数尤度比を得る。（この点については、他の
実施の形態で説明したとおりである。）（ここでは、ＭＩＭＯ検波部と呼んでいるが、検
波の信号処理は、一般に知られているＭＩＭＯ検波部と同様の動作となるので、ＭＩＭＯ
検波部と呼んでいる。ただし、家庭内への引き込みの伝送方法は、一般的なＭＩＭＯシス
テムとは異なり、アンテナ＃１で受信した受信信号とアンテナ＃２で受信した受信信号を
周波数分割方式を用いて伝送している。以降では、このような場合についてもＭＩＭＯ検
波部と呼ぶが、「検波部」と考えればよい。）
　なお、本明細書で記載したように、放送局が、プリコーディングを行い、かつ、位相変
更を行うことによって得られた複数の変調信号を複数のアンテナから送信している場合、
他の実施の形態で説明したように、ＭＩＭＯ検波部１１６２４は、プリコーディング・位
相変更を反映させて、検波を行い、例えば、各ビットの対数尤度比を出力することになる
。

　続いて、図１１７を用いて、２本の信号で家庭内へ引き込む場合の例（方法１～方法２
）について説明する。
【１３８９】
　（方法１：中間周波数で引き込み）
　方法１は、図１１７に示すように、アンテナ＃１で受信した受信信号を中間周波数＃１
の信号に変換し、アンテナ＃２で受信した受信信号を中間周波数＃２の信号に変換し、中
間周波数＃１の信号と中間周波数＃２の信号を別々の信号線（１１５０６ａおよび１５０
６ｂ）で、家庭内のテレビ１１５０５へと引き込むものである。この場合、中間周波数＃
１と中間周波数＃２とは同一の周波数であってもよいし、異なる周波数であってもよい。
【１３９０】
　（方法２：ＲＦ周波数で引き込み）
　方法２は、アンテナ＃１で受信した受信信号、および、アンテナ＃２で受信した受信信
号いずれも中継装置が受信した周波数（ＲＦ周波数）のままで家庭内に引き込むものであ
る。すなわち、図１１８に示すように、中継装置１１５０２において、アンテナ＃１で受
信した受信信号、および、アンテナ＃２で受信した受信信号は、それぞれ、周波数変換機
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能を有さない中継部１１８１１、１１８１２を経由し、そして、ケーブル（信号線）１１
５０６ａ、ケーブル（信号線）１１５０６ｂを経る。したがって、アンテナ＃１で受信し
た受信信号、および、アンテナ＃２で受信した受信信号は、ＲＦ周波数のままで家庭内の
テレビ１１５０５に引き込まれることになる。なお、中継部１１８１１、１１８１２にお
いて波形整形（帯域制限、ノイズ除去等）を行っても構わない。

　なお、家庭内への信号引き込み方法において、テレビ側で中継された受信信号が中間周
波数を利用しているか、あるいは、ＲＦ周波数を使用しているか、を判断し、使用してい
る周波数によって、適宜動作を切り替える構成も考えられる。
【１３９１】
　図１１９に示すように、テレビ１１９０１は、判定部１１９３１を備える。判定部１１
９３１は、受信した受信信号レベルをモニタすることで、受信信号が中間周波数を使用し
ているか、あるいは、ＲＦ周波数を使用しているか、を判定する。
【１３９２】
　中間周波数を使用していると判定すると、判定部１１９３１は、制御信号１１９３２に
より、周波数変換部１１６２１に中間周波数＃１に関する周波数変換を行うように指示し
、周波数変換部１１６２２に中間周波数＃２に関する周波数変換を行うように指示する。
【１３９３】
　ＲＦ周波数を使用していると判定すると、判定部１１９３１は、制御信号１１９３２に
より、周波数変換部１１６２１、１１６２２にＲＦ周波数に関する周波数変換を行うよう
に指示する。
【１３９４】
　そして、周波数変換後の信号は、ＭＩＭＯ検波部１１６２４により自動的に検波される
こととなる。
【１３９５】
　なお、判定部１１９３１による自動判定ではなく、テレビ１１９０１が備えるスイッチ
（例えば、スイッチ）により、家庭内への引き込み方に関する設定（「信号線を１本とし
ているか、あるいは、信号線を複数本としているか」、「ＲＦ周波数を使用しているか、
あるいは、中間周波数を使用しているか」など
）が行えるようにしても構わない。
【１３９６】
　図１１５から図１１９を用いて、放送局が同一周波数帯域の複数の変調信号を複数のア
ンテナを用いて送信した際、中継装置を介し、家庭内に信号線を引き込む方法について説
明したが、本明細書で説明したように、放送局は、「同一周波数帯域の複数の変調信号を
複数のアンテナを用いて送信する送信方法」と「一つの変調信号を一つのアンテナ（また
は、複数のアンテナ）を用いて送信する送信方法」を適宜切り替える、あるいは、周波数
分割を行い、例えば、周波数帯域Aでは「同一周波数帯域の複数の変調信号を複数のアン
テナを用いて送信する送信方法」を用い、周波数帯域Bでは「一つの変調信号を一つのア
ンテナ（または、複数のアンテナ）を用いて送信する送信方法」というように、変調信号
を送信する場合を考えることができる。
【１３９７】
　放送局が「同一周波数帯域の複数の変調信号を複数のアンテナを用いて送信する送信方
法」と「一つの変調信号を一つのアンテナ（または、複数のアンテナ）を用いて送信する
送信方法」を適宜切り替えている場合において、「同一周波数帯域の複数の変調信号を複
数のアンテナを用いて送信する送信方法」を用いている場合は、上述で説明したように、
家庭内に「信号線を１本、あるいは、信号線を複数本」で引き込む方法のいずれかにより
、テレビは、放送局が送信したデータを得ることができる。
【１３９８】
　そして、「一つの変調信号を一つのアンテナ（または、複数のアンテナ）を用いて送信
する送信方法」を用いている場合、同様に、家庭内に「信号線を１本、あるいは、信号線
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を複数本」で引き込む方法のいずれかにより、テレビは、放送局が送信したデータを得る
ことができる。なお、信号線を１本としている場合は、図１１６において、アンテナ＃１
、アンテナ＃２、両者で、信号を受信してもよい。（このとき、テレビ１１５０５のＭＩ
ＭＯ検波部１１６２４は、最大比合成を行うと、高いデータの受信品質を得ることができ
る。）また、一方のアンテナで受信した受信信号のみを家庭内に伝送してもよい。このと
きは、加算器１１６１３は加算の動作をせずに、一方の信号をそのまま通過させることに
なる。（このとき、テレビ１１５０５のＭＩＭＯ検波部１１６２４は、MIMOのための検波
を行うのではなく、一つの変調信号が送信され受信したときの一般的な検波（復調）が行
われることになる。）
　また、周波数分割を行い、例えば、周波数帯域Aでは「同一周波数帯域の複数の変調信
号を複数のアンテナを用いて送信する送信方法」を用い、周波数帯域Bでは「一つの変調
信号を一つのアンテナ（または、複数のアンテナ）を用いて送信する送信方法」というよ
うに、変調信号を送信する場合、テレビは、周波数帯域ごとに、上述で述べたような検波
（復調）が行われることになる。つまり、テレビが、周波数帯域Aの変調信号を復調する
場合、図１１６から図１１９を用いて説明したような検波（復調）が行われることになる
。そして、周波数帯域Bの変調信号を復調する場合は、上述で説明した、「一つの変調信
号を一つのアンテナ（または、複数のアンテナ）を用いて送信する送信方法」のときの検
波（復調）が行われることになる。また、周波数帯域A、B以外の周波数帯域が存在してい
ても同様に実施することができる。
【１３９９】
　なお、図１１５の中継システムでは、一例として、複数の住宅が共通のアンテナを使用
する際の中継システムを示している。したがって、アンテナで受信した受信信号を複数の
住宅に対し、配信しているが、別の実施の方法として、図１１５に相当する中継システム
を各住宅が個別に保有していてもよい。このとき、図１１５では、中継器装置を介し、各
住宅に、配線が届くようなイメージ図を示しているが、各住宅が個別に中継システムを保
有しているとき、その住宅にのみ配線されることになる。そして、配線の本数は１本であ
ってもよいし、複数であってもよい。

　図１１５における中継システムに対し、新たな構成を付加した中継装置を図１２０に示
す。
【１４００】
　中継装置１２０１０は、地上（terrestrial）デジタルテレビ放送の電波を受信するた
めのアンテナ１２０００＿１で受信した受信信号１２００１＿１と、地上（terrestrial
）デジタルテレビ放送の電波を受信するためのアンテナ１２０００＿２で受信した受信信
号１２００１＿２と、衛星放送の電波を受信するためのＢＳ（Broadcasting Satellite）
（用の）アンテナ１２０００＿３で受信した受信信号１２００１＿３とを入力とし、合成
信号１２００８を出力する。中継装置１２０１０は、フィルタ１２００３と、複数変調信
号存在用周波数変換部１２００４と、合成部１２００７とを含んで構成される。
【１４０１】
　アンテナ１２００１＿１及びアンテナ１２００１＿２で受信する受信信号（１２００１
＿１、１２００１＿２）に対応する放送局が送信する変調信号は、模式的に、図１２１（
ａ）のように示すことができる。なお、図１２１（ａ）（ｂ）において、横軸は周波数で
あり、四角の部分の周波数帯域に送信信号が存在していることを意味している。
【１４０２】
　図１２１（ａ）において、チャンネル１（ＣＨ＿１）が存在している周波数帯域では、
同一の周波数帯域に他の送信信号が存在していないため、地上波の電波を送信する放送局
が、（一つの）チャンネル１（ＣＨ＿１）の変調信号のみをアンテナから送信することを
意味している。同様に、チャンネルＬ（ＣＨ＿Ｌ）が存在している周波数帯域では、同一
の周波数帯域に他の送信信号が送信していないため、地上波の電波を送信する放送局が、
（一つの）チャンネルＬ（ＣＨ＿Ｌ）の変調信号のみをアンテナから送信することを意味
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している。
【１４０３】
　一方、図１２１（ａ）において、チャンネルＫ（ＣＨ＿Ｋ）が存在している周波数帯域
では、同一の周波数帯域に２つの変調信号が存在している。（したがって、図１２１（ａ
）では、同一周波数帯域に２つの四角が存在している。ストリーム（Stream）１、ストリ
ーム（Stream）２と記述している。）このときストリーム１の変調信号、およびストリー
ム２の変調信号は、それぞれ異なるアンテナから、同一時間に送信される。なお、ストリ
ーム１およびストリーム２は、前にも述べたように、プリコーディングおよび位相変更を
施すことによって得られた変調信号であってもよいし、プリコーディングのみを行って得
られた変調信号であってもよいし、プリコーディングを行わずに得られた変調信号であっ
てもよい。同様に、チャンネルＭ（ＣＨ＿Ｍ）が存在している周波数帯域では、同一の周
波数帯域に２つの変調信号が存在している。（したがって、図１２１（ａ）では、同一周
波数帯域に２つの四角が存在している。ストリーム（Stream）１、ストリーム（Stream）
２と記述している。）このとき、ストリーム１の変調信号、およびストリーム２の変調信
号は、それぞれ異なるアンテナから、同一時間に送信される。なお、ストリーム１および
ストリーム２は、前にも述べたように、プリコーディングおよび位相変更を施すことによ
って得られた変調信号であってもよいし、プリコーディングのみを行って得られた変調信
号であってもよいし、プリコーディングを行わずに得られた変調信号であってもよい。
【１４０４】
　また、ＢＳアンテナ１２０００＿３で受信した受信信号１２００１＿３に対応する放送
局（衛星）が送信する変調信号は、模式的に図１２１（ｂ）のように示すことができる。
【１４０５】
　図１２１（ｂ）において、ＢＳチャンネル１（ＣＨ１）が存在している周波数帯域では
、同一の周波数帯域に他の送信信号が存在していないため、衛星放送の電波を送信する放
送局が、（一つの）チャンネル１（ＣＨ１）の変調信号のみをアンテナから送信すること
を意味している。同様に、ＢＳチャンネル２（ＣＨ２）が存在している周波数帯域では、
同一の周波数帯域に他の送信信号が存在していないため、衛星放送の電波を送信する放送
局が、（一つの）チャンネルL（ＣＨ２）の変調信号のみをアンテナから送信することを
意味している。
【１４０６】
　なお、図１２１（ａ）と図１２１（ｂ）は同一周波数帯域の周波数割り当てを示してい
る。
【１４０７】
　図１２０では、地上波（terrestrial）の放送局が送信する変調信号とＢＳが送信する
変調信号を例として記載されているが、これに限ったものではなく、ＣＳ（communicatio
ns satellite）が送信する変調信号が存在していてもよいし、他の異なる放送システムが
送信する変調信号が存在していてもよい。このとき、図１２０では、各放送システムが送
信する変調信号を受信するための受信部が存在することになる。
【１４０８】
　受信信号１２００１＿１を受け付けたフィルタ１２００３は、受信信号１２００１＿１
に含まれる「複数の変調信号が存在する周波数帯域の信号」をカットし、フィルタリング
後の信号１２００５を出力する。
【１４０９】
　例えば、受信信号１２００１＿１の周波数割り当てが、図１２１（ａ）であるとすると
、フィルタ１２００３は、図１２２（ｂ）に示すように、チャンネルＫとチャンネルＭと
の周波数帯域の信号が除去された信号１２００５を出力する。
【１４１０】
　複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、本実施の形態において、上述で中継装
置（１１５０２等）として説明した装置の機能を有する。具体的には、放送局で同一周波
数帯域に複数の変調信号を異なるアンテナを用いて同一時間に送信された周波数帯域の信
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号を検出し、検出された信号に対して、周波数変換を行う。即ち、複数変調信号存在用周
波数変換部１２００４は、「複数の変調信号が存在する周波数帯域の信号」が２つの異な
る周波数帯に存在するように変換を行う。
【１４１１】
　例えば、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４が図１１６に示す構成を備えてい
て、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、２つのアンテナで受信した受信信号
のうち、「複数の変調信号が存在する周波数帯域の信号」を２つの中間周波数に変換し、
その結果、元の周波数帯域とは異なる周波数帯域に変換する構成になっている。
【１４１２】
　図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、受信信号１２００１＿１を
入力としており、図１２３に示すように、複数の変調信号（複数のストリーム）が存在し
ている周波数帯域、つまり、チャネルＫ（CH#K）１２３０１、および、チャネルM（CH#M
）１２３０２の信号を抽出し、この２つの周波数帯域の変調信号それぞれを異なる周波数
帯域に変換する。したがって、チャネルＫ（CH#K）１２３０１の信号は、図１２３（ｂ）
のように、周波数帯域１２３０３の信号に変換され、また、チャネルM（CH#M）１２３０
２の信号は、図１２３（ｂ）のように周波数帯域１２３０４の信号に変換される。
【１４１３】
　加えて、図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、受信信号１２００
１＿２を入力としており、図１２３に示すように、複数の変調信号（複数のストリーム）
が存在している周波数帯域、つまり、チャネルＫ（CH#K）１２３０１、および、チャネル
M（CH#M）１２３０２の信号を抽出し、この２つの周波数帯域の変調信号それぞれを異な
る周波数帯域に変換する。したがって、チャネルＫ（CH#K）１２３０１の信号は、図１２
３（ｂ）のように、周波数帯域１２３０５の信号に変換され、また、チャネルM（CH#M）
１２３０２の信号は、図１２３（ｂ）のように周波数帯域１２３０６の信号に変換される
。
【１４１４】
　そして、図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、図１２３の（ｂ）
に示した４つの周波数帯域の成分を含む信号を出力する。
【１４１５】
　なお、図１２３において、図１２３（ａ）と図１２３（ｂ）の横軸は周波数であり、図
１２３（ａ）と図１２３（ｂ）は同一周波数帯域の周波数割り当てを示している。図１２
３（ａ）の示している信号の存在する周波数帯域と図１２３（ｂ）の信号が存在する周波
数帯域は重ならないものとする。
【１４１６】
　図１２０の合成部１２００７は、フィルタ１２００３が出力した信号（１２００５）と
、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４が出力した信号（１２００６）と、ＢＳア
ンテナ１２０００＿３から入力された信号（１２００１＿３）を入力とし、周波数軸上で
の合成を行う。したがって、図１２０の合成部１２００７は、図１２５の周波数成分を持
つ信号（１２００８）を得、出力する。テレビ１２００９は、この信号（１２００８）を
入力とすることになる。したがって、１本の信号線を引き込むことで、高いデータの受信
品質でテレビを視聴することができる。
【１４１７】
　次に、別の例として、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４が図１１６に示す構
成を備えていて、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、２つのアンテナで受信
した受信信号のうち、「複数の変調信号が存在する周波数帯域の信号」をそのままの周波
数帯域と１つの中間周波数帯域とする方法について説明する。
【１４１８】
　図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、受信信号１２００１＿１を
入力としており、図１２４に示すように、複数の変調信号（複数のストリーム）が存在し
ている周波数帯域、つまり、チャネルＫ（CH#K）１２４０１、および、チャネルM（CH#M
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）１２４０２の信号を抽出し、この２つの周波数帯域の変調信号それぞれを異なる周波数
帯域に変換する。したがって、チャネルＫ（CH#K）１２４０１の信号は、図１２４（ｂ）
のように、周波数帯域１２４０３の信号に変換され、また、チャネルM（CH#M）１２４０
２の信号は、図１２４（ｂ）のように周波数帯域１２４０４の信号に変換される。
【１４１９】
　加えて、図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、受信信号１２００
１＿２を入力としており、図１２４に示すように、複数の変調信号（複数のストリーム）
が存在している周波数帯域、つまり、チャネルＫ（CH#K）１２４０１、および、チャネル
M（CH#M）１２４０２の信号を抽出し、それぞれ、元の周波数帯域と同一の周波数帯域に
配置する。したがって、チャネルＫ（CH#K）１２４０１の信号は、図１２４（ｂ）のよう
に、周波数帯域１２４０５の信号になり、また、チャネルM（CH#M）１２４０２の信号は
、図１２４（ｂ）のように、周波数帯域１２４０６の信号になる。
【１４２０】
　そして、図１２０の複数変調信号存在用周波数変換部１２００４は、図１２４の（ｂ）
に示した４つの周波数帯域の成分を含む信号を出力する。
【１４２１】
　なお、図１２４において、図１２４（ａ）と図１２４（ｂ）の横軸は周波数であり、図
１２４（ａ）と図１２４（ｂ）は同一周波数帯域の周波数割り当てを示している。１２４
０１と１２４０５は同一の周波数帯域であり、また、１２４０２と１２４０６は同一の周
波数帯域となる。
【１４２２】
　図１２０の合成部１２００７は、フィルタ１２００３が出力した信号（１２００５）と
、複数変調信号存在用周波数変換部１２００４が出力した信号（１２００６）と、ＢＳア
ンテナ１２０００＿３から入力された信号（１２００１＿３）を入力とし、周波数軸上で
の合成を行う。したがって、図１２０の合成部１２００７は、図１２６の周波数成分を持
つ信号（１２００８）を得、出力する。テレビ１２００９は、この信号（１２００８）を
入力とすることになる。したがって、１本の信号線を引き込むことで、高いデータの受信
品質でテレビを視聴することができる。
【１４２３】
　したがって、周波数軸における放送局が送信する信号のうち、複数の変調信号を複数の
アンテナで（同一周波数帯域を用い、同一時刻に）送信する送信方法を使用している周波
数帯域に対し、上記で記載した家庭内への信号線の引き込みを行うことで、テレビ（端末
）は高いデータの受信品質を得ることができ、かつ、家庭内における信号線の配線を少な
くすることができるという利点がある。このとき、上述のように、放送局が１つの変調信
号を１本以上のアンテナを用いて送信する送信方法を用いた周波数帯域が存在してもよい
。
【１４２４】
　なお、本実施の形態においては、図１１５（図１２７（ａ））に示すように、中継装置
を例えば集合住宅の屋上等に配置する例を説明した。しかしながら、中継装置の配置位置
は、これに限るものではなく、上述したように、例えば、図１２７（ｂ）に示すように、
各家庭のテレビ等に信号を引き込む場合に、１個人住宅につき、１つ配される構成であっ
てもよい。あるいは、図１２７（ｃ）に示すように、ケーブルテレビ事業者が、放送波（
放送局が送信した複数の変調信号）を受信して、各家庭等に受信した放送波を有線（ケー
ブル）で再配信する場合に、ケーブル事業者の中継システムの一部として用いられてもよ
い。
【１４２５】
　即ち、本実施の形態において示した図１１６、図１１７、図１１８、図１１９、図１２
０のそれぞれの中継装置は、図１２７（ａ）のように、集合住宅の屋上等に配置してもよ
いし、図１２７（ｂ）に示すように、各家庭のテレビ等へ信号を引き込む場合に、１個人
住宅につき、１つ配されるとしてもよいし、図１２７（ｃ）に示すように、ケーブルテレ
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ビ事業者が、放送波（放送局が送信した複数の変調信号）を受信して、各家庭等に受信し
た放送波を有線（ケーブル）で再配信する場合に、ケーブル事業者の中継システムの一部
として用いられてもよい。

＜実施の形態Ｎ＞
　本実施の形態においては、本明細書で記載した実施の形態において示したように、プリ
コーディングを行うとともに、規則的に位相変更を行って複数のアンテナから同一周波数
帯域に同時に送信された複数の変調信号を受信し、ケーブルテレビ（有線）で再配信する
システムについて説明する。（なお、プリコーディング行列は、本明細書に記載したプリ
コーディング行列いずれであってもよく、また、本明細書とは異なるプリコーディング行
列を用いた場合にも、本実施の形態を実施することは可能である。加えて、本明細書では
、プリコーディングとともに位相変更を施す送信方法について説明しているが、本実施の
形態で説明する方法は、位相変更を施していない場合、および、プリコーディングを施さ
ない場合についても、実施することが可能である。）
　ケーブルテレビ事業者は、無線で送信された放送波の電波を受信する装置を保有してお
り、放送波が届きにくい、例えば各家庭に、有線でデータ（例えば、動画、音声、データ
情報等）を再配信しており、広義においては、インターネットの接続サービス、電話回線
の接続サービスを提供している場合もある。
【１４２６】
　放送局が複数の変調信号を（同一周波数帯で同一時間に）複数のアンテナで送信する場
合に、このケーブルテレビ事業者において、問題が発生する場合がある。以下でその問題
について説明する。
【１４２７】
　放送局が各放送波を送信するための送信周波数は予め定められていものとする。図１２
８において、横軸周波数であり、図１２８に示すように、放送局があるチャンネル（図１
２８の場合は、ＣＨ＿Ｋ）において、複数の変調信号を（同一周波数帯で同一時間に）複
数のアンテナで送信したとする。なお、ＣＨ＿Ｋのストリーム１（Stream1）とストリー
ム２（Stream2）では異なるデータを含んでおり、ストリーム１（Stream1）とストリーム
２（Stream2）から複数の変調信号が生成されることになる。
【１４２８】
　このとき、放送局は、ケーブルテレビ事業者に、無線で、チャンネルＫ（ＣＨ＿Ｋ）の
複数の変調信号が（同一周波数帯で同一時間に）複数のアンテナを用いて送信することに
なる。したがって、ケーブルテレビ事業者は、本明細書で記載した実施の形態に示したよ
うに、チャンネルＫ（ＣＨ＿Ｋ）の周波数帯に対して、放送局が複数のアンテナを用いて
同時に送信した信号を受信し、復調・復号することになる。
【１４２９】
　しかし、図１２８に示すように、チャンネルＫ（ＣＨ＿Ｋ）では、複数の変調信号（図
１２８の場合２つ）が送信されているため、これらをそのままパススルー方式でケーブル
（１本の有線）に配信した場合、ケーブルの先の各家庭では、チャンネルＫ（ＣＨ＿Ｋ）
に含まれるデータのデータの受信品質が大きく劣化する。
【１４３０】
　そこで、上記実施の形態Ｍに示したように、ケーブルテレビ事業者は、チャンネルＫ（
ＣＨ＿Ｋ）の複数の受信信号に対してそれぞれ周波数変換を行って、２以上の異なる周波
数帯に変換し、合成した信号を送信することも考えられるが、他の周波数帯は別のチャン
ネルや衛星放送チャンネルなどに占有されて使用が困難の場合がある。
【１４３１】
　そこで、本実施の形態においては、周波数変換が困難な場合であっても、放送局が送信
した同一周波数帯で同一時間に送信された複数の変調信号を、有線で再配信する手法を開
示する。
【１４３２】
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　図１２９に、ケーブルテレビ事業者における中継装置の構成を示す。ここでは、２×２
ＭＩＭＯの通信システムの場合、つまり、放送局が、２つの変調信号を同一周波数帯で同
一時間に送信し、中継装置が２つのアンテナを用いて受信する場合を示す。
【１４３３】
　ケーブルテレビ事業者の中継装置は、受信部１２９０２と配信用データ生成部１２９０
４を備える。
【１４３４】
　アンテナ１２９００＿１及びアンテナ１２９００＿２で受信された受信信号（１２９０
０＿１、１２９００＿２）は、本明細書で記載したように、受信部１２９０２において、
プリコーディングの逆変換処理、および／または、位相を戻す処理などが施され、受信部
１２９０２は、データ信号ｒｓ１（１２８０３＿１）とデータ信号ｒｓ２（１２８０３＿
２）を得て、配信用データ生成部１２８０４に出力する。また、受信部１２９０２は、受
信した信号の復調・復号に利用した信号処理方法に関する情報および放送局が変調信号を
送信するのに用いた送信方法に関する情報を、信号処理方法に関する情報１２９０３＿３
として配信用データ生成部１２９０４に出力する。
【１４３５】
　なお、図１２９では、受信部１２９０２が、データ信号ｒｓ１（１２８０３＿１）とデ
ータ信号ｒｓ２（１２８０３＿２）の２系統でデータを出力する場合を示しているが、こ
れに限ったものではなく（ここでは一例）、例えば、データを１系統で出力してもよい。
【１４３６】
　具体的には、受信部１２９０２は、本明細書で記載した図７に示す無線部７０３＿Ｘ、
７０３＿Ｙ、変調信号ｚ１のチャネル変動推定部７０５＿１、変調信号ｚ２のチャネル変
動推定部７０５＿２、変調信号Ｚ１のチャネル変動推定部７０７＿１、変調信号Ｚ２のチ
ャネル変動推定部７０７＿２、制御情報復号部７０９、信号処理部７１１とからなる構成
を備える。図１２９に示すアンテナ１２９００＿１及び１２９００＿２はそれぞれ、図７
に示すアンテナ７０１＿Ｘ及び７０１＿Ｙに対応する。ただし、本実施の形態において信
号処理部７１１は、実施の形態１の図８に示される信号処理部とは異なり、図１３０に示
す構成を備える。
【１４３７】
　図１３０に示すように、本実施の形態に係る受信部１２９０２が備える信号処理部は、
ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ　検波部８０３と、記憶部８１５と、対数尤度算出部１３００２Ａ
と、対数尤度算出部１３００２Ｂと、硬判定部１３００４Ａと、硬判定部１３００４Ｂと
、係数生成部１３００１とからなる。
【１４３８】
　図１３０においては、図８と共通する部分については、同一の符号を付し、ここでは、
その説明を割愛する。
【１４３９】
　対数尤度算出部１３００２Ａは、図８に示す対数尤度算出部８０５Ａと同様に対数尤度
を算出し、対数尤度信号１３００３Ａを硬判定部１３００４Ａに出力する。
【１４４０】
　同様に、対数尤度算出部１３００２Ｂは、図８に示す対数尤度算出部８０５Ｂと同様に
対数尤度を算出し、対数尤度信号１３００３Ｂを硬判定部１３００４Ｂに出力する。
【１４４１】
　硬判定部１３００４Ａは、対数尤度信号１３００３Ａに対して硬判定を行って、そのビ
ット値を得、これをデータ信号ｒｓ１（１２９０３＿１）として、配信用データ生成部１
２９０４に出力する。
【１４４２】
　同様に硬判定部１３００４Ｂは、対数尤度信号１３００３Ｂに対して硬判定を行って、
そのビット値を得、これをデータ信号ｒｓ２（１２９０３＿２）として、配信用データ生
成部１２９０４に出力する。
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【１４４３】
　係数生成部１３００１は、係数生成部８１９と同様に、係数を生成してＩＮＮＥＲ　Ｍ
ＩＭＯ検波部８０３に出力するほか、放送局（送信装置）が通知した送信方法の情報（用
いた固定のプリコーディング行列及び位相を変更していた場合の位相変更パターンを特定
するための情報や変調方式等）に関する信号８１８から、２つの信号に用いられた少なく
とも変調方式に係る情報を抽出し、この変調方式に係る情報を含む信号処理方法の情報に
関する信号１２９０３＿３を配信用データ生成部１２９０４に出力する。
【１４４４】
　以上の説明からわかるように、受信部１２９０２は、対数尤度を求めて硬判定を行うと
ころまでの復調は行うものの、ここの一例では、誤り訂正までは実行していない。
【１４４５】
　なお、図１３０では、対数尤度算出部、硬判定部を具備した構成を取っているが、ＩＮ
ＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部８０３が軟判定を行わず、硬判定を行ってもよく、この場合、対
数尤度算出部、硬判定部を具備する必要がない。また、硬判定の結果をｒｓ１、ｒｓ２と
する必要はなく、各ビットの軟判定の結果をｒｓ１、ｒｓ２としてもよい。
【１４４６】
　図１２９の配信用データ生成部１２９０４は、データ信号ｒｓ１（１２９０３＿１）と
データ信号ｒｓ２（１２９０３＿２）と信号処理方法に関する情報１２９０３＿３とを入
力とし、配信信号１２９０５を生成して、契約先の各家庭などに配信する。
【１４４７】
　ここから、図１２９の配信用データ生成部１２９０４が配信信号１２９０５を生成する
方法について、図１３１～図１３３を用いて詳細に説明する。
【１４４８】
　図１３１は、配信用データ生成部１２９０４の構成を示すブロック図である。図１３１
に示すように、配信用データ生成部１２９０４は、結合部１３１０１と、変調部１３１０
３と、配信部１３１０５とから構成される。
【１４４９】
　結合部１３１０１は、データ信号ｒｓ１（１２９０３＿１）とデータ信号ｒｓ２（１２
９０３＿２）と信号処理方法に関する情報および放送局が変調信号を送信するのに用いた
送信方法に関する情報（１２９０３＿３）とを入力とし、信号処理方法に関する情報およ
び放送局が変調信号を送信するのに用いた送信方法に関する情報で定められるデータ信号
ｒｓ１とデータ信号ｒｓ２とをまとめてデータ結合信号１３１０２を変調部１３１０３に
出力する。なお、図１３１では、データ信号ｒｓ１（１２９０３＿１）とデータ信号ｒｓ
２（１２９０３＿２）を記載しているが、上述で述べたように、図１３０において、ｒｓ
１とｒｓ２を束ねて１系統でデータを出力する構成が考えられる。この場合、図１３１に
おける結合部１３１０１は削除することが可能である。
【１４５０】
　変調部１３１０３は、データ結合信号１３１０２と信号処理方法に関する情報および放
送局が変調信号を送信するのに用いた送信方法に関する情報１２９０３＿３とを入力とし
、設定した変調方式にしたがったマッピングを行い、変調信号１３１０４を生成し、出力
する。変調方式の設定方法の詳細については後述する。
【１４５１】
　配信部１３１０５は、変調信号１３１０４と信号処理方法に関する情報および放送局が
変調信号を送信するのに用いた送信方法１２９０３＿３を入力とし、変調信号１３１０４
と各家庭のテレビ受信機などにおける復調・復号のための制御情報として、変調信号１３
１０４に用いられた変調方式の情報のほか、誤り訂正符号の情報（符号の情報、誤り訂正
符号の符号化率等）を示す制御情報とを含んだ配信信号１２９０５を、契約先の各家庭な
どに、ケーブル（有線）を介して配信する。
【１４５２】
　図１３１の結合部１３１０１及び変調部１３１０３における処理の詳細を図１３２及び
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図１３３を用いて説明する。
【１４５３】
　図１３２は、配信用データ生成部１２９０４への入力であるデータ信号ｒｓ１とデータ
信号ｒｓ２との概念図である。図１３２においては、横軸に時間軸をとり、図１３２の四
角それぞれは、各時間で一度に配信されなければならないデータブロックを示している。
誤り訂正符号として組織符号を用いていてもよいし、非組織符号を用いていてもよい。当
該データブロックは、誤り訂正符号化後のデータで構成されているものとする。
【１４５４】
　ここでデータ信号ｒｓ１及びデータ信号ｒｓ２を送信するのに用いられた変調方式はと
もに１６ＱＡＭであったとする。言い換えると、図１２８のチャネルK（ＣＨ＿Ｋ）のス
トリーム１（Stream1）を送信するために使用する変調方式を１６ＱＡＭ、ストリーム２
（Stream2）を送信するために使用する変調方式を１６ＱＡＭとする。
【１４５５】
　この場合、データ信号ｒｓ１の１シンボルを構成するビット数は４ビットであり、デー
タ信号ｒｓ２の１シンボルを構成するビット数は４ビットとなるので、図１３２に示す各
データブロック（ｒｓ１＿１、ｒｓ１＿２、ｒｓ１＿３、ｒｓ１＿４、ｒｓ２＿１、ｒｓ
２＿２、ｒｓ２＿３、ｒｓ２＿４）はそれぞれ４ｂｉｔのデータということになる。
【１４５６】
　図１３２に示すように、データｒｓ１＿１及びデータｒｓ２＿１は時刻ｔ１で復調され
、データｒｓ１＿２及びデータｒｓ２＿２は時刻ｔ２で復調され、データｒｓ１＿３及び
データｒｓ２＿３は時刻ｔ３で復調され、データｒｓ１＿４及びデータｒｓ２＿４は時刻
ｔ４で復調されたデータであるとする。
【１４５７】
　なお、図１３２に示したデータｒｓ１＿１、ｒｓ１＿２はともに、同じタイミングで各
家庭などに配信されると、放送局が送信したデータが、テレビ（端末）に届くまでの遅延
が小さいという利点がある。同様に、データｒｓ１＿２、ｒｓ２＿２も同じタイミングで
、データｒｓ１＿３、ｒｓ２＿３も同じタイミングで、データｒｓ１＿４、ｒｓ２＿４も
同じタイミングで配信されるとよい。
【１４５８】
　そのため、図１２９の配信用データ生成部１２９０４は、受信部１２９０２から受け付
けたデータ信号ｒｓ１とデータ信号ｒｓ２とから、同じタイミングで送信されたデータ（
シンボル）を一つに束ね、一つのシンボルで送信できるように処理を実行する。
【１４５９】
　即ち、図１３３に示すように、ｒｓ１＿１の１シンボルとｒｓ２＿１の１シンボルとを
併せたデータで、一つのデータシンボルを構成する。具体的には、仮にｒｓ１＿１が硬判
定により「００００」という４ｂｉｔのデータであると判定され、ｒｓ１＿２が「１１１
１」という４ｂｉｔのデータであると判定されていた場合に、図１３２に示すｒｓ１＿１
＋ｒｓ２＿１は、「００００１１１１」というデータになる。この８ｂｉｔのデータを一
つのデータシンボルとする。同様に、ｒｓ１＿２の１シンボルとｒｓ２＿２の１シンボル
とを併せたデータｒｓ１＿２＋ｒｓ２＿２を一つのデータシンボルとし、ｒｓ１＿３の１
シンボルとｒｓ２＿３の１シンボルとを併せたデータｒｓ１＿３＋ｒｓ２＿３を一つのデ
ータシンボルとし、ｒｓ１＿４の１シンボルとｒｓ２＿４の１シンボルとを併せたデータ
ｒｓ１＿４＋ｒｓ２＿４を一つのデータシンボルとする。なお、図１３３は、横軸に時間
軸をとり、一つの四角は一度に送信されるべきデータシンボルを示している。また、図１
３３においては、便宜上「＋」という記号で、表現しているが図１３３における「＋」は
加算を意味するものではない。図１３３においては、「＋」は、単純に二つのデータを並
べた形のデータにしたものであることを意味する。
【１４６０】
　ところで、データｒｓ１＿１＋ｒｓ２＿１、ｒｓ１＿２＋ｒｓ２＿２、ｒｓ１＿３＋ｒ
ｓ２＿３、ｒｓ１＿４＋ｒｓ２＿４はそれぞれ８ｂｉｔのデータであり、同時に各家庭に
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信するのに用いられた変調方式は１６ＱＡＭであるが、１６ＱＡＭでは、８ｂｉｔのデー
タを同時にまとめて送ることができない。
【１４６１】
　そこで、変調部１３１０３は、入力されたデータ結合信号１３１０２を、一度に８ｂｉ
ｔのデータを送信できる変調方式、即ち、２５６ＱＡＭで変調する。つまり、変調部１３
１０３は、２つのデータ信号の送信に用いられた変調方式の情報を信号処理に関する情報
１２９０３＿３から取得し、得られた２つの変調方式それぞれのコンスタレーションポイ
ント数を乗算して得られる値をコンスタレーションポイント数とする変調方式で変調する
。そして、変調部１３１０３は、新たな変調方式（ここでの説明では２５６ＱＡＭ）で変
調して得られる変調信号１３１０４を配信部１３１０５に出力する。
【１４６２】
　なお、放送局から送信された変調信号が１つの場合は、受信部１２９０２及び配信用デ
ータ生成部１２９０４は、そのままパススルー方式で受信した信号をそのままケーブル（
有線）に配信する。（ここでは、硬判定を行って、再度変調を行う方法で説明しているが
、これに限ったものではなく、例えば、受信した信号自身を増幅して、送信してもよい。
）
　図１２９において、ケーブル（有線）で配信された配信信号１２９０５は、図１３４に
示すテレビ受信機１３４００で受信される。図１３４に示すテレビ受信機１３４００は、
図３７に示す受信機３７００と略同等の構成を備え、同様の機能を備えるものについては
、同じ符号を付し、説明を割愛する。
【１４６３】
　ケーブル１３４０１から配信信号１２９０５を受け付けたチューナ３７０１は、指定さ
れているチャンネルの信号を抽出し、復調部１３４０２に出力する。
【１４６４】
　復調部１３４０２は、図３７に示す復調部３７００の機能に加え、更に以下の機能を備
える。復調部１３４０２は、配信信号１２９０５に含まれる制御情報に従って、チューナ
３７０１から伝達された信号が放送局から同一周波数帯に同一時間で２以上の変調信号が
送信されたものであったことを検出すると、当該制御情報に従って、入力された１つの信
号を２以上の信号に分割する。即ち、図１３３の状態の信号を図１３２の状態に戻す処理
を実行し、得られた信号をストリーム入出力部３７０３に出力することになる。復調部１
３４０２は、受信した信号の対数尤度を求め、硬判定を行って、得られたデータを、複数
の信号が混合されている比率に応じて、分割し、分割後のデータに対して、誤り訂正等の
処理を行って、データを得る。
【１４６５】
　このようにして、ケーブル（有線）で配信された放送を各家庭などのテレビ受信機１３
４００は、放送局からケーブルテレビ事業者まで同一周波数帯に同一時間で複数の変調信
号の送信がなされたチャネルも復調・復号することができる。
【１４６６】
　ところで、本実施の形態において２つのデータ信号ｒｓ１、ｒｓ２の送信に用いられた
変調方式はともに１６ＱＡＭであるとしたが、複数の変調信号を送信するにあたってそれ
ぞれの変調信号に用いる変調方式の組み合わせは、１６ＱＡＭと１６ＱＡＭの組み合わせ
に限るものではない。一例として、以下の表２に示すような組み合わせが考えられる。
【１４６７】
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【表２】

　表２は、放送局が生成する２つのストリームの数（表２の送信変調信号数）と、２つの
ストリームを生成するのに用いた変調方式の組み合わせ（表２の＃１は、ストリーム１の
変調方式であり、＃２は、ストリーム２の変調方式となる）と、各組み合わせに対して変
調部１３１０３で再変調する際に用いる変調方式である再変調方式とを対応付けた表であ
る。
【１４６８】
　図１３１において、変調部１３１０３が入力とする信号処理方法に関する情報および放
送局が変調信号を送信するのに用いた送信方法に関する情報１２９０３＿３で示される変
調方式の組み合わせに一致するものに対応している再変調方式が変調部１３１０３で用い
られる変調方式ということになる。ここで示す組み合わせは一例であり、表２からわかる
ように再変調方式のコンスタレーションポイント数は、２つのストリームの変調方式のセ
ットのコンスタレーションポイント数の乗算値、つまり、＃１で使用する変調方式のＩ（
同相）－Ｑ（直交）平面における信号点の数と＃２で使用する変調方式のＩ（同相）－Ｑ
（直交）平面における信号点の数を乗算した値に相当する。なお、再変調方式のコンスタ
レーションポイント数（Ｉ（同相）－Ｑ（直交）平面における再変調方式の信号点の数）
が、この乗算値を上回っていれば、表２に示す再変調方式以外の変調方式を用いてもよい
。
【１４６９】
　更には、放送局が送信するストリーム数が３以上の場合であっても、それぞれのストリ
ームで用いた変調方式のコンスタレーションポイント数の乗算値から変調部１３１０３で
用いる変調方式が決定される。
【１４７０】
　なお、本実施の形態においては、中継装置においては、硬判定を行って、データの結合
を行う場合を示したが、これは軟判定であってもよい。軟判定を用いたとき、軟判定値の
値に基づき、再変調方式のマッピングしたベースバンド信号を補正する必要がある。
【１４７１】
　また、上述で記載したように、図１２９において、ｒｓ１とｒｓ２が存在する構成とな
っているが、これらを１つに束ねて、受信部１２９０２は出力してもよい。このとき、デ
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ータ線は１つとなるが、ストリーム１の１シンボルで伝送するビット数が４、ストリーム
２の１シンボルで伝送するビット数が４のとき、前記の１つに束ねたデータ線では、８ビ
ットを１つのシンボルとして、受信部１２９０２は出力することになる。このとき、図１
３１の変調部１３１０３が、再変調に用いる変調方式は、上述の説明と同様となり、例え
ば、２５６ＱＡＭとなる。つまり、表２を用いることができる。
【１４７２】
　図１３５には、図１２９に示したケーブルテレビ事業者における中継装置の別構成例を
示す。図１３５に示す中継装置の受信部１３５０２と、配信用データ生成部１３５０４と
は、図１２９に示したものとは異なり、放送局で複数の変調信号が同一周波数帯で同一時
間に送信された信号についてのみ処理を実行する。そして、配信用データ生成部１３５０
４は、複数の信号を上述で説明したように結合し、変調方式を放送局からの送信時とは異
なる変調方式で変調した信号を、その周波数帯に乗せた信号１３５０５を生成し、出力す
る。
【１４７３】
　一方、アンテナ１２９００＿１で受信した受信信号１２９０１＿１は、受信部１３５０
２以外に、フィルタ１３５０６にも供給される。
【１４７４】
　フィルタ１３５０６は、受信信号１２９０１＿１から、放送局で複数の変調信号が同一
時間で、同一周波数帯で送信された場合に、その周波数帯の信号のみをカットして、フィ
ルタリング後の信号１３５０７を合成部１３５０８に出力する。
【１４７５】
　そして、合成部１３５０８は、フィルタリング後の信号１３５０７と、配信用データ生
成部１３５０４から出力された信号１３５０５とを合成して、配信信号１２９０５を生成
し、ケーブル（有線）で各家庭などに配信する。
【１４７６】
　このような構成にすることで、ケーブルテレビ事業者の中継装置は、複数の変調信号が
同一時間に送信された周波数帯以外の周波数帯の信号については処理を行わずにすむ。
【１４７７】
　なお、本実施の形態においては、ケーブルテレビ事業者における中継装置について説明
したが、これに限定されるものではない。本実施の形態に示す中継装置は、図１２７（ｃ
）に示す形態に該当するが、これに限らず、図１２７（ａ）（ｂ）に示すように、集合住
宅用の中継装置、あるいは、各個人宅用の中継装置などとして使用することができる。
【１４７８】
　また、本実施の形態においては、複数の変調信号が送信された周波数帯域に対して周波
数変換を行わないこととしたが、複数の変調信号が送信された周波数帯域に対して実施の
形態Ｍに示したような周波数変換を行ってもよい。

（実施の形態Ｏ）
　他の実施の形態では、プリコーディングを行うとともに規則的に位相変更処理を行う方
法を、放送系に用いる場合について述べたが、本実施の形態では、通信系に用いる場合を
説明する。通信系に用いる場合には、図１３６に示すように、以下の３つの通信形態が考
えられる。
【１４７９】
　（１）マルチキャスト通信の場合・・・他の実施の形態と同様、基地局は、プリコーデ
ィングを行うとともに、規則的に位相変更を行う送信方法を用いると、多くの端末に対し
、データを伝送することが可能となる。
【１４８０】
　例えば、基地局１３６０１から携帯端末１３６０２ａ～１３６０２ｃへとコンテンツを
一斉配信するマルチキャスト通信に用いることができる（図１３６（ａ））
　（２）ユニキャスト通信、かつ、closed-loopの場合（通信端末からフィードバック情
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報がある場合（ＣＳＩ（Channel State Information）の情報をフィードバック、または
、端末側で、基地局に使用して欲しいプリコーディング行列を指定））・・・基地局は、
用意しているプリコーディング行列から、端末が送信したＣＳＩの情報、および／または
、基地局に使用して欲しいプリコーディング行列の情報に基づき、プリコーディング行列
を選択し、それを用いて、複数の変調信号に対し、プリコーディングを施し、複数の変調
信号を複数のアンテナから同一時間、同一周波数帯域を用い、送信する。図１３６（ｂ）
に一例を示す。
【１４８１】
　（３）ユニキャスト通信、かつ、open-loopの場合（通信端末からの情報に基づき、プ
リコーディング行列を変更しない）・・・基地局は、プリコーディングを行うとともに、
規則的に位相変更を行う送信方法を用いる。図１３６（ｃ）に一例を示す。
【１４８２】
　なお、図１３６では、基地局と通信端末との間の通信例を図示しているが、基地局同士
、あるいは、通信端末同士の通信であってもよい。
【１４８３】
　以下、これらの通信形態を実現するための基地局（送信機）と携帯端末（受信機）との
構成について説明する。
【１４８４】
　図１３７は、本実施の形態に係る基地局の送受信機の構成例である。図１３７に示す基
地局の送受信機は、図４に示した送信機の構成と同等の機能を有するものについては、同
じ符号を付して説明を割愛し、異なる構成について説明する。
【１４８５】
　図１３７に示すように、基地局の送受信機は、図４に示した構成に加え、更に、アンテ
ナ１３７０１と、無線部１３７０３と、フィードバック情報解析部１３７０４とを備える
。また、信号処理方法情報生成部３１４に代えて信号処理方法情報生成部１３７１４を、
位相変更部３１７Ｂに代えて位相変更部１３７１７を備える。
【１４８６】
　アンテナ１３７０１は、基地局の送受信機の通信相手が送信したデータを受信するため
のアンテナである。このとき、図１３７に示した基地局の受信機の部分では、通信相手が
送信したフィードバック情報を得ることになる。
【１４８７】
　無線部１３７０３は、アンテナ１３７０１で受信した受信信号１３７０２を復調・復号
し、得られたデータ信号１３７０４をフィードバック情報解析部１３７０５に出力する。
【１４８８】
　フィードバック情報解析部１３７０５は、データ信号１３７０４から通信相手が送信し
た、フィードバック情報、例えば、ＣＳＩの情報、および／または、基地局に使用して欲
しいプリコーディング行列の情報、基地局に要求する通信方法（マルチキャスト通信なの
かユニキャスト通信なのかの要求情報、および、open-loopなのかclosed-loopなのかの要
求情報）を取得し、フィードバック情報１３７０６として出力する。
【１４８９】
　信号処理方法情報生成部１３７１４は、フレーム構成信号１３７１３及びフィードバッ
ク情報１３７０６を入力とし、フレーム構成信号１３７１３及びフィードバック情報１３
７０６の両者に基づき（端末の要求を優先してもよいし、基地局の希望を優先してもよい
。）、本実施の形態の（１）（２）（３）のいずれかの送信方法とするかを決定し、決定
した通信方法の情報を含む制御情報１３７１５を出力する。なお、本実施の形態の（１）
（３）の送信方法を選択した場合、プリコーディングを行うとともに、規則的に位相変更
を行う送信方法に関する情報、本実施の形態の（２）の送信方法を選択した場合、使用す
るプリコーディング行列の情報が、制御信号１３７１５に含まれることになる。
【１４９０】
　重み付け合成部３０８Ａ、３０８Ｂは、決定した通信方法の情報を含む制御情報１３７
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１５を入力とし、指定されたプリコーディング行列に基づき、プリコーディングの処理を
行うことになる。
【１４９１】
　位相変更部１３７１７は、決定した通信方法の情報を含む制御情報１３７１５を入力と
し、本実施の形態の（１）（３）の送信方法を選択している場合、位相変更部１３７１７
の入力であるプリコーディング後の信号３１６Ｂに対して規則的な位相変更処理を施し、
本実施の形態の（２）の送信方法を選択している場合、位相変更部１３７１７の入力であ
るプリコーディング後の信号３１６Ｂに対して指定された位相で固定的な位相変更処理を
実行する（位相変更の処理を施さなくてもよい。）。そして、位相変更部１３７１７は、
位相変更後の信号３０９Ｂを出力する。
【１４９２】
　こうすることで、送信機では、上記３つの場合に対応した送信が実行できる。なお、基
地局は、本実施の形態の（１）（２）（３）のいずれかの送信方法のいずれかの選択をし
たか、等の送信方法の情報を通信相手である端末に通知するために、無線部３１０Ａは、
決定した通信方法の情報を含む制御情報１３７１５を入力としている。無線部３１０Ａは
、決定した通信方法の情報を伝送するためのシンボルを生成し、送信フレームに挿入し、
このシンボルを含む送信信号３１１Ａは、アンテナ３１２Ａから電波として送出される。
【１４９３】
　図１３８は、本実施の形態に係る端末の受信機の構成例を示す図である。図１３８に示
すように、受信機は、受信部１３８０３と、ＣＳＩ生成部１３８０５と、フィードバック
情報生成部１３８０７と、送信部１３８０９とを備える。
【１４９４】
　受信部１３８０３は、上記実施の形態１の図７、図８に示した構成と同等の構成を備え
、アンテナ１３８０１Ａで受信した受信信号１３８０２Ａと、アンテナ１３８０１Ｂで受
信した受信信号１３８０２Ｂとを入力として、送信機で送信されたデータを得る。
【１４９５】
　このとき、受信部１３８０３は、データを得る過程で得られたチャネル推定情報の信号
１３８０４をＣＳＩ生成部１３８０５に出力する。チャネル推定情報の信号１３８０４は
、例えば、図７に示す各チャネル変動推定部（７０５＿１、７０５＿２、７０７＿１、７
０７＿２）から出力されるものとする。
【１４９６】
　ＣＳＩ生成部１３８０５は、入力されたチャネル推定情報の信号１３８０４を基に、送
信機にフィードバックするフィードバック情報（ＣＳＩ：Channel State Information）
の元となるＣＱＩ（Channel Quality Information）、ＲＩ（Rank Indication）、ＰＣＩ
（Phase Change Information）を生成して、フィードバック情報生成部１３８０７に出力
する。ＣＱＩ、ＲＩは、従来通りの手法で生成する。ＰＣＩは、受信機にとって、より好
適に信号を受信できるであろう、基地局の送信機において位相変更値を決定するうえで、
有用な情報であり、ＣＳＩ生成部１３８０５は、入力されたチャネル推定情報の信号１３
８０４から、より好適な情報をＰＣＩとして生成する。（有用な情報としては、例えば、
直接波成分の影響度合い、チャネル推定値の位相変動の状況など、が考えられる。）
　フィードバック情報生成部１３８０７は、ＣＳＩ生成部１３８０５により生成されたＣ
ＱＩ、ＲＩ、ＰＣＩからＣＳＩを生成する。図１３９には、フィードバック情報（ＣＳＩ
）のフレーム構成例を示す。なお、ここでは、ＣＳＩには、ＰＭＩ（Precoding Matrix I
ndicator）を含まない形を示しているが、ＣＳＩには、ＰＭＩが含まれていてもよい。Ｐ
ＭＩは、受信機において希望する送信機で行ってほしいプリコーディングのためのプリコ
ーディング行列を指定する情報である。
【１４９７】
　送信部１３８０９は、フィードバック情報生成部１３８０７から伝達されたフィードバ
ック情報（ＣＳＩ）を変調し、変調信号１３８１０をアンテナ１３８１１から送信機に送
信する。
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【１４９８】
　なお、端末は、図１３９の情報すべてを基地局にフィードバックしてもよいし、図１３
９の一部を基地局にフィードバックしてもよい。また、フィードバックする情報は、図１
３９の情報に限ったものではない。基地局は、端末からのフィードバック情報を一つの目
安とし、本実施の形態の（１）（２）（３）のいずれかの送信方法を選択することになる
が、基地局は複数の変調信号を複数のアンテナを用いて送信する送信方法を必ずしも選択
する必要はなく、端末からのフィードバック情報に基づき、他の送信方法、例えば、１つ
の変調信号を１本以上のアンテナから送信する送信方法を選択してもよい。
【１４９９】
　以上のようにすることで、本実施の形態の（１）（２）（３）に記載した通信形態に対
し、好適な送信方法を選択することができ、これにより、いずれの通信形態の場合も、端
末は良好なデータの受信品質を得ることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【１５００】
　本発明は、複数のアンテナからそれぞれ異なる変調信号を送信する無線システムに広く
適用でき、例えばＯＦＤＭ－ＭＩＭＯ通信システムに適用して好適である。また、複数の
送信箇所を持つ有線通信システム（例えば、ＰＬＣ（Ｐｏｗｅｒ　Ｌｉｎｅ　Ｃｏｍｍｕ
ｎｉｃａｔｉｏｎ）システム、光通信システム、ＤＳＬ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｕｂｓｃｒ
ｉｂｅｒ　Ｌｉｎｅ：デジタル加入者線）システム）において、ＭＩＭＯ伝送を行う場合
についても適用することができ、このとき、複数の送信箇所を用いて、本発明で説明した
ような複数の変調信号を送信することになる。また、変調信号は、複数の送信箇所から送
信されてもよい。
【符号の説明】
【１５０１】
３０２Ａ，３０２Ｂ　符号化器
３０４Ａ，３０４Ｂ　インタリーバ
３０６Ａ，３０６Ｂ　マッピング部
３１４　信号処理方法情報生成部
３０８Ａ，３０８Ｂ　重み付け合成部
３１０Ａ，３１０Ｂ　無線部
３１２Ａ，３１２Ｂ　アンテナ
３１７Ａ，３１７Ｂ　位相変更部
４０２　符号化器
４０４　分配部
５０４＃１，５０４＃２　送信アンテナ
５０５＃１，５０５＃２　受信アンテナ
６００　重み付け合成部
７０１＿Ｘ，７０１＿Ｙ　アンテナ
７０３＿Ｘ，７０３＿Ｙ　無線部
７０５＿１　チャネル変動推定部
７０５＿２　チャネル変動推定部
７０７＿１　チャネル変動推定部
７０７＿２　チャネル変動推定部
７０９　制御情報復号部
７１１　信号処理部
８０３　ＩＮＮＥＲ　ＭＩＭＯ検波部
８０５Ａ，８０５Ｂ　対数尤度算出部
８０７Ａ，８０７Ｂ　デインタリーバ
８０９Ａ，８０９Ｂ　対数尤度比算出部
８１１Ａ，８１１Ｂ　Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ
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８１３Ａ，８１３Ｂ　インタリーバ
８１５　記憶部
８１９　係数生成部
９０１　Ｓｏｆｔ－ｉｎ／ｓｏｆｔ－ｏｕｔデコーダ
９０３　分配部
１２０１Ａ，１２０１Ｂ　ＯＦＤＭ方式関連処理部
１３０２Ａ，１３０２Ａ　シリアルパラレル変換部
１３０４Ａ，１３０４Ｂ　並び換え部
１３０６Ａ，１３０６Ｂ　逆高速フーリエ変換部
１３０８Ａ，１３０８Ｂ　無線部
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